
産業建設常任委員会審査日程 
 

日 時  令和６年１月２３日（火） 

午後１時３０分     

場 所  第１委員会室       

 

～審査内容～ 
 

１ 有害鳥獣について 









全国のニホンジカ及びイノシシの
個体数推定の結果について

環境省自然環境局

資料２
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１．ニホンジカ（本州以南）の個体数推定の結果
• 令和３ （2021）年度末におけるニホンジカ（本州以南）の推定個体数は、

中央値で約222万頭（90%信用区間：約192～265万頭）となりました。
• ニホンジカの個体数は、減少傾向が継続していると考えられるものの、依然として高い

水準にあるため、引き続き捕獲強化を進めていく必要があると考えられます。

2

※ 令和３（2021）年度の自然増加率の推定値は、中央値1.20（90％信用区間：1.17-1.23）
※ 令和３（2021）年度の北海道の推定個体数は、東部地域31万頭、北部地域18万頭、

中部地域20万頭、南部地域3～20万頭（北海道資料）
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２．イノシシの個体数推定の結果
• 令和３ （2021）年度末におけるイノシシの推定個体数は、

中央値で約72万頭（90%信用区間：約54～97万頭）となりました。
• イノシシの個体数は、平成26（2014）年度をピークに、減少傾向が継続していると

考えられます。

3
※ 令和３（2021）年度の自然増加率の推定値は、中央値1.47（90％信用区間：1.29-1.64）
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最新のニホンジカ、イノシシの個体数推定及び
分布調査の結果等について

令和3年3月15日

環境省

資料２－２
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ニホンジカとイノシシの個体数推定結果について

○ 捕獲数等の全国的に入手可能なデータを元に2019年度（令和元年度）時点の個体数を推定。
○ ニホンジカ（本州以南※1）が約189万頭、イノシシが約80万頭と算出。
○ 2014年度（平成26年度）をピークに、個体数は減少傾向にあるが、半減目標※2の達成のため
には、引き続き、捕獲強化が必要。

※１北海道では、独自の推定方式で計算していることから合算していない。なお、北海道では、2019年度（令和元年度）の生息数は約67万頭と推定。

※３新たな捕獲実績等のデータを追加してこれまでの個体数を推定するため、過去に遡って推定値が見直される。このため、今後の推定個体数も変化する可能性がある。
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ニホンジカ（本州以南）の推定個体数の推移

基準年（2011（H23））

改正鳥獣法施行（2015（H27 ））

目標年（2023（R5））
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１

※２ 2013年度（平成25年度）に農林水産省と環境省が公表。ニホンジカとイノシシの個体数を2023年度（令和5年度）までに2011年度（平成23年度）比で半減することを

目標としている。

改正鳥獣法施行（2015（H27 ））

目標年（2023（R5））



ニホンジカとイノシシの分布について

【指定管理鳥獣捕獲等事業交付金による分布拡大地域への支援の例】
・センサーカメラを用いた分布や越冬地把握のための調査への支援（秋田県）
・ドローン等の新たな技術を用いた効果的な捕獲技術の導入支援（青森県、富山県）
・捕獲従事者の育成のための研修への支援（青森県）

○ニホンジカは、2014年度（平成26年度）の調査以降、東北、北陸、中国地方で新たに生息が
確認されたエリアが多く存在し、分布が拡大。

○イノシシは、2014年度（平成26年度）の調査以降、東北、関東、北陸地方で新たに生息が
確認されたエリアが多く存在し、分布が拡大。

○分布拡大地域においては、分布状況や越冬地の調査、効果的な捕獲技術の導入等を環境省
交付金により支援。

【ニホンジカ】 【イノシシ】

２

※「令和２年度ニホンジカ及びイノシシの個体数推定及び生息状況等調査業務」（環境省）により作成
2020年度（令和2年度）調査は2018年度（平成30年度）までの捕獲データから全国の分布状況を2021年（令和3年）3月にとりまとめたもの。

※

※



○ 指定管理鳥獣捕獲等事業交付金について、新たに捕獲強化のための狩猟経費への支援メニューを追加
（25億円（令和2年度補正予算含む。））

○「熟練狩猟者による狩猟者育成制度の構築」や「最新のデジタル技術等を活用した鳥獣管理の省力化を
支援」するための予算を新たに計上

○ 捕獲効果の検証や効果的な捕獲を支援するため、ニホンジカの生息密度調査を実施

■ 都道府県による捕獲等への支援

・指定管理鳥獣捕獲等事業交付金により、都道府県による捕獲、
調査、ICT等の効果的捕獲技術の導入、捕獲従事者の育成等
を支援。

・各都道府県が行った効果的な捕獲技術の導入の取組成果を事例
集としてとりまとめ共有するなど、事業の効率化を促進。

・狩猟期間における捕獲強化のため、従来のジビエ利用拡大の
ための支援（9,000円/頭）に加え、次年度より、新たに捕獲
強化のための狩猟経費への支援メニューを追加（8,000円/頭
を予定）。

・複数の都道府県で構成する協議会が行う捕獲や調査等の広域的
な取組についても引き続き支援。

・CSF拡散防止のためのイノシシの捕獲強化についても引き続き
支援。

・夜間銃猟については、講習会等の実施を通じて実施可能な事業
者の育成を図り、安全性を確保した上で、必要な地域での実施
を推進（今年度は和歌山県に加え、新たに北海道で実施）。

■ 次世代の鳥獣管理の担い手の育成
・熟練狩猟者による狩猟者育成制度（狩猟インストラ
クター）の構築を目指し、プログラムの開発、試行等
を実施。

■ 全国のニホンジカ生息密度の把握

・ニホンジカの生息密度調査を全国で実施し、都道府県
における捕獲結果の評価や計画策定を支援。

・2020年（令和2年）10月より関東ブロックを調査中。
今後2年間で全国を調査予定。

高密度地域や被害が大きい地域等
で捕獲強化し、各種被害を効果的に
防止

※一般的にシカの適正密度は
３～５頭／㎢とされる

・最新のデジタル技術や忌避技術を活用し、被害防除や
生息環境管理等の鳥獣管理の省力化のための技術開発
や担い手となる事業者の育成を支援。

＜忌避技術の例＞
テキサスゲート設置による
人と鳥獣の棲み分けの推進

さらなる捕獲強化に向けた取組について

３



鳥獣被害対策に係る総務省の取組

地域経済循環創造事業交付金（ローカル１０,０００プロジェクト）の活用

○産学金官の連携により、地域の資源と資金を活用して、雇用吸収力の大きい地域密着型企業の立ち上げを支援

⇒ 地域金融機関から融資を受けて事業化に取り組む民間事業者の初期投資費用について、都道府県又は市町村が

助成を行う場合に、国がその助成の一部又は全部を支援 【令和３年度当初予算案 ７．０億円の内数】

本交付金を活用して、以下のような鳥獣被害対策の事業展開を支援

例） 日高エゾシカ総合センター事業（北海道新冠町）

●事業者：株式会社北海道食美樂（びらく） ●平成２５年度採択 ●交付決定額：４，０００万円

●概要：従前、廃棄物として処理していたシカ駆除で発生する残滓について、ペットフードに加工する施設を整備

事業スキーム
民間事業者等の初期投資費用

支援対象

対象経費は、
・施設整備費
・機械装置費
・備品費

自己
資金等

公費による交付額

国 費

地域金融機関による融資等

・公費による交付額以上

・無担保（交付金事業による取得財産の担保権設定は除く。）・無保証

・ 地域資源を活かした持続可能な事業
・ 行政による地域課題への対応の代替となる事業
・ 高い新規性・モデル性がある事業

地方費

・原則 1/2
・条件不利地域かつ財政力の弱い市町村
の事業は 2/3, 3/4
・新規性・モデル性の極めて高い事業
は10/10

資料２－３



文部科学省における
鳥獣被害防止対策の取組

（天然記念物の食害対策について）

令和3年3月15日
文部科学省

資料２－４



事業名 事業内容 事業主体 補助率
３年度予算

（２年度予算）

天然記念物食
害対策

天然記念物に指定された動物
による農作物・造林木等に対
する食害等の防止対策のため
に行う事業を支援

・防護柵設置
・忌避剤塗布
・餌場借上
・効果測定等調査
・その他

地方公共団体 2／3 200百万円

（200百万円）

１．天然記念物とは

自治体の要望等に基づき食害対策を実施している動物 （元年度）

⇒ カモシカ （2８都府県1２市町村）、サル （6市町村）、ツル （1市）、

奈良のシカ （1県）、ノグチゲラ （1村）、オガサワラオオコウモリ （1村）

２．天然記念物食害対策（文化庁補助事業）

天然記念物：動植物及び地質鉱物で我が国にとって学術上価値の高い
もののうち重要なもの（文化財保護法第2条、第109条）

特別天然記念物：天然記念物のうち特に重要なもの（法第109条）

※文化庁では、天然記念物の動物に係る調査、再生（増殖）、食害対策の補助事業を実施。

1



３．食害を出す天然記念物の捕獲

捕獲：特定鳥獣管理計画（都道府県作成）を踏まえて文化庁長官が許可

・カモシカ ……………… 累計許可数 41,301頭（S50～R2）

・下北半島のサル … 累計許可数 7,507頭（H17～R1）

・箕面山のサル※….. 累計許可数 386頭 （S63～H20）
（※大阪府で箕面市のみに生息すること等から市の計画で許可）

○ 上記捕獲許可の権限を都道府県に移譲するための政令改正を準備中。

○ 関係省庁と連携し、計画的な捕獲・防除等に努めるとともに、調査・
防除・捕獲を組み合わせて対応していく。

カモシカ カモシカ用防護柵 下北半島のサル サル用電気柵
2



参考．天然記念物関連予算

３年度予算 ２年度予算 内 容

天然記念物
食害対策

２００ ２００
防護柵設置、忌避剤塗布、
効果測定等調査などの事業

（地方公共団体：補助率２／３）

天然記念物
再生

１００ １００

保護施設設置、環境復元事業、
増殖などの事業

（所有者、地方公共団体：
補助率１／２）

天然記念物
緊急調査

２７ ２７
減少、衰滅のおそれのある

動植物等の分布調査などの事業
（地方公共団体：補助率１／２）

計 ３２７ ３２７

（単位：百万円）

3



天然記念物食害対策
令和３年度予算額(案) 200百万円

(前年度予算額 200百万円)

＜事業内容＞ 天然記念物に指定された動物には、衰退しているものがある一方、本来の生息域の減少や地域的な個
体数の増加傾向により、農林業被害をもたらしている種類がある。そうした被害について、動物の行
動、生息環境等の把握による効果的な方策を検討するとともに、その食害を防ぐための対策を行う

天然記念物食害対策

動物の行動、生息環境等の把握による効果的な方策の検討、食害を防ぐための対策

食害対策（電気柵の措置）下北半島のサルによる被害状況

天然記念物に係る補助事業の流れ

天然記念物に指定された動物
食害

農林業被害等

4



1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

(S50) (S55) (S60) (H2) (H7) (H12) (H17) (H18) (H19) (H20) (H21) (H22) (H23) (H24) (H25) (H26) (H27) (H28) (H29) (H30)

網猟 38,700 30,100 8,400 7,300 7,300 6,500 6,500 6,800 6,700 6,900 7,400 7,300

わな猟 51,600 53,600 57,800 64,300 72,900 76,000 80,600 87,100 92,900 98,800 106,500 110,000

第１種銃猟 493,700 427,100 297,000 258,100 208,600 170,500 152,800 135,300 136,000 135,400 117,500 116,500 116,100 96,200 96,400 98,000 88,600 88,900 93,700 88,000

第２種銃猟 16,000 21,900 15,700 14,800 16,100 8,500 3,300 2,800 2,600 2,500 2,200 2,100 2,100 1,900 1,900 1,900 1,900 1,900 2,000 2,000

合  計 517,800 460,800 326,300 289,500 246,000 210,200 203,600 186,700 228,900 221,500 185,900 190,200 198,400 180,700 185,300 193,800 190,100 196,500 209,600 207,300

※四捨五入のため、合計の数字と内訳の計が一致しない場合がある。
※近年（H17年度以降）は毎年集計。それ以前は５年ごとの集計。
※2007年（H19年）に「網・わな猟免許」を「網猟免許」と「わな猟免許」に区分。

　　　年度
種別

8,000 11,700 13,600 16,600 21,300 31,300 47,600 48,600

種別狩猟免許所持者数
（単位：人　十の位で四捨五入）
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全国における狩猟免許所持者数（免許種別）の推移（1975～2018）
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網猟

わな猟

第１種銃猟

第２種銃猟

合 計



1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

(S50) (S55) (S60) (H2) (H7) (H12) (H17) (H18) (H19) (H20) (H21) (H22) (H23) (H24) (H25) (H26) (H27) （H28) （H29) （H30)

18～19歳 100 100 200 200

20～29歳 88,600 48,800 10,900 5,000 3,600 3,100 2,300 2,100 2,600 2,300 2,300 2,700 3,100 3,600 4,200 5,100 6,500 7,500 8,400 9,200

30～39歳 158,400 149,000 88,600 40,800 16,000 10,100 8,700 8,400 10,100 9,400 9,000 9,300 9,900 10,100 10,800 12,200 14,000 15,600 17,500 18,800

40～49歳 156,000 135,800 100,100 98,900 75,100 36,200 18,700 16,900 19,400 17,600 15,800 15,800 16,400 17,200 17,100 18,500 20,700 23,100 25,300 27,200

50～59歳 69,000 84,900 85,000 85,800 77,500 79,800 70,500 62,600 67,600 57,900 44,400 40,800 38,000 32,300 30,500 29,300 28,500 28,100 29,000 29,100

60歳以上 45,700 42,300 41,700 59,100 74,000 81,000 103,500 96,600 129,200 134,300 114,300 121,700 131,000 117,400 122,800 128,600 120,300 125,300 129,200 122,800

合  計 517,800 460,800 326,300 289,500 246,100 210,200 203,600 186,600 228,900 221,500 185,900 190,200 198,400 180,700 185,300 193,800 190,100 199,700 209,600 207,300

※四捨五入のため、合計の数字と内訳の計が一致しない場合がある。
※近年（H17年度以降）は毎年集計。それ以前は５年ごとの集計。
※2007年（H19年）に「網・わな猟免許」を「網猟免許」と「わな猟免許」に区分。
※2015年（H27年）に網免許及びわな猟免許の取得年齢を20歳以上から18歳以上に引き下げ。

年齢別狩猟免許所持者数

　　　年度
年齢

（単位：人　十の位で四捨五入）

51.8 

46.1 
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29.0 

24.6 
21.0 20.4 
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全国における狩猟免許所持者数（年齢別）の推移（1975～2018）
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（十の位で四捨五入）

鳥類（羽）

上段：狩猟

下段：その他※

27,700 7,600 800

35,200 12,900 700

53,700 14,300 1,200

61,700 12,200 1,000

69,300 18,200 1,000

51,000 21,300 1,000

57,600 31,300 1,000

71,400 56,300 800

2000年度 100,600 90,700 800

2001年度 125,200 92,100 600

2002年度 145,900 94,700 800

2003年度 133,900 100,500 600

2004年度 168,500 109,100 300

2005年度 139,900 120,600 700

2006年度 145,700 118,300 300

2007年度 134,800 121,500 600 3,400

2008年度 170,100 135,400 600 4,100

2009年度 159,800 157,400 400 3,300

2010年度 228,300 168,100 400 3,800

2011年度 169,300 183,600 500 3,600

2012年度 161,200 193,800 400 3,300

2013年度 156,700 176,800 500 3,500

2014年度 174,400 189,900 400 5,200

2015年度 166,100 168,700 400 4,600

2016年度 162,700 161,100 400 4,500

2017年度 143,300 157,800 500 4,500

2018年度 142,300 142,900 400 3,300

2019年度 132,800 137,400 － －

2020年度 123,100 148,700 － －

狩猟及び許可捕獲等による主な鳥獣の捕獲数

獣　　類　　（頭）

イノシシ ニホンジカ ニホンザル カモシカ クマ類 カワウ

0

1965年度
（Ｓ４０） 7,800 800 200 0 1,000 0

1960年度
（Ｓ３５） 5,300 200 100 0 500

0

1975年度
（Ｓ５０） 10,800 800 1,300 0 1,700 0

1970年度
（Ｓ４５） 9,700 300 500 0 2,300

0

1985年度
（Ｓ60） 9,200 4,400 5,100 0 1,500 200

1980年度
（Ｓ５５） 12,300 2,000 2,700 0 1,300

1,400

1995年度
（Ｈ７） 16,400 25,500 5,800 0 800 3,600

1990年度
（Ｈ２） 12,600 10,700 4,900 0 700

7,100

（Ｈ１３） 58,600 49,200 10,800 1,200 2,000 7,600

（Ｈ１２） 47,700 46,700 9,700 1,200 1,200

9,100

（Ｈ１５） 76,000 59,600 11,100 1,100 1,600 10,100

（Ｈ１４） 76,700 53,600 11,700 1,200 1,200

23,000

（Ｈ１７） 76,400 69,600 9,300 1,100 1,100 20,800

（Ｈ１６） 99,600 64,800 14,100 1,100 2,500

（Ｈ１９） 97,000 90,200 12,600 900 1,300 24,800

27,700（Ｈ１８） 108,100 79,600 15,100 1,000 4,800

13,800

（Ｈ２１） 148,900 154,800 16,200 800 1,500 31,800

（Ｈ２０） 136,600 115,200 15,900 900 1,400

37,100

（Ｈ２３） 221,200 231,900 17,800 800 1,800 25,800

（Ｈ２２） 248,700 195,000 21,900 900 4,000

24,400

（Ｈ２5） 296,200 336,500 19,800 800 1,900 24,500

（Ｈ２4） 265,400 272,600 25,100 800 3,300

22,400

（Ｈ２7） 387,600 424,900 25,100 700 1,900 23,300

（Ｈ２6） 346,200 398,100 27,200 700 4,100

20,900

（Ｈ２9） 409,200 443,000 23,200 600 3,900 17,000

（Ｈ２8） 457,700 418,200 25,100 600 3,800

※：H17・18年度の「狩猟」には、「構造改革特区」の数値を含む。
※：H19年度にカワウを狩猟鳥獣に追加。
※：「その他」は、環境大臣、都道府県知事、市町村長による鳥獣捕獲許可の中の「被害の防止」、
      「第一種特定鳥獣保護計画に基づく鳥獣の保護（平成26年の法改正で創設）」、
      「第二種特定鳥獣管理計画に基づく鳥獣の数の調整（平成26年の法改正で創設）」、
      「特定鳥獣保護管理計画に基づく数の調整」及び「指定管理鳥獣捕獲等事業（平成26年の法改正で創設）」
        である。
※：2000年度以降はは毎年集計。それ以前は５年ごとの集計。
※　平成30年度、令和元年度及び令和2年度速報値は、令和3年8月19日現在であり、令和元年度及び令和２年
　　度のクマ類の狩猟による捕獲数、ニホンザル、カモシカ及びカワウの捕獲数は未集計。

（R2速報値） 555,800 526,100 － － 7,200 －

15,800

（R1速報値） 507,800 465,500 － － 6,300 －

（Ｈ30速報値） 462,600 429,400 23,500 500 3,600
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狩猟 その他 計 狩猟 その他 計 狩猟 その他 計

147,600 569,200 716,800 100,100 490,000 590,100 247,700 1,059,200 1,306,900

※1

※2

（参考）

狩猟 その他 計 狩猟 その他 計 狩猟 その他 計

150,500 574,500 725,000 104,100 424,500 528,600 254,600 999,000 1,253,600

※

狩猟 その他 計 狩猟 その他 計 狩猟 その他 計

148,700 526,100 674,800 123,100 555,800 678,900 271,800 1,081,900 1,353,700

※

令和５年８月３０日現在

ニホンジカ・イノシシ捕獲頭数速報値（令和４年度）
（十の位で四捨五入）

ニホンジカ イノシシ 計

「その他」は、環境大臣、都道府県知事、市町村長による鳥獣捕獲許可の中の「被害の防止」、「第二種特定鳥獣管理計画に

基づく鳥獣の数の調整」及び「指定管理鳥獣捕獲等事業」による捕獲数。

　四捨五入のため、合計の数字と内訳の計が一致しない場合がある。

ニホンジカ・イノシシ捕獲頭数（令和３年度）
（十の位で四捨五入）

ニホンジカ イノシシ 計

　四捨五入のため、合計の数字と内訳の計が一致しない場合がある。

　四捨五入のため、合計の数字と内訳の計が一致しない場合がある。

ニホンジカ・イノシシ捕獲頭数（令和２年度）
（十の位で四捨五入）

ニホンジカ イノシシ 計
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１ 背景及び目的 

（１）背景 

イノシシは、日本に古くから生息する野生動物であり、狩猟資源としてはもとより、

生態系を構成する要素として重要な役割を果たしているが、近年、本県の野生鳥獣に

よる農林業被害が増大し、中でも、イノシシによる被害が全体の５割弱を占め、農林

業に深刻な影響を与えている。 

このため、県では、「鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律」に基づき、平成

16(2004)年10月に第１期、平成19(2007)年３月に第２期、平成24(2012)年３月に第３

期の「特定鳥獣（イノシシ）保護管理計画」を策定し、狩猟に係る規制の緩和や狩猟

期間の延長等による狩猟の推進のほか、有害鳥獣としての捕獲や電気柵設置等による

防護の強化、生息環境の整備等を総合的に実施してきた。さらに、平成20(2008)年に

施行された「鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止のための特別措置に関する法

律」（以下「鳥獣被害防止特措法」という。）を踏まえ、市町との連携を一層密にし

て被害防除に取り組んできた。 

こうした中、平成26(2014)年５月、「鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律の一

部を改正する法律」（以下「改正法」という。）が公布され、法律の名称が「鳥獣の保

護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律」（以下「法」という。）に改められると

ともに、鳥獣の保護管理に係る施策体系が整理され、「特定鳥獣保護管理計画」は、特

に保護すべき鳥獣に関する「第一種特定鳥獣保護計画」と、特に管理すべき鳥獣に関

する「第二種特定鳥獣管理計画」に区分されたことに伴い、平成27(2015)年３月に第

３期第二種特定鳥獣（イノシシ）管理計画に名称等を変更した。その後、平成29(2017)

年３月に第４期第二種特定鳥獣（イノシシ）管理計画を策定し、引き続き取組を行っ

た結果、イノシシによる農林業被害は平成22年度をピークに減少傾向にあるが、依然

として高い水準で発生している。 

（２）目的 

生物多様性の確保、農林業の健全な発展等の観点から、イノシシ個体群の長期にわ

たる安定的な維持を図りつつ、その生息数を適正な水準に減少させることを目的とし

て、「第13次鳥獣保護管理事業計画」に基づき、「第５期第二種特定鳥獣（イノシシ）

管理計画」を策定する。 

 

２ 管理すべき鳥獣の種類 

    イノシシ（Sus scrofa） 

 

３ 計画の期間 

    本計画の期間は、「第13次鳥獣保護管理事業計画」（計画期間：令和４(2022)年４月

１日から令和９(2027)年３月31日まで）との整合性を図り、同計画の期間と同じ令和４

(2022)年４月１日から令和９(2027)年３月31日までの５年間とする。 
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４ 管理を行う区域 

    山口県全域とする。 

 

５ 管理の目標等 

（１）現状 

    ① 生息環境 

  （ア）地形 

         本県は、本州の最西端に位置し、三方が瀬戸内海、日本海、響灘に面している。

中央部には中国山地が東西に走り、東部県境の寂地山を最高峰に、県全体として

東高西低のあまり高度差の大きくない丘陵性の山地が海岸部近くまで広がってい

る。 

  

 （イ）気候 

         本県の年平均気温は、平野部では15～16度、山間部では13～15度である。年平

均降水量は、平野部や盆地では1,800～2,000㎜、山間部では2,000～2,400㎜で、

気温、降水量とも全国平均とほとんど変わらず、温暖な気候帯に属している。 

 

（ウ）自然植生 

年間降水量の少ない瀬戸内海沿岸部の一画には、乾燥に適応したと思われるウ

バメガシ群落、日本海や瀬戸内海沿岸部のやや土壌の深い場所には、スダジイ、

タブノキ群落が優占する。内陸部の多くがアカマツ・コナラ林であったが、現在

はコジイ・カシ群落に置き換わってきている。   

 

（エ）森林の現況 

         本県の林野面積は約43万８千haで、県土に占める割合は72％となっており、そ

のうち、民有林における樹種別の面積割合は、スギ、ヒノキ等の針葉樹が49％、

クヌギ等の広葉樹が47％、竹林等が３％となっている。 

          また、人工林率は、42％となっている。 

 

（オ）耕作地の利用状況  

県内の耕作地面積は昭和60(1985)年以降、減少傾向が顕著になっており、令和

２(2020)年には約２万５千haと、昭和60(1985)年と比較すると約５割以下にまで

減少しており、減少面積の多くが耕作放棄されているものと推測される。（表１） 
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表１ 耕作地面積の推移 

                                                            （単位：ｈａ） 

年  

区分 

昭和60 

(1985) 

平成7 

(1995) 

平成12 

(2000) 

平成17 

(2005) 

平成22 

(2010) 

平成27 

(2015) 

令和２ 

(2020) 

耕作地 

田  45,074  38,424  35,103 29,713 28,270 25,953 22,308 

畑   4,692   3,731   3,220   2,525   2,377 1,929 1,948 

樹園地   4,985   3,553   2,893   2,283   1,915 1,460 1,074 

計 54,751  45,708  41,216 34,522 32,563 29,342 25,330 

（資料：農林業センサス） 

 

② 生息状況及び捕獲状況 

  （ア）生息状況 

          本県では、一部の離島を除き、県内全域に生息している。 

      

 

（イ）捕獲状況 

狩猟と有害鳥獣捕獲により捕獲されており、捕獲数は、昭和63(1988)年度まで

はほぼ一定であったが、平成に入り増加傾向となり、平成30(2018)年度には過去

最高の22,539頭が捕獲された。また、平成22(2010)年度以降は有害鳥獣捕獲が狩

猟より多くなっている。（図１） 

令和２(2020)年度の農林(水産)事務所管内での捕獲数は、岩国管内と柳井管

内が過去最高の捕獲数となっている。（表２、表３） 

 

図１ イノシシ捕獲頭数の推移 

 

 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

S62 H2 H5 H8 H11 H14 H17 H20 H23 H26 H29 Ｒ２

捕
獲
頭
数(

頭)

計 狩猟 有害捕獲

（年度） 



- 4 - 

 

表２ 近年のイノシシ捕獲頭数（狩猟、有害捕獲別）の推移 

（単位：年度、頭） 

区 分 
平成 25 

(2013) 

平成 26 

(2014) 

 

平成 27 

(2015) 

平成 28 

(2016) 

平成 29 

(2017) 

平成 30 

(2018) 

令和元 

(2019) 

令和２ 

(2020) 

狩  猟 

 

狩猟 

5,789 5,048 8,007 6,884 4,642 7,763 5,075 5,976 

有害捕獲 9,462 9,804 12,016 12,315 10,489 14,776 11,795 16,028 

計 15,251 14,852 20,023 19,199 15,131 22,539 16,870 22,004 

 

表３ 農林(水産)事務所管内別、市町別のイノシシ捕獲頭数の推移 

（単位：年度、頭） 

管内 市町 
平成 25 

(2013) 

平成 26 

(2014) 

平成 27 

(2015) 

平成 28 

(2016) 

平成 29 

(2017) 

平成 30 

(2018) 

令和元 

(2019) 

令和２ 

(2020) 

岩国 岩国市 1,600 1,428 2,033 1,919 1,496 

 

1,945 1,576 2,142 

和木町 8 9 13 29 15 15 9 10 

計 1,608 1,437 2,046 1,948 1,511 1,960 1,585 2,152 

柳井 

 

柳井市 501 699 803 1,154 976 1,203 871 1,204 

周防大島町 1,290 1,630 1,780 2,243 1,839 2,252 2,301 

01 

3,023 

上関町 4 59 165 353 253 512 415 803 

田布施町 240 244 232 291 242 305 217 401 

平生町 128 222 396 366 376 606 381 644 

計 2,163 2,854 3,376 4,407 3,686 4,878 4,185 6,075 

周南 下松市 327 246 370 379 273 462 298 475 

光 市 641 587 437 548 335 509 442 472 

周南市 1,002 1,023 1,266 1,233 862 1,353 916 1,216 

計 1,970 1,856 2,073 2,160 1,470 2,324 1,656 2,163 

山口 山口市 1,969 2,189 2,917 2,319 2,015 3,083 2,178 2,394 

防府市 452 425 500 488 406 578 440 528 

計 2,421 2,614 3,417 2,807 2,421 3,661 2,618 2,922 

美祢 宇部市 1,013 981 1,463 929 903 1,252 1,050 1,331 

美祢市 1,235 1,319 2,009 1,470 1,690 2,026 1,168 1,717 

山陽小野田市 225 419 481 285 284 429 370 350 

計 2,473 2,719 3,953 2,684 2,877 3,707 2,588 3,398 

下関 下関市 1,823 1,483 

 

2,018 1,929 1,057 1,436 1,356 1,899 

計 1,823 1,483 2,018 1,929 1,057 1,436 1,356 1,899 

長門 長門市 1,221 561 905 911 642 842 634 989 

計 1,221 561 905 911 642 842 634 989 

萩 萩 市 1,382 1,119 1,941 1,972 1,343 3,384 2,039 2,104 

阿武町 140 179 248 334 105 320 188 290 

計 1,522 1,298 2,189 2,306 1,448 3,704 2,227 2,394 

県 外 50 30 46 47 19 27 21 12 

計 

計 

15,251 14,852 20,023 19,199 15,131 22,539 16,870 22,004 

※「県外」欄は、県外の狩猟者が県内で捕獲した頭数 
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③ 生態及び食性 

    （ア）生態 

基本的には年１産で、交尾期は晩秋から冬である。妊娠期間は約120日で、通

常春から初夏に４～５頭を出産する。ただし、春の出産に失敗した場合や出産し

た子を失った場合は、交尾期と異なる時期に再度発情が起こり、秋頃に出産する

ことがある。生後１年半でほぼすべての個体が性成熟に達する。 

通常、イノシシのオスは単独で行動するが、メスはメスを中心とした母系社会

をつくって行動し、１頭から数頭の成獣のメスとその子で構成されている。 

イノシシは、早い初産で多産性により高い繁殖力を持っているため、個体群の

回復が早いと考えられており、短期間で個体数が大きく変動する。 

     

（イ）食性 

          雑食性で、イモ、植物の根茎、果実、穀物、野菜、タケノコ、木の実、幼虫、

ミミズ、サワガニ、カエル、ヘビ、等を食べる。 

 

（２）被害状況及び被害防除対策 

      本県の野生鳥獣による農林業被害額全体に占めるイノシシによる被害の割合は、平

成22(2010)年以降５割弱で推移し、野生鳥獣の中で最も深刻な被害を及ぼしている。 

被害額は、平成22(2010)年度の3億7千万円をピークに減少傾向にあるが、依然、高

い水準にある。（表４、資料２） 

被害の主なものは、水稲が全体の６割を超え、野菜類、果樹等にも及んでいる。（図２） 

被害防除対策としては、国庫補助事業の活用等により、ワイヤーメッシュ柵・金網

柵・電気柵の設置による防護対策、はこわな等の導入や緩衝帯の整備（やまぐち森林

づくり県民税、山口型放牧等）、誘引物（放任果樹等）の除去等による生息地管理を実

施している。 

 侵入防止柵は近年400km前後で整備されている。（図３） 

 

表４  野生鳥獣全体に占めるイノシシによる農林業被害額の推移  

                                 （単位：百万円、％） 

        年度 
 

区分 

平成20 
(2008) 

平成22 
(2010) 

平成26 
(2014) 

平成27 
(2015) 

平成28 
(2016) 

平成29 
(2017) 

平成30 
(2018) 

令和元 
(2019) 

令和2 
(2020) 

鳥獣被害全体 647 801 537 522 534 471 475 436 405 

イノシシ被害 288 371 237 240 266 222 230 204 189 

（割合） 44.4 46.3 44.1 46.0 49.8 47.1 44.4 48.4 46.7 
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図２ イノシシによる農林業被害額の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３  鳥獣侵入防止柵の整備状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）狩猟者の状況 

① 狩猟免許所持者数 

       狩猟免許所持者数の総数は、平成21(2009)年度に3,771人まで減少したが、平成

29(2017)年度に4,426人まで増加し、近年は4,200人台で推移している。 

       免許の種別で見ると、第一種銃猟（装薬銃）は平成17(2005)年度の2,354人から減

少を続け、わな猟は増加している。（図４） 
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図４  狩猟免許所持者（延人数）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 狩猟免許所持者の年齢構成 

        狩猟免許所持者の年齢構成の経年変化を見ると、昭和50(1975)年度から平成元

(1989)年度にかけて所持者が半減する中で、特に20代から40代の免許所持者が急激

に減少したが、近年わずかであるが増加している。（図５） 

 

 

図５ 狩猟免許所持者（実人数）の年齢構成 
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（４）管理の目標 

イノシシについては、生息密度や個体数を推定するための手法が確立していないこ

とから、農林業被害額を低減させることを目標とする。 

 

（５）目標を達成するための基本的な考え方 

      里山の荒廃や耕作放棄地の増加により、イノシシの生息域は人間活動の場に及んで

おり、農林業に多大な被害をもたらしている。 

      このため、自然条件下において、農林業被害のない安定した状態で個体群の維持を

図ることが重要であり、本計画では、県と市町との役割分担の下、捕獲対策に加え、

防護・生息環境対策及び担い手対策を総合的に推進する。また、捕獲数や被害額等を

的確に把握した上で、計画の進捗状況を評価し、今後の対策を検討する。 

 

 

【イノシシ管理フロー】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第二種特定鳥獣管理計画 
（目標及び施策の検討） 現状把握（生息動向等） 

フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク 

施策の実施 

関係機関・狩猟者の協力 
被害・捕獲状況の把握 
（モニタリング） 

評価・検討 
（県イノシシ対策検討会） 
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６ 鳥獣の数の調整に関する事項 

（１）個体群管理の考え方 

   狩猟、有害鳥獣捕獲によるイノシシの捕獲頭数は、近年、２万頭程度の高い水準

で推移しており、農林業被害額は減少傾向にある。（図６、表５）。 

      しかし、繁殖力の高いイノシシは、短期間で個体数が回復すると考えられるた

め、これまで以上に捕獲数の拡大を図り、捕獲圧を強化することが重要である。 

      このため、本計画期間中においては、狩猟期間の延長等の規制緩和を継続し、狩

猟の強化を図るとともに、市町においては、被害状況に応じた有害鳥獣捕獲を強化

する。 

 

図６ イノシシの捕獲頭数と農林業被害額の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表５  イノシシの捕獲頭数と農林業被害額の推移 

                                                              （単位：頭、百万円） 

  年度  
区分 

平成20 

(2008) 
平成22 
(2010) 

平成26 
(2014) 

平成27 
(2015) 

平成28 
(2016) 

平成29 
(2017) 

平成30 
(2018) 

令和元 
(2019) 

令和2 
(2020) 

捕獲頭数 12,590 18,055 14,852 20,023 19,199 15,131 22,539 16,870 22,004 

被 害 額   288 371 237 240 266 222 230 204 189 

    ※被害額は平成20(2008)年度までは暦年、平成21(2009)年度以降は年度の値 

 

 

（２）個体群管理の目標 

      管理目標を達成するためには、個体数を着実に減少させる必要があることから、

捕獲目標頭数を年間22,000頭以上とする。 
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（３）個体群管理の方法 

    ① 規制緩和等の継続 

    （ア）狩猟期間の延長 

  法に基づく狩猟期間である 11 月 15 日から 2月 15日までを、11月１日から３

月 31日までとする。 

    （イ）くくりわなの輪の直径に関する規制の緩和 

         法が定める 12cm 以内から 15cm 以内に緩和する。 

なお、下関市、長門市の全域を平成 29(2017)年 ４月 1 日から「くくりわな架

設制限区域」としていたが、令和４(2022)年３月 31 日をもって期間満了となる

ため、両市ではくくりわなの架設が可能となる。 

しかし、長年、禁止・制限区域としてきたため、猟犬等の錯誤捕獲などの狩猟

事故の発生や、狩猟者間で軋轢が生じることが危惧されることから、適正なわな

猟の取り扱いについて徹底を図る。また、くくりわなに係る研修会を下関市、長

門市において開催する。 

【留意事項】ツキノワグマ錯誤捕獲の防止 

    ツキノワグマの恒常的生息区域でツキノワグマの出没が頻繁に見られる地域で

は、次の事項の指導を徹底する。 

１）はこわなは、天井部に脱出口を設けること 

２）くくりわなは、撤去するか輪の直径を12cm以内とすること 

② 有害鳥獣捕獲の推進 

        鳥獣被害防止特措法を踏まえた、県と市町との役割分担の下、各地域の被害実態

に応じた有害鳥獣捕獲を推進する。 

③ 捕獲機材の充実及び捕獲技術の向上 

         設置や移動が比較的容易であるくくりわなやはこわなの設置基数の拡大等によ

る捕獲強化を推進するとともに、わな架設研修の実施など捕獲技術の向上を図る。       

    ④ 狩猟者の確保・育成 

狩猟者の確保を図るため、農林業者や農業高校生・大学生等への狩猟免許試験の

ＰＲ、県下各地での試験の実施、民間事業者に対する鳥獣捕獲等事業への参入の働

きかけ等により狩猟者の確保に努める。 

また、銃猟免許新規取得者への実地訓練やわな猟免許新規取得者への捕獲技術研

修等の実施により、知識や技術の向上等、狩猟者の育成に努める。 

⑤ 地域ぐるみの捕獲活動の推進 

        有害鳥獣捕獲の強化を図るためには、狩猟者だけに頼るのではなく、狩猟者の理

解と協力の下に、捕獲従事者を地域全体で確保し、地域が一体となった取組が必要

である。 

そのため、農林業者の狩猟免許の取得促進や、狩猟者と地域の関係者との連携・

協力による、地域ぐるみの捕獲活動を推進する。 
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⑥ 指定管理鳥獣捕獲等事業の実施 

  既存の市町等が実施する有害鳥獣捕獲に加え、必要に応じて、県が指定管理鳥獣

捕獲等事業を実施する。なお、事業実施の目的、実施期間、実施区域、事業の目標

等については、指定管理鳥獣捕獲等事業実施計画書（イノシシ）に定める。 

   

７ 生息地の保護及び整備に関する事項 

主要な生息地である人里から離れた奥山においては、人工林の間伐による下層植生の

回復や広葉樹の植栽などによる多様な森林づくりにより、生息環境の整備に努める。  

また、農作物等への被害が発生する地域等においては、耕作放棄地での山口型放牧の

活用や、やまぐち森林づくり県民税を活用した繁茂竹林の伐採等により緩衝帯整備を進

め、人の生活空間とイノシシの生息場所を棲み分ける生息地管理に努める。 

 

８ その他管理のために必要な事項 

（１）被害防除対策 

      捕獲を強化するだけでは、イノシシによる農林業被害を軽減させることはできない。 

   効果的な捕獲と並行して、耕作地での防護柵の設置や集落での誘因物の除去等、被

害防除対策に総合的に取り組むことが重要であることから、県と市町との役割分担の

下、以下の対策を進めていく。 

    ① 農林業者への被害防除のための普及啓発（研修会の開催等） 

    ② 既存の被害防除対策の見直し・改良 

    ③ 新たな被害防除技術の開発、実施 

（２）調査研究 

      生態学的な知見が少ないイノシシの適正な管理を推進するため、市町や関係団体等

とも連携し、生息状況、捕獲頭数、被害発生量等についてのデータの蓄積に努める。 

   また、施策の点検・評価のため、以下の調査を実施する。 

    ① 被害防除対策の実施状況と効果の検証 

    ② 農林業被害等に関する地域別の実態把握 

（３）計画の推進体制 

    ① 合意形成 

        本計画に基づく各種施策の推進に当たっては、地域住民はもとより、幅広い関係

者の理解と協力を得ることが不可欠であることから、行政、関係団体及び関係者が

互いに連携を密にして合意形成を図る。 

② 市町や関係機関との連携 

        鳥獣被害防止施策を総合的かつ効果的に実施するため、鳥獣被害防止特措法に基

づき作成した「鳥獣被害防止計画」に沿って施策を実施する市町や、「山口県鳥獣

被害防止対策協議会」等の関係機関との連携強化を図る。 
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（４）計画の進行管理 

      計画的な管理を行うため、被害・捕獲状況を基にした本計画の進行管理を行うとと

もに、学識経験者、農林業団体、狩猟団体、関係行政機関等で構成する「山口県イノ

シシ対策検討会」において、本計画の進捗状況を評価し、必要に応じて「山口県自然

環境保全審議会鳥獣保護部会」において、管理目標及び方策の見直しを検討する。 
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《用語解説》 

 

◆第二種特定鳥獣管理計画 

鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律第七条の二に基づき、生息数が著

しく増加し、又はその生息地の範囲が拡大している鳥獣に対して鳥獣の管理を図るために、

都道府県知事が任意で定めることができる計画。 

 

◆はこわな 

 箱の中に獣が入り込んで餌をくわえて引くなどすることで仕掛けが作動すると、出入り

口が閉まることにより、獣を閉じ込めて捕獲するわなのこと。 

 

◆緩衝帯 

耕作放棄地や、手入れがされていない里山などにある草木や小径木、不要木の間伐、放

任果樹の伐採を行い、見通しを良くした区域のこと。緩衝帯を作ることで野生鳥獣の潜み

場をなくし、農地への出没や侵入を抑止でき、農作物被害の軽減が期待できる。 

 

◆山口森林づくり県民税 

手入れが行き届かず荒廃が深刻化する森林を、健全な姿で次の世代へ引き継ぐため、森

林の整備を目的とした県民税。平成 17(2005)年度から導入。 

 

◆山口型放牧 

 転作田や耕作放棄地などに電気牧柵等を設置して牛を放牧する方法。放牧により耕作放

棄地がきれいになることで、獣害が減少する。平成元(1989)年から開始。 

 

◆第一種（銃猟免許） 

 狩猟免許の種類。装薬銃（ライフル銃及び散弾銃）、圧縮ガス銃及び空気銃が使用できる。 

 

◆第二種（銃猟免許） 

狩猟免許の種類。圧縮ガス銃及び空気銃が使用できる。 

 

◆くくりわな 

けもの道などに設置しておいた針金やワイヤーロープなどで作った輪によって、獣の足

等をくくり捕らえるわなのこと。 

 

◆錯誤捕獲 

 イノシシ、ニホンジカ等のある鳥獣の捕獲を目的に設置したわなによって目的外の鳥獣

（例：ツキノワグマなど）が捕獲されること。 
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資料１

狩猟 有害捕獲 計 狩猟 有害捕獲 計

33 1,385 682 2,067 2 3,347 2,768 6,115

34 1,663 262 1,925 3 1,170 4,370 5,540

35 1,780 481 2,261 4 1,055 4,037 5,092

36 2,009 213 2,222 5 2,419 4,237 6,656

37 2,708 280 2,988 6 1,005 4,021 5,026

38 1,657 264 1,921 7 4,009 2,100 6,109

39 1,199 377 1,576 8 4,610 2,973 7,583

40 1,954 475 2,429 9 3,389 2,280 5,669

41 1,763 785 2,548 10 4,482 2,600 7,082

42 1,984 677 2,661 11 5,631 3,877 9,508

43 1,892 716 2,608 12 4,413 3,823 8,236

44 1,604 603 2,207 13 4,415 4,588 9,003

45 2,206 644 2,850 14 5,206 5,259 10,465

46 1,865 571 2,436 15 4,451 5,417 9,868

47 2,434 1,121 3,555 16 8,671 7,638 16,309

48 2,945 918 3,863 17 5,910 5,918 11,828

49 2,956 1,579 4,535 18 5,017 5,133 10,150

50 3,762 1,261 5,023 19 5,421 5,133 10,554

51 3,894 2,293 6,187 20 6,242 6,348 12,590

52 3,191 2,053 5,244 21 5,369 5,702 11,071

53 2,310 1,559 3,869 22 9,260 8,795 18,055

54 3,434 1,564 4,998 23 6,672 8,718 15,390

55 3,736 2,433 6,169 24 6,053 9,719 15,772

56 3,213 1,621 4,834 25 5,789 9,462 15,251

57 2,592 1,225 3,817 26 5,048 9,804 14,852

58 3,458 1,679 5,137 27 8,007 12,016 20,023

59 2,713 1,181 3,894 28 6,884 12,315 19,199

60 2,986 1,204 4,190 29 4,642 10,489 15,131

61 2,658 1,255 3,913 30 7,763 14,776 22,539

62 2,139 1,224 3,363 元 5,075 11,795 16,870

63 2,556 2,091 4,647 2 5,976 16,028 22,004

元 2,733 1,642 4,375

*　（出典）　県自然保護課資料

山口県におけるイノシシの捕獲頭数

年度
捕獲頭数

年度
捕獲頭数
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資料３

網・わな 第一種 第二種 計 網・わな 第一種 第二種 計

33 69 5,033 152 5,254 2 424 3,853 129 4,406

34 104 4,886 90 5,080 3 457 3,741 141 4,339

35 111 4,945 123 5,179 4 472 3,623 151 4,246

36 91 4,943 160 5,194 5 519 3,447 155 4,121

37 - - - - 6 543 3,342 189 4,074

38 114 5,724 221 6,059 7 525 3,174 183 3,882

39 121 5,887 210 6,218 8 592 3,051 172 3,815

40 119 6,322 252 6,693 9 596 2,975 185 3,756

41 210 6,964 238 7,412 10 616 2,848 159 3,623

42 251 7,375 267 7,893 11 659 2,693 148 3,500

43 210 8,092 282 8,584 12 749 2,612 168 3,529

44 217 8,530 287 9,034 13 809 2,501 176 3,486

45 237 8,846 250 9,333 14 937 2,380 182 3,499

46 185 8,090 195 8,470 15 1,127 2,296 189 3,612

47 213 7,733 186 8,132 16 1,144 2,207 52 3,403

48 248 7,940 152 8,340 17 1,235 2,131 50 3,416

49 301 8,414 188 8,903 18 1,237 2,038 39 3,314

50 342 8,466 201 9,009 19 1,260 1,913 47 3,220

51 427 8,732 188 9,347 20 1,338 1,791 40 3,169

52 453 7,979 129 8,561 21 1,420 1,711 42 3,173

53 507 8,420 173 9,100 22 1,445 1,562 32 3,039

54 459 7,543 278 8,280 23 1,806 1,463 35 3,304

55 459 7,058 232 7,749 24 1,843 1,360 38 3,241

56 446 6,596 226 7,268 25 1,845 1,294 41 3,180

57 429 5,995 207 6,631 26 1,910 1,254 38 3,202

58 408 5,603 166 6,177 27 1,965 1,240 42 3,247

59 418 5,293 164 5,875 28 2,100 1,232 41 3,373

60 418 4,974 167 5,559 29 2,153 1,206 46 3,405

61 403 4,634 154 5,191 30 2,119 1,158 42 3,319

62 387 4,421 147 4,955 元 2,197 1,097 49 3,343

63 397 4,246 132 4,775 2 2,221 1,073 50 3,344

元 414 3,972 120 4,506

*　（出典）　県自然保護課資料
*　昭和37年度はデータなし

狩猟者登録状況

年度 年度
狩猟者登録数 狩猟者登録数
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１ 背景及び目的 

（１）背景 

本県に生息するニホンジカ（以下「シカ」という。）は、ＤＮＡ解析の結果、

南日本型に分類される数少ないホンシュウジカ個体群であり、生物地理学的に

も生態学的にも貴重な存在と言われている。 

しかし、戦後の乱獲等の影響により、昭和30(1955)年代前半には県北西部に

50頭程度まで減少し、絶滅のおそれが生じたため、県は昭和37 (1962)年以降、

「オスジカ捕獲禁止区域」(平成11(1999)年解除)や「わな架設禁止区域」を指

定して、個体群の維持・回復に努めてきたところである。 

こうした取組により個体数は回復したものの、その後、生息頭数の増加や生

息域の拡大が顕著となり、人の生活空間への出没等による農林業被害の増加な

ど、深刻な影響を及ぼしている。 

このため、県では、平成９(1997)年３月に「シカ対策検討報告書」を取りま

とめるとともに、平成11(1999)年６月には同報告書に基づき、「山口県ニホンジ

カ保護管理計画」を策定し、その後「鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法

律」に基づき、平成14(2002)年10月に第１期、平成19(2007)年３月に第２期、

平成24(2012)年３月に第３期の「特定鳥獣（ニホンジカ）保護管理計画」を策

定し、その範囲を県北西部から県全域に拡大しながら、狩猟に係る規制の緩和

や狩猟期間の延長等による狩猟の推進のほか、有害鳥獣としての捕獲や電気柵

設置等による防護の強化、生息環境の整備等を総合的に実施してきた。さらに、

平成20(2008)年に施行された「鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止のた

めの特別措置に関する法律」（以下「鳥獣被害防止特措法」という。）を踏まえ、

市町との連携を一層密にして被害防除に取り組んできたところである。 

こうした中、平成26(2014)年５月、「鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法

律の一部を改正する法律」（以下「改正法」という。）が公布され、法律の名称

が「鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律」（以下「法」という。）

に改められるとともに、鳥獣の保護管理に係る施策体系が整理され、「特定鳥獣

保護管理計画」は、特に保護すべき鳥獣に関する「第一種特定鳥獣保護計画」

と特に管理すべき鳥獣に関する「第二種特定鳥獣管理計画」に区分された。こ

れに伴い、平成27(2015)年3月に名称を第３期第二種特定鳥獣（ニホンジカ）管

理計画に変更し、新たな管理目標の設定や、年間捕獲目標数の拡大を行った。

その後、平成29(2017)年３月に第４期第二種特定鳥獣（ニホンジカ）管理計画

を策定し、引き続き取組を行った結果、シカによる農林業被害は、平成26(2014)

年度をピークに減少傾向にあるが、依然として高い水準で発生している。 

（２）目的 

生物多様性の確保、生活環境の保全及び農林業の健全な発展を図る観点から、

シカ個体群の長期にわたる安定的な維持を図りつつ、その生息数を適正な水準

に減少させ、かつその生息地を適正な範囲に縮小させることを目的として、「第

13次鳥獣保護管理事業計画」に基づき、「第５期第二種特定鳥獣（ニホンジカ）

管理計画」を策定し、計画に基づく捕獲を進める。なお、将来的には絶滅を回

避できる生息個体数（500頭程度）を目指す。 
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２ 管理すべき鳥獣の種類 

ニホンジカ（Cervus nippon） 

 

３ 計画の期間 

本計画の期間は、「第13次鳥獣保護管理事業計画」（計画期間：令和４(2022)年

４月１日から令和９(2027)年３月31日まで）との整合性を図り、同計画の期間と

同じ令和４(2022)年４月１日から令和９(2027)年３月31日までの５年間とする。 

   

４ 管理を行う区域 

山口県全域とする。 

 

５ 管理の目標等 

（１）現状 

① 生息環境 

本県は本州の最西端に位置し、森林植生は東部の標高が高い地域を中心に、

一部の温帯林を除き、ほとんどが暖帯林に属している。その中でシカは北西

部の下関市、長門市、美祢市を中心とした地域に生息している。 

３市の林野面積は、その総土地面積の約70％に当たる約10万９千haであり、

その大部分の約10万７千haが民有林である（表１、表２）。このうち人工林面積

は、約４万７千haであり、スギ、ヒノキが約９割を占めている（表2）。 

餌資源については、東北地方の森林のようにササ類が森林の下層一面に繁

茂し、貴重な餌資源となっている場所はほとんどなく、上層木の種類により

様々な下層植物が繁殖しており、広葉草本（ヨモギ、スイバ等）や単子葉草

本（カヤツリグサ、ネササ等）等様々なものを採食している。 

また、シカの生息にとって重要な要素の１つである積雪については、近年

の暖冬により減少しており、１週間以上森林に雪が残るのはまれである。 

県内の耕作地面積は昭和60(1985)年以降、減少傾向が顕著になっており、

令和２(2020)年には約２万５千haと、昭和60(1985)年と比較すると約５割以

下にまで減少しており、減少面積の多くが耕作放棄されているものと推測さ

れる。（表３） 

 

 

平成４(1992)年度に環境庁（当時）が策定した「特定地域野生鳥獣保護管理マ

ニュアル策定調査報告書（ニホンジカの保護管理マニュアル）」において、当面絶

滅のおそれが少なく、防除のための管理も可能な個体群は、生息頭数500頭程度以

上とされている。 
   

《参考》 
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表１ 生息地域の土地利用状況及び林野率 

 

（資料：令和元年度山口県森林・林業統計要覧）  

 

表２ 市町別樹種別民有林面積 

 

市町名 総数 

人工林 天然林 

タケ 

無
立
木
地 

人
工
林
率 

  

総数 スギ ヒノキ マツ類 
広
葉
樹 

総数 
針
葉
樹 

広
葉
樹 

(ha) (ha) (ha) (ha) (ha) (ha) (ha) (ha) (ha) (ha) (％) 

下関市 46,529 17,013 5,807 9,226 1,623 357 26,589 554 26,036 2,316 611 37 

長門市 26,681 12,663 4,567 5,668 2,120 308 12,737 396 12,341 1,041 240 47 

美祢市 34,144 17,025 7,586 8,217 907 316 15,876 1,220 14,655 911 332 50 

合 計 107,354 46,701 17,960 23,111 4,650 981 55,202 2,170 53,032 4,268 1,183 44 

（資料：令和元年度山口県森林・林業統計要覧） 

 

表３ 耕作地面積の推移 

                                                       （単位：ｈａ） 

年  

区分 

昭和60 

(1985) 

平成7 

(1995) 

平成12 

(2000) 

平成17 

(2005) 

平成22 

(2010) 

平成27 

(2015) 

令和２ 

(2020) 

耕作地 

田  45,074  38,424  35,103 29,713 28,270 25,953 22,308 

畑   4,692   3,731   3,220   2,525   2,377 1,929 1,948 

樹園地   4,985   3,553   2,893   2,283   1,915 1,460 1,074 

計 54,751  45,708  41,216 34,522 32,563 29,342 25,330 

（資料：農林業センサス） 

市町名 

総
土
地
面
積 

林野 その他 

林
野
率 

総
数 

森
林 

採
草
地 

原 

野 

耕地 
そ
の
他 

総
数 

田 畑 

(ha) (ha) (ha) (ha) (ha) (ha) (ha) (ha) (％) 

下関市 71,610 47,172 47,069 103 7,510 6,390 1,120 16,928 66 

長門市 35,731 26,868 26,825 42 3,282 3,060 222 5,581 75 

美祢市 47,264 34,604 34,481 123 3,735 3,200 535 8,925 73 

合 計 154,605 108,644 108,375 268 14,527 12,650 1,877 31,434 70 
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② 生息状況及び捕獲状況 

（ア）生息状況 

本県では、平成25(2013)年度から出猟カレンダー調査（※1）を行ってお

り、出猟者から得られた目撃情報と捕獲実績等を活用し、シカの分布を推

計している（図１）。 

主な生息域は、県北西部一帯の３市（下関市、長門市、美祢市）にまた

がっているが、その周辺の市町のほか県内各地で生息が確認され、近年、

拡大する傾向にある。 

 

※１ 出猟カレンダー調査：出猟者から狩猟期間における出猟状況やシカの目撃情報等を収集  
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図 1 メッシュ毎の生息密度（推定） 

 

 

平成 29(2017)年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２(2020)年度 

 

図１ メッシュ別生息密度 
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（イ）糞塊密度 

本県では、平成30(2018)年度から県内30カ所において糞塊密度調査（※

１）を実施している。 

この調査結果によると、中部地域と東部地域では横ばいであるが、全県

と西部地域では、令和元(2019)年度に低下したものの、令和２(2020)年度

には平成30(2018)年度を上回る密度となった（図２）。 

※１ 糞塊密度調査：一定区域内のシカの糞塊数を調査 

 

図２ 糞塊密度調査結果の推移（※１） 

 

※２ 平成30年度以前と調査手法が異なるため、結果の比較は困難である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 糞塊密度の分布 
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令和元(2019)年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２(2020)年度 
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（ウ）捕獲状況 

狩猟と有害鳥獣捕獲により捕獲数は年々増加し、平成27(2015)年度から

指定管理鳥獣捕獲等事業を実施することで、令和２(2020)年度には過去最

高の8,255頭が捕獲された。 

狩猟については、捕獲実績がほとんどない期間が長く続いたが、狩猟期

間の延長や１日当たりの捕獲頭数制限の解除等の規制緩和により、捕獲頭

数が増加傾向となっている。なお、平成27(2015)年度以降は、狩猟期間に

指定管理鳥獣捕獲等事業を実施したため、狩猟による捕獲実績が減少した

が、令和元(2019)年度以降は1,000頭を超えている（図４、表４、資料１）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表４ 近年のシカ捕獲頭数の推移 

            （単位：頭） 

年度 

区分 

平成25 

(2013) 

平成26 

(2014) 

平成27 

(2015) 

平成28 

(2016) 

平成29 

(2017) 

平成30 

(2018) 

令和元 

(2019) 

令和２ 

(2020) 

狩猟 1,501 1,718 962 735 906 860 1,170 1,494 

うち県事業
による捕獲 

940 940 - - - - - - 

有害捕獲 2,032 1,898 1,937 2,062 2,743 2,431 2,794 3,907 

指定管理鳥獣
捕獲等事業 

- - 2,400 2,606 2,699 2,838 2,824 2,854 

計 3,533 3,616 5,299 5,403 6,348 6,129 6,788 8,255 
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  図４ シカ捕獲頭数の推移 
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③ 個体数推定及び将来予測 

  （ア）個体数推定 

     本県において収集されている密度指標となるデータ（捕獲頭数、目撃効

率、糞塊密度、ライトセンサス等）を用いて、平成20(2008)年度から令和

２(2020)年度まで各年度末における個体数の推定を行った。なお、令和２

(2020)年度の捕獲頭数においては、速報値（8,281頭）を用いた。 

     この結果によると、生息頭数について、平成20(2008)年度から令和元

(2019)年度までは単純増加にあるが、令和元 (2019)年度は 17,201頭～

50,772頭（中央値26,670）、令和２(2020)年度は14,524頭～52,602頭（中央

値26,068）となり、令和２(2020)年度は中央値で初めて減少を示し、シカ

の増加に歯止めがかかった状況と推察される（図５）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）将来予測 

     今後、基準年度（令和２(2020)年度）と同様の捕獲率（0.241）を継続し

た場合と、本計画始期の令和４(2022)年度に9,000頭を捕獲し、以後、令和

４(2022)年度の捕獲率（0.277）を継続した場合と２つのケースにより、今

後10年間（令和13(2031)年度まで）の将来予測を行っている。 

     予測結果によると、基準年度と同様の捕獲率を継続した場合、中央値で

はわずかに減少傾向となり、令和13(2031)年度には2,106頭～85,733頭（中

央値19,977頭）となる。また、本計画始期の令和４(2022)年度に9,000頭を

捕獲し、以後、令和４(2022)年度の捕獲率を継続した場合も中央値では減

少傾向となり、令和13(2031)年度には512頭～70,862頭（中央値12,443頭）

となる。（図６、７） 

12,097
13,454

15,047
16,727

18,278
19,981

22,099 23,152
24,395 25,073 26,001 26,670 26,068

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

（年度）

90％信用区間 50％信用区間 中央値

図５ シカの推定生息個体数

推
定
生
息
個
体
数
（
頭
） 



- 10 - 

 

※１ 捕獲率＝ 
当該年度の捕獲頭数  

当該年度末の生息個体数＋当該年度の捕獲頭数  

※２ 令和２年度の捕獲率：8,281頭/(26,068頭＋8,281頭)＝0.241 

※３ 図7における令和４年度の捕獲率：9,000頭/(23,485頭＋9,000頭)＝0.277 

※４ 捕獲率を一定に設定する意味は、推定における捕獲数の実行可能性を担保

するもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７ 生息個体数の将来予測 

（令和４年度に9,000頭を捕獲し、令和５年度以降は令和４年度の捕獲率を継続した場合） 

  ※令和３年度は、令和２年度並みの8,300頭の捕獲頭数に設定。 
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図６ 生息個体数の将来予測（現行と同じ捕獲率の場合） 
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④ 生態及び食性 

（ア）生態 

林縁の動物と言われるようにパッチ状に草地が入り込む森林に生息し

ている。 

オスジカは毎年１回春に角が生え替わり、年齢や栄養状態により異なる

が、最大で長さ50cm程度まで大きくなる。メスジカは、早いもので１歳の

秋に交尾を行い、２歳となった６月に１頭出産する。仔ジカは１歳から２

歳で母のもとを離れる。通常、オスとメスは別々に生活し、交尾期はメス

ジカを中心とした群れの周囲にオス群が近寄る。中には縄張りを形成する

ものもある。 

本県のシカ（成獣）の体重は、オスが40～70kg、メスが30～50kgで、遺

伝的に南日本型に分類されるように北日本のものに比べ小さく、九州以南

に生息するものに近い。 

（イ）食性 

イネ科草本、樹葉など殆どの植物種を食べる幅広い食性を示しており、春

は双子葉草本、夏はイネ科草本、秋は種子果実、冬は樹葉を多く採食する特

徴を有している。 

 

（２）被害状況及び被害防除対策 

シカによる農林業被害は、生息頭数の増加に伴い、平成に入ってから顕著にな

り、平成26(2014)年度は１億１千万円まで増加した。その後、平成29(2017)年度

から減少に転じたが、依然、高い水準にある（表５、図８、資料１）。 

一方、野生鳥獣による農林業被害額は、近年、減少傾向にあり、被害額全体

に占めるシカの割合は、増加傾向にある（表５）。 

被害防除対策としては、国庫補助事業の活用等により、ワイヤーメッシュ柵・

金網柵・電気柵の設置による防護対策、はこわな等の導入や緩衝帯の整備（や

まぐち森林づくり県民税、山口型放牧等）、誘引物（放任果樹等）の除去等によ

る生息地管理を実施している。 

侵入防止柵は、近年400km前後で整備されている（図９）。 

  

表５ 野生鳥獣全体に占めるシカによる農林業被害額の推移 

                              （単位：百万円、％） 

年度 
 
区分 

平成20 
(2008) 

平成22 
(2010) 

平成26 
(2014) 

平成27 
(2015) 

平成28 
(2016) 

平成29 
(2017) 

平成30 
(2018) 

令和元 
(2019) 

令和2 
(2020) 

鳥獣被害全体 647 801 537 522 534 470 474 436 404 

シカ被害 54 76 113 94 108 97 94 88 90 

（割合） 8.1 9.4 20.8 17.8 20.0 20.6 19.6 19.9 22.2 
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図８ シカによる農林業被害額の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

図９  鳥獣侵入防止柵の整備状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）狩猟者の状況 

① 狩猟免許所持者数 

狩猟免許所持者数の総数は、平成21(2009)年度に3,771人まで減少した

が、平成29(2017)年度に4,426人まで増加し、近年は4,200人台で推移して

いる。 

免許の種別で見ると、第一種銃猟（装薬銃）は平成17(2005)年度の

2,354人から減少を続け、わな猟は増加している。（図10）。 
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図10  狩猟免許所持者（延人数）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 狩猟免許所持者の年齢構成 

        狩猟免許所持者の年齢構成の経年変化を見ると、昭和50(1975)年度から平

成元(1989)年度にかけて所持者が半減する中で、特に20代から40代の免許所

持者が急激に減少したが、近年わずかであるが増加している。（図11） 

 

 

図11 狩猟免許所持者（実人数）の年齢構成 
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（４）管理の目標 

本計画の終期における生息頭数の目標を17,000頭とする。 

 

（５）目標を達成するための基本的な考え方 

里山の荒廃や耕作放棄地の増加により、シカの生息域は人間活動の場に及ん

でおり、農林業に多大な被害をもたらしている。 

このため、自然条件下において、農林業被害のない安定した状態で個体群の

維持を図ることが重要であり、本計画では、県と市町との役割分担の下、捕獲

対策に加え、防護・生息環境対策及び担い手対策を総合的に推進する。また、

捕獲数や被害額等を的確に把握した上で、計画の進捗状況を評価し、今後の対

策を検討する。 

 

 

【シカ管理フロー】 

 

 

 

 

  

第二種特定鳥獣管理計画 
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被害・捕獲状況の把握 

（モニタリング） 

評価・検討 
（県シカ対策検討会） 
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６ 鳥獣の数の調整に関する事項 

（１）個体群管理の考え方 

令和２(2020)年度には過去最高の8,255頭が捕獲されたものの、推定生息数

が増加し、生息域も拡大傾向にあり、被害額も依然として高い水準にあること

から、これまで以上に捕獲数の拡大を図り、捕獲圧を強化することが重要であ

る（図12、表６）。 

このため、本計画期間中においては、狩猟期間の延長等の規制緩和を継続し、

狩猟の強化を図るとともに、指定管理鳥獣捕獲等事業を拡大する。また、市町

においては、被害状況に応じた有害鳥獣捕獲を強化する。 

 

図 12 シカの捕獲頭数と農林業被害額の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表６ シカの捕獲頭数と農林業被害額の推移 

（単位：頭、百万円） 

※被害額は平成 20 年度は暦年、平成 21 年度以降は年度の値 

 

（２）個体群管理の目標 

管理目標を達成するため、9,000頭※を目安に、毎年度実施する調査での推

定生息数や捕獲状況、捕獲率や捕獲余力等に基づき、当該年度の捕獲目標頭数

を決定する。 
  ※「9,000頭」の根拠 

現在の推定生息頭数を基に、将来的な生息頭数の50％信用区間（上限）の値を減

少させることを目標とする中で、近年の捕獲頭数及び捕獲者の余力等を勘案し、捕

獲頭数の目標値を9,000頭と設定した。 

  年度  
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平成29 
(2017) 

平成30 
(2018) 

令和元 
(2019) 

令和2 
(2020) 

捕獲頭数 1,892 2,361 3,616 5,299 5,403 6,348 6,129 6,788 8,255 

被 害 額   54 76 113 94 108 97 94 88 90 
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（３）個体群管理の方法 

① 狩猟の促進 

（ア）狩猟期間の延長 

法に基づく狩猟期間である11月15日から２月15日までを、11月１日から

３月31日までとする。 

（イ）くくりわなの輪の直径に関する規制の緩和 

法が定める12㎝以内から15㎝以内に緩和する。 

なお、下関市、長門市の全域を平成29(2017)年４月１日から「くくりわ

な架設制限区域」としていたが、令和４(2022)年３月31日をもって期間満

了となるため、両市ではくくりわなの架設が可能となる。 

しかし、長年、禁止・制限区域としてきたため、猟犬等の錯誤捕獲など

の狩猟事故の発生や、狩猟者間で軋轢が生じることが危惧されることから、

適正なわな猟の取り扱いについて徹底を図る。また、くくりわなに係る研

修会を下関市、長門市において開催する。 

 

【留意事項】ツキノワグマ錯誤捕獲の防止 

    ツキノワグマの恒常的生息区域でツキノワグマの出没が頻繁に見られる

地域では、次の事項の指導を徹底する。 

１）はこわなは、天井部に脱出口を設けること 

２）くくりわなは、撤去するか輪の直径を12cm以内とすること 

 

② 有害鳥獣捕獲の推進 

鳥獣被害防止特措法を踏まえた、県と市町との役割分担の下、各地域の被

害実態に応じた有害鳥獣捕獲を推進する。 

③ 捕獲技術の研究・開発の推進 

遠隔操作システムを利用した捕獲柵や移動のしやすい小型囲いわななど、

効率的な捕獲技術の研究・開発を推進する。 

④ 狩猟者の確保・育成 

狩猟者の確保を図るため、農林業者や農業高校生・大学生等への狩猟免許

試験のＰＲや県下各地での試験の実施、民間事業者に対する鳥獣捕獲等事業

への参入の働きかけ等により狩猟者の確保に努める。 

また、銃猟免許新規取得者への実地訓練やわな猟免許新規取得者への捕獲

技術研修等の実施により、知識や技術の向上、狩猟者の育成に努める。 

⑤ 地域ぐるみの捕獲活動の推進 

有害鳥獣捕獲の強化を図るためには、狩猟者だけに頼るのではなく、狩猟

者の理解と協力の下に、捕獲従事者を地域全体で確保し、地域が一体となっ

た取組が必要である。 

そのため、農林業者の狩猟免許の取得促進や、狩猟者と地域の関係者との

連携・協力による、地域ぐるみの捕獲活動を推進する。 
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７ 指定管理鳥獣捕獲等事業の実施に関する事項 

（１）指定管理鳥獣捕獲等事業の目的 

  これまでの捕獲は、主に狩猟の規制緩和と有害鳥獣捕獲の強化により進めら

れてきたが、生息数及び生息範囲を抑制するためには、捕獲数が不足している。 

このため、主な生息域である３市において、法第14条の２に基づく「指定管

理鳥獣捕獲等事業（以下「捕獲等事業」という。）」を実施し、捕獲の強化を図

る。 

併せて、周辺の市町においても生息が確認されていることから、当該市町に

おいても捕獲等事業を実施し、生息域の拡大を防止する。 

 

（２）実施期間 

   捕獲期間は、11月１日から翌年３月31日までの５ヶ月間とする。 

   ただし、捕獲等事業に関連する必要な取組（以下「関連事業」という。）につ

いては、適切な時期に実施する。 

 

（３）実施区域 

   主な生息域である下関市、長門市及び美祢市並びに生息域の拡大を防止する

必要がある市町（宇部市、山口市、萩市、山陽小野田市及び阿武町）とする。 

 

（４）事業の目標 

   当該年度の捕獲目標頭数を達成するため、狩猟や有害鳥獣捕獲の状況等を考

慮し、捕獲等事業及び関連事業を含めた目標頭数を決定する。 

   なお、個体数の増加をより効果的に抑制するため、主にメスジカの捕獲を行

うこととする。 

 

（５）事業の実施方法及び実施結果の把握並びに評価 

  ① 実施方法 

実施区域が広範囲のため、地域の条件に合った安全かつ効率的な捕獲手法

を選定して実施する。 

   

② 実施結果の把握及び評価 

    捕獲情報（捕獲数（雌雄別、幼成獣別等）、捕獲場所、捕獲努力量等）及び

生息密度情報（区画法、糞塊密度）を収集し、当該事業の実施結果を検証す

るものとする。 

また、学識経験者、農林業団体、狩猟団体、関係行政機関等で構成する「山

口県シカ対策検討会」において、毎年度、事業の実施結果を評価し、必要に

応じて目標及び実施方法の見直しを検討する。 

 

（６）事業の実施者 

   山口県とし、その実施を認定鳥獣捕獲等事業者に委託する。 
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８ 生息地の保護及び整備に関する事項 

主要な生息地である人里から離れた奥山においては、間伐等の森林施業による生息環

境の整備を行うことに併せ、必要に応じて防護柵を設置し、シカの食害防止に努める。 

また、農作物等への被害が発生する地域等においては、耕作放棄地での山口型放

牧の活用や、やまぐち森林づくり県民税を活用した繁茂竹林の伐採等により緩衝帯

整備を進め、人の生活空間とシカの生息場所を棲み分ける生息地管理に努める。 

 

９ その他管理のために必要な事項 

（１）被害防除対策 

捕獲を強化するだけでは、シカによる農林業被害を軽減させることはできない。 

効果的な捕獲と並行して、耕作地での防護柵の設置や集落での誘引物の除去

等、被害防除対策に総合的に取り組むことが重要であることから、県と市町と

の役割分担の下、以下の対策を進めていく。 

① 農林業者へ被害防除のための普及啓発（研修会の開催等） 

② 既存の被害防除対策の見直し・改良 

③ 新たな被害防除技術の開発、実施 

（２) 調査研究 

適正な管理を推進するため、生息状況調査（生息分布、生息密度、生息頭数）

を引き続き実施し、必要に応じて調査手法の検証、見直しを行い、調査の精度

向上を図る。また、市町や関係団体とも連携し、捕獲頭数、被害発生量につい

てのデータの蓄積に努める。 

さらに、施策の点検・評価のため、以下の調査を実施する。 

① 被害防除対策の実施状況と効果の検証 

② 農林業被害等に関する地域別の実態把握 

（３）計画の推進体制 

① 合意形成 

本計画に基づく各種施策の推進に当たっては、地域住民はもとより、幅広

い関係者の理解と協力を得ることが不可欠であることから、行政、関係団体

及び関係者が互いに連携を密にして合意形成を図る。 

② 市町や関係機関との連携 

鳥獣被害防止施策を総合的かつ効果的に実施するため、鳥獣被害防止特措

法に基づき作成した「鳥獣被害防止計画」に沿って施策を実施する市町や、

「山口県鳥獣被害防止対策協議会」等の関係機関との連携強化を図る。 

（４）計画の進行管理 

計画的な管理を行うため、被害・捕獲状況を基にした本計画の進行管理を行

うとともに、学識経験者、農林業団体、狩猟団体、関係行政機関等で構成する

「山口県シカ対策検討会」において、本計画の進捗状況を評価し、必要に応じ

て「山口県自然環境保全審議会鳥獣保護部会」において、管理目標及び方策の

見直しを検討する。 
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《用語解説》 

 

◆第二種特定鳥獣管理計画 

鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律第七条の二に基づき、生息

数が著しく増加し、又はその生息地の範囲が拡大している鳥獣に対して鳥獣の管理

を図るために、都道府県知事が任意で定めることができる計画。 

 

◆メッシュ 

統計や集計に利用するため地図を網目のように四角形に分割したもののこと。 

 

◆指定管理鳥獣捕獲等事業 

 集中的かつ広域的に管理を図る必要があるとして、環境大臣が定めた鳥獣（指定

管理鳥獣）について、都道府県または国が捕獲等をする事業のこと。 

 指定管理鳥獣にはニホンジカ及びイノシシが指定されている。 

 

◆目撃効率 

 シカの密度指標。１人の狩猟者が１日に目撃したシカ頭数の平均値。 

 

◆ライトセンサス 

 夜間にライトで動物を照らすと、ライトの光を反射し目が光ることを利用して、

動物の頭数を数える調査法。同じ路線を定期的に調査することにより、その地域に

おける対象動物の増減の傾向を把握することができる。 

 

◆50％信用区間 

 個体数推定に用いられる範囲で、推定の為に算出した複数の推定値のうち、50％

の推定値が収まる範囲のこと。 

 

◆90％信用区間 

 個体数推定に用いられる範囲で、推定の為に算出した複数の推定値のうち、90％

の推定値が収まる範囲のこと。 

 

◆はこわな 

 箱の中に獣が入り込んで餌をくわえて引くなどすることで仕掛けが作動すると、

出入り口が閉まることにより、獣を閉じ込めて捕獲するわなのこと。 

 

◆緩衝帯 

耕作放棄地や、手入れがされていない里山などにある草木や小径木、不要木の間

伐、放任果樹の伐採を行い、見通しを良くした区域のこと。緩衝帯を作ることで野

生鳥獣の潜み場をなくし、農地への出没や侵入を抑止でき、農作物被害の軽減が期

待できる。 
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◆山口森林づくり県民税 

手入れが行き届かず荒廃が深刻化する森林を、健全な姿で次の世代へ引き継ぐた

め、森林の整備を目的とした県民税。平成 17(2005)年度から導入。 

 

◆山口型放牧 

 転作田や耕作放棄地などに電気牧柵等を設置して牛を放牧する方法。放牧により

耕作放棄地がきれいになることで、獣害が減少する。平成元(1989)年から開始。 

 

◆第一種（銃猟免許） 

 狩猟免許の種類。装薬銃（ライフル銃及び散弾銃）、圧縮ガス銃及び空気銃が使用

できる。 

 

◆第二種（銃猟免許） 

狩猟免許の種類。圧縮ガス銃及び空気銃が使用できる。 

 

◆くくりわな 

けもの道などに設置しておいた針金やワイヤーロープなどで作った輪によって、

獣の足等をくくり捕らえるわなのこと。 

 

◆錯誤捕獲 

 イノシシ、ニホンジカ等のある鳥獣の捕獲を目的に設置したわなによって目的外

の鳥獣（例：ツキノワグマなど）が捕獲されること。 
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資料１

その他

面  積 金　額 面  積 金　額 面  積 金　額 金　額 面  積 金　額

S48 15 15 ― ― ― ― ― ― ― 3,700

S49 51 51 68.20 10,850 3.30 2,040 0.30 1,200 880 71.80 14,970

S50 68 68 61.50 6,150 1.86 2,046 0.43 1,505 695 63.79 10,396

S51 83 83 103.66 16,069 1.72 2,280 0.31 800 50 105.69 19,199

S52 158 158 122.12 20,149 2.49 3,349 0.79 2,145 100 125.40 25,743

S53 148 148 104.31 18,255 3.86 5,249 0.50 2,270 1,175 108.67 26,949

S54 157 157 132.39 23,162 2.61 3,602 0.53 2,420 1,234 135.53 30,418

S55 165 1 166 236.45 41,380 1.91 2,594 1.55 6,935 1,004 239.91 51,913

S56 180 180 147.52 30,980 2.34 3,328 1.87 8,405 804 151.73 43,517

S57 180 2 182 66.24 32,220 10.16 3,352 2.31 3,470 4,868 78.71 43,910

S58 180 180 55.83 31,650 10.90 3,491 6.00 6,515 4,736 72.73 46,392

S59 172 3 175 45.50 33,561 3.00 4,205 2.90 6,383 3,440 51.40 47,589

S60 176 6 182 33.50 38,601 3.20 4,093 3.50 4,610 5,291 40.20 52,595

S61 201 4 205 65.10 40,889 5.70 4,215 2.50 3,650 5,449 73.30 54,203

S62 199 5 204 48.10 23,266 8.40 9,245 2.90 4,515 10,713 59.40 47,739

S63 205 1 206 29.00 14,945 13.80 17,512 3.40 6,048 5,814 46.20 44,319

Ｈ元 281 281 42.80 22,032 16.37 20,660 4.70 4,998 8,996 63.87 56,686

Ｈ２ 357 1 358 83.60 43,364 21.19 25,564 7.40 10,781 7,181 112.19 86,890

Ｈ３ 533 5 538 52.73 58,603 26.02 29,142 5.20 10,780 10,080 83.95 108,605

Ｈ４ 433 47 480 62.80 59,859 23.53 29,882 5.20 10,800 10,490 91.53 111,031

Ｈ５ 476 37 513 53.60 69,379 16.50 17,160 2.90 7,767 11,190 73.00 105,496

Ｈ６ 560 36 596 50.95 56,249 17.00 17,680 2.70 7,142 6,157 70.65 87,228

Ｈ７ 582 29 611 32.80 37,378 11.00 16,170 2.38 6,255 6,806 46.18 66,609

Ｈ８ 722 33 755 30.80 33,165 11.80 17,346 2.71 7,307 7,778 45.31 65,596

Ｈ９ 695 39 734 31.77 36,776 12.33 17,755 2.72 6,930 6,936 46.82 68,397

Ｈ10 838 53 891 29.47 55,188 10.82 14,365 2.39 5,728 4,959 42.68 80,240

Ｈ11 963 69 1,032 22.42 39,504 9.78 12,078 2.55 7,119 5,256 34.75 63,957

Ｈ12 978 100 1,078 27.64 39,357 10.88 11,878 2.57 4,711 5,000 41.09 60,946

Ｈ13 1,046 108 1,154 24.35 46,544 11.40 14,037 2.15 4,150 4,399 37.90 69,130

Ｈ14 1,093 142 1,235 24.70 47,580 10.21 12,537 2.16 4,391 3,585 37.07 68,093

Ｈ15 1,146 195 1,341 20.89 40,472 6.52 8,338 2.27 4,561 10,870 29.68 64,241

Ｈ16 1,158 223 1,381 20.83 30,756 8.67 11,617 3.76 9,650 8,514 33.26 60,537

H17 1,272 313 1,585 16.18 28,794 7.26 9,656 1.12 2,246 8,852 24.56 49,548

H18 1,405 404 1,809 12.03 30,858 3.78 4,247 1.47 3,452 7,633 17.28 46,190

H19 1,291 338 1,629 13.23 33,565 4.31 4,827 0.78 3,185 5,425 18.32 47,002

H20 1,353 539 1,892 19.74 36,977 7.54 8,208 1.76 3,858 4,877 29.04 53,920

H21 1,222 976 2,198 26.84 61,514 7.69 8,767 1.91 4,511 7,572 36.44 82,364

H22 1,493 868 2,361 26.44 60,898 6.47 7,235 1.14 2,566 5,522 34.05 76,221

H23 1,497 1,209 2,706 20.89 51,339 17.53 18,095 1.53 4,561 12,097 39.95 86,092

H24 1,872 1,423 3,295 21.13 55,247 21.07 25,706 1.25 3,690 12,252 43.45 96,895

H25 2,032 1,501 3,533 22.22 53,942 20.41 23,161 4.21 11,287 9,596 46.84 97,986

H26 1,898 1,718 3,616 23.75 57,988 26.94 32,053 2.43 6,617 15,808 53.12 112,466

H27 1,937 962 2,400 5,299 23.96 58,016 18.86 19,569 2.29 5,902 10,126 45.11 93,613

H28 2,062 735 2,606 5,403 23.78 54,815 27.30 32,201 3.66 11,753 9,205 54.74 107,974

H29 2,743 906 2,699 6,348 23.81 55,379 23.14 28,272 2.21 5,758 7,637 49.16 97,046

H30 2,431 860 2,838 6,129 22.17 52,227 24.34 30,635 2.19 6,150 4,959 48.70 93,971

Ｒ元 2,794 1,170 2,824 6,788 20.78 50,711 23.33 28,645 1.41 3,219 4,982 45.52 87,557

Ｒ２ 3,907 1,494 2,854 8,255 22.29 57,569 20.01 23,269 0.82 2,088 7,109 43.12 90,035

　*　「指定管理事業」とは「指定管理鳥獣捕獲等事業」の略称

　*　「農林業被害状況の合計」欄の面積は造林木、水稲、野菜類の面積を合計したもの。

　*　「農林業被害状況の合計」欄は、H20までは暦年、H21からは年度の値

指定管理
事業

捕     獲     数 農    林    業    被    害    状    況

合        計

山口県におけるシカの捕獲頭数及び農林業被害額

造林木 水　稲 野菜類

（単位：頭、ha、千円）

年  度
有害捕獲 狩　猟 合   計
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資料２

網・わな 第一種 第二種 計 網・わな 第一種 第二種 計

33 69 5,033 152 5,254 2 424 3,853 129 4,406

34 104 4,886 90 5,080 3 457 3,741 141 4,339

35 111 4,945 123 5,179 4 472 3,623 151 4,246

36 91 4,943 160 5,194 5 519 3,447 155 4,121

37 - - - - 6 543 3,342 189 4,074

38 114 5,724 221 6,059 7 525 3,174 183 3,882

39 121 5,887 210 6,218 8 592 3,051 172 3,815

40 119 6,322 252 6,693 9 596 2,975 185 3,756

41 210 6,964 238 7,412 10 616 2,848 159 3,623

42 251 7,375 267 7,893 11 659 2,693 148 3,500

43 210 8,092 282 8,584 12 749 2,612 168 3,529

44 217 8,530 287 9,034 13 809 2,501 176 3,486

45 237 8,846 250 9,333 14 937 2,380 182 3,499

46 185 8,090 195 8,470 15 1,127 2,296 189 3,612

47 213 7,733 186 8,132 16 1,144 2,207 52 3,403

48 248 7,940 152 8,340 17 1,235 2,131 50 3,416

49 301 8,414 188 8,903 18 1,237 2,038 39 3,314

50 342 8,466 201 9,009 19 1,260 1,913 47 3,220

51 427 8,732 188 9,347 20 1,338 1,791 40 3,169

52 453 7,979 129 8,561 21 1,420 1,711 42 3,173

53 507 8,420 173 9,100 22 1,445 1,562 32 3,039

54 459 7,543 278 8,280 23 1,806 1,463 35 3,304

55 459 7,058 232 7,749 24 1,843 1,360 38 3,241

56 446 6,596 226 7,268 25 1,845 1,294 41 3,180

57 429 5,995 207 6,631 26 1,910 1,254 38 3,202

58 408 5,603 166 6,177 27 1,965 1,240 42 3,247

59 418 5,293 164 5,875 28 2,100 1,232 41 3,373

60 418 4,974 167 5,559 29 2,153 1,206 46 3,405

61 403 4,634 154 5,191 30 2,119 1,158 42 3,319

62 387 4,421 147 4,955 元 2,197 1,097 49 3,343

63 397 4,246 132 4,775 2 2,221 1,073 50 3,344

元 414 3,972 120 4,506

*　（出典）　県自然保護課資料
*　昭和37年度はデータなし

狩猟者登録状況

年度
狩猟者登録数

年度
狩猟者登録数
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１．対象鳥獣の種類、被害防止計画の期間及び対象地域 

対象鳥獣  イノシシ、カラス、ヒヨドリ、シカ、サル、ヌートリア 

計画期間 令和５年度～令和７年度 

対象地域 山口県山陽小野田市 

 

２．鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止に関する基本的な方針 

（１）被害の現状（令和３年度） 

鳥獣の種類 

被害の現状 

品 目 
被害面積 

(ha) 

被害量 

(kg) 

被害金額 

（千円） 

イノシシ 水稲・野菜等 5.2 23,804 5,193 

カラス 野菜・果樹等 0.13 943 450 

ヒヨドリ 野菜・果樹等 0.21 3,098 504 

シカ 造林木等 0.30 772 512 

サル 野菜・果樹等 0.05 341 41 

ヌートリア 野菜等 0.11 2,970 199 

計  6.0 31,928 6,899 

  

（２）被害の傾向 

○イノシシ被害は水稲だけでなく、畑作物への被害、公園内の芝生の掘り返し

等の被害も年間を通して多発している。イノシシは民家周辺や市街地での目撃

もあり、生息区域は市内全体に広がりつつある。今後は防護柵の未設置箇所に

被害が拡大することが懸念される。 

既設防護柵の破損箇所からの侵入もあり継続的な維持管理が必要となる。ま

た、人への危害も懸念される。 

○カラス被害は人家付近の樹木や電柱等に巣作りが見られ、繁殖期での人への

攻撃による被害報告が増えている。また、早朝より鳴き声の騒音、家庭菜園等

の被害が増大している。 

○ヒヨドリ被害は果樹や野菜等を中心に、被害が増大している。 

○シカ被害は山口県西部から市内北部を中心に被害が拡大しており、北部市有

林を中心に角こすり、樹木の新芽や水稲の食害が確認され、生息区域及び被害

の拡大が懸念される。 

○サルの被害は果樹、野菜等が主であり、市内北部を中心に被害が拡大傾向に

ある。最近は市街地での目撃も多発しており、農作物だけでなく人への危害も

懸念される。 

○ヌートリア被害は野菜が主である。近年、市内の河川、水路等の水辺で目撃

情報も増えてきている。 
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（３）被害の軽減目標 

対象鳥獣 指標 
現状値 

（令和３年度） 

目標値 

(令和５年度) (令和６年度) (令和７年度) 

イノシシ 

被害 

面積 

及び 

金額 

5.2ha 

5,193 千円 

4.68ha 

4,674 千円 

4.16ha 

4,154 千円 

3.64ha 

3,635 千円 

カラス 
0.13ha 

450 千円 

0.12ha 

405 千円 

0.10ha 

360 千円 

0.09ha 

315 千円 

ヒヨドリ 
0.21ha 

504 千円 

0.19ha 

454 千円 

0.17ha 

403 千円 

0.15ha 

353 千円 

シカ 
0.30ha 

512 千円 

0.27ha 

461 千円 

0.24ha 

410 千円 

0.21ha 

358 千円 

サル 
0.05ha 

41 千円 

0.05ha 

37 千円 

0.04ha 

33 千円 

0.03ha 

29 千円 

ヌートリア 
0.11ha 

199 千円 

0.10ha 

179 千円 

0.09ha 

159 千円 

0.08ha 

139 千円 

合計 
6.0ha 

6,899 千円 

5.41ha 

6,210 千円 

4.80ha 

5,519 千円 

4.20ha 

4,829 千円 

 

（４）従来講じてきた被害防止対策 

 従来講じてきた被害防止対策 課題 

捕獲等に関

する取組 

地元猟友会で山陽・小野田捕獲

隊や山陽小野田市鳥獣被害対策実

施隊を編成しており、有害捕獲を

実施している。 

手段としては銃器、はこわな、

くくりわなを用いている。 

追い払いについては、山陽小野

田市鳥獣被害対策実施隊を中心に

警察と連携し、鳥獣用追い払い花

火を使用してイノシシ・サルの追

い払いを実施している。 

 ヌートリアやアライグマ等の小

型獣類の目撃が増加しているた

め、小動物に対する小型捕獲機材

の貸出を行っている。 

 有害鳥獣の捕獲に対して、捕獲

奨励金の交付を行っている。 

 

 

 

捕獲隊においても高齢化が進

んでおり、捕獲従事者の確保

等が課題である。 

 有害鳥獣による農林水産業

被害は減少傾向にあるが、被

害区域は拡大傾向にある。ま

た、出没エリアも拡大傾向に

あるため、捕獲機材（はこわ

な等）の普及促進も図り、更

なる被害対策を講ずる必要が

ある。 

 市街地においてサルが出没

し、銃器による捕獲ができな

い状況においては、山陽小野

田市鳥獣被害対策実施隊が中

心となり追い払いをしている

が、根本的な解決に至らない

ため、効果的な追い払いや捕

獲を考慮する必要がある。 
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防護柵の設

置等に関す

る取組 

電気柵、ワイヤーメッシュ柵、

トタン等による防護柵の設置に取

り組んでいる。 

山陽小野田市有害鳥獣防護柵等

設置事業により防護柵等の資材費

の補助事業を行っている。 

集落的な取り組みが進んで

きてはいるが、いまだ有害鳥

獣の侵入を防ぐには至ってい

ない。集落の中での問題意識

が低く、防護柵等の設置につ

いても連携がとれていない。 

 高齢化に伴い、防護柵の維

持管理が困難になってきてい

る。 

 

生息環境管

理その他の

取組 

獣害に強い集落になるよう放任

果樹の伐採や野菜くずの処分につ

いて助言している。 

県事業を活用し、繁茂竹林伐採

による緩衝地帯の整備を行ってい

る。 

出前講座等による地域単位での

鳥獣被害対策の推進を行ってい

る。 

 出前講座等を用い、正しい

知識の普及に努め、地域住民

が一体となって鳥獣被害対策

に取り組む意識の醸成が必要

である。 

 

（５）今後の取組方針 

①令和３年度を基準年度とし、令和７年度の被害軽減目標を３０％の減少とす

る。 

②集落において、地域ぐるみの防護柵設置の指導・協力を行う。また、鳥獣被

害防止総合対策事業といった国庫事業や山陽小野田市有害鳥獣防護柵等設

置事業を活用し、防護柵の設置を推進する。 

③捕獲強化対策を継続的に行っていく。また、交付金での研修会受講費補助を

用い、捕獲従事者の確保を図る。山陽小野田市有害鳥獣捕獲事業補助金や交

付金等を有効活用し、一層の捕獲強化を図る。 

④ＩＣＴ捕獲機材を導入することで、捕獲活動の負担軽減や効率化を図る。 

⑤個々の農業者や住民だけでなく、地域、集落で一体となり獣害に強い集落 

を形成するために生息環境整備に取り組み、緩衝帯設置や放任果樹・農作物

の残渣の除去、森林整備等について推進する。 

⑥出前講座を活用し、地域ぐるみで獣害に取り組む意識を醸成し、地域単位で

の鳥獣被害対策を行う。 

⑦単市補助事業の周知を行い、事業の活用を進めつつ、広範囲のほ場に関して

は国庫補助事業を用い、防護柵の整備を進める。 
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３．対象鳥獣の捕獲等に関する事項 

（１）対象鳥獣の捕獲体制 

山口県山陽地区猟友会 

山口県小野田地区猟友会 

農林業者等からの依頼を受けて、各地区

で結成された捕獲隊が有害鳥獣の捕獲を

行う。 

山陽小野田市鳥獣被害対策実施隊 緊急時の捕獲や追い払いを行う。 

 

（２）その他捕獲に関する取組 

年度 対象鳥獣 取組内容 

令和５年度 

 

～ 

 

令和７年度 

イノシシ 

カラス 

ヒヨドリ 

シカ 

サル 

ヌートリア 

従来行ってきた捕獲対策を継続して行うとともに、

ICT 等捕獲機材の更なる導入を進めるとともに、狩猟

免許の取得促進や人材育成を図る。 

山陽小野田市有害鳥獣対策協議会と連携し、捕獲機

材（はこわな等）の導入整備を推進する。また、小型

のはこわなを貸し出し、ヌートリア等の小動物の捕獲

を推進する。 

ＩＣＴ等を活用した捕獲を推進し、捕獲の省力化を

図る。 

 

（３）対象鳥獣の捕獲計画 【上段：狩猟数+有害捕獲数 下段：有害捕獲数】 

捕獲計画数等の設定の考え方 

イノシシ 

 農作物被害は高い水準にあり、積極的な捕獲が必要で

あるため、捕獲計画数を 700 頭に設定する。 

・捕獲実績（頭）【（ ）内は有害捕獲頭数】 

R1 R2 R3 

335 

（100） 

392 

（78） 

617 

（139） 
 

シカ 

捕獲頭数は少ないものの、目撃数は徐々に増加してお

り、銃器及びくくりわな等を使用した捕獲体制の強化を

行う。農作物の被害軽減を図るため、捕獲計画数を 40

頭に設定する。 

・捕獲実績（頭）【（ ）内は有害捕獲頭数】 

R1 R2 R3 

19 

（6） 

85 

（6） 

28 

（3） 
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サル 

 市街地及び民家周辺での目撃数が増加している。積極

的な捕獲が必要であるが、追い払い中心になるため、捕

獲計画数を 4 頭に設定する。 

・捕獲実績（頭）【（ ）内は有害捕獲頭数】 

R1 R2 R3 

0 

（0） 

0 

（0） 

0 

（0） 
 

ヒヨドリ 

 近年の捕獲実績はないが、農作物被害防止のため、捕

獲計画数を 50 羽に設定する。 

・捕獲実績（羽） 

R1 R2 R3 

－ － － 
 

カラス 

 農作物被害や繁殖期に卵や雛を守るため人を威嚇す

るなど、生活環境被害が発生しており、継続的な捕獲が

必要であることから、捕獲計画数を 100 羽に設定する。 

・捕獲実績（羽） 

R1 R2 R3 

－ － － 
 

ヌートリア 

市内全域で目撃情報が増加しており、農作物被害の増

加も懸念され、継続的な捕獲が必要であることから、捕

獲計画数を 30 匹に設定する。 

・捕獲実績（匹） 

R1 R2 R3 

7 14 13 
 

 

【上段：狩猟数+有害捕獲数 下段：有害捕獲数】 

対象鳥獣 
捕獲計画数等 

５年度 ６年度 ７年度 

イノシシ 
７００頭 

（１４０頭） 

７００頭 

（１４０頭） 

７００頭 

（１４０頭） 

カラス １００羽 １００羽 １００羽 

ヒヨドリ ５０羽 ５０羽 ５０羽 

シカ 
4０頭 

（１０頭） 

4０頭 

（１０頭） 

40 頭 

（１０頭） 

サル 
4 頭 

（4 頭） 

4 頭 

（4 頭） 

4 頭 

（4 頭） 

ヌートリア ３０匹 ３０匹 ３０匹 
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捕獲等の取組内容 

狩猟期間を除き（鳥獣保護区、休猟区、特定猟具使用禁止区域については狩

猟期間を含む）銃器・わな等の法定猟具を用いた有害鳥獣の捕獲を実施する。 

 

ライフル銃による捕獲等を実施する必要性及びその取組内容 

－ 

 

（４）許可権限委譲事項 

対象地域 対象鳥獣 

－ － 

 

 

４．防護柵の設置等に関する事項 

（１）侵入防止柵の整備計画 

対象鳥獣 柵の種類 
整備内容 

５年度 ６年度 ７年度 

イノシシ 

シカ 

ﾜｲﾔｰﾒｯｼｭ柵 4,000m 4,000m 4,000m 

電気柵 3,000m 3,000m 3,000m 

 

（２）侵入防止柵の管理等に関する取組 

対象鳥獣 
取組内容 

令和５年度 ～ 令和７年度 

イノシシ 

シカ 

・地域ぐるみによる柵の点検や維持管理を推進する。 

・必要に応じて補修等を指導する。 

 

 

５．生息環境管理その他被害防止施策に関する事項 

年度 対象鳥獣 取組内容 

令和５年度 

 

～ 

 

令和７年度 

イノシシ 

カラス 

ヒヨドリ 

シカ 

サル 

ヌートリア 

 有害鳥獣の生態に関する情報提供を行うな

ど、被害地区への理解を求め、耕作放棄地の

解消指導に取り組む。 

鳥獣害に強い集落になるために、放任果樹

の撤去、緩衝帯の整備（繁茂竹林の伐採等）

、野菜くずの適正な処分などについての助言

を行う。 
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６．対象鳥獣による住民の生命、身体又は財産に係る被害が生じ、又は生じる

おそれがある場合の対処に関する事項 

（１）関係機関等の役割 

関係機関等の名称 役割 

山陽小野田市農林水産課 

住民からの通報を受け、警察及び猟友会 

への連絡 

関係機関への連絡調整・情報提供 

地域住民への注意喚起 

山口県美祢農林水産事務所 
対象鳥獣の捕獲や追い払いに関する指導

・助言 

山口県山陽地区猟友会 
市、警察からの連絡を受け、対象鳥獣の捕

獲活動 

山口県小野田地区猟友会 
市、警察からの連絡を受け、対象鳥獣の捕

獲活動 

山陽小野田市鳥獣被害対策実施隊 
対象鳥獣の捕獲・追い払い活動、地域住民

への被害防止に係る助言・指導 

山口県警山陽小野田警察署 

住民からの通報を受け、市への連絡 

住民の安全確保 

出没等の情報をもとに巡回パトロール 

 

（２）緊急時の連絡体制 

実施隊・駆除隊 出動フロー図

目撃者

関係機関への連絡

山陽小野田市

農林水産課

（0836-82-1152）

住民の安全確保

追い払いの支援

山陽小野田警察署

（0836-84-0110）

鳥獣捕獲

追い払い

鳥獣被害対策実施隊

鳥獣捕獲

山陽地区猟友会

小野田地区猟友会

学校・保育園への連絡等

山陽小野田市教育委員会学校教育課

（0836-82-1202）

山陽小野田市子育て支援課

（0836-821207）

通報

通報

捕獲要請

情報提供

出動要請

情報提供

情報提供

出動要請・情報提供

指導・助言

情報提供

山口県美祢農林水産事務所

（0837-52-1071）

情報提供
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７．捕獲等をした対象鳥獣の処理に関する事項 

・現場等に放置することなく、速やかに適切な処理を行う。 

・イノシシ、シカなどのジビエ利活用が可能なものは、市内施設への搬入を行

う。 

 

８．捕獲等をした対象鳥獣の食品・ペットフード・皮革としての利用等その

有効な利用に関する事項 

（１）捕獲等をした鳥獣の利用方法 

食品 
捕獲個体の食品利用について市内に開設されたジビ

エ処理施設と連携した取り組みを検討する。 

ペットフード 

一部捕獲者の自家利用を除いて利用がないため、今後

の検討課題とする。 

皮革 

その他 

（油脂、骨製品、角製

品、動物園等でのと体

給餌、学術研究等） 

 

（２）処理加工施設の取組 

民営処理施設に対して、必要に応じて支援を行う。 

 

（３）捕獲等をした対象鳥獣の有効利用のための人材育成の取組 

人材育成の取組に対して、必要に応じて支援を行う。 

 

９．被害防止施策の実施体制に関する事項 

（１）協議会に関する事項 

協議会の名称 山陽小野田市有害鳥獣対策協議会 

構成機関の名称 役割 

山陽小野田市農林水産課 
事務局を担当、有害鳥獣関連の情報提供 

協議会に関する連絡・調整を行う。 

山口県小野田地区猟友会 

山口県山陽地区猟友会 

有害鳥獣捕獲の実施。有害鳥獣関連の情報

提供。 

山口県美祢農林水産事務所 

有害鳥獣関連の情報提供。鳥獣の保護管理

に関する業務・捕獲わな等の適正な管理の

指導。 

山口県農業協同組合宇部統括本部 農作物被害状況の全体把握。 

鳥獣保護管理員 

鳥獣の保護管理に関する業務・捕獲わな等

の適正な管理の指導。 

鳥獣の個体数の生息管理。 
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山口県農業共済組合中部支所 農作物被害額の実態把握。 

カルスト森林組合 森林部における被害状況の全体把握。 

山陽小野田市農業委員会 農家団体代表。 

山陽小野田警察署 
銃刀法等の指導・住民の安全対策。有害鳥

獣関連の情報提供。 

 

（２）関係機関に関する事項 

関係機関の名称 役割 

山口県農林総合技術センター 
有害鳥獣関連情報の提供 

被害防止技術、捕獲技術の指導。 

 

（３）鳥獣被害対策実施隊に関する事項 

・有害鳥獣被害の相談や緊急対応、有害鳥獣出没時には追い払い活動の実施 

・隊員数１１名（うち狩猟免許保持者１名）【令和５年３月現在】 

・実施隊員の人材確保や追い払い等の効率化のため、民間隊員の活用につい

て、検討していく。 

 

（４）その他被害防止施策の実施体制に関する事項 

 イノシシ、シカなどの農作物被害が顕著な集落に対して、被害防止の出前講

座を実施する。 

 

１０．その他被害防止施策の実施に関し必要な事項 

関係機関との連携を密にして被害状況を的確に把握するとともに、捕獲・防

除・環境整備を基本とし、地域ぐるみで被害対策に取り組む。 

 



⿃獣被害対策の３つの柱
○ ⿃獣被害対策は、個体群管理、侵⼊防⽌対策、⽣息環境管理の

３本柱が鉄則。
○ この３つの活動を地域ぐるみで、いかに徹底してできるかが、対策の効

果を⼤きく左右。
第１の柱…個体群管理

（鳥獣の捕獲）

第３の柱…⽣息環境管理
（放任果樹の伐採、刈払いによる餌場・隠れ場の撲滅）

放任果樹の伐採緩衝帯の整備

⿃獣対策の鉄則︕３つの柱︕

第２の柱…侵⼊防⽌対策
（柵の設置等による被害防除）

侵⼊防⽌柵の設置

1

鳥獣被害防止総合対策交付金について
令和５年度版

（R５.４)

⿃獣被害防⽌総合対策交付⾦は、
市町村が作成する「被害防⽌計画」に基づき、農林⽔産業等に被害を及ぼす①⿃獣の捕獲

等、②被害防除、③⽣息環境管理等の取組を総合的に⽀援します。

２．交付⾦（事業）の流れ

国
都
道
府
県

地域協議会
⺠間団体
コンソーシアム

等

交付 1/2以内等

まずは「被害防⽌計画」を策定する
“市町村”に相談を︕

〇捕獲活動の⽀援（P２〜6）
〇侵⼊防⽌柵の⽀援（P7〜10）
〇⽣息環境管理の⽀援（P11）
〇処理加⼯施設や焼却施設等の整備

への⽀援（P12〜14）
〇ジビエ利活⽤への⽀援（P14）

１．主な事業の内容

〇基本的な交付⾦の流れ



【猟銃取得の⽀援】
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地域で問題となっている鳥獣の捕獲を進めたい！

捕獲頭数に応じた活動経費や捕獲機材の導⼊、捕獲等に必要な知識・技術に関する研修の実施を⽀援
します。

捕獲機材の導⼊

箱わな（⼤型） 119千円/基
（中型） 88千円/基
（⼩型） 19千円/基

くくりわな 16千円/基
囲いわな 31千円/m2

誘導捕獲柵わな 31千円/m2

ｲﾉｼｼ・ｼｶ ｼﾞﾋﾞｴ利⽤ 9千円/頭
（成獣）焼却処理 8千円/頭

埋設等 7千円/頭
ｸﾏ・ｻﾙ等（成獣） 8千円/頭
その他獣類 1千円/頭
⿃類 200円/⽻

(1)⽀援内容
有害捕獲に係る捕獲活動経費

(2)補助率 定額

【上限単価】

(1)⽀援内容
わな等捕獲機材の導⼊経費

(2)補助率 １／２以内
（実施隊が⾏う場合は、定められ
た上限額以内で定額⽀援）

【上限単価】

(1)⽀援内容
⿃獣被害対策実施隊員（49歳以下）

に対する新規の猟銃購⼊費
(2)補助率 １／２以内
【上限単価】
10万円/⼈、50万円/市町村

︕捕獲確認マニュアルに基づいた捕獲確認の実施︕
※書類確認の際の提出物のイメージ

獣類の確認
部位は「尾」

１枚目の写真 ２枚目の写真

【虚偽申請の未然防止策】
１枚撮影後、更に横線等を引いて撮影

【捕獲活動経費の⽀援】 【捕獲機材の導⼊⽀援】

(1)⽀援内容
a.狩猟免許取得に必要な研修、担い
⼿を育成するための技能研修

b.経験の浅い実施隊員等に対するOJT
研修

(2)補助率
a.１／２以内(実施隊が⾏う場合は、
定められた上限額以内で定額⽀援)

b.200万円/市町村、20万円/⽉ 以内

【研修経費の⽀援】



多様なプレイヤーの参加の促進による被害対策の体制構築

被害対策の体制構築を進めるためには、市町村、農協、農業者等の地域住⺠の実施隊への参加が重要
です。体制強化のため、地域外の免許取得者やその可能性のある者の捕獲事業への参加を⽀援します。

○ 被害対策の体制整備（地域での話し合い）
↓

○ 農家、農協職員等向けの研修会
・被害対策のノウハウについての研修
・免許取得に向けた研修
↓

○ 被害対策の取組を実践
・わな等、必要となる資材の購⼊
・わなの⾒回りや追払い等の活動費

【必要な取組】

交
付
⾦
で
⽀
援

【⽀援内容】

【追加的な取組への加算措置】

捕獲免許取得者
は⾜りているのか

わなの設置数は
⼗分か

街の若者の協⼒
を得られないか

被害対策のノウハ
ウを共有する必要

⇒参加者の募集、
活動費の⽀給

⇒専⾨家への相談、
研修会を開催

⇒免許取得に係る
研修会を実施

⇒わなの増設、
⾒回り体制の整備

○ 活動経費
【限度額】300万円以内

捕獲有資格者の⼈数により変動
0⼈︓50万円以内

１〜４⼈︓100万円以内
５〜19⼈︓200万円以内
20⼈以上︓300万円以内

①農業従事者、農協職員
実施隊員としての専従での活動ではなく、農作業や業務の合間に、わな

の⾒回りや餌付け等の補助を実施。また、場合によっては⾃ら狩猟免許を
取得し、捕獲活動に参画。

②地域外の狩猟免許保持者
狩猟免許は保持しているものの、他の町に居住しており、これまで被害

対策には従事していなかった者の参画。

【多様なプレーヤーの参加】

〇 捕獲サポート体制を構築※する場合
１市町村あたり
40名以上︓100万円以内
80名以上︓240万円以内

○ 他地域⼈材を活⽤する場合
１⼈あたり10万円以内を加算
（上限100万円以内）

○ 農業者団体等⺠間団体が被害防⽌活
動を実施する場合

１市町村あたり200万円以内
○ 新規に捕獲従事者を育成(OJT研修)する

場合
１市町村あたり200万円
（20万円/⽉）以内
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※詳細はP5を参照
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地域の捕獲人材の確保・技術向上を進めたい！

農林⽔産業等に係る被害の原因となっている⿃獣の捕獲等に係る⼈材の確保するため、狩猟免許取得時、
経験の浅い⽅へのOJT研修、効果的な捕獲技術の習得及び⾼度な捕獲技術者の育成などの様々な研修・
講習などの受講費⽤等について⽀援します。

＜狩猟免許の取得を目指す方への支援＞
狩猟免許取得時の研修・講習の受講費用を支援

＜経験の浅い方への支援＞
・OJT研修に係る支援

・新規猟銃取得の支援

＜捕獲技術を磨きたい方への支援＞
効果的な捕獲技術の習得など
研修・講習受講費用の支援

＜スペシャリスト養成への支援＞
高度な捕獲技術者の

育成に係る支援

補助率 １／２以内
【上限単価】
10万円/⼈(49歳まで)、50万円/市町村

補助率 定額
200万円/市町村(20万円/⽉)以内

補助率 定額
【限度額】50〜300万円/市町村※１

※１ ⿃獣被害対策実施隊の狩猟免許保有者数に応じた⽀援

補助率 定額
【限度額】
〇50〜300万円/市町村※１

※１⿃獣被害対策実施隊の狩猟免許保有者数に応じた⽀援
〇2,300万円/都道府県※２

※２ ⿃獣被害防⽌都道府県活動⽀援事業により⽀援

補助率 定額
【限度額】300万円/都道府県※１

※１ 都道府県広域捕獲活動⽀援事業により⽀援

令和6年度までの⽀援



１．サポート隊への参加者募集の⽅法
○講習会参加と併せた募集
○アンケートによる募集
○猟友会より地元農家へ声かけ
○⽣産組合を通じて募集
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２．隊員の作業内容
○箱わなの餌付け
○わなの⾒回り
○集落の⾒回り（出没箇所の確認等）
○わなの設置（免許所持者と⼀緒に設置の補助）
３．隊員の活動頻度
○住んでいる地域周辺のため⽇々活動
○集落毎にエリア分けし、エリア毎に５〜１０名配置
（週２〜３回活動）

○わなの設置期間のみ毎⽇ 等

【捕獲サポート隊の必要事項】
○狩猟免許を保有していないこと ○原則として、満18歳以上

既存の補助組織がある場合、免許保有者以外のみの⽀援は可能 ○活動にあたり保険に加⼊すること
○市町村ごとに40名以上（80名以上）で組織（累計⼈数ではない） ○市町村で主催する安全研修を受講すること
○対象⼈数（名簿）と活動内容や⽀払記録を証拠書類として提出

野菜生産組合

稲作生産組合

花卉生産組合

果樹生産組合

畜産生産組合

農作物の被害が
減るなら、参加して

みようか

地域で捕獲サポート体制を構築し鳥獣の捕獲を進めたい！

捕獲者のサポートのため、市町村、農協、農業者等の地域住⺠による捕獲サポート隊を構築し、わなの⾒
回り・餌付け・追払いなどの活動経費について⽀援します。

【補助員】【狩猟者】

【新規の参⼊者】【既存の補助員】

捕獲サポート隊（４０⼈以上）

【例１ 新たに構築したい場合】 【例２ 既存の体制を活⽤した場合】

【狩猟者】

【活動経費等へ交付⾦による⽀援】

（既存の体制）狩猟者に加え補助員として地元農家が参画した体制

（新体制）既存の体制に加え、地域住⺠が⼀体となった体制を構築
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ICT等の新技術を活⽤して、効率的な被害対策を推進したい︕

＜IC T を活⽤した対策＞

野⽣⿃獣の⽣息状況や被害発⽣箇所に関するデータを蓄積し、効果的・効率的な被害防⽌対策を実施
するため、新技術（ ICT機器等）の実証・導⼊を⽀援します。

＜ＩＣＴ等個別導⼊事例＞

（１）⽀援内容
ICT等を⽤いた被害低減に確実に結びつく、①新技術の実証、②新技術の導⼊の⽀援に加え、令和5年度からは、③蓄積した

データのGISを活⽤した可視化及び技術の定着に資する取組を⽀援。
（２）補助率

① 定額（ただし、100万円以内/市町村（広域連携型※の場合は、110万円以内/市町村））
②,③定額（ただし、実施隊が⾏う被害防⽌活動推進の限度額に200万円以内の加算/市町村）

【⽣息・被害状況の確認】

【わなによる捕獲活動】

センサーカメラ

画像による鳥獣の確認

捕獲
ボタ
ン

捕獲者へ通知

わなの状況を監視

⽣息・被害状況調査において、
センサーカメラを活⽤することで、対
象獣種等を正確に把握

⇓
各地域の個別の被害状況に応

じ、適切な⿃獣対策が選定可能

監視システムを導⼊し、わなの状
況を確認した上で、対象を選択後
に捕獲を実施

⇓
わなの⾒回り回数の低減や錯誤

捕獲の防⽌により、効率的な捕獲
活動が可能

＜G I S を活⽤した対策＞

○市町村が⾃らの保有している資料を地図
化するにあたり、機器導⼊や外部に業務委
託等する費⽤を⽀援

コンサル等市町村

専⾨家 市町村

助 ⾔

地域に合わせた技術を提案

コンサル等
委
託

○ICT導⼊・定着にあたり、専⾨家と地域の
橋渡し役（コンサル会社等）の参画を⽀援

対策イメージ

【注意】

スマートフォン等の端末は汎用性が高いため支援対象外。通信費は
導入初年度のみ対象で、翌年度以降は経常的経費として支援対象外。

※広域連携型：隣接する複数の市町村と共同で被害対策を実施する場合
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鳥獣の侵入を防ぐために柵を整備したい！

（１）⽀援内容
侵⼊防⽌柵の整備は「新規整備」と「再編整備」が可能です。その施⼯⽅法は「直営施⼯」か「請負施⼯」の２パターン

あります。なお、侵⼊防⽌柵を整備する場合は、既存の捕獲機材（わな）等を⼀体的に設置することが要件となります。

（２）補助率
・直営施⼯の場合（資材費のみ⽀援対象）

定額
・請負施⼯の場合

事業総額の１／２以内等

ICTを活⽤した捕獲機材等の導⼊

農地に
⼊れない…

農地

農地

⾃由に
⼊れるぞ︕

新設柵

農地

農地

農作物被害が発⽣

柵の新規整備によ
り、被害を防⽌

【侵⼊防⽌柵新規整備】 【捕獲機材の⼀体的な整備】

電気柵
（1段あたり） ネット柵

⾦網柵
上段︓ｲﾉｼｼ⽤
下段︓ｼ ｶ ⽤

ﾜｲﾔ-ﾒｯｼｭ柵
上段︓ｲﾉｼｼ⽤
下段︓ｼ ｶ ⽤

直
営 148円/m 1,090円/m 1,970円/m

2,790円/m
1,290円/m
1,950円/m

請
負 391円/m 2,600円/m 5,380円/m

7,620円/m
3,000円/m
4,530円/m

－新規整備の上限単価－

対象とする獣種に応じた侵⼊防⽌柵を選択するとともに、施⼯する場所の地形（傾斜及び⾼低）を踏ま
え、柵のつなぎ⽬や地⾯との間に隙間が発⽣しないようにすることが重要です。また、施⼯後は耐⽤年数の期
間にわたって機能が発揮されるよう維持・管理を続けることが必要です。



既存の柵と併せて別の農地にも整備したい！
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侵⼊防⽌柵（既設）
〃 （移設）
〃 (新設)

テキサスゲート

農地 農地耕作放
棄地

農地農地

こちら側は柵がない︕
農地に

⼊れない…

＜整備前＞
⽣息域の変化の発⽣

＜整備後＞
⽣息域の変化に対応

農地 農地

農地

農地に
⼊れない…

（１）⽀援内容
⽣息域の変化により新たな被害が発⽣した場合に、

既存の侵⼊防⽌柵を⼀部移設して有効利⽤しつつ、
新たな柵を追加するなどの再編整備が⽀援します。

（２）補助率
・直営施⼯の場合（資材費のみ⽀援対象）

定額

・請負施⼯の場合
事業総額の１／２以内等

電気柵
（1段あたり） ネット柵

⾦網柵
上段︓ｲﾉｼｼ⽤
下段︓ｼ ｶ ⽤

ﾜｲﾔ-ﾒｯｼｭ柵
上段︓ｲﾉｼｼ⽤
下段︓ｼ ｶ ⽤

直
営 25円/m 192円/m 296円/m

430円/m
192円/m
286円/m

請
負 225円/m 1,612円/m 2,726円/m

3,710円/m
1,612円/m
2,426円/m

－移設部分の上限単価－

【侵⼊防⽌柵再編整備】

注１．再編整備を実施する柵の総延⻑（移設する延⻑）に対する上限単価。
資材費は、主に補修に要するものが対象。

注２．新設部分の⽀援単価は、新規整備をした場合の上限単価を適⽤（７P）。



侵入防止柵の地際を補強したい！

9

（１）⽀援内容
①既存のネット柵、⾦網柵、WM柵、②新規整備する電
気柵について、地際補強資材の導⼊を⽀援し、柵の侵
⼊防⽌機能の強化を⽀援します。

（２）補助率
・直営施⼯の場合（資材費のみ⽀援対象）

定額
・請負施⼯の場合

事業総額の１／２以内等

ネット柵
⾦網柵
WM柵

電気柵

直営 826円/m 254円m

請負 2,065円/m 673円/m

【既設ネット柵、⾦網柵、WM柵の地際対策】

① ②

ー地際補強資材の上限単価ー

補強がされていないと、地際
の隙間から柵を持ち上げられ
て、ほ場内に侵⼊されてしま
う可能性がある

【新設電気柵の地際対策】

注．電気柵の地際補強 に係るシートは、
通電性を有するものとし、幅1m以内

【①既存柵に対する⽀援】
 R7年度までの措置。
 R2年度以前に⿃獣交

付⾦により整備した柵で
あって、残耐⽤年数が5
年以上のものに限定。

【②電気柵に対する⽀援】
 ⿃獣交付⾦による新規

整備と⼀体的に実施
 柵の残耐⽤年数にわたり

効果を発揮するものとす
る。

【要件】

追加的に補強資
材を整備すること
で侵⼊防⽌機能
の強化を図る

潜り込みの形跡 地際補強資材の設置状況

地際補強資材の設置状況

注．電気柵の地際補強対策は、新たに整備する場合に限定



侵入防止柵等の施設整備を行う際に要件はあるのか？

１．侵⼊防⽌柵整備の採択要件は「受益⼾数が３⼾以上」。
２．受益⼾数は、「耕作者」の他、「地域計画（⼈・農地プラン）等に基づいて、⽔路や農道の管理を⾏っ

ている者」や畜産農家についても受益農家となり得る（受益農家は、柵設置農家だけではない。）。
３．地形等の理由から連続しない柵でも、整備地区全体として受益⼾数３⼾以上であれば整備可能。
４．なお、１法⼈であっても、対象農地の耕作者のほか、出し⼿や、⽔路や農道等の管理に携わる農

家も含めて３⼾以上であれば対象となる。

10

耕作者C

耕作者Ｂ耕作者A

耕作者（担い⼿）以外の者が、⽔
路や農道等の管理を⾏う。

地域計画（⼈・農地プラン）等

（耕作依頼者　B氏）

（耕作依頼者　C氏）

耕作者（担い手） A氏 水
路

整備地区

３者の耕作者が、農地集積により担い⼿であるA⽒１名
となる場合に、例えば、A⽒以外の２名が地域計画（⼈
農地プラン）等に基づいて、⽔路や農道等の管理を⾏うこ
とにより、受益農家となり得る場合は、「受益⼾数が３⼾以
上」の採択要件を満たす。

畜産農家

農道

耕作者　A氏 耕作者　B氏山林

整備地区

侵入防止柵

・耕作者２名＋畜産農家１名であることから、「受益⼾数が
３⼾以上」の採択要件を満たす。

・畜産農家も受益農家となり得る。
・地区全体で受益⼾数３⼾以上となれば、連続しない柵で
も整備可能。

・耕作者は２名
・農道を共同管理する畜産農家有り

侵入防止柵

【事例１ 農地集積をした場合】 【事例２ ⾶び地等の場合】
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農村集落に鳥獣を寄せ付けない環境を整えたい！

被害防⽌対策を効果的に実施するためには、ほ場や集落を餌場としないこと、⾒通しの良い地帯等の緩衝
帯の設置により、⼈と⿃獣のすみ分けを進めることに加え、獣種の⽣態や地域の環境に合わせた複合的な対
策を⼀体的に実施することが重要です。

緩衝帯の整備 放任果樹の伐採

伐
採
伐
採

（２）補助率
１／２以内

（実施隊が⾏う場合は、定められ
た上限額以内で定額⽀援）

※⼤規模緩衝帯（1ha以上）
を整備する場合の上限単価︓
48万円/ha

（１）⽀援内容
・緩衝帯の設置
・放任果樹の除去
・雑⽊林の刈り払い
・⿃獣の追い払い

【緩衝帯等の整備】

ひそみ場農地

柵

(1)⽀援内容
① 専⾨家の知⾒に基づく⽣息・被害
状況調査、地域が⼀体となった取組
体制の構築

② ①を踏まえた防除対策や捕獲対策
等を効果的に組み合わせた対策

(2)補助率 定額
【限度額】
※１市町村あたり
100万円以内

【⿃類複合対策】

追払い等

⽣息・被害
状況調査

効果的に
組み合わせた対策

被害状況

(1)⽀援内容
⽣息調査、調査に基づくゾーニング

と⽣息環境管理を含む地域ぐるみの
総合的な対策の実施に係る経費

(2)補助率 定額

【限度額】
※１市町村あたり

取組数に応じ100万円、
⼜は200万円

【クマ複合対策】

研修会の開催や
ICT機器による捕獲等

⽣息調査に基づくゾーニング

地域ぐるみの総合的な対策

(1)⽀援内容
⽣息調査 を実施した上で、捕

獲・追い払い・追い上げ・侵⼊防
⽌・技術実証・⽣息環境管理の
うちから２つの取組を選択し、そ
れを実施するための経費

(2)補助率 定額

【限度額】
※１市町村あたり
100万円以内

【サル複合対策】

⽣息調査

GPS等による調査・追払い
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鳥獣被害防止関連の施設整備を進めたい！

捕獲技術⾼度化施設（射撃場）処理加⼯施設（⾷⾁利⽤等施設）

（１）⽀援内容
・⾷⾁利⽤等施設（加⼯製造設備を含む）の整備
・焼却施設（減容化施設も含む）の整備
・捕獲技術⾼度化施設（射撃場）の整備

焼却施設、減容化施設

射撃場

（２）補助率
１／２以内等
交付⾦額の上限として、
・⾷⾁利⽤等施設 24.8万円／㎡
・焼却施設 38.1万円／㎡

被害を及ぼす⿃獣の捕獲個体を⾷⾁等に利⽤する上で必要な⾷⾁利⽤等施設及び焼却処分するため
の施設（減容化のための施設を含む）の整備が出来ます。

また、⿃獣の捕獲の担い⼿である狩猟者の確保と技術向上のための捕獲技術⾼度化施設（射撃場）の
整備が出来ます。

※実施要領では、⾷⾁利⽤等施設及び焼却施設（減容化のための施設）を処理加⼯施設と規定。



【捕獲強化の取組】
○農協、農業者等の多様なプ

レーヤーの参画促進
○県が主導する集中捕獲キャン

ペーンの実施

【⽣じる課題】
取組の推進により捕獲個体の

処分量が増加するが、
埋設処分の負担がネックになり
進まない恐れ。

⇒ 個体処分量の増加も
⾒据えた体制構築が必要。

捕獲した個体の利用・処分を進めたい！

多様なプレーヤーの参画促進や集中捕獲キャンペーンの実施により、捕獲頭数の増加が⾒込まれる地域があります。
捕獲頭数の増加に伴う処分量の増加に対応するため、ジビエ利⽤に加え、焼却や埋設に係る⽀援が出来ます。

１．ジビエ利⽤、焼却及び減容化処分に係る⽀援
(１)施設等の整備⽀援

⾷⾁利⽤等施設、焼却処理施設及び減容化施設の整備
⇒ 経費の１/２以内を⽀援。

（２)ジビエカー（解体機能を有する⾞両）のリース導⼊⽀援
⇒ 購⼊価格の１/２以内を⽀援。
上限単価 1,500万円／台以内

(３)捕獲活動⽀援の単価アップ
7,000円/頭（埋設処分） ⇒９,000円/頭（ジビエ利⽤）

⇒ 8,000円/頭（焼却処分）
(４)焼却及び減容化処分に要する追加的経費への⽀援

運搬費及び焼却費、減容化経費を定額で⽀援。
（焼却及び減容化処分を⺠間業者へ委託する場合）

２．埋設処分にかかる⽀援
埋設作業費や運搬費を定額で⽀援。
（埋設作業及び運搬を⺠間業者へ委託する場合）

個体処分に係る市町村向け特別交付税措置(⿃獣被害防⽌特措法)
交付率︓８割（被害防⽌計画を作成していない場合は５割）

⿃獣交付⾦による⽀援

交
付
⾦
で
⽀
援

捕獲強化による処分負担増
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処理頭数増加と品質確保の両⽴を図りたい。
→ 処理加⼯施設（ジビエカー含む）の整備や、搬⼊促進施設（ジビエジュニア、保冷⾞）、
保冷庫や⾦属探知機、加⼯製造設備、ペットフード製造機器等の導⼊を⽀援︕

 これまでジビエ利⽤してこなかったが、新たに取り組みたい。
→ 通常の施設整備に加え、ジビエ利⽤のトライアル施設として簡易処理施設等の整備を優先的
に⽀援︕

安定的に品質の良いジビエを供給したい。
→ 処理加⼯施設に附帯する⼀時飼養施設（※）等を⽀援︕
※出荷調整等のために必要な最⼩の規模に限る。

解体残さの処理に困っている。
→ 減容化施設や焼却施設の導⼊を⽀援︕

ハード
事業
補助率︓
1/2以内等

処理加⼯施設の衛⽣管理向上や販路拡⼤、ペットフード商品の開発に取り組みたい。
→ 国産ジビエ認証取得や商談会への出展、ジビエペットフード商品の開発等を⽀援︕（※1）

 処理加⼯施設の新たな担い⼿を育成するため、新規従業員の処理加⼯技術等の⼈材育成を実施したい。
→ 処理加⼯現場で⾏うOJT研修を⽀援︕ （※2）

 ICTを活⽤して、捕獲情報や処理加⼯施設における在庫管理などの情報管理を効率化したい。
→ 在庫管理などの情報管理を効率化するICTシステムの導⼊を⽀援︕（※3）

 効率よくジビエに適したシカやイノシシを捕獲したい。
→ ICTを活⽤した罠や、⼤型囲い罠の導⼊による捕獲の効率化を⽀援︕（※4）

 捕獲後の品質の劣化を少しでも減らしたい
→ジビエカー（解体機能を有する⾞両）のリース導⼊を⽀援（※５）

ソフト
事業

補助率︓
限度額内で
定額⽀援等

※1 「ジビエ等の利⽤拡⼤に向けた取組」は、１市町村あたり300万円以内を限度額として定額交付。
ただし、衛⽣管理認証の新規取得に要する経費は１施設あたり35万円以内を限度額として定額交付。

※2 「処理加⼯施設の⼈材育成」は、１施設あたり192万円以内（１ヶ⽉の上限16万円）を限度額として定額交付。
※3 「ICTの活⽤による情報管理の効率化」は、１市町村あたり350万円以内を限度額として定額交付。
※4 ICT罠の導⼊は「ICT等新技術の活⽤」を活⽤し、1市町村あたり200万円以内を限度額として定額交付。

⼤型囲いわなを導⼊する資材費は、「誘導捕獲柵わな導⼊」の1㎡あたり31千円を限度額として定額交付。
※5 １台当たり1,500万円以内を上限額としてリース物件購⼊価格（税抜）の1/2以内を交付。

ジビエを地域資源として活用したい！
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事業実施主体：
・地域協議会

・コンソーシアム
（処理加工施設
の運営者、市町
村及び民間事
業者の参画が
要件）

事業実施主体：
・地域協議会
・コンソーシアム
・協議会構成員



被害防止推進活動※１

P7~9、11、14

P2

協議会(市町村)で活用できるメニューや限度額等を知りたい。

１．協議会（市町村）における⿃獣対策（ソフト対策）

２．協議会（市町村）における⿃獣対策（ハード対策）

（１）⿃獣被害防⽌に係る総合対策の⽀援 ⇨以下の限度額の他、取組内容に応じた単位当たりの上限単価を設定

（２）⿃獣被害防⽌に係る捕獲活動経費の⽀援 ⇨限度額の設定はないが、頭数当たりの上限単価を設定

【本資料の掲載】

⇨限度額の設定はないが、別途単位当たりの上限単価の設定あり 15

P12、14

P6へ
0人

50万円以内

1人～4人
100万円以内

5人～19人
200万円以内

20人～
300万円以内

～19人
200万円以内

20人～
300万円以内

有資格者数に応じた支援 取組に応じた加算

サル、鳥類複合対策
100万円以内

ICT等新技術の活用
200万円以内

他地域人材活用
100万円以内

（10万円/人以内）

クマ複合対策
200万円以内

広域活動加算

広域協議会加算※２

20万円以内/市町村

広域協議会加算※３

50万円以内/市町村
（猟銃有資格者在籍）

特定活動の定額補助

鳥獣被害防止総合対策関連 ジビエ利活用関連

狩猟免許持たない構成員
40～79人

100万円以内/市町村

捕獲サポート体制の構築

狩猟免許を持たない構成員
80人～

240万円以内/市町村

実施隊員の人材育成
200万円以内/市町村

（１か月の上限額20万円）

鳥獣被害対策
実施隊体制強化

200万円以内/市町村・団体

農業者団体等民間団体
被害防止活動

新規猟銃取得支援
補助率：1/2以内

上限額：10万円/人、50万円/市町村

放射性物質影響地域の
ジビエ利活用推進※４

150万円以内/市町村

販売拡大支援※４

300万円以内/市町村

ジビエ等の利用拡大に向けた

地域の取組

搬入促進支援
（ジビエカーのリース導入）

補助率：1/2以内、1,500万円以内/台

ICTの活用による
情報管理の効率化※４

350万円以内/市町村

処理加工施設の人材育成※４

192万円以内/施設
（１か月の上限額16万円）

うち衛生管理認証の
新規取得経費

35万円以内/施設

※１「被害防⽌推進活動」は、被害防⽌活動推進に要する経費の1/2以内とするが、実施隊が⾏う取組に要する経費については1市町村あたりの限度額として定額補助、加算することができる。
※２ 広域協議会の構成組織となり取り組む場合は、被害防⽌推進活動に係る定額補助に1市町村当たりの限度額として20万円加算できる。
※３ 広域協議会において、銃猟の有資格者が在籍する実施隊を有する市町村が有しない市町村を含めた広域的な捕獲を実施する場合に1市町村当たり50万円加算できる。
※４ 事業実施主体がコンソーシアムの場合は、メニュー毎に定める限度額以内かつ、定額交付できる限度額は１コンソーシアムあたり総額1,000万円（ジビエカーは外数）。ただし、ジビエ等の利⽤拡⼤に向け

た地域の取組は必須。

新規で取り組む場合

既に取り組んでいる場合

100万円以内/市町村

ICT等新技術実証

P6

３

３
３

２

P3～5
２

２

２

１

２

５

５

５

５

P11
４

４

４

７

６

６

７

P2
１

GISを活用した被害対策可視化

200万円以内 ３



お問い合わせ先

事業内容に関するお問い合わせは、下記までご連絡下さい。
https://www.maff.go.jp/j/seisan/tyozyu/higai/index.html

九州農政局
（福岡県・佐賀県・⻑崎県・熊本県・⼤分県・宮崎県・⿅児島県を担当）

☎096-300-6436

農村振興部 農村環境課

中国四国農政局
（⿃取県・島根県・岡⼭県・広島県・⼭⼝県・徳島県・⾹川県・愛媛県・⾼知県を担当）

☎086-224-9417
農村振興部 農村環境課

東北農政局
（⻘森県・岩⼿県・宮城県・秋⽥県・⼭形県・福島県を担当）

☎022-221-6260

農村振興部 農村環境課

関東農政局
（茨城県・栃⽊県・群⾺県・埼⽟県・千葉県・東京都・神奈川県・

⼭梨県・⻑野県 ・静岡県を担当）

☎048-740-0514

農村振興部 農村環境課

北陸農政局
（新潟県・富⼭県・⽯川県・福井県を担当）

☎076-232-4533
農村振興部 農村環境課

東海農政局
（岐⾩県・愛知県・三重県を担当）

☎052-223-4631

農村振興部 農村環境課

近畿農政局
（滋賀県・京都府・⼤阪府・兵庫県・奈良県・和歌⼭県を担当）

☎075-414-9052
農村振興部 農村環境課

沖縄総合事務局
（沖縄県を担当）

☎098-866-1652
農林⽔産部 農村振興課

⿃獣対策コーナー
（農林⽔産省HP)

⿃獣被害防⽌総合対策交付⾦は、市町村が作成する「被害防⽌計画」に基づく取組を⽀
援するものです。まずは、お住いの市町村にご相談ください。

農林⽔産省
（北海道を担当）

☎ （捕 獲 対 策 関 係 ）03-3591-4958
（ジビエ利活⽤関係）03-6744-2196

農村振興局 ⿃獣対策・農村環境課



鳥獣被害防止総合対策交付金交付等要綱 

制 定

３ 農 振 第 2 3 3 3 号 

令 和 ４ 年 ３ 月 31 日 付 

農林水産事務次官依命通知 

終改正 令和５年 11 月 29 日 ５農振第 1976 号 

（趣旨） 

第１ 鳥獣による農林水産業等に係る被害については、鳥獣の生息分布域の拡大、農山漁村

における過疎化や高齢化の進展による耕作放棄地の増加等に伴い、中山間地域等を中

心に全国的に深刻化している。また、鳥獣による農林水産業等に係る被害は、農林漁業

者の営農意欲の低下等を通じて、耕作放棄地の増加等をもたらし、これが更なる被害を

招く悪循環を生じさせている。 

鳥獣による農林水産業等に係る被害を防止するためには、地域主体の取組を推進す 

ることが効果的であるが、近年、農林漁業者の高齢化や狩猟者人口の減少が進行してい 

ること等に伴い、地域全体で被害防止対策に取り組むための体制を早急に整備するこ

とが必要となっている。これらを受け、平成19年12月には、鳥獣による農林水産業等に

係る被害の防止のための特別措置に関する法律（平成19年法律第134号。以下「特措法」

という。）が制定され、また、平成24年３月には、対策の担い手確保、捕獲の一層の推

進等を図るために特措法の一部が改正されたところである。さらに、平成28年12月には、

鳥獣被害対策実施隊（以下「実施隊」という。）の設置促進やその体制強化、捕獲した

対象鳥獣の食品等としての利用の促進等を図るために特措法の一部が改正され、加え

て、令和３年６月には、広域的な捕獲のための体制構築、捕獲した鳥獣を地域資源とし

て有効活用するための衛生管理の知識を有する捕獲者や処理加工施設の人材育成等を

図るために特措法の一部が改正されたところである。 

これらを踏まえ、鳥獣被害防止総合対策交付金（以下「本交付金」という。）におい

て、市町村が単独で、又は隣接する複数の市町村が共同して作成する被害防止計画に基

づく、鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律（平成14年法律第88号）第

９条の許可を受けて行う農林水産業等に被害を及ぼす鳥獣の捕獲等又は鳥類の卵の採

取等（以下「有害捕獲」という。）、被害防除、生息環境管理等の被害防止対策を総合

的かつ計画的に実施するとともに、都道府県が主導して行う広域捕獲活動等の取組を

実施するものとする。また、地域における被害防止対策や捕獲した鳥獣の利活用を推進

する人材を育成するとともに、 新の被害防止技術等について調査・検証を行い、効率

的かつ効果的な被害防止技術・手法の実証・確立に寄与するものとする。さらに、捕獲
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鳥獣を利用した食肉（以下「ジビエ」という。）、愛玩動物用飼料又は皮革等（以下「ジ

ビエ等」という。）の全国的な需要拡大及び利活用推進を図るため、捕獲から需要まで

の関係者が一体となった情報共有体制の構築や普及啓発活動等の取組を実施するもの

とする。 

 

（通則） 

第２ 本交付金の交付については、特措法、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法

律（昭和30年法律第179号。以下「適正化法」という。）、補助金等に係る予算の執行の

適正化に関する法律施行令（昭和30年政令第255号。以下「適正化法施行令」という。）、

農林畜水産業関係補助金等交付規則（昭和31年農林省令第18号。以下「交付規則」とい

う。）、予算科目に係る補助金等の交付に関する事務について平成12年度予算に係る補

助金等の交付に関するものから地方農政局長に委任した件（平成12年６月23日農林水

産省告示第899号）及び予算科目に係る補助金等の交付に関する事務について平成12年

度予算に係る補助金等の交付に関するものから沖縄総合事務局長に委任した件（平成

12年６月23日農林水産省告示第900号）の定めによるほか、本要綱の定めるところによ

る。 

 

（交付の目的） 

第３ 本交付金により実施する鳥獣被害防止総合支援対策（以下「本対策」という。）は、  

第１の趣旨を踏まえ、鳥獣による農林水産業等に係る被害の軽減に資することを目的

として行うものとする。 

 

（事業の実施方針等） 

第４ 本対策は、事業実施主体や地域が抱える鳥獣被害に関する問題の明確化を図り、第３

に掲げる目的の達成に向け、地域の実情に応じつつ各種関連事業との連携の下に実施

するものとする。 

ただし、災害等緊急に対応する必要がある事案が生じ、かつ、農林水産省農村振興局

長（以下「農村振興局長」という。）が特に必要と認める場合にあっては、この限りで

はない。 

２ 本対策は、次に掲げる事業により構成されるものとする。 

（１）鳥獣被害防止総合支援事業 

（２）鳥獣被害防止都道府県活動支援事業 

（３）都道府県広域捕獲活動支援事業 

（４）鳥獣被害防止緊急捕獲活動支援事業 

（５）シカ特別対策等事業 

（６）鳥獣被害対策基盤支援事業 
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（７）全国ジビエプロモーション事業 

（８）鳥獣被害防止対策促進支援事業 

３ 本対策を実施する場合は、地域の実情にかんがみ、過剰とみられるような施設等の整

備を排除し、徹底した事業費の低減が図られるよう努めるものとする。 

４ 事業実施主体は、整備事業（別表の区分・事業種類の欄に掲げる農山漁村活性化対策

整備交付金（鳥獣被害防止総合対策整備交付金）のうち、経費・事業内容の欄に定める

施設整備をいう。）を実施する場合にあっては、投資に対する効果が適正か否かを判断

し、投資が過剰とならないよう、投資効率等を十分に検討し、整備する施設等の導入効

果について、農村振興局長が別に定める手法を用いて費用対効果分析を行うものとす

る。 

 

（交付の対象及び交付率） 

第５ 農林水産大臣（以下「大臣」という。）は、事業実施主体が行う第４第２項の各号に

掲げる事業を実施するために必要な経費のうち交付金交付の対象として大臣が認める

経費（以下「交付対象経費」という。）について、予算の範囲内で交付金を交付するも

のとする。 

２ 交付対象経費の区分・事業種類並びにその区分・事業種類ごとの交付対象経費、事業

内容、事業実施主体、採択要件及びこれに対する交付率は、別表に定めるところによる。 

３ 前項に定めるもののほか、第４第１項のただし書の事業に要する経費は、第４第２項

の各号に掲げる事業において実施する事業に要する経費としてみなすことができるこ

ととし、これに対する交付率は、農村振興局長が別に定めるところによる。 

 

（流用の禁止） 

第６ 別表の区分・事業種類の欄に掲げる１及び２の相互間における流用をしてはならな

い。 

 

（委任） 

第７ 本対策の実施につき必要な事項については、本要綱の定めによるほか、農村振興局長

が別に定めるところによるものとする。 

 

（申請手続） 

第８ 交付規則第２条の大臣が別に定める申請書類に関する事項は、別記様式第１号によ

る交付申請書のとおりとし、交付金の交付を受けようとする者（以下「交付対象事業者」

という。）は、交付申請書を地方農政局長等（鳥獣被害防止総合支援事業（広域コンソ

ーシアム型を除く。）、鳥獣被害防止都道府県活動支援事業、都道府県広域捕獲活動支援

事業、鳥獣被害防止緊急捕獲活動支援事業、シカ特別対策等事業及び鳥獣被害防止対策
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促進支援事業（中山間地域等鳥獣被害防止施設整備事業及び広域柵等鳥獣被害防止施

設整備事業）にあっては地方農政局長（北海道にあっては大臣、沖縄県にあっては内閣

府沖縄総合事務局長。以下同じ。）、鳥獣被害防止総合支援事業（広域コンソーシアム型

に限る。）、鳥獣被害対策基盤支援事業、全国ジビエプロモーション事業及び鳥獣被害防

止対策促進支援事業（ジビエ広域搬入モデル実証支援事業、ジビエレストラン拡大事業

及び鳥獣被害対策・ジビエ情報発信事業）（以下「鳥獣被害対策基盤支援事業等」とい

う。）にあっては大臣をいう。以下同じ。）に提出しなければならない。 

２ 交付対象事業者は、前項の申請書の提出に当たって、当該交付金に係る消費税仕入控

除税額（交付対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法

（昭和63年法律第108号）に規定する仕入に係る消費税額として控除できる部分の金額

と当該金額に地方税法（昭和25年法律第226号）に規定する地方消費税率を乗じて得た

金額との合計額に交付率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）があり、かつ、その金

額が明らかな場合には、これを減額して申請しなければならない。 

ただし、申請時において当該交付金に係る消費税仕入控除税額が明らかでない場合

は、この限りでない。 

 

（交付申請書の提出期限） 

第９ 交付規則第２条の大臣が別に定める交付申請書の提出期限は、地方農政局長等（大臣

の場合にあっては農村振興局長）が別に通知する日までとする。 

 

（交付決定の通知） 

第10 地方農政局長等は、第８第１項の規定による交付申請書の提出があったときは、審査 

の上、交付金を交付すべきものと認めたときは速やかに交付決定を行い、交付対象事業 

者に対しその旨を通知するものとする。 

２ 第８第１項の規定による交付申請書が地方農政局長等に到達してから当該申請に係

る前項の規定による交付決定の通知を行うまでに通常要すべき標準的な期間は、１月

とする。 

 

（申請の取下げ） 

第11 交付対象事業者は、第８第１項の規定による交付申請を取り下げようとするときは、 

第10第１項の規定による交付決定の通知を受けた日から起算して15日以内にその旨を 

記載した取下書を地方農政局長等に提出しなければならない。 

 

（契約等） 

第12 交付対象事業者（地方公共団体を除く。）は、交付事業（本交付金の交付の対象とな 

る事業をいう。以下同じ。）の一部を第三者に委託する場合は、地方農政局長等にあら 
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かじめ届け出なければならない。 

２ 交付対象事業者（地方公共団体を除く。）は、交付事業を遂行するため、売買、請負

その他の契約をする場合は、一般の競争に付さなければならない。 

ただし、交付事業の運営上、一般の競争に付することが困難又は不適当である場合は、

指名競争に付し、又は随意契約によることができる。 

３ 交付対象事業者（地方公共団体を除く。）は、前項の契約をしようとする場合は、当該 

契約に係る入札又は見積り合せ(以下「入札等」という。)に参加しようとする者に対し

別記様式第２号による契約に係る指名停止等に関する申立書の提出を求めることとし、

当該申立書の提出のない者については、入札等に参加させてはならない。 

４ 交付対象事業者は、交付事業の実施に当たっては、公共工事の品質確保の促進に関 

する法律（平成17年法律第18号）にのっとり、経済性に配慮しつつ価格以外の多様な要

素をも考慮し、価格及び品質が総合的に優れた内容の契約を行い、工事の品質の確保に

努めなければならない。 

 

（債権譲渡等の禁止） 

第13 交付対象事業者は、第10第１項の規定による交付決定の通知によって生じる権利及 

び義務の全部又は一部を、地方農政局長等の承諾を得ずに、第三者に譲渡し、又は承継 

させてはならない。 

 

（計画変更、中止又は廃止の承認） 

第14 交付対象事業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、あらかじめ別記様式第３ 

号による変更等承認申請書を地方農政局長等に提出し、その承認を受けなければなら 

ない。 

（１）交付対象経費の区分ごとの配分された額を変更しようとするとき。ただし、第15に

規定する軽微な変更を除き、交付金額の増額を伴う変更を含む。 

（２）交付事業の内容を変更しようとするとき。ただし、第15に規定する軽微な変更を除 

く。 

（３）交付事業を中止し、又は廃止しようとするとき。 

２ 交付対象事業者は、前項各号に定める場合のほか、交付金額の減額を伴う変更をしよ 

うとするときは、前項に準じて地方農政局長等の承認を受けることができる。 

３ 地方農政局長等は、前２項の承認をする場合において、必要に応じ交付決定の内容を 

変更し、又は条件を付することができる。 

 

（軽微な変更） 

第15 交付規則第３条第１号イ及びロの大臣が別に定める軽微な変更は、別表の重要な変 

更の欄に掲げる変更以外の変更とする。 
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（事業遅延の届出） 

第16 交付対象事業者は、交付事業が予定の期間内に完了することができないと見込まれ 

る場合又は交付事業の遂行が困難となった場合においては、速やかに別記様式第４号 

による遅延届出書を地方農政局長等に提出し、その指示を受けなければならない。 

２ 前項の場合のうち歳出予算の繰越しを必要とする場合においては、必要事項を記載し

た繰越承認申請書の提出をもって前項の届出書の提出に代えることができる。 

 

（状況報告） 

第17 交付対象事業者は、交付金の交付決定があった年度の12月31日現在において、別記 

様式第５号による事業遂行状況報告書を作成し、当該年度の１月31日までに地方農政

局長等に提出しなければならない。 

ただし、別記様式第６号の概算払請求書を提出した場合は、これをもって事業遂行状

況報告書に代えることができるものとする。 

２ 前項に規定する時期のほか、地方農政局長等は、事業の円滑な執行を図るため必要が

あると認めるときは、交付対象事業者に対して交付事業の遂行状況について報告を求め

ることができる。 

 

（概算払） 

第18 交付対象事業者は、交付金の全部又は一部について概算払を受けようとする場合は、 

別記様式第６号の概算払請求書を、地方農政局長等及び官署支出官（農林水産省にあっ 

ては大臣官房予算課経理調査官、北陸・東海・近畿・中国四国農政局にあっては総務管 

理官、東北・関東・九州農政局及び内閣府沖縄総合事務局にあっては総務部長をいう。） 

に提出しなければならない。 

なお、概算払は、予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号）第58条ただし書の規 

定に基づく財務大臣との協議が調った日以降に、協議が調った範囲で行うものとする。 

２ 交付対象事業者は、概算払により間接交付事業に係る交付金の交付を受けた場合に 

 おいては、当該概算払を受けた交付金の額を遅延なく間接交付対象事業者に交付しな 

ければならない。 

 

（実績報告） 

第19 交付規則第６条第１項の別に定める実績報告書は、別記様式第７号のとおりとし、交 

付対象事業者は、交付事業が完了したとき（第14第１項による廃止の承認があったとき 

を含む。以下同じ。）は、その日から１月を経過した日又は翌年度の４月10日のいずれ 

か早い日（地方公共団体に対し交付金の全額が概算払により交付された場合は翌年度 

の６月10日）までに実績報告書を地方農政局長等に提出しなければならない。 

6



２ 交付対象事業者は、交付事業の実施期間内において、国の会計年度が終了したときは、 

翌年度の４月30日までに別記様式第８号により作成した年度終了実績報告書を地方農

政局長等に提出しなければならない。 

３ 第８第２項ただし書の規定により交付の申請をした交付対象事業者は、第１項の実績

報告書の提出に当たって、当該交付金に係る消費税仕入控除税額が明らかである場合は、

これを交付金額から減額して報告しなければならない。 

４ 第８第２項ただし書の規定により交付の申請をした交付対象事業者は、第１項の実

績報告書を提出した後において、消費税及び地方消費税の申告により当該交付金に係

る消費税仕入控除税額が確定した場合には、その金額（前項の規定により減額した場合

にあっては、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を別記様式第９号の消費税仕入

控除税額報告書により速やかに地方農政局長等に報告するとともに、地方農政局長等

による返還命令を受けてこれを返還しなければならない。 

また、当該交付金に係る消費税仕入控除税額が明らかにならない場合又はない場合 

であっても、その状況等について、当該交付金の額の確定のあった日の翌年６月30日ま 

  でに、同様式により地方農政局長等に報告しなければならない。 

 

（交付金の額の確定等） 

第20 地方農政局長等は、第19第１項の規定による報告を受けた場合には、実績報告書等 

の書類の審査及び必要に応じて現地調査等を行い、その報告に係る交付事業の成果が

交付決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき交付金

の額を確定し、交付対象事業者に通知するものとする。 

２ 地方農政局長等は、交付対象事業者に交付すべき交付金の額を確定した場合において、

既にその額を超える交付金が交付されているときは、その超える部分の交付金の返還を

命ずるものとする。 

３ 前項の交付金の返還期限は、当該命令のなされた日から20日（地方公共団体において

当該交付金の返還のための予算措置について議会の承認が必要とされる場合で、かつ、

この期限により難い場合は90日）以内とし、期限内に納付がない場合は、未納に係る金

額に対して、その未納に係る期間に応じて年利10.95パーセントの割合で計算した延滞

金を徴するものとする。 

 

（額の再確定） 

第21 交付対象事業者は、第20第１項の規定による額の確定通知を受けた後において、交付

事業に関し、違約金、返還金、保険料その他の交付金に代わる収入があったこと等によ

り交付事業に要した経費を減額すべき事情がある場合は、地方農政局長等に対し当該

経費を減額して作成した実績報告書を第19第１項に準じて提出するものとする。 

２ 地方農政局長等は、前項に基づき実績報告書の提出を受けた場合は、第20第１項に準
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じて改めて額の確定を行うものとする。 

３ 第20項第２項及び第３項の規定は、前項による額の確定について準用する。 

 

（交付決定の取消等） 

第22 地方農政局長等は、第14第１項第３号の規定による交付事業の中止又は廃止の申請 

があった場合及び次に掲げる場合には、第10第１項の規定による交付決定の全部又は 

は一部を取り消し、又は変更することができる。 

（１）交付対象事業者が、法令、本要綱又は法令若しくは本要綱に基づく地方農政局長等 

の処分若しくは指示に違反した場合 

（２）交付対象事業者が、交付金を交付事業以外の用途に使用した場合 

（３）交付対象事業者が、交付事業に関して、不正、事務手続の遅延、その他不適当な行 

為をした場合 

（４）間接交付対象事業者が、間接交付事業の実施に関し法令に違反した場合 

（５）間接交付対象事業者が、間接交付金を間接交付事業以外の用途に使用した場合 

（６）交付の決定後生じた事情の変更等により、交付事業の全部又は一部を継続する必要 

がなくなった場合 

２ 地方農政局長等は、前項の規定による取消しをした場合において、既に当該取消しに

係る部分に対する交付金が交付されているときは、期限を付して当該交付金の全部又は

一部の返還を命ずるものとする。 

３ 地方農政局長等は、第１項第１号から第３号までの規定による取消しをした場合にお

いて、前項の返還を命ずるときは、その命令に係る交付金の受領の日から納付の日まで

の期間に応じて、年利10.95パーセントの割合で計算した加算金の納付を併せて命ずる

ものとする。 

４ 第20第３項の規定（括弧書を除く。）は、第２項の規定による交付金の返還及び前項 

の加算金の納付について準用する。 

 

（財産の管理等） 

第23 交付対象事業者は、交付事業（交付事業を他の団体に実施させた場合を含む。）によ

り取得し、又は効用の増加した財産（以下「取得財産等」という。）については、交付

事業の完了後においても、善良な管理者の注意をもって管理し、交付金交付の目的に

従って、その効率的運用を図らなければならない。 

２ 取得財産等を処分することにより、収入があり、又はあると見込まれるときは、その

収入の全部又は一部を国に納付させることがある。 

 

（財産の処分の制限） 

第24 取得財産等のうち適正化法施行令第13条第４号の大臣が定める機械及び重要な器具 
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は、１件当たりの取得価格又は効用の増加価格が50万円以上の機械及び器具とする。 

２ 適正化法第22条に定める財産の処分を制限する期間は、交付規則第５条に規定する期 

間（以下「処分制限期間」という。）とする。 

３ 交付対象事業者は、処分制限期間中において、処分を制限された取得財産等を処分し 

うとするときは、あらかじめ地方農政局長等の承認を受けなければならない。 

４ 前項の規定にかかわらず、交付事業を行うに当たって、交付対象物件を担保に供し、

自己資金の全部又は一部を国が行っている制度融資から融資を受ける場合であって、か

つ、その内容（金融機関名、制度融資名、融資を受けようとする金額、償還年数、その

他必要な事項）が第８第１項の規定により提出された交付申請書に記載してある場合は、

第10第１項の規定による交付決定通知をもって、次の条件により地方農政局長等の承認

を受けたものとみなす。 

（１）担保権が実行される場合は、残存簿価又は時価評価額のいずれか高い金額に交付     

率を乗じた金額を納付すること 

（２）本来の交付目的の遂行に影響を及ぼさないこと 

５ 第３項の承認に当たっては、承認に係る取得財産等の残存価値相当額又は処分によ

り得られた収入の全部又は一部を国に納付することを条件とすることがある。 

 

（残存物件の処理） 

第25 交付対象事業者は、交付事業等が完了し、又は中止若しくは廃止した場合において、 

  当該事業の実施のために取得した機械器具、仮設物、材料等の物件が残存するときは、 

  その品目、数量及び取得価格を地方農政局長等に報告しその指示を受けなければなら 

  ない。 

 

（収益納付） 

第26 交付対象事業者は、交付事業が完了した日から起算して５年が経過する日までに、交

付事業の実施によって相当の収益を生じたときは、別記様式第10号の収益報告書によ

り、各決算期の終了後２月以内に、地方農政局長等に報告しなければならない。 

２ 地方農政局長等は、前項の規定による報告があった場合、その他交付対象事業者に

前項の規定により報告すべき相当の収益を生じたものと認定したときは、当該収益の

全部又は一部を国に納付させることができる。 

３ 納付すべき収益の額は、原則として毎年度生ずる収益の取得までに交付された交付

金額をそれまでに交付対象事業に関連して支出された経費の総額で除した値に、当該

収益の額を乗じた額とする。ただし、その上限は、交付された交付金の総額から、交付

金に係る財産処分に伴う納付額を差し引いたものとする。 

 

（交付金の経理） 
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第27 交付対象事業者は、交付事業についての帳簿を備え、他の経理と区分して交付事業の 

収入及び支出を記載し、交付金の使途を明らかにしておかなければならない。 

２ 交付対象事業者は、前項の収入及び支出について、その支出内容の証拠書類又は証拠

物を整備して前項の帳簿とともに交付事業の完了の日の属する年度の翌年度から起算

して５年間整備保管しなければならない。 

３ 交付対象事業者は、取得財産等について当該取得財産等の処分制限期間中、前２項に

規定する帳簿等に加え、別記様式第11号の財産管理台帳その他関係書類を整備保管しな

ければならない。 

４ 前３項及び第28に基づき作成、整備及び保管すべき帳簿、証拠書類、証拠物、台帳及

び調書のうち、電磁的記録により作成、整備及び保管が可能なものは、電磁的記録によ

ることができる。 

 

（交付金調書） 

第28 交付対象事業者(地方公共団体に限る。)は、当該交付事業に係る歳入歳出の予算書並 

びに決算書における計上科目及び科目別計上金額を明らかにするため、別記様式第12 

号による交付金調書を作成しておかなければならない。 

 

（電子情報処理組織による申請等） 

第29 交付対象事業者は、第８第１項の規定による交付申請、第14第１項の規定による計画

変更、中止又は廃止の申請、第17の規定による状況報告、第18の規定による概算払請求、

第19第１項の規定による実績報告及び第19第４項の規定による消費税等仕入控除税額

の確定に伴う報告（以下「交付申請等」という。）については、当該各規定の定めにか

かわらず、農林水産省共通申請サービス（以下「eMAFF」という。）を使用する方法によ

り行うことができる。 

ただし、eMAFFを使用する方法により交付申請等を行う場合において、本要綱に基づ

き当該交付申請等に添付すべきとされている書類について、当該書類等の一部又は全

部を書面により提出することを妨げない。 

 ２ 交付対象事業者は、前項の規定により交付申請等を行う場合は、本要綱の様式の定め 

  にかかわらず、eMAFFにより提供する様式によるものとする。 

３  地方農政局長等は、第１項の規定により交付申請等が行われた交付対象事業者に対

する通知、承認、指示及び命令については、交付対象事業者が書面による通知等を受け

ることをあらかじめ求めた場合を除き、eMAFFを使用する方法によることができる。 

４ 交付対象事業者が第１項の規定によりeMAFFを使用する方法により交付申請等を行

う場合は、eMAFFのサービス提供者が別に定めるeMAFFの利用に係る規約に従わなけれ

ばならない。 
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（間接交付金交付の際付すべき条件等） 

第30 都道府県は、間接交付対象事業者に交付金を交付するときは、第６、第12から第17ま 

で、第19、第21から第23まで及び第25から第28までの規定に準ずる条件及び次の各号に 

掲げる条件を付さなければならない。 

（１）適正化法、適正化法施行令、交付規則及び本要綱に従うべきこと。 

（２）間接交付事業により取得し又は効用の増加した財産のうち不動産及びその従物並

びに１件当たりの取得価格50万円以上のものについて、減価償却資産の耐用年数等

に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号。以下「大蔵省令」という。）に定められて

いる耐用年数に相当する期間（ただし、大蔵省令に期間の定めが無い財産については

期間の定めなく。）においては、都道府県の承認を受けないで、交付金交付の目的に

反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け又は担保に供してはならないこと。 

ただし、間接交付事業を行うに当たって、交付対象物件を担保に供し、自己資金の 

全部又は一部を国が行っている制度融資から融資を受ける場合であって、かつ、その 

内容（金融機関名、制度融資名、融資を受けようとする金額、償還年数その他必要な 

事項）が交付金交付申請書に記載してある場合は、次の条件により都道府県による間

接交付金の交付の決定をもって都道府県の承認を受けたものとすること。 

ア 担保権が実行される場合は、残存簿価又は時価評価額のいずれか高い金額に交

付率を乗じた金額を納付すること 

イ  本来の交付目的の遂行に影響を及ぼさないこと 

（３）前号による都道府県の承認に際し、承認に係る取得財産等の残存価値相当額又は処

分により得られた収入の全部又は一部を都道府県に納付させることがあること。 

２ 都道府県は、地方公共団体以外の間接交付対象事業者に交付金を交付するときは、間

接交付対象事業者に対し、前項に定めるもののほか、次に掲げる条件を付さなければな

らない。 

（１）間接交付対象事業者は、間接交付事業を遂行するため、売買、請負その他の契約を 

する場合は、一般の競争に付さなければならない。 

ただし、間接交付事業の運営上、一般の競争に付すことが困難又は不適当である場

合は、指名競争に付し、又は随意契約によることができる。 

（２）間接交付対象事業者は、前号により契約をしようとする場合は、当該契約に係る入 

札等に参加しようとする者に対し、別記様式第２号による契約に係る指名停止等に

関する申立書の提出を求め、当該申立書の提出のない者については、入札等に参加さ

せてはならない。 

３ 都道府県は、間接交付対象事業者が間接交付事業により取得し、又は効用の増加した

財産について、その実態を充分把握するように務め、当該財産が適正に管理運営される

よう指導しなければならない。 

４ 都道府県は、第１項第２号の承認をしようとする場合は、あらかじめ地方農政局長等
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の承認を受けてから承認をしなければならない。 

ただし、第１項第２号のただし書の場合にあっては、第10第１項の規定による交付決

定の通知をもって同項ただし書に定める条件を付すことを条件に地方農政局長等の承

認を受けたものとする。 

５ 都道府県は、第１項第３号の規定により間接交付対象事業者から納付を受けた額の

国庫交付金相当額を国に納付しなければならない。 

６ 第１項及び前項の規定にかかわらず、前項の規定その他の国庫納付に関する規定に

基づき、取得財産等の取得価格の国庫交付金相当額の全部を国に納付したと認められ

る場合は、第１項及び前項の規定は、当該取得財産等については適用しない。 

７ 都道府県は、間接交付事業に関して、間接交付対象事業者から交付金の返還又は返納

を受けた場合は、当該交付金の国庫交付金相当額を国に返還しなければならない。 

 

附 則 

１ 本要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

２ 本要綱の施行に伴い、鳥獣被害防止総合対策交付金交付要綱（平成20年３月31日付け19 

生産第9422号農林水産事務次官依命通知）及び鳥獣被害防止総合対策交付金実施要綱（平 

成20年３月31日付け19生産第9423号農林水産事務次官依命通知）は、廃止する。 

３ ２による廃止前の鳥獣被害防止総合対策交付金交付要綱及び鳥獣被害防止総合対策交 

付金実施要綱に基づく事業については、なお従前の例による。 

 

附 則 

 この通知は、令和４年12月２日から施行する。 

 

  附 則 

 この通知は、令和５年４月１日から施行する。 

 

  附 則 

 この通知は、令和５年11月29日から施行する。 
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た

す
こ

と
。
 

 １
 

被
害

防
止

計
画

が
作

成
さ

れ
て

い

る
こ

と
又

は
作

成

さ
れ

る
こ

と
が

確

実
に

見
込

ま
れ

る

こ
と
。
 

 ２
 

有
害
捕
獲
、
被
害

防
除

及
び

生
息

環

境
管

理
の

う
ち

複

数
の

取
組

が
行

わ

れ
て

い
る

こ
と

又

は
確

実
に

見
込

ま

れ
る
こ
と
。
 

 ３
 

受
益

戸
数

が
３

戸
以

上
で

あ
る

こ

と
。
 

な
お
、
再
編
整
備

を
実

施
す

る
場

合

は
、
既
存
施
設
を
含

め
た

受
益

戸
数

が

３
戸

以
上

で
あ

る

こ
と

が
確

認
で

き

る
こ
と
。
 

定
額

、
１
/
２
以

内
 

上
記

に
関

わ
ら

ず
、

沖
縄

県
に

あ
っ
て

は
２

/
３
以

内
、

次
の

１
か

ら
６

ま
で

の
要

件

の
い

ず
れ

か
に

該
当

す
る

地

域
に

あ
っ

て
は

、
5
.5
/
10

以

内
と
す

る
。
 

（
上
記

に
関

わ
ら

ず
、

鳥
獣

被
害

防
止

施
設

を
農

家
・

地

域
住

民
等

参
加

型
の

直
営

施

工
に

よ
り

整
備

す
る

場
合

で

あ
っ

て
、

資
材

費
の

み
交

付

対
象

経
費

と
す

る
と

き
に

は
、

定
額

交
付

で
き

る
こ

と

と
し

、
鳥

獣
被

害
防

止
施

設

及
び

処
理

加
工

施
設

を
整

備

す
る

場
合

の
上

限
単

価
に

つ

い
て

は
、

農
村

振
興

局
長

が

別
に

定
め

る
と

こ
ろ

に
よ

る
。
）
 

 １
 
山

村
振

興
法
（

昭
和
4
0

年
法

律
第
6
4
号
）
第

７
条

第
１

項
の

規
定

に
基

づ

き
指

定
さ

れ
た

振
興

山

村
 

 ２
 

過
疎

地
域

の
持

続
的

発
展

の
支

援
に

関
す

る
特

１
 

経
費
・
事
業

内
容

の
欄

に
掲

げ
る

１

と
２

の
経

費
の

相

互
間

に
お

け
る

そ

れ
ぞ

れ
の

経
費

の

増
減
 

 

１
 

事
業

実
施

主
体

ご
と

の
事

業
の

新

設
、
中
止

又
は
廃

止
 

 

２
 

事
業

実
施

主
体

の
変

更
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②
広

域
柵

等
鳥

獣
被

害

防
止
施
設
整
備
事
業
 

ア
 
被
害
緊
急
対
応
型
 

イ
 
広
域
連
携
型

 

②
再
編
整
備
 

③
既
設
柵
の
地
際
補
強
 

 ２
 
附
帯
事
務
費
 

都
道

府
県

が
１

の
経

費
に

係

る
事

業
の

実
施

に
関

し
、

事
業

実
施

計
画

の
承

認
並

び
に

事
業

の
推

進
に

必
要

な
事

務
、

指
導

監
督

及
び

調
査

検
討

を
行

う
の

に
要
す
る
経
費
 

    

 
 

た
だ

し
、
鳥

獣
被

害
防

止
対

策
促

進
支

援
事

業
（

広
域

柵
等

鳥
獣

被
害

防
止

施
設

整
備

事
業

）
を

実
施

す
る

場
合

で
あ

っ

て
、

地
方

農
政

局
長

が
認

め
る

と
き

は
、

こ
の
限
り
で
な
い
。
 

 

４
 

農
村

振
興

局
長

が
別

に
定

め
る

と

こ
ろ

に
よ

り
施

設

の
耐

用
年

数
が

一

定
年

数
を

超
え

る

も
の
と
す
る
。
 

な
お
、
再
編
整
備

を
実

施
す

る
場

合

は
、
既
存
施
設
が
耐

用
年

数
を

超
え

て

い
な
い
こ
と
。
 

  

５
 

当
該

施
設

の
整

備
に

よ
る

全
て

の

効
用

に
よ

っ
て

全

て
の

費
用

を
償

う

こ
と

が
見

込
ま

れ

る
こ
と
。
 

 ６
 

鳥
獣

被
害

防
止

対
策

促
進

支
援

事

業
（

中
山

間
地

域

等
鳥

獣
被

害
防

止

施
設

整
備

事
業

）

に
あ

っ
て

は
、

農

村
振

興
局

長
が

別

に
定

め
る

対
象

地

別
措

置
法

（
令

和
３

年
法

律
第

1
9
号

）
第

２
条

第
１

項
（

同
法

第
43

条
の

規
定

に
よ

り
読

み
替

え
て

適
用

す
る

場
合
を

含
む

。）
に
規

定
す

る
過

疎
地

域
（

同
法

第
３

条
第

１
項

若
し

く
は

第
２

項
（

こ
れ

ら
の

規
定

を
同

法
第

4
3
条

の
規

定
に

よ
り

読
み

替
え

て
適

用
す

る
場

合
を

含
む

。
）
、

第
41

条
第

１
項

若
し

く
は

第
２

項
（

同
条

第
３

項
の

規
定

に
よ

り
準

用
す

る
場

合
を

含
む

。
）
、

第
42

条
又

は
第

4
4
条

第
４

項
の

規
定

に
よ

り
過

疎
地

域
と

み
な

さ
れ

る
区

域
を

含
み

、
令

和
３

年
度

か
ら

令
和

８
年

度
ま

で
の

間
に

限
り

、
同

法
附

則
第

５
条

に
規

定
す

る
特

定
市

町
村

（
同

法
附

則
第

６
条

第
１

項
、

第
７

条
第

１
項

及
び

第
８

条
第

１
項

の
規

定
に

よ
り

特
定

市
町

村
の

区
域

と
み

な
さ

れ
る

区
域
を

含
む

。）
を

、
令

和

３
年

度
か

ら
令

和
９

年
度

ま
で

の
間

に
限

り
、

同
法

附
則

第
５

条
に

規
定

す
る

特
別

特
定

市
町

村
（

同
法

附
則

第
６

条
第

２
項

、
第

７
条

第
２

項
及

び
第

８
条

第
２

項
の

規
定

に
よ

り
特

別
特

定
市

町
村

の
区

域
と

み
な

さ
れ

る
区

域
を

含

む
。）

を
含
む

。）
以

下
単

に
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域
で
あ
る
こ
と
。
 

 

７
 

鳥
獣

被
害

防
止

対
策

促
進

支
援

事

業
（
中
山
間
地
域
等

鳥
獣

被
害

防
止

施

設
整
備
事
業
（
既
設

柵
の

地
際

補
強

を

除
く
。）
）
に
あ
っ
て

は
、
当
該
施
設
の
整

備
に

よ
り

受
益

地

内
の

生
産

コ
ス

ト

の
低

減
が

10
％

以

上
見

込
ま

れ
る

こ

と
。
 

 ８
 

鳥
獣

被
害

防
止

対
策

促
進

支
援

事

業
（

広
域

柵
等

鳥

獣
被

害
防

止
施

設

整
備

事
業

）
に

あ

っ
て

は
、

農
村

振

興
局

長
が

別
に

定

め
る

事
項

を
満

た

す
こ
と
。
 

「
過
疎

地
域

」
と

い
う
。）

 

 ３
 

離
島
振
興
法
（
昭
和
2
8

年
法

律
第
7
2
号
）
第

２
条

第
１

項
の

規
定

に
基

づ

き
指

定
さ

れ
た

離
島

振

興
対

策
実
施

地
域

 

 ４
 

半
島
振
興
法
（
昭
和
6
0

年
法

律
第
6
3
号
）
第

２
条

第
１

項
の

規
定

に
基

づ

き
指

定
さ

れ
た

半
島

振

興
対

策
実
施

地
域

 

 ５
 

特
定

農
山

村
地

域
に

お

け
る

農
林

業
等

の
活

性

化
の

た
め

の
基

盤
整

備

の
促

進
に

関
す

る
法

律

（
平

成
５

年
法

律
第

72

号
）
第

２
条

第
４

項
の

規

定
に

基
づ

き
公

示
さ

れ

た
特

定
農
山

村
地

域
 

 

６
 

棚
田

地
域

振
興

法
（

令

和
元

年
法
律
第

4
2
号
）

第
７

条
第

１
項

の
規

定

に
基

づ
き

指
定

さ
れ

た

指
定

棚
田
地

域
 

 

２
 

農
山

漁
村

活
性

化
対

策
推

進
交
付
金
 

 
（

鳥
獣

被
害

防
止

総
合

対
策

推
進
交
付
金
）
 

 
 

 
 

 
 

（
１
）
鳥

獣
被
害

防
止

総
合

支

援
事

業
 

①
被

害
緊
急

対
応

型
 

②
広

域
連
携

型
 

次
の

取
組

に
つ

い
て

、
農

村
振

興
局

長
が

別
に

定
め

る
経

費
を

交

付
す

る
こ
と

と
す

る
。
 

 

農
村

振
興

局

長
が

別
に

定
め

る
協

議
会

等
と

す
る
。
 

次
に

掲
げ

る
全

て

の
要

件
を

満
た

す
こ

と
。
 

 

定
額

、
１
/
２
以

内
 

（
た
だ

し
、
被
害

防
止

活
動

推
進
、
ジ
ビ

エ
等

の
利

用
拡

大
に
向

け
た

地
域

の
取

組
、

１
 

区
分
・
事
業

種
類

の
欄

に
掲

げ
る

（
１

）
、
（

２
）
、

（
３

）、
（
４

）、
（

６
）

１
 

事
業

実
施

主
体

ご
と

の
事

業
の

新

設
、
中

止
又
は
廃

止
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③
広

域
コ

ン
ソ

ー
シ

ア

ム
型
 

（
１

）
被
害

防
止

活
動
推
進
 

 
①

推
進

体
制
の

整
備
 

 
 
②
有

害
捕
獲

 

 
 
③
被

害
防
除

 

 
 
④
生

息
環
境

管
理
 

 
 
⑤
サ

ル
複
合

対
策
 

 
 
⑥
ク

マ
複
合

対
策
 

 
 
⑦
鳥

類
複
合

対
策
 

 
 
⑧
他

地
域
人

材
活
用
 

⑨
Ｉ

Ｃ
Ｔ
等

新
技

術
の
活
用
 

⑩
Ｇ

Ｉ
Ｓ

を
活

用
し

た
被

害

対
策

等
の

可
視

化
定

着
支

援
 

（
２

）
実
施

隊
特

定
活

動
 

①
大

規
模
緩

衝
帯
整
備
 

 
②

誘
導

捕
獲
柵

わ
な

導
入
 

（
３

）
Ｉ
Ｃ

Ｔ
等

新
技

術
実
証
 

（
４

）
農
業

者
団

体
等

民
間
団
体
被

害
防

止
活
動
 

（
５

）
ジ
ビ

エ
等

の
利
用
拡
大
に
向

け
た

地
域
の

取
組
 

①
販

売
拡
大

支
援
 

 
 
②
搬

入
促
進

支
援
 

（
６

）
鳥
獣

被
害

対
策
実
施
隊
体
制

強
化
 

①
実

施
隊
員

の
人
材
育
成
 

 
 
②
新

規
猟
銃

取
得

支
援
 

（
７
）
捕

獲
サ
ポ

ー
ト
体
制
の
構
築
 

（
８

）
処

理
加
工

施
設

の
人
材
育
成
 

（
９

）
Ｉ

Ｃ
Ｔ
の

活
用

に
よ
る
情
報

管
理

の
効
率

化
 

（
1
0
）
放
射

性
物

質
影

響
地

域
の

ジ

ビ
エ

利
活
用

推
進
 

 

 
１

 
被

害
防

止
計

画
 

が
作

成
さ

れ
て

い

る
こ

と
又

は
作

成

さ
れ

る
こ

と
が

確

実
に

見
込

ま
れ

る

こ
と
。
 

 ２
 

有
害
捕
獲
、
被
害

防
除

及
び

生
息

環

境
管

理
の

う
ち

複

数
の

取
組

が
行

わ

れ
て

い
る

こ
と

又

は
確

実
に

見
込

ま

れ
る
こ
と
。
 

 

鳥
獣

被
害

対
策

実
施

隊
体

制
強

化
に

お
け

る
上

限
単

価
及
び

限
度

額
、
実

施
隊
特

定
活

動
に

お
け

る
上

限
単

価
、

Ｉ
Ｃ

Ｔ
等

新
技

術
実

証
、
農

業
者

団
体

等
民

間
団

体
被
害

防
止

活
動

、
捕

獲
サ

ポ
ー
ト

体
制

の
構

築
、
処
理

加
工
施

設
の

人
材

育
成

、
Ｉ

Ｃ
Ｔ

の
活

用
に

よ
る

情
報

管
理

の
効

率
化

及
び

放
射

性
物

質
影

響
地

域
の

ジ
ビ

エ
利

活
用

推
進

に
お

け
る

限
度
額

に
つ

い
て

は
、
農
村

振
興

局
長

が
別

に
定

め
る

と
こ
ろ

に
よ

る
。
）
 

及
び
（
７

）
の
経

費

の
相

互
間

に
お

け

る
そ

れ
ぞ

れ
の

経

費
の

増
減
。
 

た
だ

し
、
区

分
・

事
業

種
類

の
欄

に

掲
げ

る
(
１

）
、

（
２

）、
（

３
）
及

び

（
４

）
の

経
費
の

相

互
間

に
お

け
る

そ

れ
ぞ

れ
の

経
費

の

３
割

以
下

の
増

減

を
除

く
。
 

 ２
 

区
分
・
事
業

種
類

の
欄

に
掲

げ
る

（
５

）
の

①
及
び

②

の
経

費
の

相
互

間

に
お

け
る

そ
れ

ぞ

れ
の

経
費
の

増
減

。
 

 ３
 

区
分

・
事

業
種

類
の

欄
に

掲
げ

る

（
６

）
の
①

、
②

、

③
、
④
、
⑤

及
び

⑥

の
経

費
の

相
互

間

に
お

け
る

そ
れ

ぞ

れ
の

経
費
の

増
減

。
 

 

２
 

事
業

実
施

主
体

の

変
更
 

（
２
）
鳥

獣
被
害

防
止

都
道

府

県
活

動
支
援

事
業

 

 
次

の
取
組

に
つ

い
て
、
農
村
振
興

局
長

が
別

に
定

め
る

経
費

を
交

付

す
る

こ
と
と

す
る

。
 

 
都
道
府
県
 

事
業

実
施

地
区

が
複

数
の

市
町

村
を

含
む

こ

と
。
 

定
額
（

た
だ

し
、
限

度
額

及
び
広

域
捕

獲
活

動
（

有
害

捕
獲
）
に
お

け
る

上
限

単
価
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（
１

）
実
施

体
制

の
整
備
 

（
２

）
広

域
捕
獲

活
動
（

有
害
捕
獲
） 

（
３

）
新
技

術
実

証
・
普
及
活
動
 

（
４

）
人
材

育
成

活
動
 

（
５

）
ジ

ビ
エ
等

の
利

用
拡
大
に
向

け
た

地
域
の

取
組

 

な
お

、
広

域
捕

獲
活

動
（
有
害
捕
獲
）
を
実
施

す
る

場
合

は
、

事
業

実

施
地

区
内

の
全

て
の

市

町
村

等
に

お
い

て
被

害

防
止

計
画

が
作

成
さ

れ

て
い

る
こ

と
又

は
作

成

さ
れ

る
こ

と
が

確
実

に

見
込
ま
れ
る
こ
と
。
 

 

に
つ
い

て
は

、
農

村
振

興
局

長
が

別
に

定
め

る
と

こ
ろ

に
よ
る
。
）
 

（
３
）
都

道
府
県

広
域

捕
獲

活

動
支

援
事
業
 

 
次

の
取
組

に
つ

い
て
、
農
村
振
興

局
長

が
別

に
定

め
る

経
費

を
交

付

す
る

こ
と
と

す
る

。
 

 （
１

）
実
施

体
制

の
整
備
 

（
２

）
生
息

状
況

調
査
等
 

（
３

）
広

域
捕
獲

活
動
（
個
体
数
調

整
）
 

（
４

）
高
度

技
術

人
材
育
成
活
動
 

 
都
道
府
県
 

次
に

掲
げ

る
全

て
の

要
件
を
満
た
す
こ
と
。
 

 １
 

都
道

府
県

が
作

成

す
る

第
二

種
特

定
鳥

獣
管

理
計

画
に

お
い

て
、

数
の

調
整

を
目

的
と

し
て

、
農

林
水

産
業

被
害

の
防

止
の

た
め

の
捕

獲
が

定
め

ら
れ

て
い

る
こ

と
又

は
定

め
ら

れ
る

こ
と

が
確

実
に

見
込

ま
れ

る
こ
と
。
 

 

２
 

事
業

実
施

地
区

内

の
全

て
の

市
町

村
に

お
い

て
、

被
害

防
止

計
画

が
作

成
さ

れ
て

い
る
こ
と
。
 

 

３
 

事
業

実
施

地
区

内

の
全

て
の

市
町

村
に

お
い
て
、
被
害
防
止
計

画
に

基
づ

く
有

害
捕

獲
を

実
施

し
て

い
る

こ
と
。
 

定
額

（
た

だ
し

、
限

度
額

及
び

広
域

捕
獲

活
動

（
個

体

数
調

整
）

に
お

け
る

上
限

単

価
に

つ
い

て
は

、
農

村
振

興

局
長

が
別

に
定

め
る

と
こ

ろ

に
よ
る
。
）
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（
４

）
鳥

獣
被

害
防

止
緊

急

捕
獲

活
動
支

援
事

業
 

①
被
害

緊
急

対
応

型
 

②
広
域

連
携

型
 

 

 
有

害
捕

獲
に

つ
い

て
、

農
村
振

興

局
長

が
別

に
定

め
る

経
費

を
交
付

す

る
こ

と
と
す

る
。

 

農
村

振
興

局

長
が

別
に

定
め

る
協

議
会

等
と

す
る
。
 

被
害

防
止

計
画

が
作

成
さ
れ
て
い
る
こ
と
。
 

定
額

（
た

だ
し

、
上

限
単

価
に
つ

い
て

は
、
農

村
振
興

局
長

が
別

に
定

め
る

と
こ

ろ
に
よ

る
。
）
 

（
５

）
シ

カ
特

別
対

策
等

事

業
 

 
 
①

シ
カ

緊
急

捕
獲

対
策
 

 
 

  

シ
カ

の
有

害
捕

獲
に

つ
い

て
、

農
村

振
興

局
長

が
別

に
定

め
る

経

費
を

交
付
す

る
こ

と
と

す
る
。
 

農
村

振
興

局

長
が

別
に

定
め

る
協

議
会

等
と

す
る
。
 

  

被
害

防
止

計
画

が
作

成
さ
れ
て
い
る
こ
と
。
 

  

定
額

（
た

だ
し

、
上

限
単

価
に

つ
い

て
は

、
農

村
振

興

局
長

が
別

に
定

め
る

と
こ

ろ

に
よ
る
。
）
 

 
 
②
シ
カ

特
別

対
策
 

次
の

取
組

に
つ

い
て

、
農

村
振

興
局

長
が

別
に

定
め

る
経

費
を

交

付
す

る
こ
と

と
す

る
。
 

①
実

施
体
制

の
整

備
 

②
生

息
状
況

調
査

等
 

③
シ

カ
の
集

中
捕

獲
 

④
捕

獲
個
体

の
処

理
 

⑤
人

材
育
成

活
動

 

⑥
大

規
模
捕

獲
実

証
 

 

次
に

掲
げ

る
全

て
の

要
件
を
満
た
す
こ
と
。
 

 １
 

市
町

村
等
に

あ
っ

て
は

、
被

害
防

止
計

画
が

作
成

さ
れ

て
い

る
こ

と
。

都
道

府
県

に
あ

っ
て

は
、

第
二

種
特

定
鳥

獣
管

理
計

画
に

お
い

て
、

数
の

調
整

を
目

的
と

し

て
、

農
林

水
産

業
被

害
の

防
止

の
た

め
の

捕
獲

が
定

め
ら

れ
て

い
る
こ
と
。
 

 ２
 

シ
カ

に
よ
る

被
害

が
拡

大
し

て
い

る
こ

と
又

は
被

害
の

拡
大

が
予

測
さ

れ
る

こ

と
。
 

 ３
 

捕
獲

区
域
、

捕
獲

時
期

、
捕

獲
目

標
等

を
定

め
た

シ
カ

の
捕

定
額

（
た

だ
し

、
限

度
額

及
び

シ
カ

の
集

中
捕

獲
に

お
け

る
上

限
単

価
に

つ
い

て
は
、
農
村

振
興

局
長

が
別

に
定

め
る

と
こ

ろ
に

よ

る
。
）
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獲
計

画
が

作
成

さ

れ
、

計
画

に
基

づ
く

捕
獲

が
行

わ
れ

る
こ

と
。
 

 

（
６
）鳥

獣
被
害

対
策

基
盤

支

援
事
業
 

  

①
鳥

獣
被

害
対

策
担

い

手
育

成
・
マ

ッ
チ

ン
グ

事
業
 

 

次
の

取
組
に

つ
い

て
、
農
村
振
興

局
長

が
別

に
定

め
る

経
費

を
交

付

す
る

こ
と
と

す
る

。
 

 

（
１

）
被
害

防
止

対
策
の
中
心
的
な

人
材
（

地
域
リ
ー

ダ
ー
（
森
林
）

及
び

鳥
獣

被
害

対
策

コ
ー

デ

ィ
ネ

ー
タ
ー

）
の

育
成
を
図
る

た
め

、
研
修

カ
リ

キ
ュ
ラ
ム
の

作
成

及
び
研

修
会

の
開
催
・
運

営
を

実
施
す

る
事

業
と
す
る
。
 

（
２

）
地
域

の
鳥

獣
対
策
に
係
る
新

た
な

担
い
手

の
発
掘
・
育
成
を

図
る

た
め
、
野
生

鳥
獣
の
生
態

や
鳥

獣
被

害
対

策
の

知
識

や

現
場

で
の

取
組

等
を

内
容

と

す
る

セ
ミ
ナ

ー
を
開
催
し
、
そ

の
中

で
人

材
確

保
が

課
題

と

な
っ

て
い

る
市

町
村

等
と

の

マ
ッ

チ
ン
グ

を
行
う
。
ま
た
、

Ｉ
Ｃ

Ｔ
等

を
活

用
し

た
被

害

対
策

技
術

の
習

得
に

係
る

研

修
会

を
行
う

事
業
と
す
る
。
 

（
３

）
被

害
防
止

技
術
・
手
法
等
に

関
す

る
情

報
共

有
を

図
る

た

め
の

全
国

検
討

会
等

を
開

催

す
る

と
と
も

に
、
新
技
術
等
に

係
る

内
容

を
充

実
さ

せ
た

鳥

獣
被

害
対

策
に

係
る

マ
ニ

ュ

ア
ル

を
作

成
す

る
事

業
と

す

る
。
 

民
間

企
業

、

一
般

社
団

法

人
、

一
般

財
団

法
人

、
公

益
社

団
法

人
、

公
益

財
団

法
人

、
協

同
組

合
、

企
業

組
合

、
特

定
非

営
利

活
動

法

人
、

国
立

大
学

法
人

、
公

立
大

学
法

人
、

学
校

法
人

、
独

立
行

政
法

人
、

国
立

研
究

開
発

法
人

及
び
協
議
会
 

（
農

村
振

興
局

長
が

別
に

定
め

る
も

の
と

す

る
。
）
 

次
に

掲
げ

る
全

て

の
要

件
を

満
た

す
こ

と
。
 

 

１
 

次
に

掲
げ

る
事

業

を
実
施
す
る
こ
と
。
 

（
１

）
地

域
リ

ー
ダ

ー

（
森

林
）

及
び

鳥

獣
被

害
対

策
コ

ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

に

つ
い

て
は

、
全

国

複
数

箇
所

で
研

修

会
を

開
催

す
る

こ

と
。
 

（
２

）
新

た
な
担

い
手

発
掘

・
育

成
セ

ミ

ナ
ー

に
つ

い
て

は
、

地
域

性
等

を

考
慮

し
、

全
国

複

数
箇

所
で

開
催

す

る
こ
と
。
 

（
３
）
鳥
獣
対
策
技
術

に
関
す
る
全
国
検

討
会
を
開
催
し
、

鳥
獣
被
害
対
策
に

係
る
マ
ニ
ュ
ア
ル

を
作

成
す

る
こ

と
。
 

 

２
 

農
村

振
興

局
長

が
別

に
定

め
る

要

件
及

び
基

準
を

満

定
額

（
た

だ
し

、
限

度
額

に
つ
い
て
は

、
農

村
振

興
局

長
が

別
に

定
め

る
と

こ
ろ

に
よ
る
。
）
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た
し
て
い
る
こ
と
。
 

 

 
 

②
利

活
用

技
術

者
育

成

研
修

事
業
 

捕
獲

し
た

鳥
獣

の
利

活
用

を
推

進
す

る
人
材

の
育

成
を

図
る
た
め
、

研
修

カ
リ
キ

ュ
ラ

ム
の

作
成
、
研
修

会
の

開
催
・
運
営

、
捕
獲
個
体
の
処

理
に

関
す

る
調

査
を

実
施

す
る

事

業
に

い
て
、
農
村

振
興

局
長
が
別
に

定
め

る
経

費
を

交
付

す
る

こ
と

と

す
る

。
 

次
に

掲
げ

る
全

て

の
要

件
を

満
た

す
こ

と
。
 

 

１
 

全
国

複
数

箇
所

で
研

修
会

を
開

催

す
る
こ
と
。
 

 

２
 

農
村

振
興

局
長

が
別

に
定

め
る

要

件
及

び
基

準
を

満

た
し
て
い
る
こ
と
。
 

 

 
 

③
鳥

獣
利

活
用

推
進

支

援
事

業
 

捕
獲

か
ら

需
要

ま
で

の
関
係
者

で

構
成

さ
れ

る
全

国
的

な
検

討
体

制

（
コ

ン
ソ

ー
シ

ア
ム

）
を
構
築

し
、

ジ
ビ

エ
等

の
全

国
的

な
需
要
拡

大
及

び
利

活
用

推
進

の
た

め
の
関
連

情
報

の
収

集
・

発
信

、
広

報
・
普
及

啓
発

等
を

実
施

す
る

事
業

に
つ
い
て

、
農

村
振

興
局

長
が

別
に

定
め
る
経

費
を

交
付

す
る
こ

と
と

す
る

。
 

次
に

掲
げ

る
全

て

の
要

件
を

満
た

す
こ

と
。
 

 １
 

経
費
・
事
業
内
容

欄
に

規
定

す
る

コ

ン
ソ
ー
シ
ア
ム
は
、

民
間
企
業
、
地
方
公

共
団
体
の
他
、
野
生

鳥
獣
の
捕
獲
、
処
理

加
工
、
供
給
及
び
消

費
に

取
り

組
む

民

間
団

体
等

で
構

成

す
る
こ
と
。
 

 

２
 

農
村

振
興

局
長

が
別

に
定

め
る

要

件
及

び
基

準
を

満

た
し
て
い
る
こ
と
。
 

 

 
 

④
ジ

ビ
エ

流
通

衛
生

管

理
高

度
化
事

業
 

ジ
ビ

エ
の
加

工
・
流
通
・
販
売
段

階
で

の
衛

生
管

理
の

高
度

化
を

図

 
次

に
掲

げ
る

全
て

の
要

件
を

満
た

す
こ
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る
た

め
、
加

工
、
流

通
、
販
売
事
業

者
に

対
し

て
衛

生
管

理
を

指
導

す

る
指

導
者

の
育

成
及

び
加

工
・

流

通
・
販

売
事
業
者

へ
の

個
別
指
導
の

た
め

の
指

導
者

の
派

遣
に

係
る

支

援
を

実
施
す

る
事

業
に

つ
い
て
、
農

村
振

興
局

長
が

別
に

定
め

る
経

費

を
交

付
す
る

こ
と

と
す

る
。
 

と
。
 

 １
 

衛
生

管
理

の
高
 

度
化

に
関

す
る

情

報
収
集
、
指
導
者
向

け
の

研
修

及
び

個

別
指

導
を

実
施

す

る
こ
と
。
 

 

２
 

農
村

振
興

局
長
 

が
別

に
定

め
る

要

件
及

び
基

準
を

満

た
し
て
い
る
こ
と
。
 

 

 
 

⑤
愛

玩
動

物
用

飼
料

原

料
等

利
用
促

進
事

業
 

次
の

取
組

に
つ

い
て

、
農

村
振

興
局

長
が

別
に

定
め

る
経

費
を

交

付
す

る
こ
と

と
す

る
。
 

 

（
１

）
捕

獲
鳥

獣
を

原
料

と
す

る

愛
玩

動
物

用
飼

料
の

安
定

供

給
及

び
利

用
拡

大
を

図
る

た

め
、
検
討

体
制
（

コ
ン
ソ
ー
シ

ア
ム

）
を

構
築
し

、
愛
玩
動
物

用
飼

料
製

造
事

業
者

の
ニ

ー

ズ
に

応
じ

た
原

料
の

製
造

に

取
り

組
む

処
理

加
工

施
設

の

拡
大

、
流

通
体

制
の

構
築

及

び
新

規
需

要
の

創
出

等
を

実

施
す

る
事
業

と
す

る
。
 

（
２

）
動

物
園

等
で

の
捕

獲
鳥

獣

を
利

用
し

た
と

体
給

餌
の

取

組
を

全
国

普
及

す
る

た
め

、

検
討

体
制

（
コ

ン
ソ

ー
シ

ア

ム
）
を

構
築
し
、
適
切
な
給
餌

方
法

の
明

確
化

、
衛

生
管

理

に
必

要
な

加
熱

殺
菌

法
の

確

立
、
流

通
体
制
の

構
築
、
新
規

農
村

振
興

局
長

が

別
に

定
め

る
要

件
及

び
基

準
を

満
た

し
て

い
る
こ
と
。
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需
要

の
創

出
及

び
普

及
啓

発

等
を

実
施

す
る

事
業

と
す

る
。
 

 

 
 

⑥
Ｉ

Ｃ
Ｔ

を
活

用
し

た

調
査

に
基

づ
く

捕
獲

の
実

践
事
業
 

 
Ｉ

Ｃ
Ｔ

を
活

用
し

た
調

査
に

基

づ
く

捕
獲

を
推

進
す

る
た

め
、

Ｉ

Ｃ
Ｔ

を
活

用
し

て
行

っ
た

調
査

結

果
に

基
づ

く
捕

獲
活

動
の

計
画

を

策
定

し
、

捕
獲

従
事

者
の

理
解

を

得
た

上
で

、
策

定
し

た
計

画
に

よ

る
捕

獲
活

動
を

モ
デ

ル
的

に
実

施

す
る

事
業

に
つ

い
て

、
農

村
振

興

局
長

が
別

に
定

め
る

経
費

を
交

付

す
る

こ
と
と

す
る

 

次
に

掲
げ

る
全

て

の
要

件
を

満
た

す
こ

と
。
 

 １
 

事
業

実
施

主
体

は
シ

カ
・

イ
ノ

シ
シ

の
分
布
、
生
態
、
捕
獲

者
の
人
数
、
質
、
捕
獲

手
法

等
の

実
態

に
つ

い
て

全
国

的
な

知
見

を
有

す
る

者
で

あ
る

こ
と
。
 

 ２
 

全
国

複
数

箇
所

で
実
践
的
な
研
修
を

行
う
こ
と
。
 

 ３
 

Ｉ
Ｃ

Ｔ
を

活
用

し
た
調
査
を
行
い
、

客
観

的
な

デ
ー

タ

に
基

づ
く

計
画

策

定
及

び
捕

獲
活

動

を
行
う
こ
と
。
 

 ４
 

調
査
、
計
画
策
定

及
び
捕
獲
活
動
は
、

全
国

の
複

数
地

区

で
行
う
こ
と
と
し
、

同
地

区
は

原
則

と

し
て

行
政

界
を

ま

た
ぐ
こ
と
。
 

 ５
 

農
村

振
興

局
長
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が
別

に
定

め
る

要

件
及

び
基

準
を

満

た
し
て
い
る
こ
と
。
 

 

（
７
）
全
国

ジ
ビ

エ
プ

ロ
モ

ー

シ
ョ

ン
事
業
 

次
の

取
組
に

つ
い

て
、
農
村
振
興

局
長

が
別

に
定

め
る

経
費

を
交

付

す
る

こ
と
と

す
る

。
 

 （
１

）
ジ

ビ
エ

フ
ェ

ア
開

催
事

業

は
、

協
賛
飲

食
店
等
を
募
集
・

開
拓

し
、
ジ
ビ
エ
フ
ェ
ア
を
開

催
す

る
事
業

と
す
る
。
 

（
２

）
ジ

ビ
エ
需

要
拡

大
・
普
及
推

進
事

業
は
、
消
費
者
に
対
す
る

ジ
ビ

エ
関

連
情

報
の

発
信

等

を
行

う
事
業

と
す
る
。
 

民
間
企
業
、

一
般

社
団

法

人
、

一
般

財
団

法
人

、
公

益
社

団
法

人
、

公
益

財
団

法
人

、
協

同
組

合
、

企
業

組
合

、
特

定
非

営
利

活
動

法

人
、

国
立

大
学

法
人

、
公

立
大

学
法

人
、

学
校

法
人

、
独

立
行

政
法

人
、

国
立

研
究

開
発

法
人

及
び
協
議
会
 

（
農

村
振

興
局

長
が

別
に

定
め

る
も

の
と

す

る
。
）
 

 

次
に

掲
げ

る
全

て

の
要

件
を

満
た

す
こ

と
。
 

 １
 

全
国

的
な

ジ
ビ

エ
等

の
消

費
拡

大

に
向

け
た

事
業

で

あ
る
こ
と
。
 

 

２
 

農
村

振
興

局
長
 

が
別

に
定

め
る

要

件
及

び
基

準
を

満

た
し
て
い
る
こ
と
。
 

 
定
額
（
た

だ
し

、
限

度
額

に
つ
い

て
は

、
農

村
振

興
局

長
が

別
に

定
め

る
と

こ
ろ

に
よ
る
。
）
 

（
８
）
鳥
獣

被
害

防
止

対
策

促

進
支

援
事
業
 

 
 

①
ジ

ビ
エ

広
域

搬
入

モ

デ
ル

実
証
支

援
事

業
 

  

捕
獲

鳥
獣

の
処

理
加

工
施

設
へ

の
搬

入
を

促
進

す
る

た
め

、
新

た

な
搬

入
方

法
の

確
立

に
資

す
る

次

の
取

組
に

つ
い

て
、

農
村

振
興

局

長
が

別
に

定
め

る
経

費
を

交
付

す

る
こ

と
と
す

る
。

 

①
小

型
の

移
動

式
解

体
処

理
車

の

製
作

・
実
証
 

②
軽

ト
ラ
ッ

ク
の

改
造

・
実
証
 

③
コ

ン
テ

ナ
式

処
理

施
設

等
の

活

   
農

村
振

興
局

長
が

別
に

定
め

る
コ

ン
ソ

ー
シ

ア
ム
と
す
る
。
 

  

農
村

振
興

局
長

が
別

に
定

め
る

要
件
を

満
た

し
て
い
る
こ
と
。
 

  

定
額
（

た
だ

し
、
限

度
額

に
つ
い

て
は

、
農

村
振

興
局

長
が

別
に

定
め

る
と

こ
ろ

に
よ
る
。
）
 

  

区
分

・
事

業
種

類
の

欄
に

掲
げ
る
（
８

）
の

①

と
②

の
経

費
の

相
互

間

に
お

け
る

そ
れ

ぞ
れ

の

経
費

の
増

減
及

び
農

村

振
興

局
長

が
別

に
定

め

る
と

こ
ろ
に

よ
る

。
 

   
農

村
振

興
局

長
が

別

に
定

め
る

と
こ

ろ
に

よ

る
。
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用
・

実
証
 

④
生

体
搬
入

方
法

の
実

証
 

 
 

②
ジ

ビ
エ

レ
ス

ト
ラ

ン

拡
大

事
業
 

全
国

的
な

ジ
ビ

エ
の

消
費

拡
大

を
図

る
た

め
、

次
の

取
組

に
つ

い

て
、
農
村

振
興
局

長
が
別
に
定
め
る

経
費

を
交
付

す
る

こ
と

と
す
る
。
 

①
調

理
人

へ
の

ジ
ビ

エ
の

調
理

実

習
・
メ

ニ
ュ

ー
開

発
・
情
報
発
信
 

②
ジ

ビ
エ

バ
イ

ヤ
ー

ズ
商

談
会

の

実
施
 

民
間

企
業

、

一
般

社
団

法

人
、

一
般

財
団

法
人

、
公

益
社

団
法

人
、

公
益

財
団

法
人

、
協

同
組

合
、

企
業

組
合

、
特

定
非

営
利

活
動

法

人
、

国
立

大
学

法
人

、
公

立
大

学
法

人
、

学
校

法
人

、
独

立
行

政
法

人
、

国
立

研
究

開
発

法
人

及
び
協
議
会
 

（
農

村
振

興
局

長
が

別
に

定
め

る
も

の
と

す

る
。
）
 

 

次
に

掲
げ

る
全
て

の

要
件
を
満
た
す
こ
と
。
 

 １
 

ジ
ビ

エ
レ

ス
ト

ラ

ン
の

拡
大

に
向
け

た

事
業
で
あ
る
こ
と
。
 

 ２
 

農
村

振
興
局

長
が

別
に

定
め

る
要

件
及

び
基

準
を

満
た

し
て

い
る
こ
と
。
 

 
 

③
鳥
獣

被
害

対
策
・
ジ
ビ

エ
情

報
発
信

事
業

 

鳥
獣

被
害

対
策

及
び

ジ
ビ
エ

利
活

用
に

関
す

る
理

解
醸

成
を

図
る
た

め

の
情

報
発

信
に

つ
い

て
、

農
村
振

興

局
長

が
別

に
定

め
る

経
費

を
交
付

す

る
こ

と
と
す

る
。

 

民
間

企
業

、

一
般

社
団

法

人
、

一
般

財
団

法
人

、
公

益
社

団
法

人
、

公
益

財
団

法
人

、
協

同
組

合
、

企
業

組
合

、
特

定
非

営
利

活
動

法

人
、

国
立

大
学

法
人

、
公

立
大

学
法

人
、

学
校

法
人

、
独

立
行

政
法

人
、

国
立

次
に

掲
げ

る
全

て
の

要
件
を
満
た
す
こ
と
。
 

 １
 

鳥
獣

被
害
対

策
及

び
ジ

ビ
エ

利
活

用
の

理
解

醸
成

に
向

け
た

事
業
で
あ
る
こ
と
。
 

 ２
 

農
村

振
興

局
長
 

が
別

に
定

め
る

要
件

及
び

基
準

を
満

た
し

て
い
る
こ
と
。
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研
究

開
発

法
人

及
び
協
議
会
 

（
農

村
振

興
局

長
が

別
に

定
め

る
も

の
と

す

る
。
）
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【本申請書の提出よりも先に事業計画書の提出（協議）していない場合または提出（協議）した事業計画書の内容から変更があった場合】 

別記様式第１号（第８関係） 

 

 

令和○○年度 鳥獣被害防止総合対策交付金交付申請書 

 

番     号 

年  月  日 

 ○○農政局長  殿                              

 北海道にあっては農林水産大臣 

  沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局長 

 鳥獣被害対策基盤支援事業等にあっては農林水産大臣 

 

                                         ○○県（都府県）知事 （氏名）  

                                      （又は所在地） 

団体名 

（協議会等名） 

代表者氏名        

 

 

 令和○○年度において、下記のとおり事業を実施したいので、鳥獣被害防止総合対策交付金交付等要綱

（令和〇年〇月〇日付け〇農振第○○号農林水産事務次官依命通知）第８の規定により、申請する。 

 

      交付金交付申請額 

       鳥獣被害防止総合対策整備交付金                円 

       鳥獣被害防止総合対策推進交付金                円 

 

記 

 

１．事業の目的 

２．事業の内容及び計画 

３．経費の配分及び負担区分 

 

区分・事業種類 

総事業費 

（A）＋（B）＋

（C）＋（D） 

負担区分  

備考 国庫交付金 

（A） 

都道府県費 

（B） 

市町村費 

（C） 

その他 

（D） 

 

鳥獣被害防止総合

対策整備交付金 

 

１ 事業費 

２ 附帯事務費 

 

鳥獣被害防止総合

対策推進交付金 

 

１ 事業費 

 

円 

 

 

 

 

 

 

 

 

円 

 

 

 

 

 

 

 

 

円 

 

 

 

 

 

 

 

 

円 

 

 

 

 

 

 

 

 

円 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合計       

（注）備考欄には、消費税仕入控除税額を減額した場合には「減額した金額○○円」を、同税額がない場

合は「該当なし」を、同税額が明らかでない場合には「含税額」をそれぞれ記入すること。 

26



   「該当なし」の場合は、以下のうち該当するものにチェックを入れること。 

   ☐  免税事業者 

   ☐  簡易課税制度の適用を受ける者 

   ☐  地方公共団体の一般会計 

   ☐  地方公共団体の特別会計、消費税法別表第三に掲げる法人（公共法人、公益法人等）又は人格 

のない社団・財団であって、当該事業年度における交付金等の特定収入割合が５％超となるこ 

とが確実に見込まれるもの 

    

 

４．事業の完了予定年月日    令和 年 月 日 

 

５．添付書類 

（１）都道府県の本交付金の交付に関する規程又は要綱を添付すること。 

なお、都道府県の本交付金の交付に関する規程又は要綱について、申請者のウェブサイトにおいて 

閲覧が可能な場合は、当該ウェブサイトのURLを記載することにより当該資料の添付を省略できる。 

（２）事業計画書を添付すること。 

（３）鳥獣被害防止総合対策整備交付金事業のうち鳥獣被害防止総合支援事業を間接交付事業として行 

うに当たって、間接交付事業者が交付対象物件を担保に供し、自己資金の全部又は一部について融資 

を受ける場合には、別紙１を作成し添付すること。 

（４）事業計画内訳明細書（別紙２）を添付すること。 

（５）記載事項及び添付資料が既に提出している資料の内容と重複する場合には、その重複する部分に 

ついては省略できることとし、省略に当たっては、提出済みの資料の名称とその他資料の特定に必要 

な情報を記載の上、当該資料と同じ旨を記載することとする。 

 

 

 

（別紙１） 

 

 

 

事業名 

 

 

 

 

事業実施

主体名 

 

 

 

事業内容 

 

 

交付金の交付を受けて整備する物件を担保に供し、金融機関から融

資を受ける場合の融資の内容 

 

金融機関名 

 

 

融資名（制

度・その他） 

 

融資を受けよ

うとする金額 

 

償還年数 

 

その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○○金融公

庫 

 

○○資金 

 

 

○○○円 

 

 

 ○年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○○農協 

 

 

○○資金 

 

 

○○○円 

 

 

 ○年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （注１）事業名の欄は、鳥獣被害防止総合支援事業と記載すること。 

（注２）事業実施主体名及び事業内容の欄は、計画書を転記すること。 

（注３）融資内容が確認できる資料を適宜添付すること。 
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（別紙２） 

 事業計画内訳明細書 

 事業種類（ ） 

 

 

交付先 

 

総事業費 

（A）＋（B）＋（C）

＋（D） 

負担区分  

備考 交付金 

（A） 

都道府県費 

（B） 

市町村費 

（C） 

その他 

（D） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合計       

 （注１）本明細書は、事業実施主体から提出された事業計画書の内容・添付書類を基に記入すること。 

（注２）事業種類の（ ）の欄は、鳥獣被害防止総合対策整備交付金、鳥獣被害防止総合対策推進交付

金のいずれかを記入し、それぞれ別葉とすること。 

（注３）備考の欄には、消費税仕入控除税額について、これを減額した場合には「除税額○○円うち国

費○○円」を同税額がない場合には「該当なし」と、同税額が明らかでない場合には「含税額」

とそれぞれ記入するとともに、同税額を減額した場合には合計の欄の備考の欄に合計額（「除税額

○○円 うち国費○○円」）と記入すること。 

（注４）本明細書と同様の内容が確認できる資料があれば、それを本明細書に代えることができる。 
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【本申請書の提出よりも先に事業計画書を提出（協議）した場合】 

別記様式第１号（第８関係） 

 

 

令和○○年度 鳥獣被害防止総合対策交付金交付申請書 

 

番     号 

年  月  日 

 ○○農政局長  殿                              

 北海道にあっては農林水産大臣 

  沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局長 

 鳥獣被害対策基盤支援事業等にあっては農林水産大臣 

 

                                         ○○県（都府県）知事 （氏名）  

                                      （又は所在地） 

団体名 

（協議会等名） 

代表者氏名        

 

 

令和○○年度において、令和○年○月○日付け○○第○○号で○○（注）した事業計画内容のとおり事

業を実施したいので、鳥獣被害防止総合対策交付金交付等要綱（令和〇年〇月〇日付け〇農振第○○号

農林水産事務次官依命通知）第８の規定に基づき、○○○円の交付を申請する。 

 

 

（注）○○については、事業計画の提出のみの場合は「提出」、協議を要した場合は「協議」とする。 
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別記様式第２号（第 12 及び第 30 関係） 

 

契約に係る指名停止等に関する申立書 

 

年  月  日 

 

  

  〔交付事業者〕 殿  

  又は〔間接交付事業者〕 殿 

 

                                             所   在   地 

                                             商号又は名称 

                                             代表者の役職及び氏名       

 

 

当社は、貴殿発注の○○契約の競争参加又は申込みに当たって、当該契約の履行地域について、現在、

農林水産省の機関から○○契約に係る指名停止等の措置を受けていないことを申し立てます。 

 また、この申立てが虚偽であることにより当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立て

ません。 
 
 

（注１）○○には、「工事請負」、「物品・役務」のいずれかを記載すること。 

（注２）この申請書において、農林水産省の機関とは、本省内局及び外局、施設等機関、地方支分部局並

びに農林水産技術会議事務局筑波産学連携支援センターをいう。 

    ただし、北海道にあっては国土交通省北海道開発局、沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局

を含む。 

（注３）「指名停止の措置等」の「等」は、公正取引委員会から、私的独占の禁止及び公正取引の確保に

関する法律に基づく排除措置命令又は課徴金納付命令を受けた者であって、その命令の同一事案

において他者が農林水産省の機関から履行地域における指名停止措置を受けた場合の当該公正取

引委員会からの命令をいう。 

    なお、当該命令を受けた日から、他者が受けた指名停止の期間を考慮した妥当な期間を経過し

た場合は、この限りでない。 

（注４）間接交付事業者に対する申立ての場合であって、交付事業者である地方公共団体が本様式と同

趣旨の申立書を徴することを求めている場合は、本様式を改変して当該申立書と一体のものとし

て徴することができる。 
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別記様式第３号（第 14 関係） 

 

 

令和○○年度 鳥獣被害防止総合対策交付金変更等承認申請書 

 

 

番   号 

年 月 日 

 

 

  ○○農政局長  殿 

  北海道にあっては農林水産大臣 

  沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局長 

 鳥獣被害対策基盤支援事業等にあっては農林水産大臣 

 

 

 

                                         ○○県（都府県）知事 （氏名） 

                                           （又は所在地） 

団体名 

（協議会等名） 

代表者氏名       

                                           

                      

 令和○○年○月○日付け○○第○○号をもって交付金の交付決定通知のあった事業について、下記の

とおり○○（注１）したいので、鳥獣被害防止総合対策交付金交付等要綱（令和〇年〇月〇日付け〇農振

第○○号農林水産事務次官依命通知）第 14 の規定に基づき申請する。 

 

記（注２） 

 

（注１）○○については、変更の場合は「変更」、中止の場合は「中止」、廃止の場合は「廃止」とする。 

（注２）記の記載要領は、別記様式第１号による交付金交付申請書の記に準ずるものとする。この場合に

おいて、同様式中「事業の目的」を「変更の理由」（中止の場合は「中止の理由」、廃止の場合は「廃

止の理由」）と置き換え、交付金の交付決定により通知された事業の内容及び経費の配分と変更後

（中止の場合は中止後、廃止の場合は廃止後）の事業の内容及び経費の配分とを容易に比較対照で

きるように変更部分を二段書きとし、変更（中止又は廃止）前を括弧書で上段に記載すること。 

なお、添付書類については、交付申請書に添付したもののうち、変更があったものに限り添付す 

ること。（申請時以降変更がない場合は省略できる。） 

（注３）交付金の額が増額する場合には、件名の「令和○○年度鳥獣被害防止総合対策交付金変更等承認 

申請書」を「令和○○年度鳥獣被害防止総合対策交付金の変更及び追加交付申請書」とし、本文中 

の「下記のとおり変更したいので、鳥獣被害防止総合対策交付金交付等要綱第 14 の規定により申 

請する。」を「下記のとおり変更したいので、鳥獣被害防止総合対策交付金交付等要綱により、交 

付金○○○円を追加交付されたく申請する。」とする。 
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別記様式第４号（第 16 関係） 

 

令和○○年度 鳥獣被害防止総合対策交付金遅延届出書 

 

番     号 

年  月  日 

  

  ○○農政局長 殿  

 北海道にあっては農林水産大臣 

  沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局長 

 鳥獣被害対策基盤支援事業等にあっては農林水産大臣 

 

 

                                               ○○県（都府県）知事 （氏名） 

                                           （又は所在地） 

団体名 

（協議会等名） 

代表者氏名 

 

 令和○○年○月○日付け○○第○○号をもって交付金の交付決定通知のあった事業について、下記の

理由により（予定の期間内に完了しない／遂行が困難となった）ため、鳥獣被害防止総合対策交付金交付

等要綱（令和〇年〇月〇日付け〇農振第○○号農林水産事務次官依命通知）第 16 の規定に基づき届け出

ます。 

 

記 

 

 １ 交付事業が（予定の期間内に完了しない／遂行が困難となった）理由 

 ２ 交付事業の遂行状況 

 

     

     

区分・事業種類 

      

      

総事業費 

      

         事 業 の 遂 行 状 況                  

       

備 考 

 

  ○年○月○日までに 

    完了したもの      

 ○年○月○日以降に 

   実施するもの      

事業費 出来高比率 事業費 
事業完了 

予定年月日 

 

 

 

 

 

 

円 

 

 

 

 

 

円 

 

 

 

 

 

％ 

 

 

 

 

 

円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （注１）括弧内は、該当するものを記載すること。 

（注２）事業の遂行状況は、届出時点において確認されている直近の遂行状況を記載することとし、

「○年○月○日以降に実施するもの」欄は、完了時期を延期して事業を継続したい場合のみ記載

すること。 

  （注３）記載事項及び添付資料が既に提出している資料の内容と重複する場合には、その重複する部分

については省略できることとし、省略に当たっては、提出済みの資料の名称とその他資料の特定

に必要な情報を記載の上、当該資料と同じ旨を記載することとする。 
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別記様式第５号（第 17 関係） 

 

令和○○年度 鳥獣被害防止総合対策交付金遂行状況報告書 

 

 

番   号 

年 月 日 

 

 

  ○○農政局長  殿 

  北海道にあっては農林水産大臣 

  沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局長 

 鳥獣被害対策基盤支援事業等にあっては農林水産大臣 

 

 

 

                                         ○○県（都府県）知事 （氏名）  

                                      （又は所在地） 

団体名 

（協議会等名） 

代表者氏名      

                                           

 

 令和○○年○月○日付け○○第○○号をもって交付金の交付決定通知のあった事業について、鳥獣被

害防止総合対策交付金交付等要綱（令和〇年〇月〇日付け〇農振第○○号農林水産事務次官依命通知）

第 17 の規定により、その遂行状況を下記のとおり報告する。 

 

記 

 

        

             

区分・事業種類 

   

       

            

総事業費 

       

      事 業 の 遂 行 状 況           

       

備 考 

 

○年○月○日までに 

完了したもの 

○年○月○日以降に 

実施するもの 

事業費 出来高比率 事業費 事業完了 

予定年月日 

 

 

 

 

円 

 

 

 

 

  円 

 

 

 

 

   ％ 

 

 

 

 

  円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注１）「区分・事業種類」の欄には別紙様式第１号の「３．経費の配分及び負担区分」の「区分・事 

業種類」の欄を記載すること。 

（注２）「事業費」の欄には、事業の出来高を金額に換算した額を記載すること。 

（注３）記載事項及び添付資料が既に提出している資料の内容と重複する場合には、その重複する部分

については省略できることとし、省略に当たっては、提出済みの資料の名称とその他資料の特定

に必要な情報を記載の上、当該資料と同じ旨を記載することとする。 
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別記様式第６号（第 18 関係） 

 

令和○○年度 鳥獣被害防止総合対策交付金概算払請求書 

 

番   号 

年 月 日 

 

○○農政局長  殿 

北海道にあっては農林水産大臣 

沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局長 

鳥獣被害対策基盤支援事業等にあっては農林水産大臣 

 

官署支出官○○農政局総務部長 殿  

北海道にあっては官署支出官農林水産省大臣官房予算課経理調査官 

北陸農政局、東海農政局、近畿農政局又は中国四国農政局管内の府県に主たる事務所が 

所在する交付対象事業にあっては官署支出官○○農政局総務管理官 

沖縄県にあっては官署支出官内閣府沖縄総合事務局総務部長 

鳥獣被害対策基盤支援事業等にあっては官署支出官農林水産省大臣官房予算課経理調査官 

                        

                       ○○県（都道府）知事（氏名）             

               （又は所在地） 

団体名 

（協議会等名） 

代表者氏名       

 

 令和○○年○月○日付け○○第○○号で交付金の交付決定の通知のあった事業について、鳥獣被害防

止総合対策交付金交付等要綱（令和〇年〇月〇日付け〇農振第○○号農林水産事務次官依命通知）第 18

の規定に基づき、概算払の請求をしたいので、下記により○○○○円を概算払によって交付されたく請

求する。 

また、併せて、令和○○年○月○日現在における遂行状況を下記のとおり報告する。（注２） 

 

記 

 

区分・

事業種

類 

総事

業費 

国庫

交付

金  

(A) 

既受領額（B） 
遂行状

況報告 

今回請求額 

（C） 

残額 

（A）-（（B）+

（C）） 
事業完

了予定

年月日 

備 考 

金額 出来高 

○月○日

現在の出

来高 

金額 

○月○日

現在の予

定出来高 

金額 

○月○日

までの予

定出来高 

 

 

円 

 

円 

 

円 

 

％ 

 

 ％ 

 

 円 

 

  ％ 

 

 円 

 

 ％ 

 

 

 

 

 

（注１）１ 「区分・事業種類」の欄には別紙様式第１号の「３．経費の配分及び負担区分」の「区分・

事業種類」の欄を記載すること 

２ 「交付決定通知の年月日及び番号」は、変更交付決定通知があった場合、当初の交付決定通 

知の年月日及び番号並びに変更交付決定通知の年月日及び番号の両方を記載すること。 

    ３ 記載事項及び添付資料が既に提出している資料の内容と重複する場合には、その重複する

部分については省略できることとし、省略に当たっては、提出済みの資料の名称とその他資料

の特定に必要な情報を記載の上、当該資料と同じ旨を記載することとする。 
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（注２）交付等要綱第 17 第１項ただし書による場合のみ記載することとし、記載しない場合は表中の遂

行状況報告欄は空欄とすること。 
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別記様式第７号（第 19 第１項関係） 

 

令和○○年度 鳥獣被害防止総合対策交付金実績報告書 

 

番   号 

年 月 日 

 

  ○○農政局長  殿                                                             

  北海道にあっては農林水産大臣 

  沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局長 

 鳥獣被害対策基盤支援事業等にあっては農林水産大臣 

                                                

                                               

                                         ○○県（都府県）知事 （氏名）  

                      （又は所在地） 

団体名 

（協議会等名） 

代表者氏名      

                                           

 

 令和○○年○月○日付け○○第○○号をもって交付金の交付決定通知のあった事業について、交付決

定通知の内容に従い実施したので、鳥獣被害防止総合対策交付金交付等要綱（令和〇年〇月〇日付け〇

農振第○○号農林水産事務次官依命通知）第 19 第１項の規定により、その実績を報告する。 

（また、併せて精算額として鳥獣被害防止総合対策整備交付金○○○円、鳥獣被害防止総合対策推進交付

金○○○円の交付を請求する。） 

                                

 

記（注３） 

 

１．事業の目的 

２．事業の内容及び実績 

３．経費の配分及び負担区分 

 

 

区分・事業種類 

 

総事業費 

（A）＋（B）＋（C）

＋（D） 

                 負担区分                   

備考 

 

国庫交付金 

（A） 

都道府県費 

（B） 

市町村費 

（C） 

その他 

（D） 

 

鳥獣被害防止総合

対策整備交付金 

１ 事業費 

２ 附帯事務費 

 

鳥獣被害防止総合

対策推進交付金 

１ 事業費 

 

          円 

 

 

 

 

 

 

 

円 

 

 

 

 

 

 

 

円 

 

 

 

 

 

 

 

円 

 

 

 

 

 

 

 

円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合計       

（注）備考欄には、消費税仕入控除税額を減額した場合には、「減額した金額○○円」を、同税額がない

場合は「該当なし」を、同税額が明らかでない場合には「含税額」をそれぞれ記入すること。 
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４．事業の完了年月日    令和 年 月 日 

 

５．収支精算 

（１）収入の部 

       

区分・事業種類   

 

   本年度 

   精算額    

   本年度 

   予算額    

比較増減 
 

備考 

 増 減 

 

１ 国庫交付金 

２ 都道府県費 

３ 市町村費 

４ その他 

 

円 

 

 

 

 

円 

 

 

 

 

円 

 

 

 

 

円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      合計        

 

（２）支出の部 

区分 

 

本年度 

精算額 

本年度 

予算額 

比較増減 備考 

 増 減 

 

鳥獣被害防止総合対

策整備交付金 

１ 事業費 

２ 附帯事務費 

 

鳥獣被害防止総合対

策推進交付金 

１ 事業費 

 

円 

 

 

 

 

 

 

 

円 

 

 

 

 

 

 

 

円 

 

 

 

 

 

 

 

円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合計      

 

６  添付書類 

（１）都道府県の本交付金の交付に関する規程又は要綱を添付すること。 

なお、都道府県の本交付金の交付に関する規程又は要綱について、申請者のウェブサイトにおい

て閲覧が可能な場合は、当該ウェブサイトの URL を記載することにより当該資料の添付を省略でき

る。 

（２）交付金交付申請又は変更等承認申請書に添付したものから変更があったものについては、必要書

類を添付すること。 

（３）報告の際には、以下の資料を添付すること。 

① 整備事業にあっては、財産管理台帳の写し 

② 推進事業にあっては、支払経費ごとの内訳を記載した帳簿等の写し 

③ 事業実績内訳明細書（別紙３） 

（４）記載事項及び添付資料が既に提出している資料の内容と重複する場合には、その重複する部分に 

ついては省略できることとし、省略に当たっては、提出済みの資料の名称とその他資料の特定に必要 

な情報を記載の上、当該資料と同じ旨を記載することとする。 

 

（注１） 精算額がない場合は、（ ）部分を除くこと。 

（注２） 間接交付事業者に対し間接交付金を交付している場合にあっては、実績報告書の収支精算の支 
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出の部の備考欄に、間接交付金の交付を完了した年月日を記載すること。 

（注３）事業計画の承認申請に当たり提出した申請書と記載及び添付書類が重複し省略した場合は、「記」 

以下を下記の（注）に置き替える。 

① 事業の実績が、交付申請の内容と同様のときは、「なお、事業の実績内容等は、交付申請の内 

容と同様であった。」（間接交付対象事業者に対し間接交付金を交付している場合は、「なお、事業 

の実績内容等は、交付申請の内容と同様であり、○○年○○月○○日に交付を完了した。」）旨加 

筆し、事業計画書の添付は省略すること。 

   ② 軽微な変更があったときは、交付決定を受けた事業計画書のコピーに変更箇所を追記・修正し 

    添付すること。 

   ③ 添付書類については、６の（３）に準ずること。 

 

 

（別紙３） 

事業実績内訳書 

事業種類（ ） 

 

交付先 

 

総事業費 

（A）＋（B）＋

（C）＋（D） 

負担区分  

備考 交付金 

（A） 

都道府県費

（B） 

市町村費 

（C） 

その他 

（D） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合計  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注１）本明細書は、事業実施主体から提出された実績報告書の内容・添付書類を基に記入すること。 

（注２）事業種類の（ ）の欄は、鳥獣被害防止総合対策整備交付金、鳥獣被害防止総合対策推進交付金 

   のいずれかを記入し、それぞれ別葉とすること。 

（注３）備考の欄には、消費税仕入控除税額について、これを減額した場合には「除税額〇〇円うち国費 

〇〇円」を同税額がない場合には「該当なし」と、同税額が明らかでない場合には「含税額」とそ 

れぞれ記入するとともに、同税額を減額した場合には合計の欄の備考の欄に合計額（「除税額〇〇 

円うち国費〇〇円」）と記入すること。 

（注４）本明細書と同様の内容が確認できる資料があれば、それを本明細書に代えることができる。 
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別記様式第８号（第 19 第２項関係） 

 

 

令和○○年度 鳥獣被害防止総合対策交付金年度終了実績報告書 

 

番     号 

年  月  日 

 

  ○○農政局長 殿  

 北海道にあっては農林水産大臣 

  沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局長 

 鳥獣被害対策基盤支援事業等にあっては農林水産大臣 

 

                                               ○○県（都府県）知事 （氏名）  

                         （又は所在地） 

団体名 

（協議会等名） 

代表者氏名  

 

 令和○○年○月○日付け○○第○○号をもって交付金の交付決定通知のあった事業について、鳥獣被

害防止総合対策交付金交付等要綱（令和〇年〇月〇日付け〇農振第○○号農林水産事務次官依命通知）

第 19 第２項の規定により、実績を下記のとおり報告する。 

 

記 

 

交付事業の実施状況 

     

  

区    分 

      

交付決定の内容 年度内実績 翌年度実施      

完了予定 

年月日 
交付事業に

要する経費  

（A） 

 

国庫交付金 

 

（A）のうち

年度内支出

済額 

概算払受 

入済額 

 

（A）のうち

未支出額 

翌年度繰越額 

 

 

翌年度繰越分 

○○○○ 

○○○○ 

 

年度内完了分 

○○○○ 

 

円 

 

 

 

 

 

 

円 

 

 

 

 

 

円 

 

 

 

 

 

 

円 

 

 

 

 

 

円 

 

 

 

 

 

 

円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合   計        

（注１）本様式は、年度内に交付事業が完了しなかった場合に提出するものとする。（翌年度繰越を行っ

た場合のほか、国庫債務負担行為にかかる場合や、交付金額全額を概算払で受入済だが予期せぬ事

故により結果として年度内に完了しなかった場合を含む。） 

（注２）交付決定の内容欄は、年度内に軽微な変更を行っている場合は、軽微な変更後の金額によるもの 

とし、軽微な変更前の金額を上段括弧で記載すること。 

（注３）繰越に際し、交付決定に係る交付事業を年度内完了に係るものと繰越に係るものに分割した場 

合は、区分して記載すること。 

（注４）記載事項及び添付資料が既に提出している資料の内容と重複する場合には、その重複する部分

については省略できることとし、省略に当たっては、提出済みの資料の名称とその他資料の特定に 

必要な情報を記載の上、当該資料と同じ旨を記載することとする。 
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別記様式第９号（第 19 第４項関係） 

 

番   号 

年 月 日 

 

 ○○農政局長  殿 

  北海道にあっては農林水産大臣                  

  沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局長 

 鳥獣被害対策基盤支援事業等にあっては農林水産大臣 

 

                                         ○○県（都府県）知事 （氏名）  

                      （又は所在地） 

団体名 

（協議会等名） 

代表者氏名       

                                           

 

令和○○年度消費税仕入控除税額報告書 

 

 

 令和○○年○月○日付け○○第○○号をもって交付決定通知のあった事業について、鳥獣被害防止総

合対策交付金交付等要綱（令和〇年〇月〇日付け〇農振第○○号農林水産事務次官依命通知）第 19 第４

項の規定により、下記のとおり報告する。 

 

記 

 

１ 適正化法第 15 条の交付金の額の確定額                  金     円 

  （令和○○年○月○日付け○○第○○号による額の確定通知額） 

 

２ 交付金の確定時に減額した消費税仕入控除税額                金     円   

 

３ 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税仕入控除税額    金     円   

  

４ 交付金返還相当額（３－２）                                     金     円   

   

（注１）記載内容の確認のため、以下の資料を添付すること。（交付事業に要した経費に係る消費税及び 

地方消費税相当額の全額について、交付金相当額を交付金の額から減額する場合は、（３）の資料 

を除き添付不要。） 

なお、交付対象事業者が法人格を有しない組合等の場合は、すべての構成員分を添付すること。 

 （１）消費税確定申告書の写し（税務署受付済） 

 （２）付表２「課税売上割合・控除対象仕入税額等の計算表」の写し 

 （３）３の金額の積算の内訳（人件費に通勤手当を含む場合は、その内訳を確認できる資料も併せて提 

出すること） 

 （４）交付対象事業者が消費税法第 60 条第４項に定める法人等である場合、同項に規定する特定収入 

   の割合を確認できる資料 

（５）市町村別、事業実施主体別の内訳資料、その他参考となる資料 

 

（注２）記載事項及び添付資料が既に提出している資料の内容と重複する場合には、その重複する部分 

については省略できることとし、省略に当たっては、提出済みの資料の名称とその他資料の特定に 

必要な情報を記載の上、当該資料と同じ旨を記載することとする。 
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５ 当該交付金に係る消費税仕入控除税額が明らかにならない場合、その状況を記載 

 ［                                    ］ 

（注）消費税及び地方消費税の確定申告が完了していない場合にあっては、申告予定時期も記載するこ

と。 

 

６ 当該交付金に係る消費税仕入控除税額がない場合、その理由を記載 

  ［                                    ］ 

 

 

（注１）記載内容確認のため、以下の資料を添付すること。 

    なお、交付対象事業者が法人格を有しない組合等の場合は、すべての構成員分を添付すること。 

 （１）免税事業者の場合は、交付対象事業実施年度の前々年度に係る法人税（個人事業者の場合は所得 

税）確定申告の写し（税務署受付済）及び損益計算書等、売上高を確認できる資料 

 （２）新たに設立された法人であって、かつ免税事業者の場合は、設立日、事業年度、事業開始日、事 

業開始日における資本金又は出資金の金額が証明できる書類等、免税事業者であることを確認で

きる資料 

 （３）簡易課税制度の適用を受ける事業者の場合は、交付対象事業実施年度における消費税確定申告書 

（簡易課税用）の写し（税務署受付済） 

 （４）交付対象事業者が消費税法第 60 条第４項に定める法人等である場合は、同項に規定する特定収 

入の割合を確認できる資料 

 

（注２）記載事項及び添付資料が既に提出している資料の内容と重複する場合には、その重複する部分 

については省略できることとし、省略に当たっては、提出済みの資料の名称とその他資料の特定に 

必要な情報を記載の上、当該資料と同じ旨を記載することとする。 
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別記様式第 10 号（第 26 関係） 

 

番   号 

年 月 日 

 

 ○○農政局長  殿 

  北海道にあっては農林水産大臣                  

  沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局長 

 鳥獣被害対策基盤支援事業等にあっては農林水産大臣 

 

                                         ○○県（都府県）知事 （氏名）  

                      （又は所在地） 

団体名 

（協議会等名） 

代表者氏名       

                                           

 

年度鳥獣被害防止総合対策交付金の収益報告書 

 

 

 年 月 日付け 第 号をもって交付決定された 年度鳥獣被害防止総合対策交付金において収益が 

生じたので、下記のとおり報告します。 

 

 

     １ 事業の区分 

 

     ２ 交付金交付額 

                                                           円 

     ３ 交付対象経費 

                                                                円 

     ４ 事業に係る収益額 

                                                                円 

     ５ 根拠書類 

    （注）根拠書類を添付すること（根拠資料に代えて、URL 記載も可）。  
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別
記

様
式

第
1
1
号

（
第

2
7
関
係

）
 

財
 
 
産
 
 
管
 
 
理
 
 
台
 
 
帳
 

  
事
業
実
施
主
体
名
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

地
区
名
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
地
区
 

事
業
実
施
年
度
 

令
和
 
 
 
 
 
 
年
度
 
農
林
水
産
省
所
管
交

付
金
名
 

政
 

策
 

目
 

的
 

事
業
の
内
容
 

工
期
 

経
費
の
配
分
 

処
分
制
限
期
間
 

処
分
の
状
況
 

 摘
 

要
 

 

事
業
区
分
 

 

 

事
業
主
体
 

 

工
種
構
造
 

施
設
区
分
 

施
工
箇
所
 

又
 
 
は
 

設
置
場
所
  事

業
量
 

 
 
 
 

着
 
工
 

年
月
日
 

竣
 
工
 

年
月
日
 

 

総
事
業
費
 

 
 
 
 
 

 
 
負

担
区

分
 
 
 

耐
用
 

年
数
 

 
 
 

処
 
分
 

制
 
限
 

年
月
日
 

承
 
認
 

年
月
日
 

 

処
分
の
 

内
 
容
 

 

交
付
金
 

 

都
 
道
 

府
県
費
 

市
 
町
 

村
 
費
 

そ
の
他
 

 
 
 
 

    
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

計
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

    
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

計
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

合
計
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
（
注
）
１
 
処
分
制

限
年
月
日
欄
に
は
、
処
分
制
限
の
終
期
を
記
入
す
る
こ
と
。
 

 
 
 
 
２
 
処
分
の

内
容
欄
に
は
、
譲
渡
、
交
換
、
貸
付
け
、
担
保
提
供
等
別
に
記
入
す
る
こ
と
。
 

 
 
 
 
３
 
摘
要
欄

に
は
、
譲
渡
先
、
交
換
先
、
貸
付
先
、
抵
当
権
等
の
設
定
権
者
の
名
称
又
は
交
付
金
返
還
額
を
記
入
す
る
こ
と
。
 

 
 
 
 
４
 
こ
の
書

式
に
よ
り
難
い
場
合
に
は
、
処
分
制
限
期
間
欄
及
び
処
分
の
状
況
欄
を
含
む
他
の
書
式
を
も
っ
て
財
産
管
理
台
帳
に
代
え
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

    別
記
様
式
第

1
2
号
（
第

2
8
関
係
）
 

  
 
 
○
○
年
度
 
 

 
 
農
林
水
産
省
所
管
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鳥
獣
被
害
防
止
総
合
対
策
交
付
金
交
付
金
調
書

 

国
 

地
 
 
 
 
 
方
 
 
 
 
 
公
 
 
 
 
 
共
 
 
 
 
 
団
 
 
 
 
 
体
 
 
 
 
 
名
 

 

備
 
考
 

  

歳
 
 
入
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
歳
 
 
出
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

交
付
事
業
名
 
交
付
決
定

の
額
 

交
付
率
 

 

科
目
 

 

予
算
 

現
額
 

収
入
 

済
額
 

科
目
 

 

予
算
 

現
額
 

う
ち
国
庫
交
 

付
金
相
当
額
 

支
出
 

済
額
 

う
ち
国
庫
交

付
金
相
当
額
 

翌
年
度
 

繰
越
額
 

う
ち
国
庫
交

付
金
相
当
額
 

 ○
○
事
業
 

  
○
○
費
 

  
○
○
費
 

  
そ
の
他
 

 

 
 
 
円
 

        

         

         

 
  
円
 

        

 
  
円
 

        

         

 
  
円
 

        

 
 
 
 
 
円
 

        

 
  
円
 

        

 
 
  
  
  
円
 

        

 
 
  
 
円
 

        

 
 
 
  
 
円
 

        

         

  
記
載
要
領
 
 

１
 
「
交
付
事
業
名
」
欄
に
は
、
交
付
事
業
等
の
名
称
の
ほ
か
、
当
該
交
付
事
業
等
に
要
す
る
経
費
の
配
分
を
記
載
す
る
こ
と
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
経
費
の
配
分
の
記
載
は
、
交
付
条
件

 

等
に
よ
り
そ
の

変
更
を
禁
止
さ
れ
、
又
は
そ
の

変
更
に
つ
き
承
認
を
要
す
る
も
の
と
さ
れ
て
い
る
経
費
の
配
分
の
み
を
特
記
し
、
そ
の
他
の
経
費
の
配
分
は
、「

そ
の
他
」
と
し
て
一
括
記

 

載
す
る
こ
と
。
 
 

２
 
「
科
目
」
欄

に
は
、
歳
入
に
あ
っ
て
は
款
、
項
、
目
及
び
節
を
、
歳
出
に
あ
っ
て
は
款
、
項
、
及
び
目
を
そ
れ

ぞ
れ
記
載
す
る
こ
と
。
た
だ
し
、「

交
付
事
業
名
」
欄
に
特
記
し
た
経

費
 

に
対
応
す
る
地

方
公
共
団
体
の
歳
出
予
算
の
経
費
が
目
の
内
訳
の
経
費
で
あ
る
と
き
は
、
歳
出
の
「
科
目
」
欄
に
は
、
そ
の
目
の
内
訳
ま
で
を
記
載
す
る
こ
と
。
 
 

３
 
「
予
算
現
額
」
欄
に
は
、
歳
入
に
あ
っ
て
は
当
初
予
算
額
、
追
加
更
正
予
算
額
等
に
区
分
し
て
そ
れ
ぞ
れ
の
額
を
、
歳
出
に
あ
っ
て
は
当
初
予
算
額
、
追
加
更
正
予
算
額
、
予
備
費
支
出

 

額
、
流
用
増
減
額
等
に
区
分
し
て
そ
れ
ぞ
れ
の
額
を
記
載
す
る
こ
と
。
 
 

４
 
「
備
考
」
欄

に
は
、
参
考
と
な
る
べ
き
事
項
を
適
宜
記
載
す
る
こ
と
。
 

５
 
交
付
事
業
等

に
係
る
地
方
公
共
団
体
の
歳
出
予
算
額
の
繰
越
（
歳
出
予
算
額
の
一
部
又
は
全
部
を
執
行
せ
ず
、
そ
の
執
行
し
な
か
っ
た
部
分
の
額
に
相
当
す
る
金
額
を
新
た
に
翌
年
度
 

予
算
に
計
上
す

る
場
合
を
含
む
。
）
が
行
わ
れ
た

場
合
に
お
け
る
翌
年
度
に
行
わ
れ
る
当
該
交
付
事
業
等
に
係
る
交
付
金
等
に
つ
い
て
の
調
書
の
作
成
は
、
本
表
に
準
じ
て
別
に
作
成
す
る
 

こ
と
。
こ
の
場
合
に
は
、
歳
入
の
「
科
目
」
欄
に
「
前
年
度
繰
越
金
」
の
区
分
を
設
け
、
そ
の
「
予
算
現
額
」
及
び
「
収
入
済
額
」
の
数
字
の
下
に
そ
れ
ぞ
れ
国
庫
交
付
金
額
を
内
書
（
 
） 

す
る
こ
と
。
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鳥獣被害防止総合対策交付金実施要領 

制定 

1 9 生 産 第 9 4 2 4 号 

平成 20 年３月 31 日 

農林水産省生産局長通知 

終改正 令和５年 11 月 29 日付け ５農振第 1935 号 

第１  趣 旨 

鳥獣被害防止総合対策交付金による対策の実施については、鳥獣被害防止

総合対策交付金交付等要綱（令和４年３月 31日付け３農振第 2333 号農林水

産事務次官依命通知。以下「要綱」という。）に定めるところによるものの

ほか、この要領の定めるところによる。 

第２ 事業の内容 

要綱第４第２項に定める事業の内容は、次に掲げるとおりとする。なお、

その詳細については、第３に定める別記１から別記８までに掲げるとおりと

する。 

１ 鳥獣被害防止総合支援事業 

市町村等が作成する被害防止計画に基づき、鳥獣による農林水産業等に

係る被害の防止のための特別措置に関する法律（平成 19 年法律第 134 号。

以下「特措法」という。）第９条第１項の鳥獣被害対策実施隊（以下「実

施隊」という。）等が行う捕獲等による鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の

適正化に関する法律（平成 14 年法律第 88 号）第９条の許可を受けて行う

農林水産業等に被害を及ぼす鳥獣の捕獲等又は鳥類の卵の採取等（以下「有

害捕獲」という。）、侵入防止柵の設置等による被害防除及び緩衝帯の設

置等による生息環境管理の取組を総合的かつ計画的に実施する事業とす

る。 

また、地域の実情及び要綱第３の目的を達成する観点から、要綱別表の

区分・事業種類の欄の１の（１）の整備を行う事業（以下「整備事業」と

いう。）として、地域として独自の取組（以下「地域提案」という。）を

実施できるものとする。 

２ 鳥獣被害防止都道府県活動支援事業 

市町村が作成する被害防止計画に基づき、都道府県が主導して行う農地

周辺等における広域捕獲活動、大量捕獲技術等の新技術の実証・普及活動

及び実施隊員確保のための人材育成活動を実施する事業とする。 

３ 都道府県広域捕獲活動支援事業 

1



鳥獣の保護及び管理を図るための事業を実施するための基本的な方針

（平成 26 年環境省告示第 133 号）における数の調整の目的により許可さ

れた捕獲のうち、特措法第７条の２第１項の規定に基づく市町村からの要

請を受けて林地奥等で実施する広域的に分布又は移動するイノシシ、シカ

による農林水産業被害の防止を目的とした広域な捕獲活動（以下「広域捕

獲活動（個体数調整）」という。）、広域捕獲活動（個体数調整）を検討

するための生息状況調査等及び捕獲従事者を確保するために行う高度な捕

獲技術を有する人材の育成活動を実施する事業とする。 

４ 鳥獣被害防止緊急捕獲活動支援事業 

「抜本的な鳥獣捕獲強化対策」（平成 25 年 12 月 26 日付け環境省及び農

林水産省取りまとめ）等の目標達成等に向けて、農林水産業等に被害を及

ぼす野生鳥獣を緊急的に捕獲するための経費について、捕獲頭数に応じた

支払いを実施する事業とする。 

５ シカ特別対策等事業 

シカの生息域の拡大に対応するため、個体数を減らすための捕獲対策等

を実施する事業とする。 

６ 鳥獣被害対策基盤支援事業 

鳥獣被害の防止対策を担う地域リーダーや捕獲した鳥獣の利活用を推進

する人材の育成を図るため、研修カリキュラムの作成、研修会の開催等を

実施する事業とする。 

また、効率的かつ効果的な被害防止技術・手法を実証・確立するため、

捕獲技術や被害防止技術等について調査・検証し、検討会を開催するとと

もに、対策手法に関する調査報告書等を作成・公表する取組を実施するも

のとする。 

さらに、捕獲鳥獣を利用した食肉（以下「ジビエ」という。）等の全国

的な需要拡大及び利活用推進を図るため、捕獲から需要までの関係者が一

体となった情報共有体制の構築や普及啓発活動等の取組を実施するものと

する。 

７ 全国ジビエプロモーション事業 

全国的なジビエ等の消費拡大を図るため、キャンペーン期間を設定した

協賛飲食店等とのフェア開催、消費者に対してジビエ関連情報の発信等の

プロモーションを実施する事業とする。 

８ 鳥獣被害防止対策促進支援事業 

農作物等被害の低減を図るため、中山間地域等における侵入防止柵の設

置による被害防除を実施する事業とする。 

また、ジビエの需要拡大及び利活用促進を図るため、処理加工施設への

広域搬入体制のモデル構築、ジビエ料理に関する指導やメニュー開発等の

取組を実施する事業とする。 
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加えて、ジビエ利用を含む、鳥獣被害対策の理解醸成を図るための情報

発信の取組を実施する事業とする。 

 

第３ 事業別事項 

 １ 鳥獣被害防止総合支援事業：別記１ 

 ２ 鳥獣被害防止都道府県活動支援事業：別記２ 

 ３ 都道府県広域捕獲活動支援事業：別記３ 

 ４ 鳥獣被害防止緊急捕獲活動支援事業：別記４ 

 ５ シカ特別対策等事業：別記５ 

 ６ 鳥獣被害対策基盤支援事業：別記６ 

 ７ 全国ジビエプロモーション事業：別記７ 

 ８ 鳥獣被害防止対策促進支援事業：別記８ 
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（別記１） 
  鳥獣被害防止総合支援事業 
 

第１ 事業の取組等 

１ 事業の取組 

要綱別表の区分・事業種類の欄の１の（１）及び２の（１）に定める事

業種類は、次に掲げるとおりとする。 

（１）被害緊急対応型 

 鳥獣による農林水産業等に係る被害を軽減するため、要綱別記１の第

１の１の被害防止計画の対象となっている市町村の区域（以下「市町村

域」という。）において、実施隊等が有害捕獲、侵入防止柵の設置等に

よる被害防除、緩衝帯の設置等による生息環境管理の被害防止の取組を

総合的かつ計画的に実施するものとする。 

（２）広域連携型 

 複数の市町村域を含む地域において、（１）と同様の被害防止対策を

実施するものとする。 

 （３）広域コンソーシアム型 

    複数の都道府県の市町村をまたぐ地域において、コンソーシアムを構

成し、ジビエの利用拡大に向けた取組を実施するものとする。 

２ 事業の目標 

 被害防止計画に掲げる鳥獣による農林水産業等に係る被害の軽減に関

する目標とする。 

３ 事業実施主体 

    事業実施主体は次に掲げるとおりとする。 

（１）要綱別表の区分・事業種類の欄の１の（１）に係る経費・事業内容の

欄の１の事業実施主体について 

事業実施主体の欄の農林水産省農村振興局長（以下「農村振興局長」

という。）が別に定める協議会等とは、経費・事業内容の欄の（１）、

（３）及び（４）の取組にあっては、①地方公共団体、農業協同組合、

森林組合、漁業協同組合、試験研究機関、狩猟者団体等関係機関、集落

の代表者等で構成される組織又は団体であって、代表者の定めがあり、

かつ、事業実施及び会計手続を適正に行いうる体制を有している組織で

あって、４に規定する組織及び運営についての規約の定めがある協議会

（以下「協議会」という。）又は②その構成員（試験研究機関を除く。）

であって、かつ、代表者の定めがあり、事業実施及び会計手続について

協議会と同程度の体制を有しているもの（以下「協議会構成員」という。）

とし、経費・事業内容の欄の（２）の取組にあっては、①協議会、②協

議会構成員又は③コンソーシアムとする。 
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（２）要綱別表の区分・事業種類の欄の２の（１）の事業実施主体について 

事業実施主体の欄の農村振興局長が別に定める協議会等とは、経費・

事業内容の欄の（１）から（３）まで、（６）及び（７）の取組にあって

は、協議会とし、経費・事業内容の欄の（４）の取組にあっては、当該

協議会の構成員である農業協同組合、森林組合、漁業協同組合その他の

農林漁業関係団体又は農林漁業関係団体が組織する団体であって、代表

者の定めがあり、かつ、事業実施及び会計手続を適正に行いうる体制を

有しているものとし、経費・事業内容の欄の（５）及び（８）から（10）

までの取組にあっては、①協議会又は②狩猟者団体、処理加工施設の運

営者、地方公共団体及び民間事業者（食品関連事業者、流通販売事業者）

等から構成される組織若しくは団体であって、代表者の定めがあり、か

つ、事業実施及び会計手続を適正に行いうる体制を有し、５に規定する

組織及び運営についての規約の定めがあるコンソーシアム（以下「コン

ソーシアム」という。）とする。 

（３）コンソーシアムのうち、第１の１の（３）の取組において構成するコ

ンソーシアム（以下「広域コンソーシアム」という。）にあっては、農

村振興局長が別に定める公募要領により公募した者の中から選定された

者とする。 

４ 協議会の要件 

 協議会は、次の全ての要件を満たすものとする。 

（１）協議会が実施する事業等に係る事務手続を適正かつ効率的に行うた

め、協議会としての意志決定の方法、事務処理及び会計処理の方法及び

責任者、財産の管理方法、内部監査の方法を明確にした組織の運営等に

係る内容が記載された規約が定められていること。 

（２）（１）の規約その他の規程に定めるところにより、１つの手続につき

複数の者が関与する等、事務手続に係る不正を未然に防止する仕組みと

なっており、かつ、その執行体制が整備されていること。 

５ コンソーシアム及び広域コンソーシアムの要件 

コンソーシアム及び広域コンソーシアムは、次の全ての要件を満たすも

のとする。 

（１）コンソーシアム及び広域コンソーシアムが実施する事業等に係る事務

手続を適正かつ効率的に行うため、コンソーシアム及び広域コンソーシ

アムとしての意思決定の方法、事務処理及び会計処理の方法及び責任

者、財産の管理方法、内部監査の方法を明確にした組織の運営等に係る

内容が記載された規約が定められていること。 

（２）（１）の規約その他の規程に定めるところにより、１つの手続につい

て複数の者が関与する等、事務手続に係る不正を未然に防止する仕組み

となっており、かつ、その執行体制が整備されていること。 
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（３）処理加工施設の運営者、市町村及び民間事業者が参画すること。ただ

し、広域コンソーシアムにあっては、複数の都道府県の市町村が参画す

ること。 

（４）要綱別表の区分・事業種類の欄の２の（１）に係る経費・事業内容の

欄の１の（５）の①の取組を実施することとし、併せて、要綱別表の区

分・事業種類の欄の２の（１）に係る経費・事業内容の欄の１の（５）

の②、（８）から（10）まで及び要綱別表の区分・事業種類の欄の１の

（１）に係る経費・事業内容の欄の１の（２）の取組を実施することが

できるものとする。 

６ 事業実施主体の範囲 

 ３に規定する協議会等の事業実施を行う地理的範囲は、鳥獣による被害

の状況、鳥獣の行動範囲、地形等を考慮し、効果的かつ一体的な被害防止

対策の実施が期待される地域であって、一又は複数の市町村を含む地域

（複数の都道府県の市町村をまたがる場合も含む。）とする。 

７ 費用対効果分析 

 要綱別表の区分・事業種類の欄の１の（１）に係る採択要件の欄の５の

「全ての効用によって全ての費用を償うことが見込まれること」の判断に

当たっては、整備する施設等の導入効果について、鳥獣被害防止総合対策

交付金における費用対効果分析の実施について（平成 20 年３月 31 日付け

19 生産第 9426 号農林水産省生産局長通知）により費用対効果分析を実施

し、投資効果等を十分に検討するものとする。 

８ 地域主体の鳥獣害防止対策 

 被害防止対策に効率的かつ効果的に取り組む観点から、特措法第４条の

規定に基づく被害防止計画の作成を推進するものとする。 

 なお、被害防止計画の作成に当たっては、鳥獣による農林水産業等に係

る被害の防止のための特別措置に関する法律に基づく被害防止計画の作

成の推進について（平成 20 年２月 21 日付け 19 生産第 8422 号農林水産省

生産局長通知）に留意するものとする。 

９ 周辺景観との調和 

 共同利用施設を整備する場合は、事業費の低減を図ることを基本としつ

つ、立地場所の選定や当該施設のデザイン、塗装、事業名の表示等につい

て、周辺景観との調和が図られるよう十分配慮するものとする。 

 

第２ 事業の内容等 

１ 事業の内容 

要綱別表の区分・事業種類の欄の１の（１）に係る経費・事業内容の欄

の１及び要綱別表の区分・事業種類の欄の２の（１）に係る経費・事業内

容の欄の取組の事業の内容は、別表１の事業内容の欄に示すとおりとす
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る。 

２ 交付対象経費 

  要綱別表の区分・事業種類の欄の２の（１）に係る経費・事業内容の欄

の取組を行う事業（以下「推進事業」という。）の交付対象となる経費は、

本事業に直接要する別表５に掲げる経費とし、本事業の対象として明確に

区分できるもので、かつ証拠書類によって金額等が確認できるものに限

る。 

３ 事業の委託 

 事業実施主体は、推進事業の一部を他の者（鳥獣の行動特性や被害防止

対策に関する専門的知識を有する者に限る。）に委託することが合理的か

つ効果的な業務について、事業費の 50％以内において、その業務を委託す

ることができるものとする。 

 ただし、別表１の２．推進事業の経費・事業内容の欄の（１）の⑩の取

組に限り、事業実施主体が事業の具体的な計画を策定の上、進行管理を適

切に行うことができると地方農政局長（北海道にあっては農村振興局長、

沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局長をいう。）が認める場合は、⑩

に係る事業費の 50％を超えて委託できるほか、事業実施主体の業務を請負

又は役務要請で実施できるものとする。 

４ 留意事項 

（１）事業実施主体は、事業実施に当たって、被害防止対策を的確かつ効果

的に実施するため、農林水産省が作成した野生鳥獣被害防止マニュアル

を参考にするとともに、農作物野生鳥獣被害対策アドバイザー（農作物

野生鳥獣被害対策アドバイザー登録制度実施要領（平成 18 年３月 29 日

付け 17 生産第 8581 号生産局長通知）第４の２に規定する農作物野生鳥

獣被害対策アドバイザーをいう。以下同じ。）その他の対象鳥獣の行動

特性や被害防止対策に関する専門的知見を有する者の助言を受けるよ

う努めるものとする。 

（２）本事業の交付対象となる『ICT 等機材・新技術』のシステムサービス

提供者（以下「提供者」という。）が、農業分野におけるＡＩ・データ

に関する契約ガイドライン（令和２年３月農林水産省策定

（https://www.maff.go.jp/j/kanbo/tizai/brand/keiyaku.html）。以下

「ＧＬ」という。）において対象として扱うデータ等を受領・保管する

場合には、事業実施主体は、必要に応じて契約時に提供者と当該『ICT 等

機材・新技術』のデータ等の受領・保管についてＧＬに準拠した内容の

契約を交わすものとする。 

 

第３ 交付率 

１ 要綱別表の区分・事業種類の欄の１の（１）に係る交付率の欄の１の農
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村振興局長が別に定める鳥獣被害防止施設及び処理加工施設を整備する場

合の上限単価は、別表１の交付率の欄に示すとおりとする。 

２ 要綱別表の区分・事業種類の欄の２の（１）に係る交付率の欄の農村振

興局長が別に定める被害防止活動推進、ジビエ等の利用拡大に向けた地域

の取組及び鳥獣被害対策実施隊体制強化における上限単価及び限度額、実

施隊特定活動における上限単価、ＩＣＴ等新技術実証、農業者団体等民間

団体被害防止活動、捕獲サポート体制の構築、処理加工施設の人材育成、

ＩＣＴの活用による情報管理の効率化及び放射性物質影響地域のジビエ利

活用推進における限度額は、別表１の交付率の欄に示すとおりとする。 

３ 地域特認 

  地域の実情、地形条件、気象条件等やむを得ない事由により別表２の鳥

獣被害防止施設、処理加工施設、被害防止活動推進及び実施隊特定活動の

上限単価を超える事業については、地方農政局長（北海道及び広域コンソ

ーシアムにあっては農村振興局長、沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務

局長をいう。以下同じ。）が整備等の内容に応じた必要 小限の範囲で上

限単価を超えて助成すべきと認める場合又は都道府県知事が第４の１の

（４）に基づき地方農政局長と協議を行い、地方農政局長が認めた場合に

助成できるものとする。 

４ 地域提案 

本要領本文第２の１の地域提案に充てることができる事業費は、各都道

府県へ交付された整備事業の交付金総額の 20％を上限とするものとする。

各事業実施主体（地域提案に係る事業実施主体を除く。）の事業実施計画

の変更等やむを得ない事情が生じた場合には、この限りではない。 

 

第４ 事業の実施等の手続 

１ 事業の実施手続 

（１）事業実施主体は、鳥獣による農林水産業等に係る被害の現状及び課題、

被害軽減目標並びに被害対策の具体的な取組方針について定めた被害防

止計画を作成するものとする。 

この場合、事業実施主体を構成する市町村又は所在する市町村におい

て、事業を実施しようとする市町村を対象として特措法第４条の規定に

基づき被害防止計画を作成している場合にあっては、これをもって本事

業における被害防止計画に代えることができるものとする。 

（２）事業実施主体は事業実施計画を作成するものとし、被害防止計画を添

付した上で、都道府県知事に提出するものとする。複数の都道府県の市

町村をまたぐ事業実施主体（以下「広域都道府県域事業実施主体」とい

う。）が作成する事業実施計画（以下「広域都道府県域計画」という。）

については、地方農政局長、広域コンソーシアムが作成する事業実施計
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画（以下「広域コンソーシアム計画」という。）については、農村振興

局長に提出するものとし、次のいずれかに該当する場合は、広域都道府

県域計画は地方農政局長と、広域コンソーシアム計画は農村振興局長と

協議を行うものとする。 

なお、事業実施計画に添付する被害防止計画については、申請者のウ

ェブサイトにおいて閲覧が可能な場合は、当該ウェブサイトの URL を記

載することにより当該資料の添付を省略することができる。 

ア 第３の３の地域特認に該当する広域都道府県域計画及び広域コンソ

ーシアム計画 

イ ４の鳥獣被害防止総合対策交付金交付決定前着手届を提出して事業

に着手する広域都道府県域計画及び広域コンソーシアム計画 

（３）都道府県知事は、（２）により提出された事業実施計画及び都道府県

が事業実施主体となる事業実施計画を踏まえ、都道府県事業実施計画（以

下「都道府県計画」という。）を作成するものとする。 

（４）都道府県知事は、（３）の都道府県計画に次に掲げる事業実施計画が

含まれる場合は、その内容について、地方農政局長と協議を行うものと

する。 

ア 第３の３の地域特認に該当する事業実施計画 

イ 第３の４の地域提案を実施する事業実施計画 

（５）地方農政局長は、（２）の協議を受けた場合には、その協議結果につ

いて、関係地方農政局及び関係都道府県に情報提供を行うものとする。 

（６）都道府県知事は、鳥獣被害防止の目標達成に資するため必要があると

認める場合には、都道府県計画の取組内容を変更できるものとする。こ

の場合において、重要な変更に該当するときは、（２）から（５）まで

の規定を準用して手続を行うものとする。 

また、地域提案に係る内容を変更する場合にあっては、重要な変更の

有無にかかわらず、地方農政局長に協議するものとする。 

さらに、広域都道府県域計画及び広域コンソーシアム計画についても、

重要な変更に該当するときは、（２）及び（５）の規定を準用するもの

とする。 

２ 事業実施計画の作成等 

（１）１の（２）に定める事業実施計画は、別表３の１の推進事業及び整備

事業に規定する事項を含めて作成するものとする。なお、整備事業にお

いて再編整備を実施する場合は、事業実施計画に替えて、別表３の１の

整備事業（再編整備）に規定する事項を含めた再編整備計画を作成する

ものとする。 

（２）１の（３）に定める都道府県計画にあっては、別記様式第６号により、

広域都道府県域計画及び広域コンソーシアム計画にあっては、別記様式

9



第９号の別添により作成するものとする。 

（３）１の（４）及び（６）に定める都道府県知事が行う協議については別

記様式第１号により行うものとし、同（２）及び（６）に定める広域都

道府県域計画及び広域コンソーシアム計画の事業実施主体が行う協議に

ついては別記様式第９号により行うものとする。 

（４）整備事業に係る（１）及び（２）の作成に当たっての留意事項は別表

４に定めるところによるものとする。 

３ 事業実施計画の重要な変更 

１の（６）に定める都道府県計画、広域都道府県域計画及び広域コンソ

ーシアム計画の重要な変更とは、事業実施主体ごとの事業の新設、中止若

しくは廃止又は事業実施主体の変更とする。 

４ 事業の着手 

 事業の着手（機械の発注を含む。）は、原則として、交付金交付決定に

基づき行うものとする。 

 ただし、地域の実情に応じて事業の効果的な実施を図る上で、緊急かつ

やむを得ない事情がある場合には、速やかにその旨を別記様式第５号によ

り、その理由を具体的に明記した鳥獣被害防止総合対策交付金交付決定前

着手届を作成し、広域都道府県域事業実施主体にあっては地方農政局長、

広域コンソーシアムにあっては農村振興局長に提出するものとし、それ以

外の事業実施主体にあっては、あらかじめ都道府県知事の適正な指導を受

けた上で、都道府県知事に提出するものとする。 

５ 管理運営 

（１）管理運営 

 事業実施主体は、本事業により整備した施設等について、常に良好な

状態で管理し、必要に応じて修繕等を行い、その設置目的に即して も

効率的な運用を図ることで適正に管理運営するものとする。 

（２）管理委託 

 事業実施主体は、本事業により整備した施設の管理運営を直接行い難

い場合、本事業の実施地域の団体であって、整備目的が確保される場合

に限り、当該施設の管理運営を行わせることができるものとする。 

（３）指導監督 

 地方農政局長及び都道府県知事は本事業の適正な推進が図られるよ

う、事業実施主体（（２）により事業実施主体が団体に施設の管理運営

を委託している場合にあっては、当該団体）に対し、施設の適正な管理

運営を指導するとともに、事業実施後の管理運営、利用状況及び事業効

果の把握に努めるものとする。 

 また、地方農政局長及び都道府県知事は、関係書類の整備並びに施設

等の管理及び処分が適切に行われるよう、必要な指導及び監督を行うも
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のとする。 

６ 事業名等の表示 

 事業実施主体は、本事業により整備した施設等に、事業名を表示するも

のとする。 

 

第５ 事業実施状況の報告 

１ 事業実施主体は、本事業の実施状況を報告するものとし、広域都道府県

域事業実施主体にあっては地方農政局長、広域コンソーシアムにあっては

農村振興局長に行い、それ以外の事業実施計画に基づき事業を実施した事

業実施主体は都道府県知事に行うものとする。 

なお、事業の実施状況の報告は、広域都道府県域事業実施主体及び広域

コンソーシアムにあっては、別記様式第９号の別添１に準じて作成し、そ

れ以外の事業実施主体にあっては、別表３の２に規定する事項を含めて作

成するものとする。 

２ 農村振興局長、地方農政局長及び都道府県知事は、１の実施状況の報告

を受けた場合には、鳥獣被害防止総合対策交付金における侵入防止柵の設

置等に係る指導の徹底について（平成 30 年１月 12 日付け 29 農振第 1705

号農林水産省農村振興局長通知）を踏まえ、その内容について検討し、被

害防止計画に定められた目標の達成が見込まれないと判断したときは、当

該事業実施主体に対して必要な指導を行うものとする。 

３ 都道府県知事は、１の実施状況の報告について、地方農政局長に報告す

るものとし、事業実施年度の翌年度の９月末日までに、別記様式第２号に

より行うものとする。 

なお、広域都道府県域事業実施主体及び広域コンソーシアムにあっても、

事業実施年度の翌年度の９月末日までに、別記様式第２号により行うもの

とする。 

 

第６ 事業の評価 

１ 事業評価 

（１）事業実施主体は、被害防止計画の目標年度の翌年度において、被害防

止計画に定められた目標の達成状況について、自ら評価を行い、評価内

容の妥当性について、学識経験者等第三者の意見を聴いた上で、結果を

報告するものとし、広域都道府県域事業実施主体にあっては、別記様式

第 10 号により作成し、被害防止計画の目標年度の翌年度の９月末日まで

に、別記様式第３号により地方農政局長に行い、それ以外の事業実施主

体にあっては、別表３の３に規定する事項を含めて作成し、都道府県知

事に報告するものとする。 

なお、事業実施主体は、事業評価の結果を踏まえ、被害防止計画に定
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められた目標の見直し等を必要に応じ実施するものとする（２の（１）

に該当する場合を除く。）。 

（２）都道府県知事は、（１）により事業評価の報告を受けた場合は、その

内容を点検評価し、その結果を被害防止計画の目標年度の翌年度の９月

末日までに、別記様式第３号により地方農政局長に報告するとともに、

当該事業実施主体に対して必要に応じ指導を行うものとする。 

（３）地方農政局長は、（１）及び（２）により事業評価結果の報告を受け

た場合は、必要に応じて関係部局で構成する検討会を開催し、その内容

を点検評価し、都道府県知事及び広域都道府県域事業実施主体に対して

必要に応じ指導を行うものとする。 

なお、地方農政局長は、当該評価結果を農村振興局長に報告するもの

とする。 

（４）農村振興局長は、（３）により事業評価結果の報告を受けた場合には、

その結果をとりまとめ、本事業の関係者以外の意見を聴取しつつ、評価

を行うものとする。 

（５）事業評価を行った事業実施主体、都道府県知事、地方農政局長は、そ

の結果を公表するものとする。 

（６）国は、本事業の実施に資するため、事業の実施効果等必要な事項に関

する調査を行うことができるものとする。 

（７）広域コンソーシアムにあっては、農村振興局長が別に示す方法により

評価を行うものとする。 

２ 改善計画 

（１）１の事業評価の結果、被害防止計画に定められた目標の達成状況が低

調である場合は、事業実施主体は、その要因、推進体制、施設の利用計

画の見直し等目標達成に向けた方策を記載した改善計画を作成し、改善

計画の妥当性について学識経験者等第三者の意見を聴いた上で、その内

容を公表するとともに、広域都道府県域事業実施主体にあっては、別記

様式第４号により地方農政局長に、それ以外の事業実施主体にあっては、

都道府県知事に報告するものとする。この場合において、事業実施主体

は、目標年度を１年間延長し、再度、１の事業評価及び報告を行うもの

とし、改善計画実施期間内に被害防止計画目標の達成状況が低調である

場合には、事業実施主体は被害防止計画目標を見直すものとする。 

なお、目標の達成状況が低調である場合とは、被害防止計画目標の達

成率が 70％未満であるものとする。 

（２）都道府県知事は、（１）の報告を受けた場合には、その内容を点検評

価し、別記様式第４号により当該改善計画を地方農政局長に報告するも

のとする。 

（３）地方農政局長は、（１）及び（２）により報告を受けた場合、広域都
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道府県域事業実施主体及び都道府県に対し指導及び助言を行うものとす

る。 

 

第７ 事業の状況報告 

１ 農林水産大臣は、必要に応じ、事業実施主体に対し、この事業について

必要な報告を求め、又は指導を行うことができるものとする。 

２ 農林水産大臣は、自然災害等の特別な事情がある場合を除き、補助金等

に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30 年法律第 179 号）に基

づき補助金の返還を求めうる事情が確認された場合には、改善に向けた指

導を行う。 

３ 農林水産大臣は、２の指導の結果においても改善されない又は改善の見

込みがない場合には、事業実施主体に対して交付した交付金の全部又は一

部を返還することを求めるものとする。 

 

第８ 推進指導等 

１ 推進指導 

都道府県は、地域の実態に即し、かつ、地域の自主性と創意工夫を生か

した本事業の効果的な推進が図られるよう、市町村等との密接な連携を図

るとともに、農林水産部局、鳥獣保護部局及び試験研究機関等が一体とな

り、事業実施主体に対して必要な情報提供、助言及び指導を行うものとす

る。 

２ 事業の適正な執行の確保 

（１）国は、本事業の効果的かつ適正な執行を確保するため、実施手続及び

事業実施状況について、農村振興局長が別に定めるところにより、本事

業の関係部局以外の者の意見を聴取し、その意見を本事業の運用に反映

させるものとする。 

（２）都道府県は、（１）に準じて第三者の意見を聴く体制を整えるものと

する。ただし、他の方法により本対策の適正な執行が確保される場合は、

この限りでない。 

 

第９ 事業の実施期間 

本事業の実施期間は、令和３年度から令和５年度までの３年間とする。 

 

第 10 国の助成措置 

１ 国は、毎年度、予算の範囲内において、本事業の実施に必要な経費につ

いて、本要領に基づき交付金を交付するものとする。 

２ 国は、都道府県及び補助事業者に交付した交付金に不用額が生じること

が明らかになったときは、交付金の一部若しくは全部を減額すること、又
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は都道府県知事に対し既に交付された交付金の一部若しくは全部の返還を

求めることができるものとする。 

 

第 11 他の施策等との関連 

本事業の実施に当たっては、次に掲げる施策との関連及び活用に配慮する

ものとする。 

（１) ６次産業化の推進に関する施策 

（２）経営所得安定対策に関する施策 

（３）農業経営基盤強化促進法に関する施策 

（４）中山間地農業ルネッサンス事業に関する施策 

（５） 適土地利用総合対策に関する施策 

（６）多面的機能支払交付金に関する施策 

（７）中山間地域等直接支払交付金に関する施策 

（８）中山間地域所得確保対策に関する施策 

（９）森林整備事業に関する施策 

（10）内水面漁場・資源管理総合対策事業に関する施策 

（11）有害生物漁業被害防止総合対策事業に関する施策 

（12）国土強靭化地域計画に基づく国土強靱化に関する施策 
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別表１ 

１．整備事業（要綱別表の区分・事業種類の欄の１の（１）に係る経費・事業内容の欄の１関係） 
経費・事業内容 事業の内容 交付率 

(１)鳥獣被
害防止施
設 

①新規整備 
②再編整備 
③既設柵の
地際補強 

地域における農林水産業等に係
る鳥獣被害を軽減するために必要
な被害防止施設（受電施設を除
く。）及び被害を及ぼす鳥獣を捕獲
するために必要な誘導捕獲柵わな
等の捕獲施設（被害防止施設と一
体的に整備するものに限る。）を整
備するものとし、市町村域を超え
た広域的な整備計画との整合につ
いて配慮するものとする。 
なお、被害防止施設の整備に当

たっては、次の内容を満たすもの
とすること。 
ア 侵入防止柵の整備において
は、隣接地の地形（傾斜及び高
低差）及び樹木の繁茂状況を
考慮し、被害防除効果を低下
させる要因である対象鳥獣の
特性による侵入（飛び越えに
よる侵入、樹木を介した侵入）
を防止することが可能な離隔
を確保した設置位置とする。 

イ ＩＣＴを活用した箱わな等
の捕獲機材又はその他の被害
を及ぼす鳥獣の効率的な捕獲
に資する捕獲機材を一体的に
整備するものとする。 

ウ 電気柵を整備する場合は、
電気事業法（昭和 39 年法律第
170 号）等関係法令を遵守し、
正しく設置すること。 
具体的には、危険である旨

の表示、電気柵用電源装置の
使用、漏電遮断器の設置（30ボ
ルト以上の電源から電気を供
給する場合）、開閉器（スイッ
チ）の設置等を行い安全を確
保するものとする。（参照URL：
http://www.maff.go.jp/j/se
isan/tyozyu/higai/tyuuikan
ki/denkisaku.html） 
侵入防止柵設置後の鳥獣被

害の状況の把握並びに侵入防
止柵の設置及び維持管理につ
いては、鳥獣被害防止総合対
策交付金における侵入防止柵
の設置等に係る指導の徹底に
ついて（平成 30 年１月 12 日
付け 29 農振第 1705 号農林水
産省農村振興局長通知）を踏
まえ、適切に行うものとする。 

要綱別表の区分・事業種類の
欄の１の（１）に係る交付率の
欄の農村振興局長が別に定め
る鳥獣被害防止施設の上限単
価（消費税を除く。）は、別表２
の１．整備事業に掲げるとおり
とする。 
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(２)処理加工施設 被害を及ぼす鳥獣の捕獲個体を
食肉等に利用する上で必要な施設
（食肉等を原料とする加工製造の

ための設備（以下「加工製造設備」

という。）を含む。ただし、鳥獣の捕

獲個体の解体、処理を行う施設の別

棟や別敷地に加工製造設備を整備

する場合は、当該施設で解体、処理

を行った食肉等のみを原料とする

ものに限る。）及び焼却するための
施設（減容化のための施設を含
む。）を整備するものとする。この
場合、被害防止計画に定める地域
において、農林水産業等に係る被
害を及ぼす鳥獣の捕獲に関する計
画と、その計画に即した捕獲活動
を一体的に行うものとする。 

要綱別表の区分・事業種類の
欄の１の（１）に係る交付率の
欄の農村振興局長が別に定め
る処理加工施設の上限単価（消
費税を除く。）は、別表２の１．
整備事業に掲げるとおりとす
る。 

(３)捕獲技術高度化施設 農林水産業等に係る被害を及ぼ
す鳥獣の捕獲の担い手である狩猟
者の確保と技能向上のための射撃
場を整備するものとする。この場
合、専ら鳥獣の捕獲に従事する者
が使用することが確実であって、
かつ、銃砲刀剣類所持等取締法（昭
和 33 年法律第６号）第９条の２の
指定射撃場（以下「指定射撃場」と
いう。）の指定を受けていること又
は受けることが確実と見込まれる
場合に整備できるものとする。 
 この場合、原則として、指定射撃
場の指定を受けるために必要な施
設等及び射撃場に係る鉛汚染調
査・対策ガイドライン（平成 19 年
３月環境省水・大気環境局土壌環
境課作成）に沿った鉛対策の実施
に必要な施設等（以下「基幹施設」
という。）の整備に限るものとし、
その他附帯施設等については、基
幹施設との一体的な整備を行う場
合に限り整備できるものとする。 

 

(４)地域提案 地域提案を実施できるものとす
る。 

本要領本文第２の１の地域
提案に充てることができる事
業費は、各都道府県へ交付され
た整備事業の交付金総額の
20％を上限とするものとする。
各事業実施主体（地域提案に係
る事業実施主体を除く。）の事
業実施計画の変更等やむを得
ない事情が生じた場合には、こ
の限りではない。 
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２．推進事業（要綱別表の区分・事業種類の欄の２の（１）に係る経費・事業内容の欄関係） 
経費・事業内容 事業の内容 交付率 

(１)被害防
止活動推
進 

①推進体制
の整備 
 

協議会の開催等により事業の推
進体制を整備し、次に掲げる事項
について協議するものとする。 
ア 鳥獣による農林水産業等に
係る被害の状況及び被害防止
における課題 

イ 事業の目標 
ウ 被害防止計画及び事業実施
計画の作成・見直し 

エ 被害防止対策に係る関係機
関の連携体制の構築 

オ 事業実施状況の把握及び事
業成果の評価 

カ その他必要な事項 

 

②有害捕獲 
 

次に掲げる事項を実施できるも
のとする。なお、有害捕獲について
は、関係法令を遵守し、安全を確保
した上で実施するものとする。ま
た、本要領本文第２の２の鳥獣被
害防止都道府県活動支援事業の広
域捕獲（有害捕獲）、本要領本文第
２の３の都道府県広域捕獲活動支
援事業の広域捕獲（個体数調整）、
本要領本文第２の４の鳥獣被害防
止緊急捕獲活動支援事業の有害捕
獲及び本要領本文第２の５のシカ
特別対策等事業において行う捕獲
と重複して支援を受けることはで
きないものとする。 
ア 農林漁業者、農林水産業団
体又は市町村の職員等を捕獲
の担い手として育成するため
の技能研修の実施及びこれら
の者で構成される鳥獣の捕獲
体制の整備 

イ 農林水産業等に係る被害を
及ぼす鳥獣の生息状況調査、
捕獲を行うために必要な箱わ
な等の捕獲機材の整備による
捕獲 

ウ 安全で効果的に捕獲を行う
ための技術講習会等による捕
獲の安全実施に向けた技術の
普及 

エ 捕獲された鳥獣の処理加工
に要する技能に関する研修の
実施並びに捕獲された鳥獣の
肉等を用いた商品の開発及び
販売・流通経路の確立 

１ 要綱別表の区分・事業種類
の欄の２の（１）に係る交付
率の欄の交付率及び同欄の
農村振興局長が別に定める
被害防止活動推進における
限度額は、次に掲げるとおり
とする。 

（１）被害緊急対応型にあって
は、被害防止活動推進に要
する経費の１／２以内と
するが、実施隊が行う経
費・事業内容の欄の（１）
の②から⑩までの取組に
要する経費については１
市町村当たりの限度額と
して、次に掲げるとおり定
額交付できるものとする。 

ア 捕獲の有資格者が存在
しない実施隊を有する市
町村の限度額は 500 千円
以内とする。 

イ 捕獲の有資格者が１名
以上、５名未満存在する実
施隊を有する市町村の限
度額は 1,000 千円以内と
する。 

ウ 捕獲の有資格者が５名
以上、20名未満存在する実
施隊を有する市町村の限
度額は 2,000 千円以内と
する。 

エ 捕獲の有資格者が 20 名
以上存在する実施隊を有
する市町村の限度額は
3,000 千円以内とする。 

オ 経費・事業内容の欄の
（１）の⑤の取組に要する
経費については、アからエ

  
③被害防除 次に掲げる事項を実施できるも

のとする。 
ア 犬等を活用した追上げ・追
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払いの実施、忌避作物・忌避資
材の導入及び侵入防止柵・威
嚇機材などの被害防止対策に
必要な技術の実証 

イ 農林水産業等に被害を及ぼ
す鳥獣による被害発生状況、
地形、被害防止施設の設置状
況等に関する調査の実施 

ウ イの調査により明らかにな
った鳥獣の行動圏、被害防止
対策が必要となる地域等に関
する情報提供、被害防止対策
の技術指導者等の育成研修会
の開催等による被害防止に関
する知識の普及 

までの限度額に 1,000 千
円以内を加算できるもの
とする。 

カ 経費・事業内容の欄の
（１）の⑥の取組に要する
経費については、アからエ
までの限度額に、生息状況
調査及び調査結果に基づ
くゾーニング・生息環境管
理と併せて、地域研修会、
追払い、ＩＣＴ機器の導入
（出没アラート、遠隔捕獲
機器等）、集落点検の実施
と共有、実施体制の整備
（錯誤捕獲時体制の整備
を含む。）、出没要因調査の
取組の中から、１つの取組
をパッケージとして効果
的に行う場合は 1,000 千
円以内、２つ以上の取組を
パッケージとして効果的
に行う場合は 2,000 千円
以内を加算できるものと
する。 

キ 経費・事業内容の欄の
（１）の⑦の取組に要する
経費については、アからエ
までの限度額に、生息・被
害状況調査結果を踏まえ、
防除及び捕獲等の取組を
効果的に行う場合は1,000
千円以内を加算できるも
のとする。 

ク 経費・事業内容の欄の
（１）の⑧の取組に要する
経費については、アからエ
までの限度額に他地域に
居住する捕獲の有資格者
を実施隊の構成員として
任命し、市町村が定める被
害防止計画に基づく有害
捕獲活動を実施する者一
人当たりに対して 100 千
円以内を加算できるもの
とする。ただし、1,000 千
円を上限とする。 

ケ 経費・事業内容の欄の
（１）の⑨の取組に要する
経費については、上記アか
らエまでの限度額に2,000
千円以内を加算できるも
のとする。 

コ 経費・事業内容の欄の
（１）の⑩の取組に要する
経費については、アからエ

  
④生息環境
管理 

牛の放牧等による農地等の周辺
における鳥獣緩衝帯の設置、放任
果樹の除去、雑木林の刈払い等に
よる里地里山の整備を実施できる
ものとする。 

⑤サル複合
対策 

ニホンザルを対象獣種とし、加
害群等の生息状況調査を行った上
で、サルの群れごとに、捕獲活動、
追払い、追い上げ、侵入防止、技術
実証及び生息環境管理（緩衝帯の
整備、放任果樹除去、雑木林の刈払
い等）の取組の中から２つ以上の
取組をパッケージとして効果的に
組み合わせて行うものとする。 

⑥クマ複合
対策 

直近年のクマ被害金額（ヒグマ、
ツキノワグマ）が、直近５カ年のク
マ被害金額を上回った地域を対象
として、生息状況調査及び調査結
果に基づくゾーニング・生息環境
管理（緩衝帯の整備、放任果樹除
去、雑木林の刈払い等）と併せて、
地域研修会、追払い、ＩＣＴ機器の
導入（出没アラート、遠隔捕獲機器
等）、集落点検の実施と共有、実施
体制の整備（錯誤捕獲時体制の整
備を含む）、出没要因の調査の取組
の中から、１つ以上の取組をパッ
ケージとして効果的に行うものと
する。 

⑦鳥類複合
対策 

 農作物野生鳥獣被害アドバイザ
ーその他鳥類の行動特性や被害防
止対策に関する専門的知見を有す
る者の知識・知見に基づく生息・被
害状況調査を実施した上で、地域
研修会、追払い及び捕獲活動等の
取組を効果的に行うものとする。 

⑧他地域人
材活用 

都市部等の他地域に居住かつ勤
務する捕獲の有資格者を実施隊の
構成員として任命し、有害捕獲活
動を２回以上行うものとする。   
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⑨ＩＣＴ等
新技術の活
用 

市町村が作成する被害防止計画
に定める獣種を対象とし、被害低
減に確実に結びつくＩＣＴ（情報
通信技術）等機材を活用した生息
状況調査、捕獲活動、追払い、侵入
防止及び生息環境管理の取組の中
から２つ以上の取組をパッケージ
として効果的に組み合わせて行う
ものとする。 

までの限度額に、ＧＩＳを
用いて、地域の被害対策等
の情報を地図上に可視化
した上で、被害対策に活用
する取組を行う場合は、
2,000千円以内を加算でき
るものとする。 

（２）広域連携型にあっては、
被害防止活動推進に要す
る経費の１／２以内とす
るが、実施隊が行う経費・
事業内容の欄の（１）の②
から④までの取組に要す
る経費については１市町
村当たり（１）のア、イ、
ウ、エの額に 200 千円を加
算した額以内を限度額と
して定額交付できるもの
とする。 

なお、銃猟の有資格者が
存在する実施隊を有する
市町村が、銃猟の有資格者
が存在しない実施隊を有
する市町村を含めた地域
において、市町村境界を超
えた広域的な捕獲を実施
する場合、１市町村当たり
（１）のイ、ウ、エの額に
500千円を加算した額以内
を限度額として定額交付
できるものとする。 

（３）過年度に鳥獣被害防止総
合支援事業の交付を受け
たことのない事業実施主
体においては、（１）又は
（２）に代えて、経費・事
業内容の欄の（１）の①か
ら④までの取組に要する
経費について、被害緊急対
応型においては１市町村
当たり 2,000 千円以内
（（１）のエの場合は 3,000
千円以内）、広域連携型に
おいては事業実施主体を
構成する１市町村当たり
2,200 千円以内（（１）のエ
の場合は 3,200 千円以内）
の定額交付を受けること
ができるものとする。 

なお、銃猟の有資格者が
存在する実施隊を有する
市町村が、銃猟の有資格者
が存在しない実施隊を有
する市町村を含めた地域
において、市町村境界を超

    
⑩ＧＩＳを
活用した被
害対策等の
可視化定着
支援 

 データに基づく被害対策の推進
のため、ＧＩＳを用いて、事業実施
地域における被害対策等の情報を
地図上に可視化し、地域の状況把
握、対策方針の検討又は計画の策
定等に活用する取組を行うものと
する。 
 なお、取組に当たっては、農作物
野生鳥獣被害アドバイザーその他
の対象獣種の行動特性や被害防止
対策に関する専門的知見を有する
者の助言を受けるものとする。 
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えた広域的な捕獲を実施
する場合、１市町村当たり
（１）のイ、ウ、エの額に
500千円を加算した額以内
を限度額として定額交付
できるものとする。 

 
２ 交付率の欄の農村振興局
長が別に定める被害防止活
動推進における上限単価（消
費税を除く。）は、別表２の
２．推進事業に掲げるとおり
とする。     

(２)実施隊
特定活動 

 

①大規模緩
衝帯整備 
 

野生鳥獣の農地等への出没の軽
減を図るため、野生鳥獣の生息域
と農地との間に植生している樹木
を伐採して行う緩衝帯の整備（対
象地域の調査、所有者の同意の取
付け等の調整活動を含む。）を行う
ものとする。ただし、大規模緩衝帯
の整備面積は１ｈａ以上とする。 
なお、大規模緩衝帯の整備につ

いては、当該市町村において森林
法（昭和 26 年法律第 249 号）第 10
条の５に定める市町村森林整備計
画が策定されている場合には、当
該市町村森林整備計画と整合を図
るものとする。 

要綱別表の区分・事業種類の
欄の２の（１）に係る交付率の
欄の農村振興局長が別に定め
る実施隊特定活動における上
限単価（消費税を除く。）は、別
表２の２．推進事業に掲げると
おりとする。 

②誘導捕獲
柵わな導入 

一度に相当数の鳥獣を捕獲する
ことのできる誘導捕獲柵わな（ド
ロップネット方式を含む。）の整備
に必要な資材の導入を行うものと
する。 

(３)ＩＣＴ等新技術実証 
 

ＩＣＴ等を用いた被害低減に確
実に結びつく新技術の実証を実施
できるものとする。 

要綱別表の区分・事業種類の
欄の２の（１）に係る交付率の
欄の農村振興局長が別に定め
るＩＣＴ等新技術実証におけ
る限度額は、次に掲げるとおり
とする。 
（１）被害緊急対応型にあって

は、１市町村当たり 1,000
千円以内を限度額として
定額交付できるものとす
る。 

（２）広域連携型にあっては、
１市町村当たり1,100千円
以内を限度額として定額
交付できるものとする。    

(４)農業者団体等民間団
体被害防止活動 

農業者団体等民間団体が実施隊
員の確保・育成等実施隊の体制強
化に向けた取組を実施できるもの
とする。 
なお、実施隊の体制強化以外の

取組は、実施隊の体制強化に取り

要綱別表の区分・事業種類の
欄の２の（１）に係る交付率の
欄の農村振興局長が別に定め
る農業者団体等民間団体被害
防止活動における限度額は、１
市町村当たり 2,000 千円以内
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組む場合に限り実施できるものと
する 

を限度額として定額交付でき
るものとする。ただし、同一市
町村内の複数の事業実施主体
がそれぞれ異なる対象鳥獣に
対する被害防止活動を実施す
る場合には、１団体当たり
2,000千円以内を限度額として
定額交付できるものとする。    

(５)ジビエ
等の利用
拡大に向
けた地域
の取組 

 

①販売拡大
支援 

捕獲した鳥獣の利活用を推進す
る人材の育成及びジビエ等の需要
拡大に確実に結びつく次に掲げる
事項を実施できるものとする。 
ア 捕獲・運搬・集荷・処理加工
の技能向上 
捕獲技術や処理加工技術、

衛生管理レベル等を向上させ
るため、研修会の開催や研修
会への参加、先進地調査、マニ
ュアルの作成・周知等を実施
できるものとする。 

イ 流通・消費者等との連携 
流通産業、外食産業その他

の産業、学校給食、消費者等へ
の普及のため、展示会等への
参加やジビエ料理に関するセ
ミナー、処理加工施設見学会
等の開催等を実施できるもの
とする。 

ウ ジビエ商品の開発、意向調
査 
地域の特色を生かした新た

なジビエ商品等の開発、ジビ
エに関する意向調査等を実施
できるものとする。 

エ 販路開拓 
ジビエ商品の新たな販路を

開拓するため、商談会、試食会
等の開催又はこれらへの参
加、各種広報活動等を実施で
きるものとする。 

オ 衛生管理認証の取得 
国産ジビエ認証等の衛生管

理認証を取得できるものとす
る。 

要綱別表の区分・事業種類の
欄の２の（１）に係る交付率の
欄の農村振興局長が別に定め
るジビエ等の利用拡大に向け
た地域の取組における限度額
は、１市町村当たり 3,000 千円
以内を限度額として定額交付
できるものとする。ただし、衛
生管理認証の新規取得に要す
る経費は１施設当たり 350 千
円以内を限度額として定額交
付できるものとする。 
事業実施主体がコンソーシ

アムの場合の交付率の欄の農
村振興局長が別に定める限度
額は、上記の他、本表経費・事
業内容の欄の（５）の②及び
（８）から（10）の交付率の欄
によるものとする。 
なお、参画する市町村数に関

わらず、定額交付できる限度額
は、本表経費・事業内容の欄の
（５）の②を除き、１コンソー
シアム当たり 10,000 千円以内
とする。 

   
②搬入促進
支援 

捕獲した鳥獣を食肉等に利用す
る施設への搬入を促進するため、
次に掲げる事項を満たす場合に、
解体機能を有する車両をリースに
より導入できるものとする。 
ア 導入する車両の能力・規模
が、地域の捕獲頭数、受益面積
の範囲等からみて適正である
こと。 

イ リース期間は、２年（年単位

交付率は１／２以内とし、要
綱別表の区分・事業種類の欄の
２の（１）に係る交付率の欄の
農村振興局長が別に定めるジ
ビエ等の利用拡大に向けた地
域の取組のうち②搬入促進支
援における上限単価（消費税を
除く。）は、別表２の２．推進事
業に掲げるとおりとする。 
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とし、１年未満は端数を切り
捨てる。）以上で法定耐用年数
以内とする。     

(６)鳥獣被
害対策実
施隊体制
強化 

①実施隊員
の人材育成 

野生鳥獣の捕獲活動の強化のた
め、市町村に設置された鳥獣被害
対策実施隊の隊員等が捕獲活動の
経験の浅い実施隊員等に対し、Ｏ
ＪＴ研修を実施できるものとす
る。 

要綱別表の区分・事業種類の
欄の２の（１）に係る交付率の
欄の農村振興局長が別に定め
る鳥獣被害対策実施隊体制強
化のうち①実施隊員の人材育
成における限度額は、１市町村
当たり 2,000 千円以内（１か月
の上限 200 千円）を限度額とし
て定額交付できるものとする。 

②新規猟銃
取得支援 

銃猟における野生鳥獣の捕獲活
動の強化のため、次に掲げるいず
れかの事項を満たす市町村は、市
町村に設置された鳥獣被害対策実
施隊において、隊員（49 歳以下。
鳥獣被害対策実施隊に所属するこ
とが確実な者を含む。）が新規に猟
銃の取得を行う場合の支援を実施
できるものとする。 
ア 設置された鳥獣被害対策実
施隊のうち猟銃免許を所持す
る隊員数が４人以下である場
合 

イ 本表経費・事業内容の欄の
（６）の①実施隊の人材育成
の取組により、育成した隊員
に初めて猟銃を取得させる場
合 

交付率は１／２以内とし、要
綱別表の区分・事業種類の欄の
２の（１）に係る交付率の欄の
農村振興局長が別に定める鳥
獣被害対策実施隊体制強化の
うち②新規猟銃取得支援にお
ける限度額は、１市町村当たり
500千円以内を交付金の限度額
として交付できるものとし、同
上限単価（消費税を除く。）は、
別表２の２．推進事業に掲げる
とおりとする。 

(７)捕獲サポート体制の
構築 

市町村が鳥獣被害対策の補助的
業務を担う組織（以下「サポート
隊」という。）を設置する場合にお
いて、次に掲げる事項を実施でき
るものとする。 
ア サポート隊の作業内容に係
る研修、会議等 

イ サポート隊が実施する以下
の取組 
① わなの見廻り及び給餌作
業等の捕獲活動に係る補助
的作業 

② 追上げ及び追払い等の被
害防除に係る補助的作業 

要綱別表の区分・事業種類の
欄の２の（１）に係る交付率の
欄の農村振興局長が別に定め
る捕獲サポート体制の構築に
おける限度額は、次に掲げると
おりとする。 
（１）サポート隊における狩猟

免許を保有しない構成員
が 40 名以上となる市町村
にあっては、１市町村当た
り1,000千円以内を限度額
として定額交付できるも
のとする。 

（２）サポート隊における狩猟
免許を保有しない構成員
が 80 名以上となる市町村
にあっては、１市町村当た
り2,400千円以内を限度額
として定額交付できるも
のとする。 

（８)処理加工施設の人材
育成 

処理加工施設における新たな担
い手の育成・確保を推進するため、
処理加工施設が新たに雇用契約を
した従業員又はこれから雇用契約

要綱別表の区分・事業種類の
欄の２の（１）に係る交付率の
欄の農村振興局長が別に定め
る処理加工施設の人材育成に
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をする従業員に対し、自らの処理
加工施設又は先進的な処理加工施
設において、衛生的な処理や解体
技術の実習、経営ノウハウの習得
等を図るＯＪＴ研修を実施できる
ものとする。また、外部で行われる
研修会への参加も実施できるもの
とする。 

おける限度額は、１施設当たり
1,920 千円（１か月の上限 160
千円）以内を限度額として定額
交付できるものとする。 

(９)ＩＣＴの活用による
情報管理の効率化 

ＩＣＴの活用により捕獲から処
理加工、在庫管理に至るまでの情
報管理を効率化する取組を実施で
きるものとする。 

要綱別表の区分・事業種類の
欄の２の（１）に係る交付率の
欄の農村振興局長が別に定め
るＩＣＴの活用による情報管
理の効率化における限度額は、
１市町村当たり 3,500 千円以
内を限度額として定額交付で
きるものとする。 

(10)放射性物質影響地域
のジビエ利活用推進 

原子力災害対策特別措置法（平
成 11 年法律第 156 号）第 20 条第
２項に基づく出荷制限が指示され
ている地域において、出荷制限の
解除のために必要な検査を実施で
きるものとする。 

要綱別表の区分・事業種類の
欄の２の（１）に係る交付率の
欄の農村振興局長が別に定め
る放射性物質影響地域のジビ
エ利活用推進の限度額は、１市
町村当たり 1,500 千円以内を
限度額として定額交付できる
ものとする。 
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別表２ 
１．整備事業（要綱別表の区分・事業種類の欄の１の（１）に係る経費・事業内容の欄の１関係） 

経費・事業内容 上限単価 
(１)鳥獣被
害防止施
設 

①新規整
備 
②再編整
備 
③既設柵
の地際補
強 

ア 新規整備 
獣 種 等 侵入防止柵の 

種   類 
上限単価 
（円／ｍ） 

（直営施工の
資材費のみの
定額交付の場
合） 

上限単価 
（円／ｍ） 

（左記以外の
場合） 
 

獣種共通 電気柵（１段当た
り） 

        １４８        ３９１ 

電気柵シート 
（地際補強） 

        ２５４        ６７３ 

ネット柵      １，０９０    ２，６００ 
イノシシ 金網柵（ロール

状） 
     １，９７０    ５，３８０ 

ワイヤーメッシ
ュ柵（パネル状） 

     １，２９０ 
 

   ３，０００ 
 

シカ（イノシ
シ 用 を 兼 ね
る。） 

金網柵（ロール
状） 

     ２，７９０    ７，６２０ 

ワイヤーメッシ
ュ柵（パネル状） 

     １，９５０ 
 

   ４，５３０ 
 

 

イ 再編整備 
獣 種 等 侵入防止柵の 

種   類 
上限単価 
（円／ｍ） 

（直営施工の
資材費のみの
定額交付の場
合） 

上限単価 
（円／ｍ） 

（左記以外の
場合） 
 

獣種共通 電気柵（１段当た
り） 

２５        ２２５ 

ネット柵         １９２    １，６１２ 
イノシシ 金網柵（ロール

状） 
        ２９６    ２，７２６ 

ワイヤーメッシ
ュ柵（パネル状） 

        １９２ 
 

   １，６１２ 
 

シカ（イノシ
シ 用 を 兼 ね
る。） 

金網柵（ロール
状） 

        ４３０    ３，７１０ 

ワイヤーメッシ
ュ柵（パネル状） 

        ２８６    ２，４２６ 
 

 

ウ 既設柵の地際補強 
  

 
既設柵の種類 

 

上限単価 
（円／ｍ） 

（直営施工の資
材費のみの定額
交付の場合） 

上限単価 
（円／ｍ） 

（左記以外の場
合） 

 

ネット柵、金網柵、 
ワイヤーメッシュ柵 

８２６ ２，０６５ 

注１：鳥獣被害防止施設の整備においては、侵入防止柵の種類ごとに
以下と同等以上の機能を有するものとし、ネット柵、ワイヤーメ
ッシュ柵、金網柵については、くぐり抜けを防止するため、地際
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の補強等を実施するものとする。 
・ 電気柵については、支柱間隔を４ｍ以下とし、凹凸部や傾斜

部は地面との隙間ができない支柱間隔とする。 
・ 電気柵シート（地際補強）は、通電性を有するものとし、幅

１ｍ以内とする。 
・ 電気柵シート（地際補強）は、電気柵の新規整備と一体的に

整備する場合に限り、上限単価の範囲内で加算できるものとす
る。 

・ ネット柵については、鳥獣による噛み切り等を防止するステ
ンレスが編み込まれたネット又はそれに対応した強度を有する
ネットとする。 

・ ワイヤーメッシュ柵については、金網の径をφ５㎜以上とし、
防錆仕様（亜鉛メッキ等）とする。 

・ 金網柵については、金網の径をφ２㎜以上とし、防錆仕様（亜
鉛メッキ等）とする。 

注２：サル等の多獣種に対応するため金網柵及び電気柵等を組み合わ
せた複合柵の場合は、それぞれの上限単価を足し合わせた合計額
を上限単価とする。 

注３：被害防止施設と一体的に整備を行う誘導捕獲柵わな等の捕獲施
設については、被害防止施設の上限単価の範囲内とする。 

注４：再編整備については、再編整備を実施する総延長に対する上限
単価とする。 

注５：既設柵の地際補強については、くぐり抜け防止の機能を有する
構造とし、既設柵が本交付金、鳥獣被害防止緊急捕獲等対策事業
推進交付金交付要綱（平成 25 年２月 26 日付け 24 生産第 2868 号
農林水産事務次官通知）及び中山間地域所得向上支援対策実施要
綱（平成 28 年 10 月 11 日付け 28 農振第 1336 号農林水産事務次
官通知）に基づく事業により令和２年度以前に整備され、かつ残
耐用年数が５年以上あるものに限る。 

   なお、令和７年度までの支援とし、同じ箇所への複数回の支援
は不可とする。    

(２)処理加工施設 
 

 処理加工施設 
 
 
 

 上限単価（万円／㎡）  
 
 食肉利用等施設                     ２４．８ 

焼却施設                     ３８．１ 
 注：交付対象となる食肉利用等施設、焼却施設の交付金の交付限度額

は、上限単価の範囲内であって、必要 小限のものとする。 
 
２．推進事業（要綱別表の区分・事業種類欄の２の（１）の経費・事業内容欄の１関係） 

経費・事業内容 上限単価 
(１)被害防止活動推
進 

１．箱わな 
     仕  様 
  （幅×奥行き） 

      獣  種        上限単価（千円／基） 

大型獣用（３㎡以下） 
 

主にイノシシ、シカ、
クマ（サル用を兼ね
る。） 

            １１９ 
 

中型獣用（２㎡以下） サル専用               ８８ 

小型獣用（0.5㎡以下） アライグマ、ハクビシ
ン、ヌートリア等 

              １９ 

 

 注１：「小型獣用」には、タヌキ、キツネ等の小型動物も含まれるもの
とする。 

注２：箱わなの導入においては、防錆仕様（亜鉛メッキ等）の他、捕
獲の対象となる獣種ごとに以下と同等以上の機能を有するものと
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する。また、必要に応じて捕獲環境や捕獲従事者の安全面を考慮
した箱わなの導入を行うものとする。 
・ イノシシ、シカ、クマを対象獣種とする場合は、 小目幅 10cm

以下、φ５㎜以上とする。 
・ サルを対象獣種とする場合は、 小目幅 7.5cm 以下、φ３㎜

以上とする。 
・ アライグマ、ハクビシン、ヌートリア等を対象とする場合は、

小目幅５cm 以下、φ1.6 ㎜以上とする。 
２．くくりわな 
   １基当たり１６千円とする。 
３．囲いわな 
   １㎡当たり３１千円とする。 

(２)実施隊特定活動 
 
 

１．大規模緩衝帯整備導入 
１ｈａ当たり４８０千円とする。 

２．誘導捕獲柵わな導入 
１㎡当たり３１千円とする。 

(５)ジビエ
等の利用
拡大に向
けた地域
の取組 

 

②搬入促
進支援 
 

１．解体機能を有する車両のリース導入に対する助成額（以下「リース
料助成額」という。）の上限単価 
１車両当たり 15,000 千円以内とする。 

２．リース料助成額の算定 
リース料助成額は、次の算式によるものとする。 
・ リース料助成額＝リース物件購入価格（消費税抜き）×交付率
（１／２以内） 

ただし、リース物件のリース期間を当該リース物件の法定耐用年数
未満とする場合又はリース期間満了時に残存価格を設定する場合にあ
っては、そのリース料助成額については、それぞれ次の算式によるも
のとする。 
また、当該リース物件に係るリース期間を当該リース物件の法定耐

用年数未満とし、かつ、リース期間満了時に残存価格を設定する場合
にあっては、そのリース料助成額については、それぞれ次の算式によ
り算出した値のいずれか小さい方とする。 
ア リース物件のリース期間を当該リース物件の法定耐用年数未満と
する場合 
・ リース料助成額＝リース物件購入価格（消費税抜き）×（リー
ス期間÷法定耐用年数）×交付率（１／２以内） 

イ リース物件のリース期間満了時に残存価格を設定する場合 
・ リース料助成額＝（リース物件購入価格（消費税抜き）－残存
価格）×交付率（１／２以内） 

事業実施主体は、リース事業者の選定にあっては、一般競争入札等
の実施により事業費の低減に努めるものとする。 

(６)鳥獣被
害対策実
施隊体制
強化 

②新規猟
銃取得支
援 
 

１．新規猟銃取得支援の銃購入費助成額の上限単価 
１丁当たり 100 千円以内とする。（実施隊員１名当たり１丁の取得に

限る。） 
２．銃購入費助成額の算定 

銃購入費助成額は、次の算式によるものとする。 
・ 銃購入費助成額＝銃購入費（消費税抜き）×交付率（１／２以
内） 

３．猟銃を新規取得した実施隊員の要件 
猟銃を新規取得した実施隊員は、次の要件を全て満たすものとする。 

ア 猟銃を購入した日から５年以内に実施隊員として、猟銃による有
害捕獲に取り組むこと。 

イ 猟銃を購入した日から５年以内に猟銃の所有権を放棄しないこ
と。 
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別表３ 
１ 事業実施計画の作成 

区  分 事業実施計画に記載すべき事項 
推進事業 
 

１ 事業実施主体等に係る項目 
   事業実施主体名、構成市町村、目的 
２ 被害防止計画の作成状況等 

  被害防止計画の作成状況、他計画・近隣市町村等との連携 
３ 事業実施体制 
   協議会、コンソーシアムの概要 
４ 事業に係る項目 
   推進体制の整備・有害捕獲・被害防除・生息環境管理・サル

複合対策・クマ複合対策・鳥類複合対策・他地域人材活用・
ＩＣＴ等新技術の活用・大規模緩衝帯整備・誘導捕獲柵わな
導入・ＩＣＴ等新技術実証・ＧＩＳを活用した被害対策等の
可視化定着支援・ジビエ等の利用拡大に向けた地域の取組
（販売拡大支援、搬入促進支援）・鳥獣被害対策実施隊体制強
化（実施隊員の人材育成、新規猟銃取得支援）・捕獲サポート
体制の構築・処理加工施設の人材育成・ＩＣＴの活用による
情報管理の効率化・放射性物質影響地域のジビエ利活用推進
ごとの取組内容（対象鳥獣、実施時期、事業内容）、負担区分、
鳥獣被害防止都道府県活動支援事業・都道府県広域捕獲活動
支援事業・鳥獣被害防止緊急捕獲活動支援事業・市町村単独
事業等他事業との連携 

５ 捕獲機材の導入に係る事項 
既存捕獲機材の活用状況、捕獲機材の導入数量の根拠、捕獲
機材の規格（幅、奥行き、目幅、線径、塗装仕様等）捕獲目
標頭数、捕獲機材の維持管理体制 

６ ジビエ等の利用拡大に向けた地域の取組（搬入促進支援）に
係る事項 
予定販売先、予定販売数量   

整備事業（新規整備） １ 事業実施主体等に係る項目 
   事業実施主体名、構成市町村、目的 
２ 被害防止計画の作成状況等 
   被害防止計画の作成状況、他計画との連携、近隣市町村 

等との連携 
３ 事業に係る項目 
   施設名、対象鳥獣、事業費、負担区分、受益戸数、受益面積、

ジビエ等利活用推進・サル複合対策・クマ複合対策・鳥類複
合対策・他地域人材活用・ＩＣＴ等新技術の活用・ＧＩＳを
活用した被害対策等の可視化定着支援・大規模緩衝帯整備・
誘導捕獲柵わな導入・ＩＣＴ等新技術実証・ジビエ等の利用
拡大に向けた地域の取組（販売拡大支援、搬入促進支援）・鳥
獣被害対策実施隊体制強化（実施隊員の人材育成、新規猟銃
取得支援）・捕獲サポート体制の構築・処理加工施設の人材育
成・ＩＣＴの活用による情報管理の効率化・放射性物質影響
地域のジビエ利活用推進・市町村単独事業等他事業との連携 

４  施設の位置、施設の図面、設備の概要、規模の妥当性、利用
計画、維持管理、一体的に整備する捕獲機材の内容、有害捕
獲活動の捕獲効率向上への寄与及び費用対効果分析に関す
る項目 

５ 地域指定に係る項目 
   過疎地域等の指定状況 
６ 食肉利用等施設を整備する場合の項目 
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予定販売先、予定販売数量   
整備事業（再編整備） １ 事業実施主体等に係る項目 

   事業実施主体名、構成市町村、目的 
２ 被害防止計画の作成状況等 
   被害防止計画の作成状況、他計画との連携、近隣市町村 

等との連携 
３ 再編整備を取り組む場合の項目 
  既存施設の概要（造成年度、施設の構造等、財産台帳の整備

状況）、再編整備計画（対象鳥獣、事業費、負担区分、受益戸
数、受益面積、実施内容）、再編整備計画図、ジビエ等利活用
推進・サル複合対策・クマ複合対策・鳥類複合対策・他地域
人材活用・ＩＣＴ等新技術の活用・大規模緩衝帯整備・誘導
捕獲柵わな導入・ＩＣＴ等新技術実証・ＧＩＳを活用した被
害対策等の可視化定着支援・ジビエ等の利用拡大に向けた地
域の取組（販売拡大支援、搬入促進支援）・鳥獣被害対策実
施隊体制強化（実施隊員の人材育成、新規猟銃取得支援）・
捕獲サポート体制の構築・処理加工施設の人材育成・ＩＣＴ
の活用による情報管理の効率化・放射性物質影響地域のジビ
エ利活用推進・市町村単独事業等他事業との連携、利用計画、
維持管理方法、一体的に整備する捕獲機材の内容、有害捕獲
活動の捕獲効率向上への寄与、費用対効果分析、経済性の評
価 

注 再編整備計画については、（別添）再編整備計画書を参考とす
る。 

整備事業（既設柵の地際補
強） 

１ 事業実施主体等に係る項目 
   事業実施主体名、構成市町村、目的 
２ 被害防止計画の作成状況等 
  被害防止計画の作成状況、他計画との連携、近隣市町村 

等との連携 
３ 地際補強に取り組む場合の項目 

既存施設の概要（造成年度、施設の構造等、財産台帳の整備
状況）、対象鳥獣、事業費、負担区分、受益戸数、受益面積、
実施内容、鳥獣被害防止総合支援事業・鳥獣被害防止都道府
県活動支援事業・鳥獣被害防止緊急捕獲活動支援事業・市町
村単独事業等他事業との連携 

４ 施設の位置、施設の図面、設備の概要、規模の妥当性 
利用計画、維持管理、一体的に整備する捕獲機材の内容、有
害捕獲活動の捕獲効率向上への寄与及び費用対効果分析に
関する項目 

５ 地域指定に係る項目 
  過疎地域等の指定状況 

 
２ 事業実施状況の報告 

区  分 事業実施状況報告に記載すべき事項 
  
推進事業 
 

１ 事業実施主体に係る項目 
   事業実施主体名、構成市町村 
２ 推進体制に係る項目 
   推進体制の整備状況、近隣市町村等との連携 
３ 事業内容に係る項目 
   有害捕獲・被害防除・生息環境管理・サル複合対策・クマ複

合対策・鳥類複合対策・他地域人材活用・ＩＣＴ等新技術の
活用・ＧＩＳを活用した被害対策等の可視化定着支援・大規
模緩衝帯整備・誘導捕獲柵わな導入・ＩＣＴ等新技術実証・
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ジビエ等の利用拡大に向けた地域の取組（販売拡大支援、搬
入促進支援）・鳥獣被害対策実施隊体制強化（実施隊員の人
材育成、新規猟銃取得支援）・捕獲サポート体制の構築・処
理加工施設の人材育成・ＩＣＴの活用による情報管理の効率
化・放射性物質影響地域のジビエ利活用推進ごとの取組内容
（対象鳥獣、実施時期、事業内容、捕獲頭数）並びに事業費、
鳥獣被害防止都道府県活動支援事業・都道府県広域捕獲活動
支援事業・鳥獣被害防止緊急捕獲活動支援事業・市町村単独
事業等他事業との連携 

４ 被害防止計画に係る項目 
   被害軽減目標に関する事項 
５ 捕獲機材の導入に係る事項 

導入した捕獲機材の捕獲実績 
６ ジビエ等の利用拡大に向けた地域の取組（搬入促進支援）に

係る事項 
予定販売先、予定販売数量   

整備事業 
 

１ 事業実施主体に係る項目 
   事業実施主体名、構成市町村 
２ 推進体制に係る項目 
   推進体制の整備状況、近隣市町村等との連携 
３ 事業内容に係る項目 
   施設の概要、事業費、維持管理状況、有害捕獲活動の捕獲効

率向上への寄与（鳥獣被害防止施設を整備した場合、一体的
に整備した捕獲施設等の種類、数量、対象鳥獣ごとの捕獲頭
数等も明記）、ジビエ等利活用推進・サル複合対策・クマ複合
対策・鳥類複合対策・他地域人材活用・ＩＣＴ等新技術の活
用・ＧＩＳを活用した被害対策等の可視化定着支援・大規模
緩衝帯整備・誘導捕獲柵わな導入・ＩＣＴ等新技術実証・ジ
ビエ等の利用拡大に向けた地域の取組（販売拡大支援、搬入
促進支援）・鳥獣被害対策実施隊体制強化（実施隊員の人材育
成、新規猟銃取得支援）・捕獲サポート体制の構築・処理加工
施設の人材育成・ＩＣＴの活用による情報管理の効率化・放
射性物質影響地域のジビエ利活用推進・市町村単独事業等他
事業との連携 

４ 被害防止計画に係る項目 
   被害軽減目標に関する事項 
５ 侵入防止柵設置後のほ場ごとの鳥獣被害の被害状況 
６ 食肉利用等施設を整備する場合の項目 

予定販売先、予定販売数量 
 
３ 事業評価の報告 

区  分 事業評価報告に記載すべき事項   
推進事業及び整備事業 １ 事業実施主体に係る項目 

   事業実施主体名、構成市町村、近隣市町村等との連携 
２ 実施時期に係る項目 
３ 事業内容等に係る項目 
   事業内容、事業量 
４ 管理に係る項目 
   管理主体者、維持管理状況 
５ 利用に係る項目 
   供用開始時期、利用率 
６ 事業効果、評価に係る項目 
   定量的な事業効果（他事業との連携状況や捕獲効率向上    
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への寄与等も踏まえて記載すること）、定量的な経営状況、
事業実施主体の評価 

７ 侵入防止柵設置後のほ場ごとの鳥獣被害の被害状況   
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（別添） 
再編整備計画書 

１．事業実施主体等に係る項目 
 （１）事業実施主体 

 

 （２）構成市町村 

 

 （３）事業の目的 

 

 

２．被害防止計画の作成状況等 
 （１）被害防止計画の作成状況 

 

 （２）他計画との連携 

 

 （３）近隣市町村等との連携 

 

 

３．再編整備計画等 
 （１）既存施設の概要 

造成年度 施設の構造等 財産台帳の整備状況 

   

 （２）再編整備計画 
対象 
鳥獣 

 

受益戸数 
※１ 

 

受益 
面積 
※２ 

実施内容 事業費 
 
 

負担区分 
国庫 
補助 

都道 
府県費 

市町 
村費 

その他 
 

補助率 
 

    円 円 円 円 円  

※１ 受益戸数は既存施設造成時の受益戸数を基本とする。 
※２ 再編整備により変更となる場合には、その面積を記載するものとし、基本的に費用対効果分析に使用

する受益面積とする。 
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 （３）再編整備計画図 

 

 
４．他の取組及び事業等との連携 

 

 
５．利用計画 

 

 
６．維持管理 

 

 
７．一体的に整備する捕獲機材の内容 

 

 
 
８．有害捕獲活動の捕獲効率向上への寄与 

 

 
９．費用対効果分析 

 

 
10．経済性の評価 

新規整備の経済性の評価 

 

再編整備の経済性の評価 
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別表４ 
 事業実施計画、都道府県計画及び広域都道府県域計画作成に当たっての留意事項 

事 項 

１ 既存の機械・施設（以下「施設等」という。）の利用状況、利用継続年数等を把握し調整
していること。 

２ 施設等の稼働期間、処理量、作業効率等が妥当であること。 

３ 施設内の管理室、休憩室、分析室等の所要面積が、機能、利用計画等から見て妥当である
こと。 

４ 施設等の利用料金について、施設等の継続的活用を図りうるよう必要な資金の積立に努め
るとともに、償却費等に基づき適正に設定されていること。 

５ 施設等の規模、利用料金等について、受益農家に対し説明を行っていること。また、総会
等で合意を得ていること。 

６ 投資効率（費用対効果）の算出プロセス、根拠が適切であること。また、投資効率（費用
対効果）が 1.0 以上であること。なお、投資効率（費用対効果）の算定の単位について、原
則として、集落等の地区（１つの受益地区として認めることが適切であると考えられる範囲
をいう。）を単位とすること。 

  再編整備を取り組む場合は、上記の他、施設の耐用年数を考慮した投資効率（費用対効果）
とすること。 

７ 国庫交付金が、対象となる交付率で正しく計算されていること。 

８ 奇抜なデザイン、必要以上の装備等により事業費が過大となっていないこと。 

９ 附帯施設について、不要なものがないこと。 

10 古品及び古材の利用等事業費の低減に向けた取組が行われていること。 

11 販売先との間で取引価格、取引数量、品質等についての合意が図られていること。 

12 製品に関する需要の状況及び将来の見通しについて十分な事前調査が行われているとと
もに、施設の設置後も消費者ニーズの把握に努める体制が整備されていること。 

13 需要に即した製品を安定的に供給するための加工技術の確立及び習得に対する十分な取
組がされていること。 

14 適正な収支計画となっていること。（収支については、施設の維持・運営に必要な経費が
適切に計上されていること。また、販売価格については、市場価格や支出等を勘案した適正
な水準に設定されていること。） 

15 管理運営規程等により施設等が将来にわたり適正に管理運営できる体制となっているこ
と。 

16 被害防止施設、処理加工施設、捕獲技術高度化施設又は地域提案による施設を建設するに
当たり周辺住民等との合意が形成されていること。 

17 処理加工施設を建設する場合は、被害を及ぼす鳥獣の捕獲計画が作成され、その計画に即
した捕獲活動ができる体制となっていること。 

18 捕獲した鳥獣の肉の処理加工施設を建設する場合は、食品衛生法等関係法令等を遵守し、
適正に運営できる体制となっていること。 

33



19 捕獲技術高度化施設を建設する場合は、「射撃場に係る鉛汚染調査・対策ガイドライン」、
当該施設が設置される都道府県等の定める設置及び管理に関する条例のほか関係法令等を
遵守し、適正に運営できる体制となっていること。 

20 用地が確保されていること。農地法及び農業振興地域の整備に関する法律に定める基準等
を満たしている又は許可等の見込みがあること。 

21 施行方法の選択が適切にされていること。 

22 入札の方法に関する知識を有していること。 

23 地元関係者との合意形成が図られていること。 

24 その他法律に定める基準等が満たされていること。 

25 生産コスト分析の算出プロセス、根拠が適切であること。また、生産コストの低減率が10％
以上であること（鳥獣被害防止対策促進支援事業（中山間地域等被害防止施設整備事業）に
限る。）。なお、生産コストの低減率の算定の単位については、原則として、集落等の地区（１
つの受益地区として認めることが適切であると考えられる範囲をいう。）を単位とすること。 
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別表５ 推進事業の交付対象経費 
事業内容 交付対象経費 

推進体制の

整備 
会議開催 
 

・ 会場借料、会議用機械器具の借料 
・ 事務用品 
・ 専門的知識を提供する者への旅費・謝金 
・ 書類等の印刷費及び製本費 
・ 郵便料、電信電話料及び運搬費 

有害捕獲 
 

研修会・講習

会 
・ 会場借料、研修用機械器具の借料 
・ 事務用品及び印紙代 
・ 書類等の印刷費及び製本費 
・ 郵便料、電信電話料及び運搬費 
・ 専門的知識を提供する者への旅費・謝金 
・ 研修教材費 
・ 研修・講習受講費用及び旅費 

生息状況調

査 
・ 日々雇用される雑役並びに事務及び技術補助員に対する賃

金（地方公共団体に勤務する者については、報酬・給料・職員

手当等） 
・ 専門的知識を提供する者への旅費・謝金 
・ 事務用品、印紙代 
・ 書類等の印刷費及び製本費 
・ 郵便料、電信電話料及び運搬費 
・ 薬品類、調査機材及びその借料 
・ 調査に従事する者に対する保険代 
・ 車両の借料及びその燃料代 

捕獲活動 ・ 捕獲活動（捕獲個体処理を含む。）への役務要請に対する賃

金（地方公共団体に勤務する者については、報酬・給料・職員

手当等） 
・ 専門的知識を提供する者への旅費・謝金 
・ 事務用品、印紙代 
・ 郵便料、電信電話料及び運搬費 
・ 捕獲に必要な機材（銃を除く。） 
・ 捕獲機材の安全確保に必要な機材（銃の保管庫を除く。） 
・ 止めさし資材、埋設資材 
・ 捕獲個体の民間施設等での焼却等処分経費 
・ 捕獲に従事する者に対する保険代 
・ 重機、車両の借料及びその燃料代 
・ 商品開発資材 

被害防除 研修会 ・ 会場借料、研修用機械器具の借料 
・ 事務用品、印紙代 
・ 書類等の印刷費及び製本費 
・ 郵便料、電信電話料及び運搬費 
・ 専門的知識を提供する者への旅費・謝金 
・ 研修教材費 
・ 技術研修・講習受講費用及び旅費   

追払い、追上

げ 
・ 追払い・追上げの活動への役務要請に対する賃金（地方公共

団体に勤務する者については、報酬・給料・職員手当等） 
・ 専門的知識を提供する者への旅費・謝金 
・ 事務用品、印紙代 
・ 郵便料、電信電話料及び運搬費 
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・ 薬品類、追払い・追上げに必要な機材及びその借料 
・ モンキードッグ訓練費用（警察犬訓練所等の訓練士が行う

ものであって、モンキードッグ取扱者（ハンドラー）も訓練の

対象となっているとともに訓練後にハンドラー参画のもと、

普及・啓発のための現地研修会の開催を行う場合に限る。た

だし、これまでに鳥獣被害防止総合対策事業で当該費用の補

助を受けた場合を除く。） 
・ 花火、煙火（クマを対象とした追払い、追上げを実施する場

合に限る。） 
・ 追払い・追上げに従事する者に対する保険代 
・ 車両の借料及びその燃料代   

技術実証 ・ 日々雇用される雑役並びに事務及び技術補助員に対する賃

金（地方公共団体に勤務する者については、報酬・給料・職員

手当等） 
・ 専門的知識を提供する者への旅費・謝金 
・ 事務用品、印紙代 
・ 技術実証資材 
・ 書類等の印刷費及び製本費 
・ 郵便料、電信電話料及び運搬費 

被害状況調

査 
・ 日々雇用される雑役並びに事務及び技術補助員に対する賃

金（地方公共団体に勤務する者については、報酬・給料・職員

手当等） 
・ 専門的知識を提供する者への旅費・謝金 
・ 事務用品、印紙代 
・ 調査機材及びその借料 
・ 書類等の印刷費及び製本費 
・ 郵便料、電信電話料及び運搬費 
・ 車両の借料及びその燃料代 
・ ＧＩＳを用いた地図上への可視化に必要な資材費及び導入

費（データ入力等を含む。） 
生息環境管

理 
緩衝帯の整

備、放任果樹

除去、雑木林

の刈払い等 

・ 緩衝帯等の整備活動への役務要請に対する賃金（地方公共

団体に勤務する者については、報酬・給料・職員手当等） 
・ 専門的知識を提供する者への旅費・謝金 
・ 事務用品、印紙代 
・ 請負施工費 
・ 放牧家畜の借料 
・ 緩衝帯整備等に従事する者に対する保険代 
・ 緩衝帯の整備に必要な資材 
・ 測量器材、刈払機、重機、車両の借料及びその燃料代 

ジビエ等の

利用拡大に

向けた地域

の取組 

  
販売拡大支

援 
・ 会場借料、会議用機械器具の借料 
・ 原材料、薬品類及び事務用品、設備や物品、図書及び参考文

献の購入等に要する経費 
・ 書類等の印刷費及び製本費 
・ 郵便料、電信電話料及び運搬費 
・ 研修会の開催、研修会への参加、資料収集、各種調査、打合

せ、商談等に要する経費 
・ 専門的知識を提供する者への旅費・謝金 
・ 衛生管理認証取得に要する経費 
・ 日々雇用される雑役並びに事務及び技術補助員に対する賃
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金（地方公共団体に勤務する者については、報酬・給料・職員

手当等） 
・ 本事業の成果の一部を構成する調査の実施、取りまとめ等

を他の者に委託するために要する経費 
・ 役務費（それだけでは事業の成果としては成り立たない分

析、試験等を行う経費） 
・ 手数料、印紙代 
・ 成果発表に必要な経費 
・ 情報提供や普及啓発に必要な経費   

搬入促進支

援 
・ 車両のリース料 

鳥獣被害対

策実施隊体

制強化 

実施隊員の

人材育成 
・ 専門的知識・技術を提供する者への旅費・謝金 
・ 研修教材費 
・ 研修資材費 
・ 事務用品 

新規猟銃取

得支援 
・ 銃購入費 

捕獲サポー

ト体制の構

築 

 ・ 会場借料、会議用機械器具の借料 
・ 事務用品及び印紙代 
・ 書類の印刷費及び製本費 
・ 郵便料、電信電話料及び運搬費 
・ 研修教材費 
・ 捕獲サポート体制の構築への役務要請に対する賃金（地方公

共団体に勤務する者については、報酬・給料・職員手当等） 
・ 専門的知識を提供する者への旅費・謝金 
・ 作業に従事する者に対する保険代 
・ 重機・車両の借料及び燃料代 
・ 捕獲サポート活動に必要な資材（餌代含む） 

処理加工施

設の人材育

成 

 ・ 専門的知識・技術を提供する者への謝金・旅費 
・ 研修会への参加に要する経費 
・ 研修教材費 
・ 事務用品 

ＩＣＴの活

用による情

報管理の効

率化 

 ・ ＩＣＴシステムの導入費 
・ 事務用品 

放射性物質

影響地域の

ジビエ利活

用推進 

 ・ 放射性物質検査費用 
・ 郵便料、電信電話料及び運搬費 
・ 消耗品（サンプリングに係るもの） 

注 わなに係る給餌等経常的な経費、施設の維持管理費、捕獲鳥獣の買上経費、捕獲報奨金のほ

か、モンキードッグ、花火、煙火、モデルガン、パチンコ等の購入費や不特定多数の者を対象

としたシンポジウム、ポスター・リーフレット等の普及啓発資料作成に要する経費は、交付対

象経費とする取組を除き交付の対象外とする。 
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別記様式第１号（別記１の第４の１、別記２の第３の１及び２、別記３の第３の１及

び２、別記４の第４の１、別記５の第４の１、別記８の第４の１の（１）及び４の（１）

関係） 

 

番   号 

年 月 日 

 

 

 ○○農政局長   殿 

  北海道にあっては農林水産省農村振興局長 

 沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局長 

 

 

○○県（都道府）知事 

 

                      氏名 

 

 

令和○○年度鳥獣被害防止総合対策交付金（鳥獣被害防止総合支援事業（鳥

獣被害防止都道府県活動支援事業）（都道府県広域捕獲活動支援事業）（鳥

獣被害防止緊急捕獲活動支援事業）（シカ特別対策等事業）（鳥獣被害防止

対策促進支援事業（中山間地域等鳥獣被害防止施設整備事業、広域柵等鳥獣

被害防止施設整備事業）））の都道府県事業実施計画の協議（変更協議）に

ついて 

 

 

 鳥獣被害防止総合対策交付金実施要領（平成 20 年３月 31 日付け 19 生産第 9424 号

農林水産省生産局長通知）別記１の第４の１の（４）（第４の１の（６））（別記２

の第３の１（第３の２））（別記３の第３の１（第３の２）（別記４の第４の１の（４）

（第４の１の（６））（別記５の第４の１の（１）のエ（第４の１の（１）のカ）、

第４の１の（２）のウ（第４の１の（２）のエ））（別記８の第４の１の（１）、第

４の４の（１））の規定に基づき、関係書類を添えて協議する。 

 

 （注）１ 関係書類として、別記様式６号の都道府県計画を添付すること。 

    ２ 当該事業の協議内容がわかる資料を添付すること。 

 ３ 変更する場合は、当該計画書において、変更前と変更が比較対照できる      

ように変更部分を二段書きとし、変更前を括弧書きで上段に記載するこ

と。 
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別記様式第２号（別記１の第５の３、別記４の第５の３、別記５の第５の１及び２の

（２）、別記８の第５の１の（３）及び４の（３）関係） 

 

鳥獣被害防止総合対策交付金(鳥獣被害防止総合支援事業、鳥獣被害防止緊急捕獲活

動支援事業、シカ特別対策等事業、鳥獣被害防止対策促進支援事業（中山間地域等

鳥獣被害防止施設整備事業、広域柵等鳥獣被害防止施設整備事業）)の事業実施状況

報告（令和○○年度） 

 

 

番   号 

年 月 日 

 

 

 ○○農政局長   殿 

  北海道及び広域コンソーシアムにあっては農林水産省農村振興局長 

 沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局長 

 

 

○○県（都道府）知事 
 

                           氏名     
 

                                                又は 

                          所在地 

                           団体名 

                                                  （協議会等名）        

                          代表者  

 

 

鳥獣被害防止総合対策交付金実施要領（平成 20 年３月 31 日付け 19 生産第 9424 号

農林水産省生産局長通知）別記１の第５の３（別記４の第５の３）（別記５の第５の

１及び２の（２））（別記８の第５の１の（３）及び４の（３））の規定により、別

添のとおり報告する。 

 

 

  （注）１ 都道府県にあっては、別記様式第７号を添付する。 

２ 広域都道府県域事業実施主体（鳥獣被害防止総合支援事業、シカ特別

対策等事業（シカ緊急捕獲対策）、鳥獣被害防止対策促進支援事業（中

山間地域等鳥獣被害防止施設整備事業、広域柵等鳥獣被害防止施設整備

事業））の添付する別添にあっては、別記様式第９号に準ずるものとす
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る。また、広域都道府県域事業実施主体（鳥獣被害防止緊急捕獲活動支

援事業）の添付する別添にあっては、別記４の別記様式第１号とする。 
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別記様式第３号（別記１の第６の１、別記２の第５、別記３の第５、別記４の第６、

別記５の第６、別記８の第６の１の（１）及び４の（１）関係） 

 

鳥獣被害防止総合対策交付金(鳥獣被害防止総合支援事業、鳥獣被害防止都道府県活

動支援事業、都道府県広域捕獲活動支援事業、鳥獣被害防止緊急捕獲活動支援事

業、シカ特別対策等事業及び鳥獣被害防止対策促進支援事業（中山間地域等鳥獣被

害防止施設整備事業、広域柵等鳥獣被害防止施設整備事業）)の評価報告 

（令和○○年度） 

 

 

番   号 

年 月 日 

 

 

 ○○農政局長   殿 

  北海道にあっては農林水産省農村振興局長 

 沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局長 

 

 

○○県（都道府）知事 
 

                           氏名         
 

                                                又は 

                          所在地 

                           団体名 

                                                  （協議会等名） 

                          代表者 

 

 

鳥獣被害防止総合対策交付金実施要領（平成 20 年３月 31 日付け 19 生産第 9424 号

農林水産省生産局長通知）別記１の第６の１の（２）の規定により、別添のとおり報

告する。 

 

 （注）１ 都道府県にあっては、別記様式第８号を添付する。 

       ２ 広域都道府県域事業実施主体にあっては、別記様式第 10 号を添付する。 
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別記様式第４号（別記１の第６の２、別記４の第６、別記５の第６の１、別記８の第

６の１の（２）及び４の（２）関係） 
 

番   号 

年 月 日 

 

○○農政局長   殿 

北海道にあっては農林水産省農村振興局長        

沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局長      

又は 

○○県（都道府）知事  殿  

 

○○県（都道府）知事 
 

氏名 
 
                                                 又は 

                           所在地 

                            団体名 

                                                   （協議会等名） 

                           代表者 

 

 

令和○○年度鳥獣被害防止総合対策交付金（鳥獣被害防止総合支援事業、

鳥獣被害防止緊急捕獲活動支援事業、シカ特別対策等事業（シカ緊急捕獲

対策）、鳥獣被害防止対策促進支援事業（中山間地域等鳥獣被害防止施設

整備事業、広域柵等鳥獣被害防止施設整備事業）に関する改善計画につい

て 

 

 

 令和○○年度において鳥獣被害防止総合対策交付金で実施した事業について、当初

事業実施計画の目的の達成が図られるよう、下記の改善計画を実施することとするの

で、報告します。 

 

 

記 

 

１ 事業の導入及び取組の経過 

 

２ 当初事業実施計画の目標が未達成である原因及び問題点 

 

３ 実績及び改善計画 

  （改善計画は、下記の様式により作成すること。なお、要領に定める事業実施状

況報告書の写しを添付すること。） 
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 （様式）被害防止計画の達成状況に係る部分 

区分 

 

 

 

指標 

 

 

 

対象鳥獣 

 

 

 

被害防止計画の達成状況 達成率

（％） 

 

 

備考 

 

 

 

目 標

（ 年） 

 

基準年度

の実績 

（ 年） 

１年目 

（ 年） 

 

２年目 

（ 年） 

 

３年目 

（ 年） 

 

被害防止

計画（被

害の軽減

目標） 

 

 

 

被害金額 

（千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

被害面積 

（ha） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （注）１ 指標は、被害防止計画と整合をとること。 

    ２ 被害防止計画の達成状況のうち、「目標」、「基準年度の実績」は被害防止

計画から転記し、それ以外は被害防止計画に基づく取組実績を記載するこ

と。 

    ３ 指標ごとの合計も記載すること。 

４ 被害防止計画を見直し、目標の変更を行った場合は、備考欄に新たな目

標を記載すること。 

 

（様式）施設の利用計画に係る部分（整備事業を実施した場合に記載） 

 

区 分 

 

 

 

指 標 

 

 

事業実施後の状況 改善計画 

目 標 

 

（ 年） 

計  画 

策定時 

（ 年） 

１年目 

 

（ 年） 

２年目 

 

（ 年） 

３年目 

 

（ 年） 

改善計 

画策定 

（ 年） 

１年目 

 

（ 年） 

２年目 

 

（ 年） 

３年目 

 

（ 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

利用量 

（ ㎞ ､ ha

等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

利用率 

（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

収支差 

（千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

収支率 

（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

累 積 

赤 字 

（千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （注）１ 利用率は、当該年度の数字を目標年度の数字で除して求める。 

２ 収支率は、収入／支出×100 とする 

３ 目標年が４年以上の取組等、必要に応じて、適宜欄を追加して記入する

こと。 
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４ 協議会の構成員が申請する場合は、参画協議会名も記載すること。 

５ 区分の欄は、鳥獣被害防止施設、食肉利用等施設、捕獲技術高度化施設

等と記載すること。 

 

４ 改善方策 

（要領に定める事業評価報告書の事業効果及び評価の欄を参照し、問題点の解決

のために必要な方策を、事業内容の見直しを含め具体的に記述すること。） 

 

５ 改善計画を実施するための推進体制 
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別記様式第５号（別記１の第４の４、別記２の第３の３、別記３の第３の３、別記４

の第４の４、別記５の第４の４、別記８の第４の１の（４）及び４の（４）関係） 

 

番   号 

年 月 日 

○○農政局長   殿 

北海道及び広域コンソーシアムにあっては農林水産省農村振興局長 

 沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局長 

又は 

○○県（都道府）知事  殿 

 

                      所在地 

                       団体名 

                                              （協議会名） 

                       代表者  役職 氏名    

                                            又は 

                      所在地 

                       団体名 

                                              （協議会等名）                 

                      代表者            

又は 

                                            ○○県（都道府）知事 

                                            氏名 

 

令和○○年度鳥獣被害防止総合対策交付金（鳥獣被害防止総合支援事業、

鳥獣被害防止都道府県活動支援事業、都道府県広域捕獲活動支援事業、鳥

獣被害防止緊急捕獲活動支援事業、シカ特別対策等事業、鳥獣被害防止対

策促進支援事業（中山間地域等鳥獣被害防止施設整備事業、広域柵等鳥獣

被害防止施設整備事業））の交付決定前着手届 

 

 

令和○○年度に交付対象計画として決定された事業実施計画（都道府県計画）に基

づく下記事項について、別記条件を了承の上、交付金交付決定前に着手することとし

たので、お届けする。 

 

記 

 

 １ 事業内容及び事業量 
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 ２ 事業費 

 ３ 着手予定年月日 

 ４ 事業完了予定年月日 

 ５ 交付決定前着手を必要とする理由 

 

 

 

 別記条件 

 

１ 交付金交付決定を受けるまでの期間内に、天災地変等の事由によって実施した

施策に損失を生じた場合、これらの損失は、事業実施主体が負担するものとする。 

２ 交付金交付決定を受けた交付金額が交付申請額又は交付申請予定額に達しな

い場合においても、異議がないこと。 

３ 当該施策については、着手から交付金交付決定を受ける期間内においては、計

画変更は行わないこと。 

４ 協議会の構成員が申請する場合は、参画協議会名も記載すること。 
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都道府県名 ○○県（都道府）

事業実施年度 令和   年度
(令和  年 月末時点)

2　農林水産業等に係る鳥獣被害の現状と課題

3　課題を解決するための対応方針（上記の課題に対応させて記述すること。）

４　県（都道府）の目標

５　地域提案メニューの内容

6 都道府県の捕獲計画の内容（鳥獣被害防止緊急捕獲活動支援事業を実施する場合のみ記載）

本年度の都道府県内の有害捕獲計画（又は実績）

○年度 ○年度 ○年度

埋設経費

交付金額計(円) 焼却経費 交付金額計（円）

現地確認等経費

注１：必要に応じて行を追加すること。

 　２：捕獲計画は被害防止計画を踏まえて記載するとともに、有害捕獲に限るものとする。

（事業概要）
（１）推進事業（鳥獣被害防止総合支援事業）概要

　別紙１

（２）整備事業（鳥獣被害防止総合支援事業、鳥獣被害防止対策促進支援事業（中山間地域等鳥獣被害防止施設整備事業、広域柵等鳥獣被害防止施設整備事業）概要

　別紙２

（３）被害防止計画の概要

　別紙３

（４）都道府県活動支援（鳥獣被害防止都道府県活動支援事業）の概要

別紙４

（５）広域捕獲活動支援（都道府県広域捕獲活動支援事業）の概要

別紙５

（６）緊急捕獲活動（鳥獣被害防止緊急捕獲活動支援事業、シカ特別対策等事業（シカ緊急捕獲対策））の概要

別紙６

（７）シカ特別対策（シカ特別対策等事業（シカ特別対策））の概要

別紙７

（事業の経費の配分） 　 （円）

推進交付金

推進事業（総合支援）

都道府県活動支援

広域捕獲活動支援

緊急捕獲活動

整備交付金

（都道府県附帯事務費） （円）

注１： 取組内容については、農村振興局長が別に定める附帯事務費の使途基準により記載する。

　 ２： 取組内容については、内容、数量×単価、等を用いて記載すること。

　 ３： 事業費の欄については、整備事業に要する総事業費を、交付金の欄については、事業費に1.0％を乗じて得た額の充当率（二分の一）を乗じた得た額の範囲内で記載する。

別記様式第６号（別記１の第４の２、別記２の第３の１、別記３の第３の１、別記４の第４の２、別記５の第４の２、別記８の第４の１の（２）及び４の（２）関係）

○○県（都道府）計画(又は実績）

Ⅰ　事業内容
１　事業費等

　事業費     　　　　　　　　　　　　　　　　円 （うち交付金　　　　　　　　　　　円） 管内市町村数

処理経費等（円）

（うち交付金　　　　　　　　　　　円）

　　　（事業計画地区等における現状と課題について、数値等も用いて具体的に記述すること。）

　　（地域提案の背景、狙い及び具体的な内容等を記述すること。）

被害防止計画作成数（協議中含む）

　　（上記対応方針や近年の捕獲傾向等を踏まえ、捕獲計画達成に向けた都道府県としての体制や方針、環境省の指定管理鳥獣捕獲等事業との連携の考え方、効率的な捕獲実施のための単価の設定及び調整等の都道府県としての考え
方等を具体的に記載すること。）

対象鳥獣

（内訳を記載すること。）

市町村費

交付金額
（円）

事業費 交付金

直近３カ年の有害捕獲実績（頭数） 有害捕獲計
画（又は実
績）数（頭
数）

上限単価
（円/頭・羽）

取組内容

事業費

シカ特別対策

附帯事務費

うち地域提案メニュー分　　　　　　　　　　　　円

　（上記の課題に対応するための都道府県としての方針を記述すること。なお、鳥獣対策を進める上で、有害捕獲・被害防除・生息環境管理の各取組を総合的に実施するために都道府県としての方針を記述するものとし、記載例を以下に示
す。）
　　　【記載例】
　　　　県は、市町村に対し、鳥獣対策を推進するに当たり、有害捕獲・被害防除・生息環境管理の各取組を総合的に実施するよう指導する。
　　　　○有害捕獲に関する事項
　　　　　・捕獲体制の整備[目的：被害を与える鳥獣に応じた捕獲体制を構築]
　　　　　・捕獲機材の整備[目的：捕獲方法に応じて不足する捕獲機材を整備]
　　　　　・生息状況調査の実施[目的：被害を与える鳥獣の生息状況の把握]
　　　　○被害防除に関する事項
　　　　　・侵入防止柵の整備[目的：被害が発生している農地へ侵入防止柵を整備]
　　　　　・追い払い活動の実施[目的：効果的・継続的な追い払いによる被害防除]
　　　　　・被害状況調査の実施[目的：地域における被害状況及び加害鳥獣の把握]
　　　　○生息環境管理に関する事項
　　　　　・緩衝帯の整備[目的：鳥獣を寄せ付けない対策として緩衝帯を整備]
　　　　　・放任果樹の除去[目的：地域のえさ源対策として放任果樹等を除去]

　　（上記方針に従って、具体的な目標を記述すること。）

交付金 都道府県費 その他 備考区分

内
訳
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)
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)
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＋
⑩

）
⑨

IC
T
等

新
技

術
の

活
用

事
業

費

⑦
鳥

類
複

合
対

策

実
　

施
内

容
の

概
　

要

事
業

費
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〔
２

／
２

〕

国
　

庫
交

付
金

国
　

庫
交

付
金

国
　

庫
交

付
金

国
　

庫
交

付
金

国
　

庫
交

付
金

国
　

庫
交

付
金

国
　

庫
交

付
金

国
　

庫
交

付
金

国
　

庫
交

付
金

国
　

庫
交

付
金

国
　

庫
交

付
金

国
　

庫
交

付
金

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

注
１

：
事

業
の

種
類

に
つ

い
て

は
、

被
害

緊
急

対
応

型
は

１
、

広
域

連
携

型
は

２
を

記
入

す
る

。

２
：

事
業

計
画

(又
は

実
績

）
の

内
容

に
つ

い
て

は
、

推
進

事
業

と
整

備
事

業
が

一
体

の
場

合
に

は
１

、
推

進
事

業
の

場
合

に
は

２
、

整
備

事
業

の
場

合
に

は
３

を
記

入
す

る
。

３
：

 　
４

：
（
＊

）
に

つ
い

て
は

、
単

位
当

た
り

の
単

価
（
例

：
○

円
／

h
a等

）
を

記
載

す
る

と
と

も
に

、
上

限
単

価
を

超
え

た
単

価
を

特
に

認
め

る
（
認

め
た

）
場

合
に

あ
っ

て
は

、
（
特

）
と

記
載

す
る

。

 　
５

：
取

組
区

分
欄

に
は

、
新

規
事

業
実

施
主

体
の

取
組

は
「
１

」
、

実
施

隊
の

取
組

は
「
２

」
を

記
入

す
る

。

６
：

農
業

者
団

体
等

民
間

団
体

被
害

防
止

活
動

に
つ

い
て

は
、

「
有

害
捕

獲
」
、

「
被

害
防

除
」
、

「
生

息
環

境
管

理
」
欄

等
に

そ
れ

ぞ
れ

記
入

す
る

。

 　
７

：
事

業
実

施
主

体
の

種
類

に
つ

い
て

は
、

協
議

会
は

「
１

」
、

協
議

会
構

成
員

は
「
２

」
、

協
議

会
の

構
成

員
で

あ
る

農
業

協
同

組
合

、
森

林
組

合
、

漁
業

協
同

組
合

そ
の

他
の

農
林

漁
業

関
係

団
体

又
は

農
林

漁
業

関
係

団
体

が
組

織
す

る
団

体
は

「
３

」
、

コ
ン

ソ
ー

シ
ア

ム
は

「
４

」
を

記
入

す
る

。
 　

８
：

ジ
ビ

エ
等

の
利

用
拡

大
に

向
け

た
地

域
の

取
組

の
う

ち
搬

入
促

進
支

援
の

取
組

に
つ

い
て

は
、

解
体

機
能

を
有

す
る

車
両

の
導

入
に

よ
り

予
定

さ
れ

る
販

売
先

及
び

販
売

数
量

に
つ

い
て

、
実

施
内

容
の

概
要

欄
に

記
載

す
る

こ
と

。

合
　

計

事
業

実
施

主
体

名
（
参

画
協

議
会

名
）

構
成

市
町

村
名

事
業

の
種

類

１
）
実

施
隊

員
の

人
材

育
成

事
業

実
施

主
体

の
種

類

⑯
鳥

獣
被

害
対

策
実

施
隊

体
制

強
化

㉑
推

進
事

業
合

計
（
⑪

＋
⑫

＋
⑬

＋
⑭

＋
⑮

＋
⑯

＋
⑰

＋
⑱

＋
⑲

＋
⑳

）

備
考

の
欄

の
合

計
欄

に
は

、
仕

入
れ

に
係

る
消

費
税

等
相

当
額

に
つ

い
て

、
こ

れ
を

減
額

し
た

場
合

に
は

「
除

税
額

○
○

円
　

う
ち

国
費

○
○

円
」
を

、
同

税
額

が
な

い
場

合
に

は
「
該

当
な

し
」
と

、
同

税
額

が
明

ら
か

で
な

い
場

合
に

は
「
含

税
額

」
と

そ
れ

ぞ
れ

記
入

す
る

。

推
進

事
業

実
　

施
内

容
の

概
　

要

事
業

費
実

　
施

内
容

の
概

　
要

事
業

費
実

　
施

内
容

の
概

　
要

事
業

費
実

　
施

内
容

の
概

　
要

事
業

費
実

　
施

内
容

の
概

　
要

事
業

費
実

　
施

内
容

の
概

　
要

事
業

費
実

　
施

内
容

の
概

　
要

実
　

施
内

容
の

概
　

要

事
業

費
事

業
費

⑳
放

射
性

物
質

影
響

地
域

の
ジ

ビ
エ

利
活

用
推

進
⑲

ＩＣ
Ｔ

の
活

用
に

よ
る

情
報

管
理

の
効

率
化

⑱
処

理
加

工
施

設
の

人
材

育
成

⑰
捕

獲
サ

ポ
ー

ト
体

制
の

構
築

備
考

実
　

施
内

容
の

概
　

要

事
業

費

事
業

計
画

の
内

容

２
）
新

規
猟

銃
取

得
支

援

実
　

施
内

容
の

概
　

要

事
業

費
事

業
費

事
業

費
実

　
施

内
容

の
概

　
要⑮

ジ
ビ

エ
等

の
利

用
拡

大
に

向
け

た
地

域
の

取
組

１
）
販

売
拡

大
支

援
２

）
搬

入
促

進
支

援
⑭

ＩＣ
Ｔ

等
新

技
術

実
証

⑬
大

規
模

緩
衝

帯
（
＊

）
⑫

誘
導

捕
獲

柵
わ

な
（
＊

）

取
組

区
分
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（
２

）
整

備
事

業
（
鳥

獣
被

害
防

止
総

合
支

援
事

業
、

鳥
獣

被
害

防
止

対
策

促
進

支
援

事
業

（
中

山
間

地
域

等
鳥

獣
被

害
防

止
施

設
整

備
事

業
、

広
域

柵
等

鳥
獣

被
害

防
止

施
設

整
備

事
業

）
の

概
要

２
　

事
業

計
画

(又
は

実
績

）
の

概
要

（
整

備
事

業
）

〔
１

／
２

〕

国
庫

交
付

金
国

庫
交

付
金

国
庫

交
付

金
国

庫
交

付
金

国
庫

交
付

金
国

庫
交

付
金

国
庫

交
付

金
国

庫
交

付
金

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

注
１

：
事

業
の

種
類

に
つ

い
て

は
、

被
害

緊
急

対
応

型
は

１
、

広
域

連
携

型
は

２
を

記
入

す
る

。

２
：

事
業

計
画

(又
は

実
績

）
の

内
容

に
つ

い
て

は
、

推
進

事
業

と
整

備
事

業
が

一
体

の
場

合
に

は
１

、
推

進
事

業
の

場
合

に
は

２
、

整
備

事
業

の
場

合
に

は
３

を
記

入
す

る
。

３
：

鳥
獣

被
害

防
止

施
設

に
つ

い
て

、
効

率
的

な
捕

獲
の

促
進

に
資

す
る

よ
う

、
ス

マ
ー

ト
セ

ン
サ

ー
等

の
ＩＣ

Ｔ
を

用
い

た
わ

な
そ

の
他

の
捕

獲
施

設
と

一
体

的
な

整
備

を
図

る
場

合
に

は
、

そ
の

内
容

を
記

載
す

る
。

４
：

捕
獲

技
術

高
度

化
施

設
に

つ
い

て
は

、
設

備
の

概
要

を
記

載
す

る
。

５
：

６
法

指
定

地
域

の
有

無
の

欄
に

つ
い

て
は

、
該

当
す

る
地

域
指

定
が

あ
る

場
合

は
1
、

ど
の

地
域

指
定

も
該

当
し

な
い

場
合

は
２

を
、

記
入

す
る

。
（
資

材
費

定
額

の
柵

を
整

備
す

る
場

合
で

あ
っ

て
も

記
載

）

６
：

備
考

の
欄

の
合

計
欄

に
は

、
仕

入
れ

に
係

る
消

費
税

等
相

当
額

に
つ

い
て

、
こ

れ
を

減
額

し
た

場
合

に
は

「
除

税
額

○
○

円
　

う
ち

国
費

○
○

円
」
を

同
税

額
が

な
い

場
合

に
は

「
該

当
な

し
」
と

、
同

税
額

が
明

ら
か

で
な

い
場

合
に

は
「
含

税
額

」
と

そ
れ

ぞ
れ

記
入

す
る

。

　
 ７

：
（
＊

）
に

つ
い

て
は

、
単

位
当

た
り

の
単

価
（
例

：
○

円
／

ｍ
等

）
を

記
載

す
る

と
と

も
に

、
上

限
単

価
を

超
え

た
単

価
を

特
に

認
め

る
（
認

め
た

）
場

合
に

あ
っ

て
は

、
（
特

）
と

記
載

す
る

。
ま

た
、

食
肉

利
用

等
施

設
に

つ
い

て
は

、
予

定
の

販
売

先
及

び
販

売
数

量
に

つ
い

て
、

実
施

内
容

の
概

要
欄

に
記

載
す

る
こ

と
。

　
 ８

：
地

域
資

源
を

活
用

し
た

農
林

漁
業

者
等

に
よ

る
新

事
業

の
創

出
等

及
び

地
域

の
農

林
水

産
物

の
利

用
促

進
に

関
す

る
法

律
（
平

成
2
2
年

法
律

第
6
7
号

）
第

5
条

に
基

づ
く
総

合
化

事
業

に
関

す
る

計
画

に
記

載
さ

れ
る

こ
と

が
確

実
な

処
理

加
工

施
設

に
つ

い
て

は
、

（
六

）
と

記
載

す
る

。
　

 ９
：

　
 1

0
：

 1
1
：

事
業

実
施

主
体

の
種

類
に

つ
い

て
は

、
協

議
会

は
「
１

」
、

協
議

会
構

成
員

は
「
２

」
、

協
議

会
の

構
成

員
で

あ
る

農
業

協
同

組
合

、
森

林
組

合
、

漁
業

協
同

組
合

そ
の

他
の

農
林

漁
業

関
係

団
体

又
は

農
林

漁
業

関
係

団
体

が
組

織
す

る
団

体
は

「
３

」
、

コ
ン

ソ
ー

シ
ア

ム
は

「
４

」
を

記
入

す
る

。

対
象

鳥
獣

対
象

鳥
獣

実
施

内
容

の
概

要

事
業

費
実

施
内

容
の

概
要

事
業

費

事
業

実
施

主
体

の
種

類
ジ

ビ
エ

未
利

用
地

域
に

該
当

す
る

か
否

か

通
常

補
助

率
（
１

／
２

等
）
分

（
＊

）

合
　

計

焼
却

施
設

（
＊

）
（
減

容
化

の
た

め
の

施
設

を
含

む
。

）
食

肉
利

用
等

施
設

（
＊

）
（
食

肉
等

を
原

料
と

す
る

加
工

製
造

の
た

め
の

設
備

を
含

む
。

）

事
業

費
対

象
鳥

獣
実

施
内

容
の

概
要

事
業

費

資
材

費
定

額
分

（
＊

）
通

常
補

助
率

（
１

／
２

等
）
分

（
＊

）
資

材
費

定
額

分
（
＊

）

（
別

紙
２

）

○
○

県
（
都

道
府

）
計

画
(又

は
実

績
）

構
成

市
町

村
名

②
処

理
加

工
施

設

１
 事

業
実

施
主

体
等

IC
T

等
の

活
用

の
有

無
（
○

・
×

）

①
鳥

獣
被

害
防

止
施

設
（
再

編
整

備
）

対
象

鳥
獣

事
業

実
施

主
体

名
（
参

画
協

議
会

名
）

①
鳥

獣
被

害
防

止
施

設
（
新

規
整

備
）

事
業

費

事
業

計
画 の

内
容

実
施

内
容

の
概

要

①
鳥

獣
被

害
防

止
施

設
（
既

設
柵

の
地

際
補

強
）

IC
T

等
の

活
用

の
有

無
（
○

・
×

）

資
材

費
定

額
分

（
＊

）
通

常
補

助
率

（
１

／
２

等
）
分

（
＊

）

対
象

鳥
獣

実
施

内
容

の
概

要

事
業

費
対

象
鳥

獣
実

施
内

容
の

概
要

事
業

費

事
業 の

種
類

対
象

鳥
獣

実
施

内
容

の
概

要
実

施
内

容
の

概
要

事
業

費

事
業

実
施

主
体

ご
と

事
業

内
容

（
鳥

獣
被

害
防

止
施

設
、

処
理

加
工

施
設

、
捕

獲
技

術
高

度
化

施
設

、
地

域
提

案
）
ご

と
に

各
地

域
の

有
害

捕
獲

活
動

（
鳥

獣
被

害
防

止
総

合
支

援
事

業
の

一
斉

捕
獲

、
市

単
独

事
業

な
ど

の
鳥

獣
被

害
防

止
緊

急
捕

獲
活

動
支

援
事

業
以

外
の

捕
獲

を
含

む
。

）
を

進
め

る
際

に
そ

の
捕

獲
効

率
を

高
め

る
た

め
、

本
施

設
整

備
が

ど
の

よ
う

に
寄

与
す

る
か

具
体

的
に

必
ず

記
載

の
こ

と
（
別

紙
２

別
添

に
整

理
）

整
備

事
業

対
象

鳥
獣

IC
T

等
の

活
用

の
有

無
（
○

・
×

）

中
山

間
地

に
該

当
す

る
か

否
か

の
欄

は
、

６
法

指
定

地
域

の
ほ

か
、

沖
縄

、
奄

美
群

島
、

小
笠

原
諸

島
、

豪
雪

地
帯

対
策

特
別

措
置

法
第

2
条

第
2
項

に
基

づ
き

指
定

さ
れ

た
特

別
豪

雪
地

帯
、

旧
急

傾
斜

地
帯

農
業

振
興

臨
時

特
別

措
置

法
第

３
条

に
基

づ
き

指
定

さ
れ

た
地

域
又

は
受

益
地

内
の

平
均

1
5
度

以
上

の
地

域
（
水

田
地

帯
を

除
く
）
、

「
農

林
統

計
に

用
い

る
地

域
区

分
の

制
定

に
つ

い
て

」
（
平

成
1
3
年

1
1
月

3
0
日

付
け

1
9
等

計
第

9
5
6
号

）
に

お
い

て
、

中
間

農
業

地
域

又
は

山
間

農
業

地
域

に
分

類
さ

れ
て

い
る

地
域

の
い

ず
れ

か
の

地
域

に
該

当
す

る
場

合
は

１
、

該
当

し
な

い
場

合
は

２
を

記
入

す
る

。
（
資

材
費

定
額

の
柵

を
整

備
す

る
場

合
で

あ
っ

て
も

記
載

）
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〔
２

／
２

〕

国
庫

交
付

金
国

庫
交

付
金

国
庫

交
付

金

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

注
１

：
事

業
の

種
類

に
つ

い
て

は
、

被
害

緊
急

対
応

型
は

１
、

広
域

連
携

型
は

２
を

記
入

す
る

。

２
：

事
業

計
画

(又
は

実
績

）
の

内
容

に
つ

い
て

は
、

推
進

事
業

と
整

備
事

業
が

一
体

の
場

合
に

は
１

、
推

進
事

業
の

場
合

に
は

２
、

整
備

事
業

の
場

合
に

は
３

を
記

入
す

る
。

３
：

鳥
獣

被
害

防
止

施
設

に
つ

い
て

、
効

率
的

な
捕

獲
の

促
進

に
資

す
る

よ
う

、
ス

マ
ー

ト
セ

ン
サ

ー
等

の
ＩＣ

Ｔ
を

用
い

た
わ

な
そ

の
他

の
捕

獲
施

設
と

一
体

的
な

整
備

を
図

る
場

合
に

は
、

そ
の

内
容

を
記

載
す

る
。

４
：

捕
獲

技
術

高
度

化
施

設
に

つ
い

て
は

、
設

備
の

概
要

を
記

載
す

る
。

５
：

６
法

指
定

地
域

の
有

無
の

欄
に

つ
い

て
は

、
該

当
す

る
地

域
指

定
が

あ
る

場
合

は
1
、

ど
の

地
域

指
定

も
該

当
し

な
い

場
合

は
２

を
、

記
入

す
る

。
（
資

材
費

定
額

の
柵

を
整

備
す

る
場

合
で

あ
っ

て
も

記
載

）

６
：

備
考

の
欄

の
合

計
欄

に
は

、
仕

入
れ

に
係

る
消

費
税

等
相

当
額

に
つ

い
て

、
こ

れ
を

減
額

し
た

場
合

に
は

「
除

税
額

○
○

円
　

う
ち

国
費

○
○

円
」
を

同
税

額
が

な
い

場
合

に
は

「
該

当
な

し
」
と

、
同

税
額

が
明

ら
か

で
な

い
場

合
に

は
「
含

税
額

」
と

そ
れ

ぞ
れ

記
入

す
る

。

　
 ７

：
（
＊

）
に

つ
い

て
は

、
単

位
当

た
り

の
単

価
（
例

：
○

円
／

ｍ
等

）
を

記
載

す
る

と
と

も
に

、
上

限
単

価
を

超
え

た
単

価
を

特
に

認
め

る
（
認

め
た

）
場

合
に

あ
っ

て
は

、
（
特

）
と

記
載

す
る

。
ま

た
、

食
肉

利
用

等
施

設
に

つ
い

て
は

、
予

定
の

販
売

先
及

び
販

売
数

量
に

つ
い

て
、

実
施

内
容

の
概

要
欄

に
記

載
す

る
こ

と
。

　
 ８

：
地

域
資

源
を

活
用

し
た

農
林

漁
業

者
等

に
よ

る
新

事
業

の
創

出
等

及
び

地
域

の
農

林
水

産
物

の
利

用
促

進
に

関
す

る
法

律
（
平

成
2
2
年

法
律

第
6
7
号

）
第

5
条

に
基

づ
く
総

合
化

事
業

に
関

す
る

計
画

に
記

載
さ

れ
る

こ
と

が
確

実
な

処
理

加
工

施
設

に
つ

い
て

は
、

（
六

）
と

記
載

す
る

。
　

 ９
：

　
 1

0
：

 1
1
：

事
業

実
施

主
体

の
種

類
に

つ
い

て
は

、
協

議
会

は
「
１

」
、

協
議

会
構

成
員

は
「
２

」
、

協
議

会
の

構
成

員
で

あ
る

農
業

協
同

組
合

、
森

林
組

合
、

漁
業

協
同

組
合

そ
の

他
の

農
林

漁
業

関
係

団
体

又
は

農
林

漁
業

関
係

団
体

が
組

織
す

る
団

体
は

「
３

」
、

コ
ン

ソ
ー

シ
ア

ム
は

「
４

」
を

記
入

す
る

。

備
考

事
業

費
６

法
指

定
地

域
の

有
無

実
施

内
容

の
概

要
対

象
鳥

獣

③
捕

獲
技

術
高

度
化

施
設

整
備

事
業

の
合

計
（
①

＋
②

＋
③

＋
④

）
④

地
域

提
案

事
業

費
中

山
間

地
に

該
当

す
る

か
否

か

事
業

実
施

主
体

ご
と

事
業

内
容

（
鳥

獣
被

害
防

止
施

設
、

処
理

加
工

施
設

、
捕

獲
技

術
高

度
化

施
設

、
地

域
提

案
）
ご

と
に

各
地

域
の

有
害

捕
獲

活
動

（
鳥

獣
被

害
防

止
総

合
支

援
事

業
の

一
斉

捕
獲

、
市

単
独

事
業

な
ど

の
鳥

獣
被

害
防

止
緊

急
捕

獲
活

動
支

援
事

業
以

外
の

捕
獲

を
含

む
。

）
を

進
め

る
際

に
そ

の
捕

獲
効

率
を

高
め

る
た

め
、

本
施

設
整

備
が

ど
の

よ
う

に
寄

与
す

る
か

具
体

的
に

必
ず

記
載

の
こ

と
（
別

紙
２

別
添

に
整

理
）

実
施

内
容

の
概

要

事
業

費

事
業

実
施

主
体

名
（
参

画
協

議
会

名
）

構
成

市
町

村
名

事
業 の

種
類

事
業

計
画 の

内
容

事
業

実
施

主
体

の
種

類

合
　

計

整
備

事
業

中
山

間
地

に
該

当
す

る
か

否
か

の
欄

は
、

６
法

指
定

地
域

の
ほ

か
、

沖
縄

、
奄

美
群

島
、

小
笠

原
諸

島
、

豪
雪

地
帯

対
策

特
別

措
置

法
第

2
条

第
2
項

に
基

づ
き

指
定

さ
れ

た
特

別
豪

雪
地

帯
、

旧
急

傾
斜

地
帯

農
業

振
興

臨
時

特
別

措
置

法
第

３
条

に
基

づ
き

指
定

さ
れ

た
地

域
又

は
受

益
地

内
の

平
均

1
5
度

以
上

の
地

域
（
水

田
地

帯
を

除
く
）
、

「
農

林
統

計
に

用
い

る
地

域
区

分
の

制
定

に
つ

い
て

」
（
平

成
1
3
年

1
1
月

3
0
日

付
け

1
9
等

計
第

9
5
6
号

）
に

お
い

て
、

中
間

農
業

地
域

又
は

山
間

農
業

地
域

に
分

類
さ

れ
て

い
る

地
域

の
い

ず
れ

か
の

地
域

に
該

当
す

る
場

合
は

１
、

該
当

し
な

い
場

合
は

２
を

記
入

す
る

。
（
資

材
費

定
額

の
柵

を
整

備
す

る
場

合
で

あ
っ

て
も

記
載

）
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（
別

紙
３

）
（
３

）
被

害
防

止
計

画
の

概
要

○
○

県
（
都

道
府

）
計

画
(又

は
実

績
）

３
　

被
害

防
止

計
画

の
概

要
４

　
生

息
環

境
管

理
の

取
組

対
象

鳥
獣

現
状

値
目

標
値

（
備

考
）

対
象

鳥
獣

現
状

値
目

標
値

（
備

考
）

（
○

年
度

）
（
○

年
度

）
軽

減
率

（
○

年
度

）
（
○

年
度

）
軽

減
率

(万
円

)
(万

円
)

(％
)

(ｈ
ａ
)

(ｈ
ａ
)

(％
)

注
１

：
事

業
の

種
類

に
つ

い
て

は
、

被
害

緊
急

対
応

型
は

１
、

広
域

連
携

型
は

２
を

記
入

す
る

。

２
：

事
業

計
画

の
内

容
に

つ
い

て
は

、
推

進
事

業
と

整
備

事
業

が
一

体
の

場
合

に
は

１
、

推
進

事
業

の
場

合
に

は
２

、
整

備
事

業
の

場
合

に
は

３
を

記
入

す
る

。

　
　

　
　

　
　

　
　

 '
３

：
 生

息
環

境
管

理
の

実
施

内
容

に
つ

い
て

は
、

地
域

に
お

い
て

取
り

組
む

内
容

を
記

載
す

る
こ

と
。

被
害

面
積

の
軽

減
目

標
被

害
金

額
の

軽
減

目
標

合
　

計

１
 事

業
実

施
主

体
等

備
考

構
成

市
町

村
名

事
業

の
種

類

事
業

計
画

の
内

容

被
害

の
軽

減
目

標
（
被

害
防

止
計

画
の

目
標

）

事
業

実
施

主
体

名
（
参

画
協

議
会

名
）

生
息

環
境

管
理

の
実

施
内

容
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（別紙４）

○○県（都道府）計画（又は実績）

１　実施体制の整備

国庫交付金

円 円

２　広域捕獲活動（有害捕獲）

国庫交付金

円 円

３　新技術実証・普及活動

国庫交付金

円 円

４　人材育成活動

国庫交付金

円 円

５　ジビエ等の利用拡大に向けた地域の取組

国庫交付金

円 円

６　総事業費

事業費

　うち国庫交付金

注１：取組内容欄は具体的な内容及び積算等について詳細に記載すること。
   ２：事業費の50%を超えて委託する場合、都道府県が具体的な計画を作成の上、進行
　　　管理を適切に行うことができることが分かるよう取組内容を記載の上、参考資料等を
　　　添付すること。
　 ３：その他必要な参考資料等を添付すること。

取組内容 事業費 備　考

（具体的な内容及び積算）

計

円

取組内容

事業費

（具体的な内容及び積算）

計

計

円

備　考事業費

（４）都道府県活動支援（鳥獣被害防止都道府県活動支援事業）の概要

備　考

（具体的な内容及び積算）

計

事業費取組内容 備　考

（具体的な内容及び積算）

備　考取組内容 事業費

（具体的な内容及び積算）

計

取組内容
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１　事業の目的

２　計画の作成状況等

注：第二特定鳥獣管理計画の策定状況及び農林水産業の被害防止を目的とする捕獲が位置付けけられると判断できる記載を抜粋して記入すること。

３　事業の対象地域

注１：事業の対象地域となる市町村名及びその市町村における具体的な事業実施範囲を記入すること。
　 ２：事業実施範囲と協議会等が被害防止計画に基づき行う有害捕獲の区分（区域、期間等）を記入すること。

４　事業の対象地域内の全ての市町村における被害防止計画の作成状況及び有害捕獲の実施状況

注：有害捕獲の実施状況については、実施において活用している事業名等を記載すること。

５　都道府県広域捕獲活動支援事業の内容

（１）実施体制の整備

（２）生息状況調査等

（３）広域捕獲活動（個体数調整）

（内訳）

合　計
（①＋②）

(頭) （円/頭） (円) (円) (円) （円） （円）

合計

（円/人）

注１： 備考の欄の合計欄には、仕入れに係る消費税等相当額について、これを減額した場合には「除税額○○円　うち国費○○円」を、同税額がない場合には「該当なし」と、同税額が明らかでない場合には「含税額」とそれぞれ記

２： 対象鳥獣の欄は、獣種（幼獣と成獣は区別)ごとに記載し、雄と雌で単価を分けている場合は区別して記載すること。1行で１獣種とすること。

３： 「食肉利用等仕向け向けの有無」の欄は、食肉処理等のために施設において搬入確認を行う場合は○を、それ以外は×を記載すること。

４： 「機材及び資材の種類」の欄は、箱わな、くくりわな、囲いわな、誘導捕獲柵わな導入、止め刺し資材のいずれかを記載すること。

５： 「単位当たり単価」の欄は、単位当たりの単価（例：○円／基等）を記載するとともに、上限単価を超えた単価を特に認める（認めた）場合にあっては、（特）と記載すること。

（４）高度捕獲人材育成活動

（５）総事業費

事業費 円

　うち国庫交付金 円

①個体数調整に係る捕獲 ②捕獲個体処理

単位当
たり単

価

④捕獲に従事する者の保険代③捕獲機材及び止め刺し資材

国庫交付金

（円） （円）

１人当たり
の保険代

国庫交付金

（別紙５）　（５）広域捕獲活動支援（都道府県広域捕獲活動支援事業）の概要

○○県（都道府）事業実施計画（又は実績）

取組内容 事業費 備　考
国庫交付金

計

取組内容 事業費 備　考
国庫交付金

取組内容 事業費 備　考
国庫交付金

（具体的な内容及び積算）

円 円

（具体的な内容及び積算）

円 円

計

報奨金額

備考
対象鳥獣 捕獲頭数

食肉利
用等仕
向け向
けの有
無

上限単価 国庫交付金

捕獲個体を
搬入確認す
る食肉利用
等施設の名
称及び所在

地

備考欄 対象鳥獣

都道府県に
よる報奨金
（１頭あたり

の報奨金額）

都道府県に
よる報奨金

（合計）
国庫交付金

円 円

（具体的な内容及び積算）

備　考
国庫交付金

（具体的な内容及び積算）

円 円

埋　設
埋設を行う
施設の名称
及び所在地

焼　却
焼却を行う
施設の名称
及び所在地

事務費
（現地確認）

国庫交付
金

実施内容の概要

従事者数
機材及び資材

の種類
購入数

取組内容 事業費

注１：取組内容欄は具体的な内容及び積算等について詳細に記載すること。
　 ２：事業費の50%を超えて委託する場合、都道府県が具体的な計画を作成の上、進行管理を適切に行うことができることが分かるよう取組内容を記載の上、参考資料等を添付す
ること。
　 ３：その他必要な参考資料等を添付すること。
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　 推
進

事
業

概
要

（
有

害
捕

獲
）

合
　

計
（
①

＋
②

＋
③

）

(頭
)

（
円

/
頭

）
(円

)
　

(円
)

(円
)

(円
)

（
円

）
（
円

）
（
円

）
（
円

）
（
円

）
（
円

）

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

注
１

：
事

業
の

種
類

等
に

つ
い

て
は

、
被

害
緊

急
対

応
型

は
１

、
広

域
連

携
型

は
２

を
記

入
す

る
。

ま
た

、
都

道
府

県
が

事
業

実
施

主
体

の
場

合
は

３
を

記
入

す
る

。

２
：

備
考

の
欄

の
合

計
欄

に
は

、
仕

入
れ

に
係

る
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費
税

等
相

当
額

に
つ

い
て

、
こ

れ
を

減
額

し
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場
合

に
は

「
除

税
額

○
○

円
　

う
ち

国
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○
○

円
」
を

、
同

税
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が
な

い
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合
に

は
「
該

当
な

し
」
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、

同
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ら

か
で

な
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場
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は

「
含

税
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。

３
：
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鳥
獣
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、
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（
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獣

は
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別
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。

1
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。

４
：

「
食

肉
利

用
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仕
向

け
向

け
の
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の

欄
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肉
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。
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況

、
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備
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須
）
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事
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獲
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計
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=
捕

獲
頭

数
×
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⑦

＋
⑧
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⑦
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=
捕

獲
頭

数
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別紙２別添

１．鳥獣被害防止施設
事業実施主体名 事業の概要

２．食肉利用等施設
事業実施主体名 事業の概要

３．焼却施設
事業実施主体名 事業の概要

４．捕獲技術高度化施設
事業実施主体名 事業の概要

５．地域提案
事業実施主体名 事業の概要

（２）整備事業（鳥獣被害防止総合支援事業、鳥獣被害防止対策促進支援事業（中山間地域等鳥獣被害防止施設整備事業、
広域柵等鳥獣被害防止施設整備事業）の概要（うち、当該施設整備が有害捕獲効率の向上にどのように寄与するか）
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１　事業の対象地域

注１：事業の対象地域となる市町村名及びその市町村における具体的な事業実施範囲を記入すること。
　 ２：事業実施範囲と協議会等が被害防止計画に基づき行う有害捕獲の区分（区域、期間等）を記入すること。

２　シカによる被害の状況

○シカ被害の拡大状況

項目 H30 R1 R2 R3 R4 ５か年平均

※被害額、被害面積や生息頭数など、シカ被害の拡大状況について、項目を記入すること。

注１：事業の対象地域となる市町村におけるシカの被害の状況（被害額、被害面積等）を記入すること。

３　事業の内容

（１）実施体制の整備

（２）生息状況調査等

（３）シカの集中捕獲

（４）捕獲個体の処理

（５）人材育成活動

（６）大規模捕獲実証

（７）総事業費

事業費 円

　うち国庫交付金 円

注１：取組内容欄は具体的な内容及び積算等について詳細に記載すること。
　 ２：事業費の50%を超えて委託する場合、都道府県が具体的な計画を作成の上、進行管理を適切に行うことができることが分かるよう取組内容を記載の上、参考資料等を添付すること。
　 ３：その他必要な参考資料等を添付すること。

計

（具体的な内容及び積算）

円 円

計

取組内容 事業費 備　考
国庫交付金

（具体的な内容及び積算）

円 円

取組内容 事業費 備　考
国庫交付金

（具体的な内容及び積算）

円 円

計

（具体的な内容及び積算）

円 円

取組内容 事業費 備　考
国庫交付金

（別紙７）　　（７）シカ特別対策（シカ特別対策等事業（シカ特別対策））の概要

○○県（都道府）事業実施計画（又は実績）

取組内容 事業費 備　考
国庫交付金

取組内容 事業費 備　考
国庫交付金

（具体的な内容及び積算）

円 円

計

計

取組内容 事業費 備　考
国庫交付金

（具体的な内容及び積算）

円 円
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都道府県名 ○○県（都道府）

事業実施年度 令和  年度

2　農林水産業等に係る鳥獣被害の現状と課題

3　都道府県が行った事業促進の取組

４　事業の実施状況の概要

５　事業の実施状況を踏まえた今後の方向

6 都道府県の捕獲実績の内容（鳥獣被害防止緊急捕獲活動支援事業を実施する場合のみ記載）

本年度の都道府県内の有害捕獲実績数

○年度 ○年度 ○年度

埋設経費

交付金額計(円) 焼却経費 交付金額計（円）

現地確認等経費

注１：必要に応じて行を追加すること。

　 ２：捕獲計画は被害防止計画を踏まえて記載するとともに、有害捕獲に限るものとする。

（事業概要）
（１）推進事業（鳥獣被害防止総合支援事業）概要

　別紙１

（２）整備事業（鳥獣被害防止総合支援事業、鳥獣被害防止対策促進支援事業（中山間地域等鳥獣被害防止施設整備事業、広域柵等鳥獣被害防止施設整備事業）概要

　別紙２

（３）被害防止計画の概要

　別紙３

（４）都道府県活動支援（鳥獣被害防止都道府県活動支援事業）の概要

別紙４

（５）広域捕獲活動支援（都道府県広域捕獲活動支援事業）の概要

別紙５

（６）緊急捕獲活動（鳥獣被害防止緊急捕獲活動支援事業、シカ特別対策等事業（シカ緊急捕獲対策））の概要

別紙６

（７）シカ特別対策（シカ特別対策等事業（シカ特別対策））の概要

別紙７

（事業の経費の配分） 　 （円）

推進交付金

推進事業（総合支援）

都道府県活動支援

広域捕獲活動支援

緊急捕獲活動

シカ特別対策

整備交付金

（都道府県附帯事務費） （円）

注１： 取組内容については、農村振興局長が別に定める附帯事務費の使途基準により記載する。

　 ２： 取組内容については、内容、数量×単価、等を用いて記載すること。

　 ３： 事業費の欄については、整備事業に要する総事業費を、交付金の欄については、事業費に1.0％を乗じて得た額の充当率（二分の一）を乗じた得た額の範囲内で記載する。

処理経費等（円）

都道府県費 市町村費 備考その他

対象鳥獣

別記様式第7号（別記１の第５の３、別記２の第４、別記３の第４、別記４の第５の３、別記５の第５、別記８の第５の１の（３）及び４の（３）関係）

１　事業費等（事業実施状況）

　事業費     　　　　　　　　　　　　　　　　円 （うち交付金　　　　　　　　　　　円）

鳥獣被害防止総合支援事業、鳥獣被害防止都道府県活動支援事業（都道府県広域捕獲活動支援事業）、鳥獣被害防止緊急捕獲活動支援事業、シカ特別対策等事業及び鳥獣被
害防止対策促進支援事業（中山間地域等鳥獣被害防止施設整備事業、広域柵等鳥獣被害防止施設整備事業）の実施状況報告（令和○○年度報告）

事業費 交付金

うち地域提案メニュー分　　　　　　　　　　　　円 （うち交付金　　　　　　　　　　　円）

　　（地域提案メニューを含め事業の実施状況を記述すること。）

　　（事業の実施状況を踏まえ、効率的、効果的な被害防止のための誘導方向を記載する。）

　　　　（事業実施以前における事業計画地区等における現状、課題及び対応方針等を数値等も交えて具体的に記述すること。）

　（上記の課題に対応するための都道府県としての方針を記述すること。なお、鳥獣対策を進める上で、有害捕獲・被害防除・生息環境管理の各取組を総合的に実施するために都道府県としての計画した方
針の実施状況を記述するものとし、記載例を以下に示す。）
　　　【記載例】
　　　　県は、市町村に対し、鳥獣対策を推進するに当たり、有害捕獲・被害防除・生息環境管理の各取組を総合的に実施するよう指導する。
　　　　○有害捕獲に関する事項
　　　　　・捕獲体制の整備[目的：被害を与える鳥獣に応じた捕獲体制を構築]
　　　　　・捕獲機材の整備[目的：捕獲方法に応じて不足する捕獲機材を整備]
　　　　　・生息状況調査の実施[目的：被害を与える鳥獣の生息状況の把握]
　　　　○被害防除に関する事項
　　　　　・侵入防止柵の整備[目的：被害が発生している農地へ侵入防止柵を整備]
　　　　　・追い払い活動の実施[目的：効果的・継続的な追い払いによる被害防除]
　　　　　・被害状況調査の実施[目的：地域における被害状況及び加害鳥獣の把握]
　　　　○生息環境管理に関する事項
　　　　　・緩衝帯の整備[目的：鳥獣を寄せ付けない対策として緩衝帯を整備]
　　　　　・放任果樹の除去[目的：地域のえさ源対策として放任果樹等を除去]

上限単価
（円/頭・
羽）

交付金額
（円）

　　（捕獲計画達成に向けた都道府県としての体制や方針、環境省の指定管理鳥獣捕獲等事業との連携状況、効率的な捕獲実施のための単価の設定及び調整等の都道府県としての対応状況等の事業実
施状況を具体的に記載すること。）

直近３カ年の有害捕獲実績（頭数） 有害捕獲
実績数（頭
数）

内
訳

附帯事務費 （内訳を記載すること。）

事業費 交付金 取組内容

区分

59



（
別

紙
１

）
（
１

）
推

進
事

業
（
鳥

獣
被

害
防

止
総

合
支

援
事

業
）
の

概
要

人
数

国
　

庫
交

付
金

国
庫

交
付

金
国

庫
交

付
金

国
庫

交
付

金
国

庫
交

付
金

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

注
１

：
事

業
の

種
類

に
つ

い
て

は
、

被
害

緊
急

対
応

型
は

１
、

広
域

連
携

型
は

２
を

記
入

す
る

。

２
：

事
業

計
画

(又
は

実
績

）
の

内
容

に
つ

い
て

は
、

推
進

事
業

と
整

備
事

業
が

一
体

の
場

合
に

は
１

、
推

進
事

業
の

場
合

に
は

２
、

整
備

事
業

の
場

合
に

は
３

を
記

入
す

る
。

３
：

備
考

の
欄

の
合

計
欄

に
は

、
仕

入
れ

に
係

る
消

費
税

等
相

当
額

に
つ

い
て

、
こ

れ
を

減
額

し
た

場
合

に
は

「
除

税
額

○
○

円
　

う
ち

国
費

○
○

円
」
を

、
同

税
額

が
な

い
場

合
に

は
「
該

当
な

し
」
と

、
同

税
額

が
明

ら
か

で
な

い
場

合
に

は
「
含

税
額

」
と

そ
れ

ぞ
れ

記
入

す
る

。

 　
４

：
（
＊

）
に

つ
い

て
は

、
単

位
当

た
り

の
単

価
（
例

：
○

円
／

h
a等

）
を

記
載

す
る

と
と

も
に

、
上

限
単

価
を

超
え

た
単

価
を

特
に

認
め

る
（
認

め
た

）
場

合
に

あ
っ

て
は

、
（
特

）
と

記
載

す
る

。

 　
５

：
取

組
区

分
欄

に
は

、
新

規
事

業
実

施
主

体
の

取
組

は
「
１

」
、

実
施

隊
の

取
組

は
「
２

」
を

記
入

す
る

。

 　
６

：

２
－

１
　

事
業

計
画

(又
は

実
績

）
の

概
要

（
推

進
事

業
）
１

／
２

以
内

事
業

費
実

施
内

容
の

概
要

鳥
獣

被
害

防
止

総
合

支
援

事
業

の
実

施
状

況
報

告
（
令

和
○

○
年

度
報

告
）

設
置

（
予

定
）

年
月

日

捕
獲

有
資

格
者

の
有

無
（
○

・
×

）

実
施

内
容

の
概

　
要

事
業

費
対

象
鳥

獣
実

施
内

容
の

概
　

要

事
業

費
対

象
鳥

獣
実

施
内

容
の

概
　

要

事
業

実
施

主
体

名
（
参

画
協

議
会

名
）

構
成

市
町

村
名

事 業 の 種 類

事 業 計 画 の 内 容

取 組 区 分

１
 事

業
実

施
主

体
等

事 業 実 施 主 体 の 種 類

事
業

費
事

業
費

実
施

隊
⑤

推
進

事
業

合
計

（
①

＋
②

＋
③

＋
④

）
④

生
息

環
境

管
理

③
被

害
防

除
②

有
害

捕
獲

（
＊

）
①

推
進

体
制

の
整

備

推
進

事
業

備
考

合
　

計

事
業

実
施

主
体

の
種

類
に

つ
い

て
は

、
協

議
会

は
「
１

」
、

協
議

会
構

成
員

は
「
２

」
、

協
議

会
の

構
成

員
で

あ
る

農
業

協
同

組
合

、
森

林
組

合
、

漁
業

協
同

組
合

そ
の

他
の

農
林

漁
業

関
係

団
体

又
は

農
林

漁
業

関
係

団
体

が
組

織
す

る
団

体
は

「
３

」
、

コ
ン

ソ
ー

シ
ア

ム
は

「
４

」
を

記
入

す
る

。
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２
－

２
　

事
業

計
画

(又
は

実
績

）
の

概
要

（
推

進
事

業
）
定

額
〔
１

／
２

〕

国
　

庫
交

付
金

国
　

庫
交

付
金

国
　

庫
交

付
金

国
　

庫
交

付
金

国
　

庫
交

付
金

国
　

庫
交

付
金

国
　

庫
交

付
金

国
　

庫
交

付
金

国
　

庫
交

付
金

国
　

庫
交

付
金

国
　

庫
交

付
金

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

注
１

：
事

業
の

種
類

に
つ

い
て

は
、

被
害

緊
急

対
応

型
は

１
、

広
域

連
携

型
は

２
を

記
入

す
る

。

２
：

事
業

計
画

(又
は

実
績

）
の

内
容

に
つ

い
て

は
、

推
進

事
業

と
整

備
事

業
が

一
体

の
場

合
に

は
１

、
推

進
事

業
の

場
合

に
は

２
、

整
備

事
業

の
場

合
に

は
３

を
記

入
す

る
。

３
：

備
考

の
欄

の
合

計
欄

に
は

、
仕

入
れ

に
係

る
消

費
税

等
相

当
額

に
つ

い
て

、
こ

れ
を

減
額

し
た

場
合

に
は

「
除

税
額

○
○

円
　

う
ち

国
費

○
○

円
」
を

、
同

税
額

が
な

い
場

合
に

は
「
該

当
な

し
」
と

、
同

税
額

が
明

ら
か

で
な

い
場

合
に

は
「
含

税
額

」
と

そ
れ

ぞ
れ

記
入

す
る

。

 　
４

：
（
＊

）
に

つ
い

て
は

、
単

位
当

た
り

の
単

価
（
例

：
○

円
／

h
a等

）
を

記
載

す
る

と
と

も
に

、
上

限
単

価
を

超
え

た
単

価
を

特
に

認
め

る
（
認

め
た

）
場

合
に

あ
っ

て
は

、
（
特

）
と

記
載

す
る

。

 　
５

：
取

組
区

分
欄

に
は

、
新

規
事

業
実

施
主

体
の

取
組

は
「
１

」
、

実
施

隊
の

取
組

は
「
２

」
を

記
入

す
る

。

６
：

農
業

者
団

体
等

民
間

団
体

被
害

防
止

活
動

に
つ

い
て

は
、

「
有

害
捕

獲
」
、

「
被

害
防

除
」
、

「
生

息
環

境
管

理
」
欄

等
に

そ
れ

ぞ
れ

記
入

す
る

。

 　
７

：
事

業
実

施
主

体
の

種
類

に
つ

い
て

は
、

協
議

会
は

「
１

」
、

協
議

会
構

成
員

は
「
２

」
、

協
議

会
の

構
成

員
で

あ
る

農
業

協
同

組
合

、
森

林
組

合
、

漁
業

協
同

組
合

そ
の

他
の

農
林

漁
業

関
係

団
体

又
は

農
林

漁
業

関
係

団
体

が
組

織
す

る
団

体
は

「
３

」
、

コ
ン

ソ
ー

シ
ア

ム
は

「
４

」
を

記
入

す
る

。
 　

８
：

ジ
ビ

エ
等

の
利

用
拡

大
に

向
け

た
地

域
の

取
組

の
う

ち
搬

入
促

進
支

援
の

取
組

に
つ

い
て

は
、

解
体

機
能

を
有

す
る

車
両

の
導

入
に

よ
り

予
定

さ
れ

る
販

売
先

及
び

販
売

数
量

に
つ

い
て

、
実

施
内

容
の

概
要

欄
に

記
載

す
る

こ
と

。

１
 事

業
実

施
主

体
等

事
業

費

事
業

実
施

主
体

名
（
参

画
協

議
会

名
）

構
成

市
町

村
名

事
業

計
画 の

内
容

事
業

実
施

主
体

の
種 類

実
　

施
内

容
の

概
　

要

取
組

区
分

事
業

費
事

業
費

③
被

害
防

除
④

生
息

環
境

管
理

⑤
サ

ル
複

合
対

策
⑥

ク
マ

複
合

対
策

⑧
他

地
域

人
材

活
用

⑨
IC

T
等

新
技

術
の

活
用

事
業 の

種
類

対
象

鳥
獣

実
　

施
内

容
の

概
　

要

実
　

施
内

容
の

概
　

要

事
業

費
実

　
施

内
容

の
概

　
要

事
業

費
実

　
施

内
容

の
概

　
要

実
　

施
内

容
の

概
　

要

事
業

費

推
進

事
業

対
象

鳥
獣

実
　

施
内

容
の

概
　

要

事
業

費
事

業
費

⑪
推

進
事

業
合

計
（
①

＋
②

＋
③

＋
④

＋
⑤

＋
⑥

＋
⑦

＋
⑧

＋
⑨

＋
⑩

）

実
　

施
内

容
の

概
　

要

事
業

費
事

業
費

実
　

施
内

容
の

概
　

要

事
業

費

①
推

進
体

制
の

整
備

②
有

害
捕

獲
（
＊

）

合
　

計

⑦
鳥

類
複

合
対

策
⑩

G
IS

を
活

用
し

た
被

害
対

策
等

の
可

視
化

定
着

支
援

実
　

施
内

容
の

概
　

要
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〔
２

／
２

〕

国
　

庫
交

付
金

国
　

庫
交

付
金

国
　

庫
交

付
金

国
　

庫
交

付
金

国
　

庫
交

付
金

国
　

庫
交

付
金

国
　

庫
交

付
金

国
　

庫
交

付
金

国
　

庫
交

付
金

国
　

庫
交

付
金

国
　

庫
交

付
金

国
　

庫
交

付
金

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

注
１

：
事

業
の

種
類

に
つ

い
て

は
、

被
害

緊
急

対
応

型
は

１
、

広
域

連
携

型
は

２
を

記
入

す
る

。

２
：

事
業

計
画

(又
は

実
績

）
の

内
容

に
つ

い
て

は
、

推
進

事
業

と
整

備
事

業
が

一
体

の
場

合
に

は
１

、
推

進
事

業
の

場
合

に
は

２
、

整
備

事
業

の
場

合
に

は
３

を
記

入
す

る
。

３
：

 　
４

：
（
＊

）
に

つ
い

て
は

、
単

位
当

た
り

の
単

価
（
例

：
○

円
／

h
a等

）
を

記
載

す
る

と
と

も
に

、
上

限
単

価
を

超
え

た
単

価
を

特
に

認
め

る
（
認

め
た

）
場

合
に

あ
っ

て
は

、
（
特

）
と

記
載

す
る

。

 　
５

：
取

組
区

分
欄

に
は

、
新

規
事

業
実

施
主

体
の

取
組

は
「
１

」
、

実
施

隊
の

取
組

は
「
２

」
を

記
入

す
る

。

６
：

農
業

者
団

体
等

民
間

団
体

被
害

防
止

活
動

に
つ

い
て

は
、

「
有

害
捕

獲
」
、

「
被

害
防

除
」
、

「
生

息
環

境
管

理
」
欄

等
に

そ
れ

ぞ
れ

記
入

す
る

。

 　
７

：
事

業
実

施
主

体
の

種
類

に
つ

い
て

は
、

協
議

会
は

「
１

」
、

協
議

会
構

成
員

は
「
２

」
、

協
議

会
の

構
成

員
で

あ
る

農
業

協
同

組
合

、
森

林
組

合
、

漁
業

協
同

組
合

そ
の

他
の

農
林

漁
業

関
係

団
体

又
は

農
林

漁
業

関
係

団
体

が
組

織
す

る
団

体
は

「
３

」
、

コ
ン

ソ
ー

シ
ア

ム
は

「
４

」
を

記
入

す
る

。
 　

８
：

ジ
ビ

エ
等

の
利

用
拡

大
に

向
け

た
地

域
の

取
組

の
う

ち
搬

入
促

進
支

援
の

取
組

に
つ

い
て

は
、

解
体

機
能

を
有

す
る

車
両

の
導

入
に

よ
り

予
定

さ
れ

る
販

売
先

及
び

販
売

数
量

に
つ

い
て

、
実

施
内

容
の

概
要

欄
に

記
載

す
る

こ
と

。

備
考

の
欄

の
合

計
欄

に
は

、
仕

入
れ

に
係

る
消

費
税

等
相

当
額

に
つ

い
て

、
こ

れ
を

減
額

し
た

場
合

に
は

「
除

税
額

○
○

円
　

う
ち

国
費

○
○

円
」
を

、
同

税
額

が
な

い
場

合
に

は
「
該

当
な

し
」
と

、
同

税
額

が
明

ら
か

で
な

い
場

合
に

は
「
含

税
額

」
と

そ
れ

ぞ
れ

記
入

す
る

。

実
　

施
内

容
の

概
　

要

事
業

実
施

主
体

名
（
参

画
協

議
会

名
）

構
成

市
町

村
名

事
業 の

種
類

事
業

計
画 の

内
容

取
組

区
分

推
進

事
業

合
　

計

事
業

費
実

　
施

内
容

の
概

　
要

事
業

費
実

　
施

内
容

の
概

　
要

事
業

費
実

　
施

内
容

の
概

　
要

事
業

費
事

業
費

実
　

施
内

容
の

概
　

要

事
業

費
実

　
施

内
容

の
概

　
要

事
業

費
実

　
施

内
容

の
概

　
要

事
業

費

㉑
推

進
事

業
合

計
（
⑪

＋
⑫

＋
⑬

＋
⑭

＋
⑮

＋
⑯

＋
⑰

＋
⑱

＋
⑲

＋
⑳

）
２

）
搬

入
促

進
支

援
１

）
実

施
隊

員
の

人
材

育
成

２
）
新

規
猟

銃
取

得
支

援

事
業

費
実

　
施

内
容

の
概

　
要

備
考

事
業

実
施

主
体

の
種 類

実
　

施
内

容
の

概
　

要

事
業

費
実

　
施

内
容

の
概

　
要

事
業

費
実

　
施

内
容

の
概

　
要

事
業

費

⑫
誘

導
捕

獲
柵

わ
な

（
＊

）
⑬

大
規

模
緩

衝
帯

（
＊

）
⑭

ＩＣ
Ｔ
等

新
技

術
実

証
⑮

ジ
ビ

エ
等

の
利

用
拡

大
に

向
け

た
地

域
の

取
組

⑯
鳥

獣
被

害
対

策
実

施
隊

体
制

強
化

⑰
捕

獲
サ

ポ
ー

ト
体

制
の

構
築

⑱
処

理
加

工
施

設
の

人
材

育
成

⑲
ＩＣ

Ｔ
の

活
用

に
よ

る
情

報
管

理
の

効
率

化
⑳

放
射

性
物

質
影

響
地

域
の

ジ
ビ

エ
利

活
用

推
進

１
）
販

売
拡

大
支

援
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（
２

）
整

備
事

業
（
鳥

獣
被

害
防

止
総

合
支

援
事

業
、

鳥
獣

被
害

防
止

対
策

促
進

支
援

事
業

（
中

山
間

地
域

等
鳥

獣
被

害
防

止
施

設
整

備
事

業
、

広
域

柵
等

鳥
獣

被
害

防
止

施
設

整
備

事
業

）
の

概
要

２
　

事
業

計
画

(又
は

実
績

）
の

概
要

（
整

備
事

業
）

〔
１

／
２

〕

国
庫

交
付

金
国

庫
交

付
金

国
庫

交
付

金
国

庫
交

付
金

国
庫

交
付

金
国

庫
交

付
金

国
庫

交
付

金
国

庫
交

付
金

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

注
１

：
事

業
の

種
類

に
つ

い
て

は
、

被
害

緊
急

対
応

型
は

１
、

広
域

連
携

型
は

２
を

記
入

す
る

。

２
：

事
業

計
画

(又
は

実
績

）
の

内
容

に
つ

い
て

は
、

推
進

事
業

と
整

備
事

業
が

一
体

の
場

合
に

は
１

、
推

進
事

業
の

場
合

に
は

２
、

整
備

事
業

の
場

合
に

は
３

を
記

入
す

る
。

３
：

鳥
獣

被
害

防
止

施
設

に
つ

い
て

、
効

率
的

な
捕

獲
の

促
進

に
資

す
る

よ
う

、
ス

マ
ー

ト
セ

ン
サ

ー
等

の
ＩＣ

Ｔ
を

用
い

た
わ

な
そ

の
他

の
捕

獲
施

設
と

一
体

的
な

整
備

を
図

る
場

合
に

は
、

そ
の

内
容

を
記

載
す

る
。

４
：

捕
獲

技
術

高
度

化
施

設
に

つ
い

て
は

、
設

備
の

概
要

を
記

載
す

る
。

５
：

６
法

指
定

地
域

の
有

無
の

欄
に

つ
い

て
は

、
該

当
す

る
地

域
指

定
が

あ
る

場
合

は
1
、

ど
の

地
域

指
定

も
該

当
し

な
い

場
合

は
２

を
、

記
入

す
る

。
（
資

材
費

定
額

の
柵

を
整

備
す

る
場

合
で

あ
っ

て
も

記
載

）

６
：

備
考

の
欄

の
合

計
欄

に
は

、
仕

入
れ

に
係

る
消

費
税

等
相

当
額

に
つ

い
て

、
こ

れ
を

減
額

し
た

場
合

に
は

「
除

税
額

○
○

円
　

う
ち

国
費

○
○

円
」
を

同
税

額
が

な
い

場
合

に
は

「
該

当
な

し
」
と

、
同

税
額

が
明

ら
か

で
な

い
場

合
に

は
「
含

税
額

」
と

そ
れ

ぞ
れ

記
入

す
る

。

　
 ７

：
（
＊

）
に

つ
い

て
は

、
単

位
当

た
り

の
単

価
（
例

：
○

円
／

ｍ
等

）
を

記
載

す
る

と
と

も
に

、
上

限
単

価
を

超
え

た
単

価
を

特
に

認
め

る
（
認

め
た

）
場

合
に

あ
っ

て
は

、
（
特

）
と

記
載

す
る

。
ま

た
、

食
肉

利
用

等
施

設
に

つ
い

て
は

、
予

定
の

販
売

先
及

び
販

売
数

量
に

つ
い

て
、

実
施

内
容

の
概

要
欄

に
記

載
す

る
こ

と
。

　
 ８

：
地

域
資

源
を

活
用

し
た

農
林

漁
業

者
等

に
よ

る
新

事
業

の
創

出
等

及
び

地
域

の
農

林
水

産
物

の
利

用
促

進
に

関
す

る
法

律
（
平

成
2
2
年

法
律

第
6
7
号

）
第

5
条

に
基

づ
く
総

合
化

事
業

に
関

す
る

計
画

に
記

載
さ

れ
る

こ
と

が
確

実
な

処
理

加
工

施
設

に
つ

い
て

は
、

（
六

）
と

記
載

す
る

。
　

 ９
：

　
 1

0
：

　
 1

1
：

　
 1

2
：

事
業

実
施

主
体

の
種

類
に

つ
い

て
は

、
協

議
会

は
「
１

」
、

協
議

会
構

成
員

は
「
２

」
、

協
議

会
の

構
成

員
で

あ
る

農
業

協
同

組
合

、
森

林
組

合
、

漁
業

協
同

組
合

そ
の

他
の

農
林

漁
業

関
係

団
体

又
は

農
林

漁
業

関
係

団
体

が
組

織
す

る
団

体
は

「
３

」
、

コ
ン

ソ
ー

シ
ア

ム
は

「
４

」
を

記
入

す
る

。

事
業

実
施

主
体

名
（
参

画
協

議
会

名
）

構
成

市
町

村
名

（
別

紙
２

）

鳥
獣

被
害

防
止

総
合

支
援

事
業

、
鳥

獣
被

害
防

止
対

策
促

進
支

援
事

業
（
中

山
間

地
域

等
鳥

獣
被

害
防

止
施

設
整

備
事

業
、

広
域

柵
等

鳥
獣

被
害

防
止

施
設

整
備

事
業

）
の

実
施

状
況

報
告

（
令

和
○

○
年

度
報

告
）
　

事
業

の
種

類

事
業

計
画

の
内

容

①
鳥

獣
被

害
防

止
施

設
（
再

編
整

備
）

②
処

理
加

工
施

設

事
業

実
施

主
体

の
種 類

１
 事

業
実

施
主

体
等

合
　

計

実
施

内
容

の
概

要

事
業

費
実

施
内

容
の

概
要

事
業

費
対

象
鳥

獣
実

施
内

容
の

概
要

事
業

費
対

象
鳥

獣
対

象
鳥

獣
実

施
内

容
の

概
要

事
業

費
対

象
鳥

獣
実

施
内

容
の

概
要

事
業

費
実

施
内

容
の

概
要

事
業

費
対

象
鳥

獣
実

施
内

容
の

概
要

事
業

費

資
材

費
定

額
分

（
＊

）
通

常
補

助
率

（
１

／
２

等
）
分

（
＊

）
資

材
費

定
額

分
（
＊

）
通

常
補

助
率

（
１

／
２

等
）
分

（
＊

）
食

肉
利

用
等

施
設

（
＊

）
（
食

肉
等

を
原

料
と

す
る

加
工

製
造

の
た

め
の

設
備

を
含

む
。

）
焼

却
施

設
（
＊

）
（
減

容
化

の
た

め
の

施
設

を
含

む
。

）

①
鳥

獣
被

害
防

止
施

設
（
既

設
柵

の
地

際
補

強
）

IC
T

等
の

活
用

の
有

無
（
○

・
×

）

資
材

費
定

額
分

（
＊

）
通

常
補

助
率

（
１

／
２

等
）
分

（
＊

）

対
象

鳥
獣

中
山

間
地

に
該

当
す

る
か

否
か

の
欄

は
、

６
法

指
定

地
域

の
ほ

か
、

沖
縄

、
奄

美
群

島
、

小
笠

原
諸

島
、

豪
雪

地
帯

対
策

特
別

措
置

法
第

2
条

第
2
項

に
基

づ
き

指
定

さ
れ

た
特

別
豪

雪
地

帯
、

旧
急

傾
斜

地
帯

農
業

振
興

臨
時

特
別

措
置

法
第

３
条

に
基

づ
き

指
定

さ
れ

た
地

域
又

は
受

益
地

内
の

平
均

1
5
度

以
上

の
地

域
（
水

田
地

帯
を

除
く
）
、

「
農

林
統

計
に

用
い

る
地

域
区

分
の

制
定

に
つ

い
て

」
（
平

成
1
3
年

1
1
月

3
0
日

付
け

1
9
等

計
第

9
5
6
号

）
に

お
い

て
、

中
間

農
業

地
域

又
は

山
間

農
業

地
域

に
分

類
さ

れ
て

い
る

地
域

の
い

ず
れ

か
の

地
域

に
該

当
す

る
場

合
は

１
、

該
当

し
な

い
場

合
は

２
を

記
入

す
る

。
（
資

材
費

定
額

の
柵

を
整

備
す

る
場

合
で

あ
っ

て
も

記
載

）

事
業

実
施

主
体

ご
と

事
業

内
容

（
鳥

獣
被

害
防

止
施

設
、

処
理

加
工

施
設

、
捕

獲
技

術
高

度
化

施
設

、
地

域
提

案
）
ご

と
に

各
地

域
の

有
害

捕
獲

活
動

（
鳥

獣
被

害
防

止
総

合
支

援
事

業
の

一
斉

捕
獲

、
市

単
独

事
業

な
ど

の
鳥

獣
被

害
防

止
緊

急
捕

獲
活

動
支

援
事

業
以

外
の

捕
獲

を
含

む
。

）
を

進
め

る
際

に
そ

の
捕

獲
効

率
を

高
め

る
た

め
、

本
施

設
整

備
が

ど
の

よ
う

に
寄

与
す

る
か

具
体

的
に

必
ず

記
載

の
こ

と
（
別

紙
２

別
添

に
整

理
）

鳥
獣

被
害

防
止

施
設

の
整

備
を

行
っ

た
場

合
に

は
、

侵
入

防
止

柵
設

置
後

の
ほ

場
ご

と
の

鳥
獣

被
害

の
状

況
並

び
に

侵
入

防
止

柵
の

設
置

及
び

維
持

管
理

の
状

況
に

つ
い

て
、

地
区

名
、

侵
入

防
止

柵
の

種
類

・
設

置
距

離
、

事
業

費
、

国
費

、
被

害
金

額
、

被
害

面
積

、
被

害
量

、
被

害
が

生
じ

た
場

合
の

要
因

と
対

応
策

、
設

置
に

係
る

指
導

内
容

、
維

持
管

理
方

法
、

維
持

管
理

状
況

、
都

道
府

県
に

お
け

る
点

検
・
指

導
状

況
等

を
様

式
に

具
体

的
に

記
載

し
、

添
付

す
る

こ
と

。

IC
T

等
の

活
用

の
有

無
（
○

・
×

）
対

象
鳥

獣
実

施
内

容
の

概
要

事
業

費
対

象
鳥

獣

IC
T

等
の

活
用

の
有

無
（
○

・
×

）

ジ
ビ

エ
未

利
用

地
域

に
該

当
す

る
か

否
か

①
鳥

獣
被

害
防

止
施

設
（
新

規
整

備
）

整
備

事
業
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〔
２

／
２

〕

国
庫

交
付

金
国

庫
交

付
金

国
庫

交
付

金

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

(円
)

注
１

：
事

業
の

種
類

に
つ

い
て

は
、

被
害

緊
急

対
応

型
は

１
、

広
域

連
携

型
は

２
を

記
入

す
る

。

２
：

事
業

計
画

(又
は

実
績

）
の

内
容

に
つ

い
て

は
、

推
進

事
業

と
整

備
事

業
が

一
体

の
場

合
に

は
１

、
推

進
事

業
の

場
合

に
は

２
、

整
備

事
業

の
場

合
に

は
３

を
記

入
す

る
。

３
：

鳥
獣

被
害

防
止

施
設

に
つ

い
て

、
効

率
的

な
捕

獲
の

促
進

に
資

す
る

よ
う

、
ス

マ
ー

ト
セ

ン
サ

ー
等

の
ＩＣ

Ｔ
を

用
い

た
わ

な
そ

の
他

の
捕

獲
施

設
と

一
体

的
な

整
備

を
図

る
場

合
に

は
、

そ
の

内
容

を
記

載
す

る
。

４
：

捕
獲

技
術

高
度

化
施

設
に

つ
い

て
は

、
設

備
の

概
要

を
記

載
す

る
。

５
：

６
法

指
定

地
域

の
有

無
の

欄
に

つ
い

て
は

、
該

当
す

る
地

域
指

定
が

あ
る

場
合

は
1
、

ど
の

地
域

指
定

も
該

当
し

な
い

場
合

は
２

を
、

記
入

す
る

。
（
資

材
費

定
額

の
柵

を
整

備
す

る
場

合
で

あ
っ

て
も

記
載

）

６
：

備
考

の
欄

の
合

計
欄

に
は

、
仕

入
れ

に
係

る
消

費
税

等
相

当
額

に
つ

い
て

、
こ

れ
を

減
額

し
た

場
合

に
は

「
除

税
額

○
○

円
　

う
ち

国
費

○
○

円
」
を

同
税

額
が

な
い

場
合

に
は

「
該

当
な

し
」
と

、
同

税
額

が
明

ら
か

で
な

い
場

合
に

は
「
含

税
額

」
と

そ
れ

ぞ
れ

記
入

す
る

。

　
 ７

：
（
＊

）
に

つ
い

て
は

、
単

位
当

た
り

の
単

価
（
例

：
○

円
／

ｍ
等

）
を

記
載

す
る

と
と

も
に

、
上

限
単

価
を

超
え

た
単

価
を

特
に

認
め

る
（
認

め
た

）
場

合
に

あ
っ

て
は

、
（
特

）
と

記
載

す
る

。
ま

た
、

食
肉

利
用

等
施

設
に

つ
い

て
は

、
予

定
の

販
売

先
及

び
販

売
数

量
に

つ
い

て
、

実
施

内
容

の
概

要
欄

に
記

載
す

る
こ

と
。

　
 ８

：
地

域
資

源
を

活
用

し
た

農
林

漁
業

者
等

に
よ

る
新

事
業

の
創

出
等

及
び

地
域

の
農

林
水

産
物

の
利

用
促

進
に

関
す

る
法

律
（
平

成
2
2
年

法
律

第
6
7
号

）
第

5
条

に
基

づ
く
総

合
化

事
業

に
関

す
る

計
画

に
記

載
さ

れ
る

こ
と

が
確

実
な

処
理

加
工

施
設

に
つ

い
て

は
、

（
六

）
と

記
載

す
る

。
　

 ９
：

　
 1

0
：

　
 1

1
：

　
 1

2
：

事
業

実
施

主
体

の
種

類
に

つ
い

て
は

、
協

議
会

は
「
１

」
、

協
議

会
構

成
員

は
「
２

」
、

協
議

会
の

構
成

員
で

あ
る

農
業

協
同

組
合

、
森

林
組

合
、

漁
業

協
同

組
合

そ
の

他
の

農
林

漁
業

関
係

団
体

又
は

農
林

漁
業

関
係

団
体

が
組

織
す

る
団

体
は

「
３

」
、

コ
ン

ソ
ー

シ
ア

ム
は

「
４

」
を

記
入

す
る

。

備
考

実
施

内
容

の
概

要

事
業

費
対

象
鳥

獣
事

業
費

事
業

費
中

山
間

地
に

該
当

す
る

か
否

か

６
法

指
定

地
域

の
有

無

③
捕

獲
技

術
高

度
化

施
設

④
地

域
提

案
整

備
事

業
の

合
計

（
①

＋
②

＋
③

＋
④

）

実
施

内
容

の
概

要

中
山

間
地

に
該

当
す

る
か

否
か

の
欄

は
、

６
法

指
定

地
域

の
ほ

か
、

沖
縄

、
奄

美
群

島
、

小
笠

原
諸

島
、

豪
雪

地
帯

対
策

特
別

措
置

法
第

2
条

第
2
項

に
基

づ
き

指
定

さ
れ

た
特

別
豪

雪
地

帯
、

旧
急

傾
斜

地
帯

農
業

振
興

臨
時

特
別

措
置

法
第

３
条

に
基

づ
き

指
定

さ
れ

た
地

域
又

は
受

益
地

内
の

平
均

1
5
度

以
上

の
地

域
（
水

田
地

帯
を

除
く
）
、

「
農

林
統

計
に

用
い

る
地

域
区

分
の

制
定

に
つ

い
て

」
（
平

成
1
3
年

1
1
月

3
0
日

付
け

1
9
等

計
第

9
5
6
号

）
に

お
い

て
、

中
間

農
業

地
域

又
は

山
間

農
業

地
域

に
分

類
さ

れ
て

い
る

地
域

の
い

ず
れ

か
の

地
域

に
該

当
す

る
場

合
は

１
、

該
当

し
な

い
場

合
は

２
を

記
入

す
る

。
（
資

材
費

定
額

の
柵

を
整

備
す

る
場

合
で

あ
っ

て
も

記
載

）

事
業

実
施

主
体

ご
と

事
業

内
容

（
鳥

獣
被

害
防

止
施

設
、

処
理

加
工

施
設

、
捕

獲
技

術
高

度
化

施
設

、
地

域
提

案
）
ご

と
に

各
地

域
の

有
害

捕
獲

活
動

（
鳥

獣
被

害
防

止
総

合
支

援
事

業
の

一
斉

捕
獲

、
市

単
独

事
業

な
ど

の
鳥

獣
被

害
防

止
緊

急
捕

獲
活

動
支

援
事

業
以

外
の

捕
獲

を
含

む
。

）
を

進
め

る
際

に
そ

の
捕

獲
効

率
を

高
め

る
た

め
、

本
施

設
整

備
が

ど
の

よ
う

に
寄

与
す

る
か

具
体

的
に

必
ず

記
載

の
こ

と
（
別

紙
２

別
添

に
整

理
）

鳥
獣

被
害

防
止

施
設

の
整

備
を

行
っ

た
場

合
に

は
、

侵
入

防
止

柵
設

置
後

の
ほ

場
ご

と
の

鳥
獣

被
害

の
状

況
並

び
に

侵
入

防
止

柵
の

設
置

及
び

維
持

管
理

の
状

況
に

つ
い

て
、

地
区

名
、

侵
入

防
止

柵
の

種
類

・
設

置
距

離
、

事
業

費
、

国
費

、
被

害
金

額
、

被
害

面
積

、
被

害
量

、
被

害
が

生
じ

た
場

合
の

要
因

と
対

応
策

、
設

置
に

係
る

指
導

内
容

、
維

持
管

理
方

法
、

維
持

管
理

状
況

、
都

道
府

県
に

お
け

る
点

検
・
指

導
状

況
等

を
様

式
に

具
体

的
に

記
載

し
、

添
付

す
る

こ
と

。

事
業

実
施

主
体

名
（
参

画
協

議
会

名
）

構
成

市
町

村
名

事
業

の
種

類

事
業

計
画

の
内

容

事
業

実
施

主
体

の
種 類

合
　

計

整
備

事
業

64



（
別

紙
３

）
（
３

）
被

害
防

止
計

画
の

概
要

３
　

被
害

防
止

計
画

の
概

要

現
状

値
目

標
値

（
備

考
）

実
績

現
状

値
目

標
値

（
備

考
）

実
績

（
○

年
度

）
（
○

年
度

）
軽

減
率

（
○

年
度

）
（
○

年
度

）
（
○

年
度

）
軽

減
率

（
○

年
度

）
(万

円
)

(万
円

)
(％

)
(万

円
)

(ｈ
ａ
)

(ｈ
ａ
)

(％
)

(ｈ
ａ
)

注
１

：
事

業
の

種
類

に
つ

い
て

は
、

被
害

緊
急

対
応

型
は

１
、

広
域

連
携

型
は

２
を

記
入

す
る

。

２
：

事
業

計
画

の
内

容
に

つ
い

て
は

、
推

進
事

業
と

整
備

事
業

が
一

体
の

場
合

に
は

１
、

推
進

事
業

の
場

合
に

は
２

、
整

備
事

業
の

場
合

に
は

３
を

記
入

す
る

。

３
：

目
標

指
標

の
設

定
内

容
の

欄
に

つ
い

て
は

、
目

標
を

設
定

し
て

い
る

場
合

に
は

、
該

当
す

る
欄

に
１

と
記

載
す

る
。

４
：

捕
獲

実
績

は
、

事
業

計
画

の
内

容
（
有

害
捕

獲
、

サ
ル

複
合

対
策

、
他

地
域

人
材

活
用

、
誘

導
捕

獲
柵

わ
な

、
IC

T
等

新
技

術
実

証
、

鳥
獣

被
害

防
止

施
設

等
）
ご

と
に

記
載

す
る

。

な
お

、
捕

獲
実

績
の

対
象

鳥
獣

は
、

イ
ノ

シ
シ

、
シ

カ
、

ク
マ

、
サ

ル
、

カ
モ

シ
カ

を
基

本
と

し
そ

れ
ら

以
外

は
そ

の
他

獣
類

及
び

鳥
類

で
記

載
す

る
。

１
　

事
業

実
施

主
体

等
　

事
業

の
種

類

事
業

計
画 の

内
容

合
　

計

4
　

捕
獲

実
績

事
業

実
施

主
体

名
（
参

画
協

議
会

名
）

構
成

市
町

村
名

都
道

府
県

が
目

標
達

成
が

見
込

ま
れ

な
い

と
判

断
し

た
場

合
の

理
由

鳥
獣

被
害

防
止

総
合

支
援

事
業

で
の

捕
獲

実
績

被
害

面
積

の
軽

減
目

標
被

害
金

額
の

軽
減

目
標

都
道

府
県

が
目

標
達

成
が

見
込

ま
れ

な
い

と
判

断
し

た
場

合
の

都
道

府
県

の
指

導
内

容

備
考

対
象

鳥
獣

対
象

鳥
獣

対
象

鳥
獣

捕
獲

頭
数
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（別紙４） （４）都道府県活動支援（鳥獣被害防止都道府県活動支援事業）の概要

鳥獣被害防止都道府県活動支援事業の実施状況報告（令和○○年度報告）

１　実施体制の整備

国庫交付金

円 円

２　広域捕獲活動（有害捕獲）

国庫交付金

円 円

３　新技術実証・普及活動

国庫交付金

円 円

４　人材育成活動

国庫交付金

円 円

５　ジビエ等の利用拡大に向けた地域の取組

国庫交付金

円 円

６　総事業費

事業費

　うち国庫交付金

注１：取組内容欄は具体的な内容及び積算等について詳細に記載すること。
 　２：備考欄に捕獲実績（鳥獣及び捕獲頭数）を記載すること。なお、対象鳥獣は、イノシシ、シカ、クマ、サル、カモシカを
　　　 基本としそれら以外はその他獣類及び鳥類で記載すること。

    ３：事業費の50%を超えて委託する場合、都道府県が具体的な計画を作成の上、進行管理を適切に行うことができることが
　 　　分かるよう取組内容を記載の上、参考資料等を添付すること。
   ４：その他必要な参考資料等を添付すること。

取組内容 事業費 備　考

（具体的な内容及び積算）

計

備　考

（具体的な内容及び積算）

計

備　考

事業費 備　考

（具体的な内容及び積算）

計

事業費

取組内容 事業費

取組内容 事業費 備　考

（具体的な内容及び積算）

計

円

円

（具体的な内容及び積算）

計

取組内容

取組内容
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１　事業の目的

２　計画の作成状況等

注：第二特定鳥獣管理計画の策定状況及び農林水産業の被害防止を目的とする捕獲が位置付けけられると判断できる記載を抜粋して記入すること。

３　事業の対象地域

注１：事業の対象地域となる市町村名及びその市町村における具体的な事業実施範囲を記入すること。
　 ２：事業実施範囲と協議会等が被害防止計画に基づき行う有害捕獲の区分（区域、期間等）を記入すること。

４　事業の対象地域内の全ての市町村における被害防止計画の作成状況及び有害捕獲の実施状況

注：有害捕獲の実施状況については、実施において活用している事業名等を記載すること。

５　都道府県広域捕獲活動支援事業の内容

（１）実施体制の整備

（２）生息状況調査等

（３）広域捕獲活動（個体数調整）

（内訳）

合　計
（①＋②）

(頭) （円/頭） (円) (円) (円) （円） （円）

合計

注１： 備考の欄の合計欄には、仕入れに係る消費税等相当額について、これを減額した場合には「除税額○○円　うち国費○○円」を、同税額がない場合には「該当なし」と、同税額が明らかでない場合には「含税額」とそれぞれ記

２： 対象鳥獣の欄は、獣種（幼獣と成獣は区別)ごとに記載し、雄と雌で単価を分けている場合は区別して記載すること。1行で１獣種とすること。

３： 「食肉利用等仕向け向けの有無」の欄は、食肉処理等のために施設において搬入確認を行う場合は○を、それ以外は×を記載すること。

４： 「機材及び資材の種類」の欄は、箱わな、くくりわな、囲いわな、誘導捕獲柵わな導入、止め刺し資材のいずれかを記載すること。

５： 「単位当たり単価」の欄は、単位当たりの単価（例：○円／基等）を記載するとともに、上限単価を超えた単価を特に認める（認めた）場合にあっては、（特）と記載すること。

（４）高度捕獲人材育成活動

（５）総事業費

事業費 円

　うち国庫交付金 円

取組内容 事業費 備　考
国庫交付金

（具体的な内容及び積算）

円 円

計

取組内容 事業費 備　考
国庫交付金

取組内容 事業費 備　考
国庫交付金

（具体的な内容及び積算）

円 円

計

（具体的な内容及び積算）

円 円

①個体数調整に係る捕獲 ②捕獲個体処理 報奨金額

備考
対象鳥獣 捕獲頭数

食肉利
用等仕
向け向
けの有
無

上限単価 国庫交付金

都道府県に
よる報奨金
（１頭あたり

の報奨金額）

都道府県に
よる報奨金

（合計）
埋　設

埋設を行う
施設の名称
及び所在地

焼　却
焼却を行う
施設の名称
及び所在地

事務費
（現地確認）

国庫交付金

捕獲個体を
搬入確認す
る食肉利用
等施設の名
称及び所在

地

備考欄 対象鳥獣
実施内容の概要 国庫交付

金

（円）

取組内容 事業費

③捕獲機材及び止め刺し資材 ④捕獲に従事する者の保険代

機材及び資材
の種類

購入数
単位当
たり単

価
国庫交付金 従事者数

１人当たり
の保険代

国庫交付金

注１：取組内容欄は具体的な内容及び積算等について詳細に記載すること。
　 ２：事業費の50%を超えて委託する場合、都道府県が具体的な計画を作成の上、進行管理を適切に行うことができることが分かるよう取組内容を記載の上、参考資料等を添付す
ること。
　 ３：その他必要な参考資料等を添付すること。

（別紙５）　（５）広域捕獲活動支援（都道府県広域捕獲活動支援事業）の概要

都道府県広域捕獲活動支援事業の実施状況報告（令和○○年度報告）

計

備　考
国庫交付金

（具体的な内容及び積算）

円 円

（円）
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（別紙６）　　（６）緊急捕獲活動（鳥獣被害防止緊急捕獲活動支援事業、シカ特別対策等事業（シカ緊急捕獲対策））の概要

　

推進事業概要（有害捕獲）

合　計
（①＋②＋③）

(頭) （円/頭） (円) 　 (円) (円) (円) （円） （円） （円） （円） （円） （円）

　 (円)

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

注１： 事業の種類等については、被害緊急対応型は１、広域連携型は２を記入する。また、都道府県が事業実施主体の場合は３を記入する。

２： 備考の欄の合計欄には、仕入れに係る消費税等相当額について、これを減額した場合には「除税額○○円　うち国費○○円」を、同税額がない場合には「該当なし」と、

同税額が明らかでない場合には「含税額」とそれぞれ記入する。

３： 対象鳥獣の欄は、獣種（幼獣と成獣は区別)ごとに記載し、雄と雌で単価を分けている場合は区別して記載すること。1行で１獣種とすること。

４： 「食肉利用等仕向け向けの有無」の欄は、食肉処理等のために施設において搬入確認を行う場合は○を、原子力災害対策特別措置法に基づく野生鳥獣肉の摂取制限又は出荷制限が指示されている地域におけるシカ、イノシシ（幼獣を除く）及び福島県におけるシカ（幼獣を除く）においては△を、それ以外は×を記載すること。

５： 単価調整等の方法の欄は、効率的に捕獲を実施するための単価の設定及び調整等の方法について、協議会又は市町村（協議会の構成員に限る。）ごとに必ず記載すること。

６：

実施内容の概要

１頭あたりの報奨金額

市町村による
報奨金（合計）
⑧（=捕獲頭数

×⑤）

市町村によ
る報奨金

（⑤）

都道府県に
よる報奨金

（④）

単価調整等
の方法

捕獲計画の
設定根拠

備考対象鳥獣 捕獲頭数 食肉利用等
仕向け向け
の有無

上限単価 補助金額
合計報奨金

額
⑥（=④＋⑤）

備考欄 対象鳥獣
実施内容
の概要

補助金額 補助金額補助金額
計

捕獲個体を
搬入確認す
る食肉利用
等施設の名
称及び所在
地

報奨金額総
計

⑨（=⑦＋⑧）

報奨金額合計

鳥獣被害防止緊急捕獲活動支援事業、シカ特別対策等事業（シカ緊急捕獲対策）の実施状況報告（令和○○年度報告）

捕獲計画の設定根拠の欄については、イノシシ、ニホンジカ、エゾシカ、サルの成獣の場合のみ記載することとし、鳥獣の生息状況、農作物の被害状況、実施隊の設置状況、交付金等を活用した鳥獣被害対策実施隊の体制強化や捕獲技術の高度化に向けた取組状況、近年の捕獲状況、捕獲の効率化の取組状況、柵の設置状況や捕獲に資する柵と
しての活用状況（整備事業で柵を設置する場合は必須）等を勘案した上で、協議会又は市町村（協議会の構成員に限る。）及び鳥獣ごとに必ず記載すること。

事業実施主体
名

（参画協議会
名）

構　成
市町村

事業の
種類等

①有害捕獲 ②捕獲個体処理 ③事務費（現地確認）

計

埋　設
埋設を行う
施設の名称
及び所在地

焼　却
焼却を行う
施設の名称
及び所在地

補助金額

都道府県による
報奨金（合計）
⑦（=捕獲頭数

×④）
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別紙２別添

１．鳥獣被害防止施設
事業実施主体名 事業の概要

２．食肉利用等施設
事業実施主体名 事業の概要

３．焼却施設
事業実施主体名 事業の概要

４．捕獲技術高度化施設
事業実施主体名 事業の概要

５．地域提案
事業実施主体名 事業の概要

（２）整備事業（鳥獣被害防止総合支援事業、鳥獣被害防止対策促進支援事業（中山間地域等鳥獣被害防止施設整備事業、
広域柵等鳥獣被害防止施設整備事業）の概要（うち、当該施設整備が有害捕獲効率の向上にどのように寄与するか）
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別
記

様
式

第
７

号
別

紙
２

関
係

様
式

鳥
獣

被
害

防
止

施
設

等
設

置
後

の
被

害
状

況
等

に
つ

い
て

被
害

金
額

（
円

）

被
害

面
積

（
ｍ

２
）

被
害

量
（
ｋ
ｇ
）

事
業

実
施

主
体

名
侵

入
防

止
柵

の
種

類
・
設

置
距

離
事

業
費

（
円

）
国

費
（
円

）

被
害

が
生

じ
た

場
合

の
要

因
と

事
業

実
施

主
体

等
が

講
じ

た
対

応
策

市
町

村
名

地
区

名
竣

工
年

月
日

事
業

実
施

主
体

等
が

講
じ

た
設

置
に

か
か

る
指

導
内

容

事
業

実
施

主
体

等
が

行
っ

て
い

る
維

持
管

理
方

法

事
業

実
施

主
体

等
に

お
け

る
維

持
管

理
状

況

都
道

府
県

に
お

け
る

点
検

・
指

導
状

況
そ

の
他
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１　事業の対象地域

注１：事業の対象地域となる市町村名及びその市町村における具体的な事業実施範囲を記入すること。
　 ２：事業実施範囲と協議会等が被害防止計画に基づき行う有害捕獲の区分（区域、期間等）を記入すること。

２　シカによる被害の状況

○シカ被害の拡大状況
項目 H30 R1 R2 R3 R4 ５か年平均

※被害額、被害面積や生息頭数など、シカ被害の拡大状況について、項目を記入すること。

注１：事業の対象地域となる市町村におけるシカの被害の状況（被害額、被害面積等）を記入すること。

３　事業の内容

（１）実施体制の整備

（２）生息状況調査等

（３）シカの集中捕獲

（４）捕獲個体の処理

（５）人材育成活動

（６）大規模捕獲実証

（７）総事業費

事業費 円

　うち国庫交付金 円

計

計

注１：取組内容欄は具体的な内容及び積算等について詳細に記載すること。
　 ２：事業費の50%を超えて委託する場合、都道府県が具体的な計画を作成の上、進行管理を適切に行うことができることが分かるよう取組内容を記載の上、参考資料等を添付すること。
　 ３：その他必要な参考資料等を添付すること。

取組内容 事業費 備　考
国庫交付金

（具体的な内容及び積算）

円 円

計

（具体的な内容及び積算）

円 円

取組内容 事業費 備　考
国庫交付金

（具体的な内容及び積算）

円 円

取組内容 事業費 備　考
国庫交付金

（具体的な内容及び積算）

円 円

計

取組内容 事業費 備　考
国庫交付金

取組内容 事業費 備　考
国庫交付金

（具体的な内容及び積算）

円 円

計

（具体的な内容及び積算）

円 円

（別紙７）　　（７）シカ特別対策（シカ特別対策等事業（シカ特別対策））の概要

シカ特別対策等事業（シカ特別対策）の実施状況報告（令和○○年度報告）

取組内容 事業費 備　考
国庫交付金
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別
記

様
式

第
8
号

（
別

記
１

の
第

６
の

１
、

別
記

２
の

第
５

、
別

記
３

の
第

５
、

別
記

４
の

第
６

、
別

記
５

の
第

６
、

別
記

８
の

第
６

の
１

の
（
１

）
及

び
４

の
（
１

）
関

係
）

○
○

県
（
都

府
道

）
１

　
被

害
防

止
計

画
の

作
成

数
、

特
徴

等

２
　

事
業

効
果

の
発

現
状

況
地

域
の

体
制

整
備

、
被

害
防

止
効

果
、

捕
獲

状
況

、
人

材
育

成
状

況
、

耕
作

放
棄

地
の

解
消

等
様

々
な

角
度

か
ら

記
載

す
る

。

３
　

被
害

防
止

計
画

の
目

標
達

成
状

況
被

害
防

止
計

画
の

目
標

の
達

成
状

況
を

記
載

す
る

。

４
　

各
事

業
実

施
地

区
に

お
け

る
被

害
防

止
計

画
の

達
成

状
況

（
協

議
会

名
）

目
標

値
実

績
値

達
成

率
目

標
値

実
績

値
達

成
率

（
記

載
例

）

（
鳥

獣
被

害
防

止
施

設
）

・
集

落
と

山
の

境
界

で
、

イ
ノ

シ
シ

、
シ

カ
、

サ
ル

に
よ

る
大

根
、

白
菜

等
の

野
菜

類
の

被
害

が
多

発
し

て
い

た
こ

と
か

ら
、

環
境

省
の

指
定

管
理

鳥
獣

捕
獲

等
事

業
と

連
携

し
つ

つ
、

緊
急

捕
獲

活
動

支
援

事
業

を
活

用
し

山
中

に
お

い
て

猟
友

会
が

有
害

捕
獲

を
行

う
と

と
も

に
、

集
落

を
囲

う
よ

う
に

山
際

に
侵

入
防

止
柵

を
設

置
。

進
入

路
と

な
る

河
川

や
道

路
に

誘
導

捕
獲

柵
わ

な
及

び
箱

ワ
ナ

を
設

置
。

サ
ル

接
近

検
知

シ
ス

テ
ム

の
活

用
、

地
域

農
家

に
よ

る
追

い
払

い
を

行
い

つ
つ

、
セ

ン
サ

ー
カ

メ
ラ

に
よ

る
監

視
・
遠

隔
操

作
を

行
い

、
侵

入
す

る
個

体
の

捕
獲

を
実

施
。

こ
れ

ら
の

取
組

に
よ

り
、

事
業

実
施

市
町

村
に

お
け

る
イ

ノ
シ

シ
の

有
害

捕
獲

捕
獲

頭
数

は
2
0
%
増

加
、

シ
カ

の
有

害
捕

獲
頭

数
は

1
5
%
増

加
（
施

設
整

備
前

の
令

和
○

年
度

で
は

年
間

の
有

害
捕

獲
頭

数
は

イ
ノ

シ
シ

で
1
0
0
頭

、
シ

カ
で

2
0
0
頭

。
令

和
○

年
○

月
に

竣
工

し
、

整
備

後
の

令
和

○
年

度
で

は
年

間
の

有
害

捕
獲

頭
数

は
イ

ノ
シ

シ
で

1
2
0
頭

、
シ

カ
で

2
3
0
頭

。
な

お
、

狩
猟

に
よ

る
捕

獲
頭

数
は

施
設

整
備

前
後

で
捕

獲
頭

数
に

変
化

な
し

）
。

（
処

理
加

工
施

設
）

・
事

業
実

施
市

町
村

に
お

け
る

イ
ノ

シ
シ

の
食

肉
の

販
売

額
及

び
販

売
量

が
１

割
増

加
（
施

設
整

備
前

の
平

成
○

年
度

で
は

年
間

の
販

売
額

は
○

円
、

販
売

量
は

○
ト

ン
。

令
和

○
年

○
月

に
竣

工
し

、
整

備
後

の
令

和
○

年
度

で
は

年
間

の
販

売
額

は
○

円
、

販
売

量
は

○
ト

ン
）

・
事

業
実

施
市

町
村

に
お

け
る

イ
ノ

シ
シ

の
処

理
頭

数
が

1
5
%
増

加
（
施

設
整

備
前

の
令

和
○

年
度

で
は

年
間

の
処

理
頭

数
○

ト
ン

。
令

和
○

年
○

月
に

竣
工

し
、

整
備

後
の

令
和

○
年

度
で

は
年

間
の

処
理

頭
数

は
○

ト
ン

）
・
事

業
実

施
市

町
村

に
お

け
る

イ
ノ

シ
シ

の
１

頭
あ

た
り

の
処

理
経

費
が

5
%
削

減
（
施

設
整

備
前

の
令

和
○

年
度

に
お

け
る

１
頭

あ
た

り
の

処
理

経
費

は
○

円
／

頭
。

令
和

○
年

○
月

に
竣

工
し

、
整

備
後

の
令

和
○

年
度

で
は

１
頭

あ
た

り
の

処
理

経
費

は
○

円
／

頭
）

・
事

業
実

施
市

町
村

に
お

け
る

有
害

捕
獲

鳥
獣

の
う

ち
食

肉
等

の
処

理
頭

数
割

合
が

イ
ノ

シ
シ

、
シ

カ
と

も
に

2
0
%
増

加
（
施

設
整

備
前

の
令

和
○

年
度

で
は

年
間

の
イ

ノ
シ

シ
（
年

間
1
0
0
頭

捕
獲

）
及

び
シ

カ
（
年

間
1
5
0
頭

捕
獲

）
の

食
肉

等
の

処
理

頭
数

割
合

は
と

も
に

0
%
。

平
成

○
年

○
月

に
竣

工
し

、
整

備
後

の
令

和
○

年
度

で
は

年
間

の
イ

ノ
シ

シ
（
年

間
1
2
0
頭

捕
獲

の
う

ち
2
4
頭

食
肉

処
理

）
及

び
シ

カ
（
年

間
2
0
0
頭

捕
獲

の
う

ち
4
0
頭

食
肉

処
理

）
の

食
肉

等
の

処
理

頭
数

割
合

は
と

も
に

2
0
%
増

加
。

・
事

業
実

施
市

町
村

に
お

け
る

イ
ノ

シ
シ

の
有

害
捕

獲
捕

獲
頭

数
は

2
0
%
増

加
、

シ
カ

の
有

害
捕

獲
頭

数
は

1
5
%
増

加
（
施

設
整

備
前

の
令

和
○

年
度

で
は

年
間

の
有

害
捕

獲
頭

数
は

イ
ノ

シ
シ

で
1
0
0
頭

、
シ

カ
で

2
0
0
頭

。
令

和
○

年
○

月
に

竣
工

し
、

整
備

後
の

令
和

○
年

度
で

は
年

間
の

有
害

捕
獲

頭
数

は
イ

ノ
シ

シ
で

1
2
0
頭

、
シ

カ
で

2
3
0
頭

。
な

お
、

狩
猟

に
よ

る
捕

獲
頭

数
は

施
設

整
備

前
後

で
捕

獲
頭

数
に

変
化

な
し

）
等 （
焼

却
施

設
）

・
事

業
実

施
市

町
村

に
お

け
る

イ
ノ

シ
シ

及
び

シ
カ

の
焼

却
処

理
頭

数
が

、
各

々
1
0
%
、

5
%
増

加
（
施

設
整

備
前

の
令

和
○

年
度

で
は

年
間

の
処

理
頭

数
は

イ
ノ

シ
シ

○
頭

、
シ

カ
○

頭
。

令
和

○
年

○
月

に
竣

工
し

、
整

備
後

の
令

和
○

年
度

で
は

年
間

の
処

理
頭

数
は

イ
ノ

シ
シ

○
頭

、
シ

カ
○

頭
。

）
・
事

業
実

施
市

町
村

に
お

け
る

イ
ノ

シ
シ

及
び

シ
カ

の
１

頭
あ

た
り

の
処

理
経

費
が

、
各

々
1
0
%
、

1
5
%
削

減
（
施

設
整

備
前

の
令

和
○

年
度

で
は

１
頭

あ
た

り
の

処
理

経
費

は
イ

ノ
シ

シ
○

円
、

シ
カ

○
円

。
令

和
○

年
○

月
に

竣
工

し
、

整
備

後
の

令
和

○
年

度
で

は
１

頭
あ

た
り

の
処

理
経

費
は

イ
ノ

シ
シ

○
円

、
シ

カ
○

円
。

）
・
事

業
実

施
市

町
村

に
お

け
る

有
害

捕
獲

鳥
獣

の
う

ち
焼

却
処

理
頭

数
割

合
が

2
0
%
増

加
（
施

設
整

備
前

の
令

和
○

年
度

で
は

年
間

の
処

理
頭

数
は

イ
ノ

シ
シ

○
頭

、
シ

カ
○

頭
、

計
○

頭
。

令
和

○
年

○
月

に
竣

工
し

、
整

備
後

の
令

和
○

年
度

で
は

年
間

の
処

理
頭

数
は

イ
ノ

シ
シ

○
頭

、
シ

カ
○

頭
。

）
等 （
捕

獲
技

術
高

度
化

施
設

）

・
事

業
実

施
市

町
村

に
お

け
る

銃
猟

免
許

有
資

格
実

施
隊

員
が

施
設

整
備

前
の

令
和

○
年

度
は

５
人

で
あ

っ
た

が
、

令
和

○
年

○
月

に
竣

工
し

、
施

設
整

備
後

の
令

和
○

年
度

は
1
5
人

と
1
0
人

増
加

・
事

業
実

施
市

町
村

に
お

け
る

有
害

捕
獲

に
取

り
組

む
銃

猟
有

資
格

者
が

施
設

整
備

前
の

令
和

○
年

度
は

1
0
人

で
あ

っ
た

が
、

令
和

○
年

○
月

に
竣

工
し

、
施

設
整

備
後

の
令

和
○

年
度

は
2
5
人

と
1
5
人

増
加

・
事

業
実

施
市

町
村

に
お

け
る

有
害

捕
獲

に
係

る
銃

猟
研

修
会

参
加

者
が

事
業

実
施

前
の

令
和

○
年

度
は

5
0
人

で
あ

っ
た

が
、

令
和

○
年

○
月

に
竣

工
し

、
施

設
整

備
後

の
○

年
度

は
7
5
人

と
2
5
人

増
加

・
事

業
実

施
市

町
村

に
お

け
る

イ
ノ

シ
シ

と
シ

カ
の

捕
獲

頭
数

（
有

害
捕

獲
＋

狩
猟

＋
○

○
）
が

各
々

5
%
（
1
0
0
頭

→
1
0
5
頭

）
、

1
0
%
（
1
5
0
頭

→
1
6
5
頭

）
増

加
等

注
１

：
被

害
金

額
及

び
被

害
面

積
の

目
標

欄
に

つ
い

て
は

対
象

鳥
獣

及
び

目
標

値
を

記
し

、
こ

れ
に

合
わ

せ
て

他
の

欄
も

記
載

す
る

。
 　

２
：
都

道
府

県
が

事
業

実
施

主
体

と
な

る
鳥

獣
被

害
防

止
都

道
府

県
活

動
支

援
事

業
を

実
施

し
た

場
合

、
そ

の
事

業
内

容
等

も
記

載
す

る
こ

と
。

　
 ３

：
事

業
効

果
は

記
載

例
を

参
考

と
し

、
獣

種
等

ご
と

に
事

業
実

施
前

と
事

業
実

施
後

の
定

量
的

な
比

較
が

で
き

る
よ

う
時

間
軸

を
明

確
に

記
載

の
上

、
そ

の
効

果
を

詳
細

に
記

載
す

る
こ

と
。

整
備

事
業

を
行

っ
た

場
合

、
捕

獲
効

率
の

向
上

に
ど

の
よ

う
に

寄
与

し
た

か
も

必
ず

記
載

す
る

こ
と

。
 

　
 ４

：
「
事

業
実

施
主

体
の

評
価

」
の

欄
に

は
、

そ
の

効
果

に
対

す
る

考
察

や
経

営
状

況
も

詳
細

に
記

載
す

る
こ

と
。

　
　

　

５
　

都
道

府
県

に
よ

る
総

合
的

評
価

第
三

者
の

意
見

都
道

府
県

の
評

価

鳥
獣

被
害

防
止

総
合

支
援

事
業

、
鳥

獣
被

害
防

止
都

道
府

県
活

動
支

援
事

業
（
都

道
府

県
広

域
捕

獲
活

動
支

援
事

業
）
鳥

獣
被

害
防

止
緊

急
捕

獲
活

動
支

援
事

業
、

シ
カ

特
別

対
策

等
事

業
、

鳥
獣

被
害

防
止

対
策

促
進

支
援

事
業

（
中

山
間

地
域

等
鳥

獣
被

害
防

止
施

設
整

備
事

業
、

広
域

柵
等

鳥
獣

被
害

防
止

施
設

整
備

事
業

）
の

評
価

報
告

（
令

和
○

○
年

度
報

告
）

被
害

金
額

被
害

面
積

　
 ５

：
鳥

獣
被

害
防

止
施

設
の

整
備

を
行

っ
た

場
合

、
侵

入
防

止
柵

設
置

後
の

ほ
場

ご
と

の
鳥

獣
被

害
の

状
況

、
侵

入
防

止
柵

の
設

置
及

び
維

持
管

理
の

状
況

に
つ

い
て

、
地

区
名

、
侵

入
防

止
柵

の
種

類
・
設

置
距

離
、

事
業

費
、

国
費

、
被

害
金

額
、

被
害

面
積

、
被

害
量

、
被

害
が

生
じ

た
場

合
の

要
因

と
対

応
策

、
設

置
に

　
　

係
る

指
導

内
容

、
維

持
管

理
方

法
、

維
持

管
理

状
況

、
都

道
府

県
に

お
け

る
点

検
・
指

導
状

況
等

を
様

式
に

具
体

的
に

記
載

し
、

添
付

す
る

こ
と

。

事
業

実
施

主
体

名
対

象
地

域
実

施
年

度
対

象
鳥

獣
事

業
内

容
事

業
量

管
理

主
体

供
用

開
始

利
用

率
・

稼
働

率
事

業
効

果

被
害

防
止

計
画

の
目

標
と

実
績

事
業

実
施

主
体

の
評

価
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別
記

様
式

第
８

号
関

係
様

式

鳥
獣

被
害

防
止

施
設

等
設

置
後

の
被

害
状

況
等

に
つ

い
て

被
害

金
額

（
円

）

被
害

面
積

（
ｍ

２
）

被
害

量
（
ｋ
ｇ
）

事
業

実
施

主
体

名
市

町
村

名
地

区
名

竣
工

年
月

日
侵

入
防

止
柵

の
種

類
・
設

置
距

離
事

業
費

（
円

）
都

道
府

県
に

お
け

る
点

検
・
指

導
状

況
そ

の
他

国
費

（
円

）

被
害

が
生

じ
た

場
合

の
要

因
と

事
業

実
施

主
体

等
が

講
じ

た
対

応
策

事
業

実
施

主
体

等
が

講
じ

た
設

置
に

か
か

る
指

導
内

容

事
業

実
施

主
体

等
が

行
っ

て
い

る
維

持
管

理
方

法

事
業

実
施

主
体

等
に

お
け

る
維

持
管

理
状

況
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別記様式第９号（別記１の第４の１、別記４の第４の２、別記５の第４の１の（１）、

別記８の第４の１の（１）及び４の（１）関係） 

 

番   号 

年 月 日 

 

 

 ○○農政局長   殿 

  北海道及び広域コンソーシアムにあっては農林水産省農村振興局長 

 沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局長 

 

 

                      所在地 

 

                       団体名 

（協議会等名） 

                       代表者  役職 氏名    

 

 

令和○○年度鳥獣被害防止総合支援事業（及び鳥獣被害防止緊急捕獲活 

動支援事業、シカ特別対策等事業（シカ緊急捕獲対策）、鳥獣被害防止対策

促進支援事業（中山間地域等鳥獣被害防止施設整備事業、広域柵等鳥獣被害

防止施設整備事業））の実施計画の協議（変更協議）について 

 

 令和○○年度において、鳥獣被害防止総合対策支援事業（及び鳥獣被害防止緊急捕

獲活動支援事業、シカ特別対策等事業（シカ緊急捕獲対策）、鳥獣被害防止対策促進

支援事業（中山間地域等鳥獣被害防止施設整備事業、広域柵等鳥獣被害防止施設整備

事業））を実施したい（事業実施計画を変更したい）ので、鳥獣被害防止総合対策交

付金実施要領（平成 20 年３月 31 日付け 19 生産第 9424 号農林水産省生産局長通知）

別記１の第４の１の（２）（別記１の第４の１の（６））（別記４の第４の１の（２））

（別記４の第４の１の（６））（別記５の第４の１の（１）のイ）（別記５の第４の

１の（１）のカ）（別記８の第４の１の（１））（別記８の第４の１の（３））（別

記８の第４の４の（１））（別記８の第４の４の（３））の規定に基づき、関係書類

を添えて協議する。 

 

 （注）１ 関係書類として、別添１の事業実施計画書を添付すること。 

    ２ 協議会の構成員が申請する場合は、参画協議会名も記載すること。 
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（別添１）

２　事業の目的

３  計画の作成状況

（１）被害防止計画の作成状況

（注）被害防止計画の作成状況について、該当する区分に○印を記入すること。

（２）他の施策との関連状況

（注）１  事業実施主体が属する市町村において、外来生物法に基づく計画を作成している場合は、該当欄に○ 印を記入すること。

　7　 鳥類複合対策

10　　GISを活用した被害対策等の
　　　可視化定着支援

○鳥獣被害防止総合支援事業、鳥獣被害防止緊急捕獲活動支援事業、シカ特別対策等事業（シカ緊急捕獲対策）、鳥獣被害防止対策促進支援事業（中山間地域等鳥獣被
害防止施設整備事業、広域柵等鳥獣被害防止施設整備事業）（広域都道府県域計画（又は実績））関係

鳥獣被害防止緊急捕獲活
動支援事業

合

○ ＩＣＴの活用による情報管理の効率化

○ 放射性物質影響地域のジビエ利活用推進

計

円 円 円 円 円

小 計

推進事業
　緊急捕獲活動

事業名 事業内容 事業費
負担区分

備考
国庫交付金 都道府県費 市町村費 その他

鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止のための特別措置に関する法律（ 平成 19  年法律第 134  号）第４ 条の規定に基づく被害防止計画の作成
ア  広域市町村域内の市町村（又はコンソーシアムを構成する市町村）が共同して作成
イ  広域市町村域内の各市町村ごと（又はコンソーシアムを構成する各市町村ごと）に作成

上記以外の被害防止計画の作成

鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律（平成 14  年法律第 88  号） 第７ 条の２ 第１項に規定する第二種特定鳥獣管理計画に資する取組
を行う

推進事業

8    他地域人材活用

○実施隊特定活動

1    大規模緩衝帯整備

2    誘導捕獲柵わなの導入

○ICT等新技術実証

○ 農業者団体等民間団体被害防止活動

整備事業

１  鳥獣被害防止施設

２  処理加工施設

（食肉利用等施設）

（焼却施設）

３  捕獲技術高度化施設

○被害防止活動推進

1    推進体制の整備

2    有害捕獲

3    被害防除

4    生息環境管理

5    サル複合対策

1    実施隊員の人材育成

2    新規猟銃取得支援

○ 捕獲サポート体制の構築

特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法律（ 平成 16  年法律第 78  号）に基づく防除実施計画の作成

○ 鳥獣被害対策実施隊体制強化

○ 処理加工施設の人材育成

9    ICT等新技術の活用

鳥獣被害防止総合支援事
業

注）１  負担区分の都道府県・市町村費欄には、事業実施に係る都道府県費と市町村費の合計をそれぞれ記入する。

２  負担区分のその他欄には、事業実施に係る国庫交付金、都道府県費及び市町村費以外の額を記入する。

6    クマ複合対策

○ ジビエ等の利用拡大に向けた地域の取組

1    販売拡大支援

2    搬入促進支援

１  総括表
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４  事業実施体制

（１）協議会（又はコンソーシアム）の概要

（注）協議会（又はコンソーシアム）の規約、役員名簿、組織図等事業実施の体制が分かる資料を添付すること。

（２）専門家等の連携

（３）地域における取組

５  鳥獣被害防止総合支援事業の推進事業の内容

（１）  被害防止活動推進

①推進体制に関する実施計画（又は実績）

専門家等の氏名 所属・専門分野 実施内容 備  考

備考

協議会（又はコンソーシアム）の
名称 及び設立年月日

構成機関の名称 役割分担内容 備  考

（ 定額） 円 円 円 円 円

負担区分

国庫交付金 都道府県費 市町村費 その他
開催年月日 会議名 内  容 事業費

（１／２以内） 

計

（注）鳥獣被害防止対策における市町村等地域の取組事項、内容を記入すること。あわせて、鳥獣被害防止緊急捕獲活動支援事業に係る捕獲目標達成に向けた広域協議
会としての体制や方針、効率的な捕獲実施のための単価の設定及び調整等の広域協議会としての考え方等記載すること。

具体的な取組内容

[記載例]

○有害捕獲に関する事項

　・捕獲体制の整備[目的：被害を与える鳥獣に応じた捕獲体制を構築]

　　実施イメージ：農作物被害の多くを占める○○の捕獲を重点的に行うため、捕獲従事者の確保（技術向上）のための○○の捕獲に特化した研修等を実施。

　・捕獲機材の整備[目的：捕獲方法に応じて不足する捕獲機材を整備]

　　実施イメージ：構築された捕獲体制における○○の捕獲方法を把握し、効率的に捕獲を行うために不足する捕獲機材を明確化した上で、捕獲機材の整備を

　　実施。

　・生息状況調査の実施[目的：被害を与える鳥獣の生息状況の把握]

　　実施イメージ：○○の捕獲を重点的に行うため、生息状況や行動範囲等を把握し、地図化を行った上で、捕獲従事者へ情報共有を実施。

○被害防除に関する事項

　・侵入防止柵の整備[目的：被害が発生している農地へ侵入防止柵を整備]

　　実施イメージ：○○の農作物被害が発生している農地に対して、侵入防止柵の整備（現行整備率50％＞目標整備率100%）を早期に進める。また、併せて

　　正しい設置方法における研修会を実施。

　・追い払い活動の実施[目的：効果的・継続的な追い払いによる被害防除]

　　実施イメージ：○○の農作物被害が発生している地域で、追い払い活動を実施する体制（チーム）を構築し、○日に１回程度の定期的な追い払い活動を

　　実施。

　・被害状況調査の実施[目的：地域における被害状況及び加害鳥獣の把握]
　　実施イメージ：地域の代表者等へのアンケートや農業関係データにより、地域の被害状況を把握するとともに、被害農地にセンサーカメラを設置し、
　　加害獣種を特定。

○生息環境管理に関する事項

　・緩衝帯の整備[目的：鳥獣を寄せ付けない対策として緩衝帯を整備]

　　実施イメージ：○○の農作物被害が発生している地域で、鳥獣の潜み場所を無くすため、山林と農地を分断する緩衝帯（○ha）を整備するとともに、

　　地域内の耕作放棄地（○ha）の刈り払いを実施。

　・放任果樹の除去[目的：地域のえさ源対策として放任果樹等を除去]
　　実施イメージ：地域内の見廻りを定期的に実施し、確認された放任果樹の撤去や伐採、農作物残渣やヒコバエを処分し、えさ場としての価値を下げる
　　対策を実施。

（注）１  負担区分の都道府県・市町村費欄には、事業実施に係る都道府県費と市町村費の合計をそれぞれ記入する。

２  負担区分のその他欄には、事業実施に係る国庫交付金、都道府県費及び市町村費以外の額を記入する。

３  協議会等の活動について記入すること。
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 ②有害捕獲に関する実施計画（又は実績）

ア　狩猟免許の取得

イ  有害捕獲に関する事項

 ③被害防除に関する実施計画（又は実績）　　　

ア　現場技術指導者の育成

（注）１  負担区分の都道府県・市町村費欄には、事業実施に係る都道府県費と市町村費の合計をそれぞれ記入する。

２  負担区分のその他欄には、事業実施に係る国庫交付金、都道府県費及び市町村費以外の額を記入する。

イ  被害防除に関する事項

円

その他

内  容

内  容
市町村費

計

国庫交付金 都道府県費 市町村費 その他

（注）１  負担区分の都道府県・市町村費欄には、事業実施に係る都道府県費と市町村費の合計をそれぞれ記入する。

２  負担区分のその他欄には、事業実施に係る国庫交付金、都道府県費及び市町村費以外の額を記入する。

備考対象鳥獣 対象地域 実施時期 事業費

負担区分

（定額）

計

備考
国庫交付金 都道府県費

（ 定額） 円 円

（１/２以内）

市町村費 その他
内  容

円 円 円 円

事業費

負担区分

円 円 円

（１/２以内）

対象鳥獣 対象地域 実施時期 事業費

負担区分

（定額） 円 円 円 円 円

（ １／２以内）

所属機関の名称
免 許 の

種類
取得人

数
事業費

負担区分

備考
国庫交付金 都 道 府 県費

備考
国庫交付金 都道府県費 市町村費 その他

（１/２以内）

（注）１  負担区分の都道府県・市町村費欄には、事業実施に係る都道府県費と市町村費の合計をそれぞれ記入する。

２  負担区分のその他欄には、事業実施に係る国庫交付金、都道府県費及び市町村費以外の額を記入する。

計

所属機関の名称 育成人数

円 円

（注）１  負担区分の都道府県・市町村費欄には、事業実施に係る都道府県費と市町村費の合計をそれぞれ記入する。

２  負担区分のその他欄には、事業実施に係る国庫交付金、都道府県費及び市町村費以外の額を記入する。

計

（ 定額） 円 円 円

内  容

77



④生息環境管理に関する実施計画（又は実績）

⑤サル複合対策に関する実施計画（又は実績）

⑥クマ複合対策に関する実施計画（又は実績）

⑦鳥類複合対策に関する実施計画（又は実績）

計

（注）１  負担区分の都道府県・市町村費欄には、事業実施に係る都道府県費と市町村費の合計をそれぞれ記入する。

２  負担区分のその他欄には、事業実施に係る国庫交付金、都道府県費及び市町村費以外の額を記入する。

対象鳥獣 対象地域 実施時期 内  容 事業費

負担区分

備考
国庫交付金 都道府県費 市町村費 その他

（ 定額） 円 円 円 円 円

（１/２以内）

対象地域 実施時期 事業費

負担区分

備考
国庫交付金 都道府県費 市町村費 その他

（注）１  負担区分の都道府県・市町村費欄には、事業実施に係る都道府県費と市町村費の合計をそれぞれ記入する。

２  負担区分のその他欄には、事業実施に係る国庫交付金、都道府県費及び市町村費以外の額を記入する。

計

内  容

（注）１  負担区分の都道府県・市町村費欄には、事業実施に係る都道府県費と市町村費の合計をそれぞれ記入する。

２  負担区分のその他欄には、事業実施に係る国庫交付金、都道府県費及び市町村費以外の額を記入する。

計

（ 定額） 円 円 円 円 円

（１/２以内）

対象鳥獣 対象地域 実施時期 事業費

負担区分

備考
国庫交付金 都道府県費 市町村費 その他

内  容

（１/２以内）

（ 定額） 円

対象鳥獣 対象地域 実施時期 内  容 事業費

負担区分

備考
国庫交付金 都道府県費 市町村費 その他

円 円 円 円

（ 定額） 円 円 円 円 円

（１/２以内）

計

（注）１  負担区分の都道府県・市町村費欄には、事業実施に係る都道府県費と市町村費の合計をそれぞれ記入する。

２  負担区分のその他欄には、事業実施に係る国庫交付金、都道府県費及び市町村費以外の額を記入する。
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⑧他地域人材活用に関する実施計画（又は実績）

⑨ICT等新技術の活用に関する実施計画（又は実績）

⑩GISを活用した被害対策等の可視化定着支援に関する実施計画（又は実績）

⑪大規模緩衝帯の整備計画（又は実績）

（注）１  負担区分の都道府県・市町村費欄には、事業実施に係る都道府県費と市町村費の合計をそれぞれ記入する。

２  負担区分のその他欄には、事業実施に係る国庫交付金、都道府県費及び市町村費以外の額を記入する。

計

（ 定額） 円

計

円 円 円 円

対象鳥獣 対象地域 実施時期 内  容 事業費

負担区分

備考
国庫交付金 都道府県費 市町村費 その他

対象地域 実施時期 事業費

負担区分

計

内  容

対象鳥獣 対象地域 実施時期 事業費

負担区分

備考
国庫交付金 都道府県費 市町村費 その他

（ 定額）

内  容

円 円

内  容

（注）１  負担区分の都道府県・市町村費欄には、事業実施に係る都道府県費と市町村費の合計をそれぞれ記入する。

（１/２以内）

（１/２以内）

対象鳥獣 対象地域 実施時期 事業費

負担区分

備考
国庫交付金 都道府県費 市町村費 その他

（ 定額） 円 円 円 円 円

（１/２以内）

円

２  負担区分のその他欄には、事業実施に係る国庫交付金、都道府県費及び市町村費以外の額を記入する。

３  整備内容・規模の欄に伐採率等を記し、整備範囲、農地等の防止対象区域が分かるような地図、規模決定根拠となる資料、
　管理規定等を添付すること。

計

（注）１  負担区分の都道府県・市町村費欄には、事業実施に係る都道府県費と市町村費の合計をそれぞれ記入する。

２  負担区分のその他欄には、事業実施に係る国庫交付金、都道府県費及び市町村費以外の額を記入する。

（注）１  負担区分の都道府県・市町村費欄には、事業実施に係る都道府県費と市町村費の合計をそれぞれ記入する。

２  負担区分のその他欄には、事業実施に係る国庫交付金、都道府県費及び市町村費以外の額を記入する。

対象鳥獣 備考
国庫交付金 都道府県費 市町村費 その他

円 円 円

円 円 円 円
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⑫誘導捕獲柵わなの整備計画（又は実績）

⑬ICT 等新技術実証に関する実施計画（ 又は実績）

⑭農業者団体等民間団体被害防止活動に関する実施計画（又は実績）

⑮ジビエ等の利用拡大に向けた地域（販売拡大支援）の取組に関する実施計画（又は実績）

⑯ジビエ等の利用拡大に向けた地域（搬入促進支援）の取組に関する実施計画（又は実績）

内  容

内  容

内  容

（注）１  負担区分の都道府県・市町村費欄には、事業実施に係る都道府県費と市町村費の合計をそれぞれ記入する。

２  負担区分のその他欄には、事業実施に係る国庫交付金、都道府県費及び市町村費以外の額を記入する。

３  整備内容、設置場所の規模（ 設置数）、仕様図など決定根拠となる資料、管理規定等を添付すること。

対象鳥獣 対象地域 実施時期 事業費

負担区分

備考
国庫交付金 都道府県費 市町村費 その他

都道府県費

その他

（注）１  負担区分の都道府県・市町村費欄には、事業実施に係る都道府県費と市町村費の合計をそれぞれ記入する。

２  負担区分のその他欄には、事業実施に係る国庫交付金、都道府県費及び市町村費以外の額を記入する。

対象鳥獣 対象地域 実施時期 事業費

負担区分

計

対象鳥獣 対象地域 実施時期 事業費

負担区分 備考

国庫交付金 都道府県費 市町村費

備考
国庫交付金 都道府県費 市町村費 その他

内  容

対象鳥獣 対象地域 実施時期 事業費

負担区分

備考
国庫交付金 市町村費 その他

計

円 円 円 円 円

計

（注）１  負担区分の都道府県・市町村費欄には、事業実施に係る都道府県費と市町村費の合計をそれぞれ記入する。

２  負担区分のその他欄には、事業実施に係る国庫交付金、都道府県費及び市町村費以外の額を記入する。

対象鳥獣 対象地域 実施時期 内  容 事業費

負担区分

備考
国庫交付金 都道府県費 市町村費 その他

円

円 円 円 円 円

円 円 円

計

円

（注）１  負担区分の都道府県・市町村費欄には、事業実施に係る都道府県費と市町村費の合計をそれぞれ記入する。

２  負担区分のその他欄には、事業実施に係る国庫交付金、都道府県費及び市町村費以外の額を記入する。

（販売先／販売数量）

３  販売予定先が複数ある場合は、「販売先／販売数量」の行を追加して記載すること。

円 円 円 円 円

円 円 円

（注）１  負担区分の都道府県・市町村費欄には、事業実施に係る都道府県費と市町村費の合計をそれぞれ記入する。

２  負担区分のその他欄には、事業実施に係る国庫交付金、都道府県費及び市町村費以外の額を記入する。

円 円

（事業内容）

計
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⑰鳥獣被害対策実施隊体制強化（実施隊員の人材育成）に関する実施計画（又は実績）

⑱鳥獣被害対策実施隊体制強化（新規猟銃取得支援）に関する実施計画（又は実績）

⑲捕獲サポート体制の構築に関する実施計画（又は実績）

⑳処理加工施設の人材育成に関する実施計画（又は実績）

㉑ＩＣＴの活用による情報管理の効率化に関する実施計画（又は実績）

対象鳥獣 対象地域 実施時期 内  容 事業費

負担区分

備考
国庫交付金 都道府県費 市町村費 その他

円 円 円 円 円

計

（注）１  負担区分の都道府県・市町村費欄には、事業実施に係る都道府県費と市町村費の合計をそれぞれ記入する。

２  負担区分のその他欄には、事業実施に係る国庫交付金、都道府県費及び市町村費以外の額を記入する。

計

（注）１  負担区分の都道府県・市町村費欄には、事業実施に係る都道府県費と市町村費の合計をそれぞれ記入する。

２  負担区分のその他欄には、事業実施に係る国庫交付金、都道府県費及び市町村費以外の額を記入する。

対象鳥獣 対象地域 実施時期 内  容 事業費

負担区分

備考
国庫交付金 都道府県費 市町村費 その他

円 円 円 円 円

計

円 円 円 円 円

（注）１  負担区分の都道府県・市町村費欄には、事業実施に係る都道府県費と市町村費の合計をそれぞれ記入する。

２  負担区分のその他欄には、事業実施に係る国庫交付金、都道府県費及び市町村費以外の額を記入する。

（注）１  負担区分の都道府県・市町村費欄には、事業実施に係る都道府県費と市町村費の合計をそれぞれ記入する。

２  負担区分のその他欄には、事業実施に係る国庫交付金、都道府県費及び市町村費以外の額を記入する。

対象鳥獣 対象地域 実施時期 内  容 事業費

負担区分

備考
国庫交付金 都道府県費 市町村費 その他

計

（注）１  負担区分の都道府県・市町村費欄には、事業実施に係る都道府県費と市町村費の合計をそれぞれ記入する。

２  負担区分のその他欄には、事業実施に係る国庫交付金、都道府県費及び市町村費以外の額を記入する。

対象鳥獣 対象地域 実施時期 内  容 事業費

負担区分

備考
国庫交付金

円 円

円円 円 円 円

その他

円

対象鳥獣 対象地域 実施時期 内  容 事業費

負担区分

備考
国庫交付金 都道府県費 市町村費

計

都道府県費 市町村費 その他

円 円
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㉒放射性物質影響地域のジビエ利活用推進に関する実施計画（又は実績）

６  鳥獣被害防止総合支援事業（鳥獣被害防止対策促進支援事業（中山間地域等鳥獣被害防止施設整備事業、広域柵等鳥獣被害防止施設整備事業）

　の整備事業の内容

（１）施設整備地域の地域指定状況

（２）侵入防止柵等整備の現状及び計画

（注）整備計画面積欄には、市町村内要整備面積のうち当該年度において施設の整備を計画している面積を記入すること。

（３）鳥獣被害防止施設の整備計画（又は実績）

（注）１  負担区分の都道府県・市町村費欄には、事業実施に係る都道府県費と市町村費の合計をそれぞれ記入する。

２  負担区分のその他欄には、事業実施に係る国庫交付金、都道府県費及び市町村費以外の額を記入する。

計

対象鳥獣 対象地域 実施時期 内  容 事業費

負担区分

備考
国庫交付金 都道府県費 市町村費 その他

円 円 円 円 円

ha
（ m）

％

市町村名 整備地域

中山間地に該当するか否
か

備  考
山村 過疎 特農 半島 離島

地域指定状況

棚田

（注）１  施設を整備する対象地域における地域の指定状況について、該当する区分欄に○印を記入すること。

２  中山間地に該当するか否かの欄は、６法指定地域のほか、沖縄、奄美群島、小笠原諸島、豪雪地帯対策特別措置法第2条
　第2項に基づき指定された特別豪雪地帯、旧急傾斜地帯農業振興臨時特別措置法第３条に基づき指定された地域又は受益地
　内の平均15度以上の地域（水田地帯を除く）、「農林統計に用いる地域区分の制定について」（平成13年11月30日付け19

　等計第956号）において、中間農業地域又は山間農業地域に分類されている地域のいずれかの地域に該当する場合は○を記

　入すること。

侵入防止柵 ha
（ m）

ha
（ m）

円 円 円 円 円 ％

対象鳥獣 整備地域
受益戸

数
事業費

負担区分

交付率 備考
国庫交付金 都道府県費 市町村費 その他

実施内容

計

（注）１  負担区分の都道府県・市町村費欄には、事業実施に係る都道府県費と市町村費の合計を記入する。

２  負担区分のその他欄には、事業実施に係る国庫交付金、都道府県費及び市町村費以外の額を記入する。

３  侵入防止柵等の被害防止施設の設置場所が分かる地図、対象獣種及び柵の種類毎の１ ｍ当たり単価、柵の仕様の分かる
　資料、導入資材の内訳及び事業費の内訳の分かる資料等を添付すること。

４  効率的な捕獲の促進に資するよう、スマートセンサー等のＩＣＴを用いたわなや、その他の捕獲施設との一体的な整備内
　容を実施内容の欄に記載すること。

５  「鳥獣被害防止総合対策交付金における費用対効果分析の実施について」（ 平成２０年３月３１日付け１９生産第９４
　２６ 号生産局長通知） により算出した、費用対効果分析（ 投資効率）に係る資料を添付すること。

６  実施内容の欄は施設の整備内容に加え、各地域の有害捕獲活動（鳥獣被害防止総合支援事業の一斉捕獲、市町村単独事業
　などの鳥獣被害防止緊急捕獲活動支援事業以外の捕獲を含む。）を進める際にその捕獲効率を高めるため、本施設整備がど
　のように寄与するか具体的に必ず記載すること（別紙による記載も可）。

区分 対象鳥獣

整備済面積
（Ａ）

要整備面積
（ Ｂ）

整備計画面積
（ Ｃ）

整備予定率
（ A+C）/（A+B） 備考

７  事業実施状況報告を提出する場合にあっては、侵入防止柵設置後のほ場ごとの鳥獣被害の状況並びに侵入防止柵の設置及
　び維持管理の状況について、地区名、侵入防止柵の種類、設置距離、事業費、国費、被害金額、被害面積、被害量、被害が
　生じた場合の要因と対応策、設置に係る指導内容、維持管理方法、維持管理状況等を様式に具体的に記載し、添付すること。
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（４）処理加工施設（食肉利用等施設・焼却施設）の整備計画（又は実績）

（５）捕獲技術高度化施設の整備計画（又は実績）

別添２

８  添付書類

（１）規約、定款、寄付行為等及び収支予算（又は収支決算） 

（２）関係団体へ委託する場合は、その委託契約書（案）（又は写し）

（３）被害防止計画

（４）実績報告の際は、支払経費ごとの内訳を記載した帳簿等の写し

５  「鳥獣被害防止総合対策交付金における費用対効果分析の実施について」（平成２０年３月３１日付け１９生産第９４
　２６号生産局長通知）により算出した、費用対効果分析（ 投資効率）に係る資料を添付すること。

３  負担区分のその他欄には、事業実施に係る国庫交付金、都道府県費及び市町村費以外の額を記入する。

実施内容

（実施内容）

円 円 円 円 円 ％

事業費

負担区分

交付率 備考
国庫交付金 都道府県費 市町村費 その他

計

整備地域 受益戸数 実施内容

４  処理加工施設（ 食肉利用等施設・焼却施設）の設置場所、対象範囲が分かるような地図及び規模決定根拠となる資料等
　を添付すること。

対象鳥獣 整備地域
受益戸

数
事業費

負担区分

交付率 備考
国庫交付金 都道府県費 市町村費 その他

６  実施内容の欄は施設の整備内容に加え、各地域の有害捕獲活動（鳥獣被害防止総合支援事業の一斉捕獲、市町村単独事業
　などの鳥獣被害防止緊急捕獲活動支援事業以外の捕獲を含む。）を進める際にその捕獲効率を高めるため、本施設整備がど
　のように寄与するか具体的に必ず記載のこと（別紙による記載も可）。

円 円 円 円 円 ％

計

２  負担区分の都道府県・市町村費欄には、事業実施に係る都道府県費と市町村費の合計をそれぞれ記入する。

（販売先／販売数量）

（注）１  負担区分の都道府県・市町村費欄には、事業実施に係る都道府県費と市町村費の合計をそれぞれ記入する。

２  負担区分のその他欄には、事業実施に係る国庫交付金、都道府県費及び市町村費以外の額を記入する。

３  捕獲技術高度化施設の設置場所が分かるような地図、施設の図面、設備の概要及び規模決定根拠となる資料等を添付す
　ること。

４  「鳥獣被害防止総合対策交付金における費用対効果分析の実施について」（平成２０年３月３１日付け１９生産第９４
　２６号生産局長通知）により算出した、費用対効果分析（投資効率）に係る資料を添付すること。

５  実施内容の欄は施設の整備内容に加え、各地域の有害捕獲活動（鳥獣被害防止総合支援事業の一斉捕獲、市町村単独事業
　などの鳥獣被害防止緊急捕獲活動支援事業以外の捕獲を含む。）を進める際にその捕獲効率を高めるため、本施設整備がど
　のように寄与するか具体的に必ず記載のこと（別紙による記載も可）。

７  鳥獣被害防止緊急捕獲活動支援事業（シカ特別対策等事業（シカ緊急捕獲対策））の内容

（注）１  食肉利用等施設の整備の場合は、実施内容欄に販売先及び販売数量を記載するものとし、販売予定先が複数ある場合
　　　　は、「販売先／販売数量」の行を追加して記載すること。
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進
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業

概
要

（
有

害
捕

獲
）
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＋
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＋
③
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。
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実
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が
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実
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業

実
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管
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方

法
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業

実
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体
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況
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業
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）
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主
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月
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類

・
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距

離
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別記様式第 10 号（別記１の第６の１、別記８の第６の１の（１）及び４の（１）関

係） 

被害防止計画目標評価報告書 

 

１．対象地域及び実施期間 

対象地域  

実施期間  

 

２．被害防止計画目標の達成状況 

被害防止計画目標 

 

 

基準年（年

度）の実績

値（Ａ） 

目標値

（Ｂ） 

 

目標年（年

度）の実績

値（Ｃ） 

達成率

（％） 

Ａ－Ｃ／Ａ

－Ｂ 

備 考 

 

 

      

      

 

３．目標の達成のために実施した各事業の内容と効果 

事業内容 事業量 管理主体 供用開始日 事業効果 

     

     

 

４．総合評価 

（コメント） 

 

 

５．第三者の意見 

（コメント） 

 

 

（注）：１ 被害防止計画目標の達成状況が低調である場合は、実施要領別記１の第

６の２に基づき改善計画を作成し、地方農政局長等に提出すること。 

    ２ ３の事業効果には、別記様式８号を参考に事業の実施により発現した効

果を幅広かつ定量的に記入すること。なお、処理加工施設や捕獲技術高度

化施設を整備した場合は、当該施設の利用率も記入すること。 

    ３ ４の総合評価のコメントには、目標が未達成となった場合は、その理由

も記入すること。 

    ４ 鳥獣被害防止施設の整備を行った場合には、侵入防止柵設置後のほ場ご

との鳥獣被害の状況並びに侵入防止柵の設置及び維持管理の状況につい

て、地区名、侵入防止柵の種類、設置距離、事業費、国費、被害金額、被

害面積、被害量、被害が生じた場合の要因と対応策、設置に係る指導内

容、維持管理方法、維持管理状況等を様式に具体的に記載し、添付するこ

と。   

86



別
記

様
式

第
1
0
号

関
係

様
式

鳥
獣

被
害

防
止

施
設

等
設

置
後

の
被

害
状

況
等

に
つ

い
て

被
害

金
額

（
円

）

被
害

面
積

（
ｍ

２
）

被
害

量
（
ｋ
ｇ
）

そ
の

他
国

費
（
円

）

被
害

が
生

じ
た

場
合

の
要

因
と

事
業

実
施

主
体

等
が

講
じ

た
対

応
策

事
業

実
施

主
体

等
が

講
じ

た
設

置
に

か
か

る
指

導
内

容

事
業

実
施

主
体

等
が

行
っ

て
い

る
維

持
管

理
方

法

事
業

実
施

主
体

等
に

お
け

る
維

持
管

理
状

況
事

業
費

（
円

）
事

業
実

施
主

体
名

市
町

村
名

地
区

名
竣

工
年

月
日

侵
入

防
止

柵
の

種
類

・
設

置
距

離

87



（別記２） 
  鳥獣被害防止都道府県活動支援事業 
 

第１ 事業の内容等 

１ 事業の内容（要綱別表の区分・事業種類の欄の２の（２）関係） 

（１）経費・事業内容の欄の（１）の「実施体制の整備」については、検討

会の開催等により事業の実施体制を整備し、次に掲げる事項について協

議するものとする。 

ア 鳥獣による農林水産業等に係る被害の状況及び被害防止における

課題 

イ 事業の目標 

ウ 都道府県計画の作成・見直し 

エ 被害防止対策に係る関係機関の連携体制の構築 

オ 事業実施状況の把握及び事業成果の評価 

カ その他必要な事項 

（２）経費・事業内容の欄の（２）の「広域捕獲活動（有害捕獲）」につい

ては、次に掲げる事項を実施できるものとする。なお、関係法令を遵守

し、安全を確保した上で実施するものとする。また、本要領本文第２の

１の鳥獣被害防止総合支援事業の有害捕獲、本要領本文第２の３の都道

府県広域捕獲活動支援事業の広域捕獲活動（個体数調整）、本要領本文

第２の４の鳥獣被害防止緊急捕獲活動支援事業の有害捕獲及び本要領

本文第２の５のシカ特別対策等事業において行う捕獲と重複して支援

を受けることはできないものとする。 

ア 農林漁業者、農林水産業団体又は市町村の職員等を捕獲の担い手と

して育成するための技能研修の実施及びこれらの者で構成される鳥

獣の捕獲体制の整備 

イ 農林水産業等に被害を及ぼす鳥獣による被害発生状況、地形、被害 

防止施設の設置状況等に関する調査の実施及び本調査により明らか

になった鳥獣の行動圏、被害防止対策が必要となる地域等に関する情

報提供 

ウ 農林水産業等に係る被害を及ぼす鳥獣の生息状況調査、捕獲を行う

ために必要な箱わな等の捕獲機材の整備による捕獲 

エ 安全で効果的に捕獲を行うための技術講習会等による捕獲の安全 

実施に向けた技術の普及 

オ 捕獲された鳥獣の処理加工に要する技能に関する研修の実施並び 

に捕獲された鳥獣の肉等を用いた商品の開発及び販売・流通経路の確

立 

（３）経費・事業内容の欄の（３）の「新技術実証・普及活動」については、
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大量捕獲技術等の有害捕獲、追上げ・追払い等の被害防除、緩衝帯設置

等の生息環境管理等の新技術の実証・普及活動を実施できるものとする。 

（４）経費・事業内容の欄の（４）の「人材育成活動」については、実施隊

員確保のための研修会や被害防止対策の技術指導者等の育成研修会の開

催等による被害防止に関する知識の普及を実施できるものとする。 

（５）経費・事業内容の欄の（５）の「ジビエ等の利用拡大に向けた地域の

取組」については、捕獲した鳥獣の利活用を推進する人材の育成及びジ

ビエ等の需要拡大に確実に結びつく次に掲げる事項を実施できるものと

する。 

ア 捕獲・運搬・集荷・処理加工の技能向上 

捕獲技術や処理加工技術、衛生管理レベル等を向上させるため、研修

会の開催や研修会への参加、先進地調査、マニュアルの作成・周知等を

実施できるものとする。 

イ 流通・消費者等との連携 

流通産業、外食産業その他の産業、学校給食、消費者等への普及のた

め、展示会等への参加やジビエ料理に関するセミナー、処理加工施設見

学会等の開催等を実施できるものとする。 

ウ ジビエ商品の開発、意向調査 

地域の特色を活かした新たなジビエ商品等の開発、ジビエに関する意

向調査等を実施できるものとする。 

エ 販路開拓 

ジビエ商品の新たな販路を開拓するため、商談会、試食会等の開催又

はこれらへの参加、各種広報活動等を実施できるものとする。 

  オ 豚熱発生地域での安全なジビエ利用の促進 

    野生イノシシの豚熱陽性が確認された地域において、「豚熱感染確認

区域におけるジビエ利用の手引き」（令和３年４月１日付け２消安第

6357 号・２農振第 3720 号農林水産省消費・安全局長・農村振興局長通

知。以下「手引き」という。）に基づく安全なジビエ利用を促進するた

め、次に掲げる事項を実施できるものとする。なお、都道府県の豚熱対

策を担当する家畜衛生部局と連携して実施することとする。 

  （ア）防疫・検査体制の検討 

     手引きに基づく安全なジビエ利用に向けた防疫・検査体制の構築の

ため、ジビエ利用個体の捕獲可能エリア、豚熱検査の外部委託化・迅

速化、豚熱検査結果の共有方法、豚熱陽性確認時の処理加工施設等に

おける防疫措置の手順等を検討できるものとする。 

  （イ）複合的な拡散防止策等の検証 

     処理加工施設等での手引きに基づくジビエ利用の手順を試行し、捕

獲から出荷までの一連の各作業における複合的な豚熱ウイルスの拡

89



散・交差汚染防止策の実効性・有効性の検証を実施できるものとする。 

  （ウ）品質低下防止策の検討 

     処理加工施設での手引きに基づく一時保管の方法を試行し、ジビエ

の品質への影響を検証するとともに、品質低下を防止するための保冷

条件や包装方法等の検討・実証を実施できるものとする。 

  （エ）豚熱検査の実施 

手引きに基づく安全なジビエ出荷のため、豚熱感染の有無を確認す

るための血液 PCR 検査を実施できるものとする。 

２ 交付対象経費 

交付対象となる経費は、本事業に直接要する別表に掲げる経費とし、本

事業の対象として明確に区分できるもので、かつ証拠書類によって金額等

が確認できるものに限る。 

３ 事業の委託等 

都道府県は、要綱別表の区分・事業種類の欄の２の（２）の経費・事業

内容の欄に定める取組の一部を他の者（鳥獣の行動特性や被害防止対策に

関する専門的知識を有する者に限る。なお、第１の１の（５）のオに取り

組む場合にあっては、この限りではない。）に委託することが合理的かつ

効果的な業務について、事業費の 50％以内において、その業務を委託する

ことができるものとする。 

ただし、都道府県が事業の具体的な計画を策定の上、進行管理を適切に

行うことができると地方農政局長が認める場合は、事業費の 50%を超えて

委託することができるほか、都道府県の業務を請負又は役務要請で実施す

ることができるものとする。 

４ 留意事項 

（１）都道府県は、事業実施に当たって、被害防止対策を的確かつ効果的に

実施するため、農林水産省が作成した野生鳥獣被害防止マニュアルを参

考にするとともに、農作物野生鳥獣被害対策アドバイザーその他の対象

鳥獣の行動特性や被害防止対策に関する専門的知見を有する者の助言を

受けるよう努めるものとする。 

（２）本事業の交付対象となる『ICT 等機材・新技術』のシステムサービス

提供者（以下「提供者」という。）が、農業分野におけるＡＩ・データ

に関する契約ガイドライン（令和２年３月農林水産省策定

（https://www.maff.go.jp/j/kanbo/tizai/brand/keiyaku.html）。以下

「ＧＬ」という。）で対象として扱うデータ等を受領・保管する場合に

は、事業実施主体は、必要に応じて契約時に提供者と当該『ICT 等機材・

新技術』のデータ等の受領・保管についてＧＬに準拠した内容の契約を

交わすこととする。 
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第２ 交付率 

１ 要綱別表の区分・事業種類の欄の２の（２）に係る交付率の欄の農村振

興局長が別に定める定額の限度額は、23,000 千円以内とするが、経費・事

業内容の欄の（５）の取組に要する経費については、上記限度額に 3,000

千円以内を加算できるものとする。ただし、第１の１の（５）のオの（エ）

の取組に要する経費の限度額は 1,500 千円以内とする。 

２ 要綱別表の区分・事業種類の欄の２の（２）の交付率の欄の農村振興局

長が別に定める有害捕獲における上限単価（消費税を除く。）は次に掲げ

るとおりとする。 

（１）箱わな 

仕  様 

（幅×奥行き） 

獣  種 

 

上限単価（千円／基） 

 

大型獣用 

（３㎡以下） 

主にイノシシ、シカ、クマ

（サル用を兼ねる。） 

１１９ 

中型獣用 

（２㎡以下） 

サル専用 ８８ 

小型獣用 

（０．５㎡以下） 

アライグマ、ハクビシン、

ヌートリア等 

１９ 

注１：「小型獣用」には、タヌキ、キツネ等の小型動物も含まれるものと 

する。 

注２：箱わなの導入においては、防錆仕様（亜鉛メッキ等）の他、捕獲の

対象となる獣種毎に以下と同等以上の機能を有するものとする。ま

た、必要に応じて捕獲環境や捕獲従事者の安全面を考慮した箱わなの

導入を行うものとする。 

・イノシシ、シカ、クマを対象獣種とする場合は、 小目幅 10cm 以

下、φ５㎜以上とする。 

・サルを対象獣種とする場合は、 小目幅 7.5cm 以下、φ３㎜以上と

する。 

・アライグマ、ハクビシン、ヌートリア等を対象とする場合は、 小

目幅５cm 以下、φ1.6 ㎜以上とする。 

 

 （２）くくりわな 

   １基当たり１６千円とする。 

 

 （３）囲いわな 

  １㎡当たり３１千円とする。 

 

 （４）誘導捕獲柵わな導入 
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      １㎡当たり３１千円とする。 

３ 地域特認  

地域の実情、地形条件、気象条件等やむを得ない事由により上記の２の

上限単価を超える事業については、地方農政局長は整備等の内容に応じた

必要 小限の範囲で上限単価を超えて助成すべきと認める場合に助成で

きるものとする。 

 

第３ 事業の実施等の手続 

１ 都道府県計画の作成等 

都道府県知事は、別記１の別記様式第６号により都道府県計画を作成す

るものとし、次に掲げる都道府県計画である場合は、別記１の別記様式第

１号により地方農政局長と協議を行うものとする。 

（１）第１の３の事業費の 50%を超えて委託する都道府県計画 

（２）第２の３の地域特認に該当する都道府県計画 

（３）３の鳥獣被害防止総合対策交付金交付決定前着手届を提出して事業に

着手する都道府県計画 

２ 事業実施計画の重要な変更 

都道府県知事は、鳥獣被害防止に資するため必要があると認める場合に

は、都道府県計画の取組内容を変更できるものとする。この場合において、

事業実施主体ごとの事業の新設、中止又は廃止に該当するときは、都道府

県計画の重要な変更とし、１を準用して手続を行うものとする。 

３ 事業の着手 

事業の着手は、原則として、交付金交付決定に基づき行うものとする。 

ただし、地域の実情に応じて事業の効果的な実施を図る上で、緊急かつ

やむを得ない事情がある場合には、速やかにその旨を別記１の別記様式第

５号により、その理由を具体的に明記した鳥獣被害防止総合対策交付金交

付決定前着手届を作成し、都道府県知事は地方農政局長に提出するものと

する。 

 

第４ 事業実施状況の報告 

都道府県知事は、本事業の実施状況について、事業実施年度の翌年度の

９月末日までに、別記様式第１号により地方農政局長に報告するものとす

る。 

 

第５ 事業の評価 

都道府県知事は、本事業で実施した事業内容については、事業実施年度

の翌年度に事業の評価を行い、別記１の第６の１の（２）の報告とあわせ

て地方農政局長に報告するものとする。 
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第６ 事業の状況報告 

１ 農林水産大臣は、必要に応じ、事業実施主体に対し、この事業について

必要な報告を求め、又は指導を行うことができるものとする。 

２ 農林水産大臣は、自然災害等の特別な事情がある場合を除き、補助金等

に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30 年法律第 179 号）に基

づき補助金の返還を求めうる事情が確認された場合には、改善に向けた指

導を行う。 

３ 農林水産大臣は、２の指導の結果においても改善されない又は改善の見

込みがない場合には、事業実施主体に対して交付した交付金の全部又は一

部を返還することを求めるものとする。 

 

第７ 推進指導 

地方農政局長は、地域の実態に即し、かつ、地域の自主性と創意工夫を

生かした本事業の効果的な推進が図られるよう、都道府県に対して必要な

助言及び指導を行うものとする。 

 

第８ 事業の実施期間 

本事業の実施期間は、令和３年度から令和５年度までの３年間とする。 

 

第９ 国の助成措置 

国は、毎年度、予算の範囲内において、本事業の実施に必要な経費に

ついて、本要領に定めるところにより交付金を交付するものとする。 

 

第 10 他の施策等との関連 

他の施策等との関連は、別記１の第 11 を準用する。  
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別表 鳥獣被害防止都道府県活動支援事業の交付対象経費 
 

事業内容 交付対象経費 

実施体制の整備 会議開催 ・ 会場借料、会議用機械器具の借料 

・ 事務用品 

・ 専門的知識を提供する者への旅費・謝金 

・ 書類等の印刷費及び製本費 

・ 郵便料、電信電話料及び運搬費 

広 域 捕 獲 活 動

（有害捕獲） 

研修会・講習

会 

・ 会場借料、研修用機械器具の借料 

・ 事務用品及び印紙代 

・ 書類等の印刷費及び製本費 

・ 郵便料、電信電話料及び運搬費 

・ 専門的知識を提供する者への旅費・謝金 

・ 研修教材費 

・ 研修・講習受講費用及び旅費 

生息・被害状

況調査 

・ 日々雇用される雑役並びに事務及び技術補助員に対する賃

金（地方公共団体に勤務する者については、報酬・給料・職

員手当等） 

・ 専門的知識を提供する者への旅費・謝金 

・ 事務用品、印紙代 

・ 書類等の印刷費及び製本費 

・ 郵便料、電信電話料及び運搬費 

・ 薬品類、調査機材及びその借料 

・ 調査に従事する者に対する保険代 

・ 車両の借料及びその燃料代 

捕獲活動 ・ 捕獲活動（捕獲個体処理を含む。）への役務要請に対する賃

金（地方公共団体に勤務する者については、報酬・給料・職

員手当等） 

・ 専門的知識を提供する者への旅費・謝金 

・ 事務用品、印紙代 

・ 郵便料、電信電話料及び運搬費 

・ 捕獲に必要な機材（銃を除く。） 

・ 捕獲機材の安全確保に必要な機材（銃の保管庫を除く。） 

・ 止めさし資材、埋設資材 

・ 捕獲個体の民間施設等での焼却等処分経費 

・ 捕獲に従事する者に対する保険代 

・ 重機、車両の借料及びその燃料代 

・ 商品開発資材 
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新技術実証・普

及活動 

研修会 ・ 会場借料、研修用機械器具の借料 

・ 事務用品、印紙代 

・ 書類等の印刷費及び製本費 

・ 郵便料、電信電話料及び運搬費 

・ 専門的知識を提供する者への旅費・謝金 

・ 研修教材費 

・ 技術研修・講習受講費用及び旅費 

技術実証 ・ 日々雇用される雑役並びに事務及び技術補助員に対する賃

金（地方公共団体に勤務する者については、報酬・給料・職

員手当等） 

・ 専門的知識を提供する者への旅費・謝金 

・ 事務用品、印紙代 

・ 技術実証資材 

・ 書類等の印刷費及び製本費 

・ 郵便料、電信電話料及び運搬費 

人材育成活動 研修会・講習

会 

・ 会場借料、研修用機械器具の借料 

・ 事務用品及び印紙代 

・ 書類等の印刷費及び製本費 

・ 郵便料、電信電話料及び運搬費 

・ 専門的知識を提供する者への旅費・謝金 

・ 研修教材費 

・ 研修・講習受講費用及び旅費 
   
ジビエ等の利用

拡大に向けた地

域の取組 

 ・ 会場借料、会議用機械器具の賃料 

・ 原材料、薬品類及び事務用品、設備や物品、図書及び参考

文献の購入等に要する経費 

・ 書類等の印刷費及び製本費 

・ 郵便料、電信電話料及び運搬費 

・ 研修会の開催、研修会への参加、資料収集、各種調査、打

合せ、商談等に要する経費 

・ 専門的知識を提供する者への旅費・謝金 

・ 日々雇用される雑役及び事務及び技術補助員に対する賃金 

（地方公共団体に勤務する者については、報酬・給料・職員

手当等） 

・ 本事業の成果の一部を構成する調査の実施、取りまとめ等

を他の者に委託するために要する経費 

・ 役務費（それだけでは事業の成果としては成り立たない分

析、試験等を行う経費） 

・ 手数料、印紙代 
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・ 成果発表に必要な経費 

・ 情報提供や普及啓発に必要な経費 

・ 実証資材費 

・ 車両の借料及びその燃料代 

・ ジビエの品質検査料 

・ 血液 PCR 検査料 
   

注 わなに係る給餌等経常的な経費、施設の維持管理費、捕獲鳥獣の買上経費、捕獲報奨金のほ

か、モンキードッグ、花火、煙火、モデルガン、パチンコ等の購入費や不特定多数の者を対象

としたシンポジウム、ポスター・リーフレット等の普及啓発資料作成に要する経費は交付の対

象外とする。 
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別記様式第１号（別記２の第４、別記３の第４関係） 

 

鳥獣被害防止総合対策交付金（鳥獣被害防止都道府県活動支援事業）の 

事業実施状況報告（令和○○年度） 

 

 

番   号 

年 月 日 

 

 

 ○○農政局長   殿 

  北海道にあっては農林水産省農村振興局長 

 沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局長 

 

 

○○県（都道府）知事 

 

                           氏名 

 

 

 鳥獣被害防止総合対策交付金実施要領（平成 20 年３月 31 日付け 19 生産第 9424 号

農林水産省生産局長通知）別記２の第４（別記３の第４）の規定により、別添のとお

り報告する。 

 

 

 

  （注） 関係書類として、別記１の別記様式第７号を添付すること。 
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（別記３） 
都道府県広域捕獲活動支援事業 

 

第１ 事業の内容等 

１ 事業の内容（要綱別表の区分・事業種類の欄の２の（３）関係） 

（１）経費・事業内容の欄の（１）の「実施体制の整備」については、検討

会の開催等により、広域捕獲活動（個体数調整）の実施体制を整備し、

次に掲げる事項について協議するものとする。 

ア 鳥獣による農林水産業等に係る被害の状況及び被害防止における 

課題 

イ 事業の目標 

ウ 都道府県計画（うち都道府県広域捕獲活動支援事業）の作成・見直

し 

エ 被害防止対策に係る関係機関の連携体制の構築 

オ 事業実施状況の把握及び事業成果の評価 

カ その他必要な事項 

（２）経費・事業内容の欄の（２）の「生息状況調査等」については、広域

捕獲活動（個体数調整）における実施内容の検討に必要な次に掲げる事

項を実施できるものとする。 

ア 農林水産業等に被害を及ぼす広域的に分布又は移動する鳥獣の生

息状況調査及び被害状況調査 

イ 農林水産業等に被害を及ぼす広域的に分布又は移動する鳥獣の行

動圏調査及び繁殖地調査 

ウ ア及びイの分析結果に基づく広域捕獲計画の作成 

（３）経費・事業内容の欄の（３）の「広域捕獲活動（個体数調整）」につ

いては、広域捕獲活動（個体数調整）の実施のために必要な次に掲げる

事項を実施できるものとする。なお、関係法令を遵守し、安全を確保し

た上で実施するものとする。 

また、本要領本文第２の１の鳥獣被害防止総合支援事業の有害捕獲、

本要領本文第２の２の鳥獣被害防止都道府県活動支援事業の広域捕獲

活動（有害捕獲）、本要領本文第２の４の鳥獣被害防止緊急捕獲活動支

援事業の有害捕獲及び本要領本文第２の５のシカ特別対策等事業にお

いて行う捕獲と重複して支援を受けることはできないものとする。 

ア 広域捕獲計画に基づく広域捕獲活動（個体数調整）（市町村からの

要請に基づくものに限る。） 

イ アにより捕獲した個体の処理等 

ウ アにおいて必要な捕獲機材の整備 

（４）経費・事業内容の欄の（４）の「高度捕獲人材育成活動」については、
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広域捕獲活動（個体数調整）を進める上で、捕獲従事者を確保するため

に必要な次に掲げる事項を実施できるものとする。 

ア 広域捕獲計画に基づく捕獲方法等を習得する目的で行う担い手育

成研修 

イ 広域捕獲計画に基づく捕獲活動を実施する上で必要となる高度な

捕獲技術を習得する目的で行う捕獲技術高度化施設や捕獲現場にお

ける教習・訓練等 

２ 交付対象経費 

（１）交付対象となる経費は、本事業に直接要する別表に掲げる経費とし、

本事業の対象として明確に区分できるもので、かつ証拠書類によって金

額等が確認できるものに限る。 

（２）なお、別表事業内容の欄の広域捕獲活動（個体数調整）のアの経費の

確認等に当たっては、次に掲げるところによるものとする。 

ア 捕獲確認は、都道府県の職員（確認者（①都道府県知事が認めた市

町村の職員、②都道府県が捕獲確認を委託する場合に限り、都道府県

知事が認めた委託先の職員、③処理加工施設での捕獲確認に限り、都

道府県知事が認めた処理加工施設の職員を含む。））が捕獲現場に直

接赴き、捕獲個体を実際に確認する方法（現地確認）又は確認者が処

理加工施設において、捕獲従事者の搬入した捕獲個体を実際に確認す

る方法（搬入確認）を基本とし、確認者は別紙に示す様式を参考に確

認書を作成するものとする。なお、現地確認による場合、確認者は、

スプレー等により捕獲個体の「尾」を着色するか又は「尾」を回収す

るかのいずれかを行う。 

イ 現地確認又は搬入確認によらない場合、確認者は次に掲げるものに

より、捕獲個体が本対策の交付対象であることを確実に確認（書類確

認）し、別紙の様式を参考に確認書を作成するものとする。 

（ア）捕獲個体全体と捕獲従事者が写っており、捕獲日が確認できる写

真（捕獲個体がスプレー等でその識別が可能となるようマーキング

されるとともに、原則としてその向きが「右向き」の状態（撮影者

から見て捕獲個体の脚部を下向きに、頭部を右向きにした状態をい

う。）で、捕獲日が確認できるよう、その捕獲従事者と撮影された

写真をいう。） 

（イ）捕獲個体又はその部位（原則として「尾」とする。） 

ウ ＣＳＦ（豚熱）に感染した野生イノシシが確認された地域及びＣＳ

Ｆ（豚熱）に感染した野生イノシシの拡散のおそれがある地域におい

ては、イの（イ）の確認に当たり、「尾」の提出を省略できるものと

し、「尾」の提出を省略する場合は、イの（ア）の写真に加え、「尾」

及び 初のマーキング部分の上に横線等をマーキングした写真によ
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り確認するものとする。 

エ 複数の者で捕獲する場合には、あらかじめ交付される経費の分配方

法を定めるとともに、別紙に添付するものとする。 

３ 事業の委託等 

都道府県は、要綱別表の区分・事業種類の欄の２の（３）に係る経費・

事業内容の欄に定める取組の一部を他の者（鳥獣の行動特性や被害防止対

策に関する専門的知識を有する者に限る。）に委託することが合理的かつ

効果的な業務について、事業費の 50％以内において、その業務を委託する

ことができるものとする。 

ただし、都道府県が事業の具体的な計画を策定の上、進行管理を適切に

行うことができると地方農政局長が認める場合は、事業費の 50%を超えて

委託することができるほか、都道府県の業務を請負又は役務要請で実施す

ることができるものとする。 

４ 留意事項 

（１）都道府県は、事業実施に当たって、被害防止対策を的確かつ効果的に

実施するため、農林水産省が作成した野生鳥獣被害防止マニュアルを参

考にするとともに、農作物野生鳥獣被害対策アドバイザーその他の対象

鳥獣の行動特性や被害防止対策に関する専門的知見を有する者の助言

を受けるよう努めるものとする。 

（２）本事業の交付対象となる『ICT 等機材・新技術』のシステムサービス

提供者（以下「提供者」という。）が、農業分野におけるＡＩ・データ

に関する契約ガイドライン（令和２年３月農林水産省策定

（https://www.maff.go.jp/j/kanbo/tizai/brand/keiyaku.html）。以下

「ＧＬ」という。）で対象として扱うデータ等を受領・保管する場合に

は、事業実施主体は、必要に応じて契約時に提供者と当該『ICT 等機材・

新技術』のデータ等の受領・保管についてＧＬに準拠した内容の契約を

交わすものとする。 

 

第２ 交付率 

１ 要綱別表の区分・事業種類の欄の２の（３）に係る交付率の欄の農村振

興局長が別に定める定額の限度額は、24,000 千円以内とするが、経費・事

業内容の欄の（４）の取組に要する経費については、上記限度額に 3,000

千円以内を加算できるものとする。 

なお、北海道内を区分して取り組む場合は、４地域までとし、１地域当

たり限度額を 24,000 千円以内とするが、経費・事業内容の欄の（４）の取

組に要する経費については、上記限度額に 3,000 千円以内を加算できるも

のとする。 

２ 要綱別表の区分・事業種類の欄の２の（３）に係る交付率の欄の農村振
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興局長が別に定める広域捕獲活動（個体数調整）における上限単価は次に

掲げるとおりとする。 

（１）捕獲活動経費（別表 広域捕獲活動（個体数調整）ア関係） 

獣  種 捕獲個体の処理 上限単価（円／頭） 

イノシシ、シカ 

（成獣） 

共通 

 

１８，０００ 

 

イノシシ、シカ 

（幼獣） 

共通 

 

２，０００ 

 

（２）捕獲機材（別表 広域捕獲活動（個体数調整）ウ関係）（消費税を除

く。） 

ア 箱わな 

仕  様 

（幅×奥行き） 

獣  種 

 

上限単価（千円／基） 

大型獣用 

（３㎡以下） 

イノシシ、シカ 

 

１１９ 

 

注：箱わなの導入においては、防錆仕様（亜鉛メッキ等）の他、 小目幅 10cm

以下、φ５㎜以上と同等以上の機能を有するものとする。また、必要に応

じて捕獲環境や捕獲従事者の安全面を考慮した箱わなの導入を行うもの

とする。 

イ くくりわな 

１基当たり１６千円とする。 

ウ 囲いわな 

１㎡当たり３１千円とする。 

エ 誘導捕獲柵わな導入 

１㎡当たり３１千円とする。 

３ 地域特認 

地域の実情、地形条件、気象条件等やむを得ない事由により２の（２）

の上限単価を超える事業については、地方農政局長は整備等の内容に応じ

た必要 小限の範囲で上限単価を超えて助成すべきと認める場合に助成

できるものとする。 

 

第３ 事業の実施等の手続 

１ 都道府県計画の作成等 

都道府県知事は、別記１の別記様式第６号により都道府県計画を作成す

るものとし、次に掲げる都道府県計画である場合は、別記１の別記様式第

１号により地方農政局長と協議を行うものとする。 

（１）第１の３の事業費の 50%を超えて委託する都道府県計画 

（２）第２の３の地域特認に該当する都道府県計画 
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（３）３の鳥獣被害防止総合対策交付金交付決定前着手届を提出して事業に

着手する都道府県計画 

２ 事業実施計画の重要な変更 

都道府県知事は、鳥獣被害防止に資するため必要があると認める場合に

は、都道府県計画の取組内容を変更できるものとする。この場合において、

事業実施主体ごとの事業の新設、中止又は廃止に該当するときは、都道府

県計画の重要な変更とし、１を準用して手続を行うものとする。 

３ 事業の着手 

事業の着手は、原則として、交付金交付決定に基づき行うものとする。 

ただし、地域の実情に応じて事業の効果的な実施を図る上で、緊急かつ

やむを得ない事情がある場合には、速やかにその旨を別記１の別記様式第

５号により、その理由を具体的に明記した鳥獣被害防止総合対策交付金交

付決定前着手届を作成し、都道府県知事は地方農政局長に提出するものと

する。 

 

第４ 事業実施状況の報告 

都道府県知事は、本事業の実施状況について、事業実施年度の翌年度の９

月末日までに、別記２の別記様式第１号により地方農政局長に報告するもの

とする。 

 

第５ 事業の評価 

都道府県知事は、本事業で実施した事業内容については、事業実施年度の

翌年度に事業の目的と実施状況から評価し、評価内容の妥当性について学識

経験者等第三者の意見を聞いた上で、別記１の第６の１の（２）の報告とあ

わせて地方農政局長に報告するものとする。 

 

第６ 事業の状況報告 

１ 農林水産大臣は、必要に応じ、事業実施主体に対し、この事業について

必要な報告を求め、又は指導を行うことができるものとする。 

２ 農林水産大臣は、自然災害等の特別な事情がある場合を除き、補助金等

に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30 年法律第 179 号）に基

づき補助金の返還を求めうる事情が確認された場合には、改善に向けた指

導を行う。 

３ 農林水産大臣は、２の指導の結果においても改善されない又は改善の見

込みがない場合には、事業実施主体に対して交付した交付金の全部又は一

部を返還することを求めるものとする。 

 

第７ 推進指導 
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地方農政局長は、地域の実態に即し、かつ、地域の自主性と創意工夫を生

かした本事業の効果的な推進が図られるよう、都道府県に対して必要な助言

及び指導を行うものとする。 

 

第８ 事業の実施期間 

本事業の実施期間は、令和５年度の１年間とする。 

 

第９ 国の助成措置 

国は、毎年度、予算の範囲内において、本事業の実施に必要な経費につい

て、本要領に定めるところにより交付金を交付するものとする。 

 

第 10 他の施策等との関連 

他の施策等との関連は、別記１の第 11 を準用する。 
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別表 都道府県広域捕獲活動支援事業の交付対象経費 
事業内容 交付対象経費 

実施体制の整備 ・ 会場借料、会議用機械器具の借料 
・ 事務用品 
・ 専門的知識を提供する者への旅費・謝金 
・ 書類等の印刷費及び製本費 
・ 郵便料、電信電話料及び運搬費 

生息状況調査等 ・ 日々雇用される雑役並びに事務及び技術補助員に対する賃

金（地方公共団体に勤務する者については、報酬・給料・職員

手当等） 
・ 専門的知識を提供する者への旅費・謝金 
・ 事務用品、印紙代 
・ 書類等の印刷費及び製本費 
・ 郵便料、電信電話料及び運搬費 
・ 薬品類、調査機材及びその借料 
・ 調査に従事する者に対する保険代 
・ 車両の借料及びその燃料代 

広域捕獲活動 
（個体数調整） 
 

ア ・ 個体数調整に係る捕獲活動経費 
（個体数調整の許可に基づき捕獲されたものに限る。） 

・ 捕獲に従事する者に対する保険代 
イ ・ 捕獲個体の埋設・運搬経費 

（捕獲従事者自らが行う場合を除く。） 
・ 捕獲個体の民間施設等での焼却等処分経費 
・ 支払事務に伴う捕獲現場での確認等のための経費 

ウ ・ 捕獲に必要な機材（わなに限る。） 
・ 止め刺し資材 

高度捕獲人材育成活動 ・ 会場借料、研修用機械器具の借料 
・ 事務用品及び印紙代 
・ 書類等の印刷費及び製本費 
・ 郵便料、電信電話料及び運搬費 
・ 専門的知識を提供する者への旅費・謝金 
・ 研修教材費 
・ 研修・講習受講費用及び旅費 

注 わなに係る給餌等経常的な経費、施設の維持管理費、捕獲鳥獣の買上経費、捕獲報奨金の

ほか、モンキードッグ、花火、煙火、モデルガン、パチンコ等の購入費や不特定多数の者を対

象としたシンポジウム、ポスター・リーフレット等の普及啓発資料作成に要する経費は交付

の対象外とする。 
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（別紙） 
 

＊確認書類受付日 
 

令和  年    月   日 
 

＊＊支払確認月日 
 

令和  年  月  日 
 

所 属 
 

氏 名 
 

確認欄 
 
 

 
 

 
 

 
都道府県広域捕獲活動支援事業における捕獲確認書 

 
捕 獲 
従事者 
氏 名 

獣種名 
 

成獣・ 

幼獣別 頭数 捕獲 
月日 

捕獲場所 
（住所等） 

捕獲 
方法 

確認 
方法 

処理加 
工施設 
の種類 

確認者 
所属 
・氏名 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

＊確認書類受付日は、確認書の提出を受け付けた日とする。 

＊＊支払確認月日は、都道府県が確認書を捕獲活動経費支払のために確認した日とする。 

 

注１：「鳥獣の保護及び管理を図るための事業を実施するための基本的な方針」における数の調

整の目的により許可された捕獲のうち、農林水産業に係るイノシシ、シカの被害防止を目的

としたものに限る。 

２：「確認欄」は、確認者自らが署名又は押印を行うものとするが、「氏名」を自筆により記

載した場合は、省略を可能とする。 

３：「捕獲場所」は、住所又は鳥獣保護区等位置図のメッシュ番号を記載する。なお、住所等

が記載できない場合には、捕獲場所を示す地図を添付すること。 

４：「捕獲方法」は、銃又はわな（箱わな、くくりわな、その他のいずれか）を記載すること。 

５：「確認方法」は、実際に行った捕獲確認方法（「現地確認」、「搬入確認」又は「書類確

認」）を記載する。また、「現地確認」による場合は、証拠物の部位の名称とともに、当該

部位を「着色」したか又は「回収」したかのいずれかを記載する。 

６：「処理加工施設の種類」は、捕獲個体を搬入した処理加工施設の種類（食肉等に利用する

上で必要な施設は「食肉」、焼却するための施設（減容化のための施設を含む。）は「焼却」）

を記載する。 

７：書類確認による場合は、捕獲従事者、捕獲個体、捕獲日が確認できる写真を添付する。 

８：複数の者で捕獲した場合には、交付額の分配方法を示した書類を添付すること。 
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都道府県広域捕獲活動支援事業における捕獲活動経費の分配方法に 
ついて 

 
 
 令和○年○月○日に実施する個体数調整において交付される額の分配方法は、次の

とおりとする。 
 
 （分配方法） 
 
 
 
 
 
 

捕獲従事者氏名 住   所 署名欄 

   

 
注：「署名欄」は、確認者自らが署名又は押印を行うものとするが、「捕獲従事者氏名」を自

筆により記載した場合は、省略を可能とする。 
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 （別記４） 
鳥獣被害防止緊急捕獲活動支援事業 

 

第１ 事業の取組等 
１ 事業の取組 

 要綱別表の区分・事業種類の欄の２の（４）に定める事業種類は、次に

掲げるとおりとする。 
（１）被害緊急対応型 

 鳥獣による農林水産業に係る被害を軽減するため、市町村域において、

被害防止計画に基づく有害捕獲を実施するものとする。 
（２）広域連携型 

 複数の市町村域を含む地域において、（１）と同様の被害防止対策を実

施するものとする。 
２ 事業の目標 

 被害防止計画に掲げる鳥獣による農林水産業に係る被害の軽減に関す

る目標とする。 
 ３ 事業実施主体 

   要綱別表の区分・事業種類の欄の２の（４）に係る事業実施主体の欄の

農村振興局長が別に定める協議会等とは、協議会、都道府県及び市町村（協

議会の構成員に限る。）とする。 
 

第２ 事業の内容等 
１ 事業の内容 
  要綱別表の区分・事業種類の欄の２の（４）に係る経費・事業内容の欄

の「有害捕獲」については、関係法令を遵守し、安全を確保した上で、次

に掲げる事項に要する経費に対する支援を実施できるものとする。なお、

本要領本文第２の１の鳥獣被害防止総合支援事業の有害捕獲、本要領本文

第２の２の鳥獣被害防止都道府県活動支援事業の広域捕獲活動（有害捕

獲）、本要領本文第２の３の都道府県広域捕獲活動支援事業の広域捕獲活

動（個体数調整）及び本要領本文第２の５のシカ特別対策等事業において

行う捕獲と重複して支援を受けることはできないものとする。 
 （１）有害捕獲 
 （２）（１）により捕獲した個体の処理 
 ２ 交付対象経費 
 （１）交付対象となる経費は、１の（１）及び（２）に直接要する次に掲げ

るものとし、事業の対象として明確に区分できるもので、かつ証拠書類

によって金額等が確認できるものに限る。 
     ア 有害捕獲に係る捕獲活動経費（有害捕獲許可に基づき捕獲されたも
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のに限る。） 
     イ 捕獲個体の埋設・運搬経費（捕獲従事者自らが行う場合を除く。） 
     ウ  捕獲個体の民間施設等での焼却等処分経費 
     エ  支払事務に伴う捕獲現場での確認等のための経費 
 （２）なお、（１）のアの確認等に当たっては、次に掲げるところによるもの

とする。 
     ア 捕獲確認は、都道府県又は市町村の職員（確認者（処理加工施設で

の捕獲確認に限り、市町村長が認めた処理加工施設の職員を含む。））

が捕獲現場に直接赴き、捕獲個体を実際に確認する方法（現地確認）

又は確認者が処理加工施設において、捕獲従事者の搬入した捕獲個体

を実際に確認する方法（搬入確認）を基本とし、確認者は別紙に示す

様式を参考に確認書を作成するものとする。なお、現地確認による場

合、確認者は、スプレー等により捕獲個体の「尾」を着色するか又は

「尾」（鳥類にあっては「両脚」）を回収するかのいずれかを行う。 
   イ 現地確認又は搬入確認によらない場合、確認者は次に掲げる物によ

り、捕獲個体が本対策の交付対象であること確実に確認（書類確認）

し、別紙に示す様式を参考に確認書を作成するものとする。 
     （ア）捕獲個体全体と捕獲従事者が写っており、捕獲日が確認できる写

真（捕獲個体が、スプレー等でその識別が可能となるようマーキン

グされるとともに、原則としてその向きが「右向き」の状態（撮影

者から見て捕獲個体の足が下向きになり、その際、頭部が右側にく

る状態をいう。）で、捕獲日が確認できるよう、その捕獲従事者と撮

影された写真をいう。） 
   （イ）捕獲個体又はその部位（獣類にあっては原則として「尾」とし、

鳥類にあっては原則として「両脚」とする。） 
   ウ ＣＳＦ（豚熱）に感染した野生イノシシが確認された地域及びＣＳ

Ｆ（豚熱）に感染した野生イノシシの拡散のおそれがある地域におい

ては、イの（イ）に定める確認に当たり、「尾」の提出を省略できるも

のとし、「尾」の提出を省略する場合は、イの（ア）の写真に加え、「尾」

及び 初のマーキング部分の上に横線等をマーキングした写真によ

り確認するものとする。 
   エ 複数の者で捕獲する場合には、あらかじめ交付される経費の分配方

法を定めるとともに、別紙に添付するものとする。 
 ３ 事業の委託 
   事業実施主体が都道府県の場合に限り、要綱別表の区分・事業種類の欄

の２の（４）に係る経費・事業内容の欄の事業内容の一部の業務を他の者

に委託することが合理的かつ効果的であると認められる業務については、

都道府県知事が地方農政局長と協議を行い、地方農政局長が認めた場合に
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他の者に委託することができるものとする。 
４ 留意事項 
 事業実施主体は、事業実施に当たって、被害防止対策を的確かつ効果的

に実施するため、農林水産省が作成した野生鳥獣被害防止マニュアルを参

考にするとともに、農作物野生鳥獣被害対策アドバイザーその他の対象鳥

獣の行動特性や被害防止対策に関する専門的知見を有する者の助言を受

けるよう努めるものとする。 
 

第３ 交付率 
要綱別表の区分・事業種類の欄の２の（４）に係る交付率の欄の農村振興

局長が別に定める上限単価（有害捕獲に係る捕獲活動経費）は、次に掲げる

とおりとする。 

獣  種 捕獲個体の処理 上限単価 
（円／頭・羽） 

イノシシ、シカ 
（幼獣は除く。） 

食肉処理等のため

の施設において搬

入確認した場合 

９,０００ 

焼却処分等のため

の施設において搬

入確認した場合  

    ８,０００ 

上記以外の場合 
  ７,０００ 

クマ、サル及びカモシカ（幼獣は除く。）  ８,０００ 

その他の獣類      １,０００ 

鳥類（卵の採取を含む。）  ２００ 

注１：各上限単価は、地域における農林水産業の被害状況等を勘案の上、

上限単価の範囲内で単価を設定することができるものとする。この場

合、予算と捕獲計画に見合った単価を設定することとし、捕獲が計画

を上回る場合は、単価調整等の措置を講ずるものとする。 

 ２：特定の鳥類について、事業を実施する地域における農林水産業に係

る被害がイノシシ、シカ、サル等の獣による被害より大きく、当該鳥

類の捕獲強化をさらに図ることが地域の農林水産業に係る被害の軽減

をより促進するために必要な場合には、都道府県知事は地方農政局長

と協議の上、１羽当たりの捕獲経費の１/２に相当する額又は１羽当た

り 1,000 円のいずれか低い額を上限として単価を設定できるものとす
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る。 

なお、鳥獣被害防止緊急捕獲等対策実施要領（平成 25 年２月 26 日付

け 24 生産第 2870 号農林水産省生産局長通知）第５の１の注２に基づ

き単価を設定している場合は、地方農政局長と協議したものとみなす。 

３：原子力災害対策特別措置法に基づく野生鳥獣肉の摂取制限又は出荷

制限（以下「出荷制限等」という。）が指示されている地域におけるシ

カ及びイノシシ（幼獣は除く。）並びに福島県におけるシカ（幼獣は除

く。）の上限単価は、一律 8,000 円／頭とする。 

４：出荷制限等が指示されている地域のうち、県が定める出荷・検査方

針に基づき管理され、計画出荷が認められた処理加工施設に搬入可能

な地域において当該処理加工施設で搬入確認したシカ及びイノシシ

（幼獣は除く。）の上限単価は 9,000 円／頭とする。 

 

第４ 事業の実施等の手続 

１ 事業の実施手続 

（１）事業実施主体を構成する市町村（市町村が事業実施主体である場合を

含む。）又は事業実施主体が所在する市町村は、鳥獣による農林水産業

等に係る被害の現状及び課題、被害軽減目標並びに被害対策の具体的な

取組方針について定めた特措法第４条の規定に基づく被害防止計画を

作成するものとする。 

（２）事業実施主体は事業実施計画を作成するものとし、被害防止計画を添

付した上で、都道府県知事に提出するものとする。ただし、広域都道府

県域事業実施主体が作成する広域都道府県域計画については、地方農政

局長に提出するものとし、次のいずれか該当する場合は、地方農政局長

と協議を行うものとする。 

なお、事業実施計画に添付する被害防止計画については、申請者のウ 

ェブサイトにおいて閲覧が可能な場合は、当該ウェブサイトの URL を記

載することにより当該資料の添付を省略することができる。 

ア 第３の注２の鳥類の上限単価を超える広域都道府県域計画 

イ ４の鳥獣被害防止総合対策交付金交付決定前着手届を提出して事

業に着手する広域都道府県域計画 

（３）都道府県知事は、（２）により提出された事業実施計画及び都道府県

が事業実施主体となる事業実施計画を踏まえ、都道府県計画を作成する

ものとする。 

（４）都道府県知事は、（３）で作成する都道府県計画に、次に掲げる事業

実施計画が含まれる場合は、その内容について、地方農政局長と協議を

行うものとする。 

ア 第２の３の都道府県自らが本事業の事業実施主体となり、一部を他

110



の者に委託する事業実施計画 

イ 第３の注２の鳥類の上限単価を超える事業実施計画 

（５）地方農政局長は、（２）の協議を受けた場合には、協議結果について、

関係地方農政局及び関係都道府県に情報提供を行うものとする。 

（６）都道府県知事は、鳥獣被害防止の目標達成に資するため必要があると

認める場合には、都道府県計画の取組内容を変更できるものとする。こ

の場合において、重要な変更に該当するときは、（２）、（３）、（４）

及び（５）の規定を準用して手続を行うものとする。 

また、広域都道府県域計画については、重要な変更に該当するときは、

（２）及び（５）の規定を準用して手続を行うものとする。 

２ 事業実施計画の作成等 

（１）１の（２）に定める事業実施計画は、別表の１に規定する事項を含め

て作成するものとする。 

（２）１の（３）に定める都道府県計画は、別記１の別記様式第６号の別紙

７により、１の（２）の広域都道府県域計画にあっては、別記１の別記

様式第９号により作成するものとする。 

なお、第２の２の（２）のウによる確認を行う場合は、１の（３）に

定める都道府県計画は、別記１の別記様式第６号の別紙７の備考欄に、

１の（２）の広域都道府県域計画にあっては、別記１の別記様式第９号

の備考欄に「ＣＳＦ（豚熱）対策」と記入するものとする。 

（３）１の（４）及び（６）に定める都道府県知事が行う協議については、

別記１の別記様式第１号により行うものとし、同（２）及び（６）に定

める広域都道府県域計画の事業実施主体が行う協議については別記１

の別記様式第９号により行うものとする。 

３ 事業実施計画の重要な変更 

１の（６）に定める都道府県計画及び広域都道府県域計画の重要な変更

とは、事業実施主体ごとの事業の新設、中止若しくは廃止又は事業実施主

体の変更とする。 

 ４ 事業の着手 

   事業の着手は、原則として、交付金交付決定に基づき行うものとする。 

   ただし、地域の実情に応じて事業の効果的な実施を図る上で、緊急かつ

やむを得ない事情がある場合には、速やかにその旨を別記１の別記様式第

５号により、その理由を具体的に明記した鳥獣被害防止総合対策交付金交

付決定前着手届を作成し、広域都道府県域計画に基づき事業を実施する事

業実施主体にあっては地方農政局長に提出するものとし、それ以外の事業

実施主体にあっては、あらかじめ都道府県知事の適正な指導を受けた上で、

都道府県知事に提出するものとする。 
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第５ 事業実施状況の報告 

１ 事業実施主体は、本事業の実施状況を報告するものとし、広域都道府県

域計画に基づき事業を実施した事業実施主体にあっては地方農政局長に

行い、それ以外の事業実施計画に基づき事業を実施した事業実施主体は都

道府県知事に行うものとする。 

なお、実施状況の報告は、別表の２に規定する事項を含めて作成するも

のとする。 

２ 地方農政局長及び都道府県知事は、１の実施状況の報告を受けた場合に

は、その内容について検討し、被害防止計画に定められた目標の達成が見

込まれないと判断したときは、当該事業実施主体に対して必要な指導を行

うものとする。 

３ 都道府県知事は、１の実施状況の報告について、地方農政局長に報告す

るものとする。 

なお、広域都道府県域計画に基づく事業の実施状況報告及びそれ以外の

事業実施計画に基づき事業を実施した事業実施主体が行う事業の実施状

況の報告は、事業実施年度の翌年度の９月末日までに、別記１の別記様式

第２号により行うものとする。 

 

第６ 事業の評価 

  事業の評価は、別記１の第６の事業の評価と併せて行うものとする。 

 

第７ 推進指導等 

都道府県は、地域の実態に即し、かつ、地域の自主性と創意工夫を生かし

た本対策の効果的な推進が図られるよう、市町村等との密接な連携を図ると

ともに、農林水産部局、鳥獣保護部局、試験研究機関等が一体となり、事業

実施主体に対して必要な情報提供、助言及び指導を行うものとする。 

 

第８ 国の助成措置 

国は、毎年度、予算の範囲内において、本事業の実施に必要な経費につい

て、本要領に基づき交付金を交付するものとする。 

 

第９ 事業の支援対象期間 

本事業の支援対象期間は、４月１日から翌年３月 31 日までとする。 

なお、事業実施主体が支援対象期間に捕獲確認をした場合に支援対象とす

ることができる。 

 

第 10 他の施策等との関連 

他の施策等との関連は、別記１の第 11 を準用する。 
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（別紙） 
 

＊確認書類受付日 
 

令和  年    月   日 
 

＊＊支払確認月日 
 

令和  年  月  日 
 

所 属 
 

氏 名 
 
確認欄 

 
 

 
 

 
 

 
鳥獣被害防止緊急捕獲活動支援事業における捕獲確認書 

 
捕 獲 
従事者 
氏 名 

獣種名 
 

成獣・幼

獣別 頭数 捕獲 
月日 

捕獲場所 
（住所等） 

捕獲 
方法 

確認 
方法 

処理加 
工施設 
の種類 

確認者 
所属 
・氏名 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

＊確認書類受付日は、確認書の提出を受け付けた日とする。 

＊＊支払確認月日は、市町村が確認書を捕獲活動経費支払のために確認した日とする。 

 

注１：有害捕獲許可による捕獲に限る。 

２：「確認欄」は、確認者自らが署名又は押印を行うものとするが、「氏名」を自筆により記

載した場合は、省略を可能とする。 

３：「捕獲場所」は、住所又は鳥獣保護区等位置図のメッシュ番号を記載する。なお、住所等

が記載できない場合には、捕獲場所を示す地図を添付すること。 

４：「捕獲方法」は、銃又はわな（箱わな、くくりわな、その他のいずれか）を記載すること。 

５：「確認方法」は、実際に行った捕獲確認方法（「現地確認」、「搬入確認」又は「書類確

認」）を記載する。また、「現地確認」による場合は、証拠物の部位の名称とともに、当該

部位を「着色」したか又は「回収」したかのいずれかを記載する。 

６：「処理加工施設の種類」は、捕獲個体を搬入した処理加工施設の種類（食肉等に利用する

上で必要な施設は「食肉」、焼却するための施設（減容化のための施設を含む。）は「焼却」）

を記載する。 

７：書類確認による場合は、捕獲従事者、捕獲個体、捕獲日が確認できる写真を添付する。 

８：複数の者で捕獲した場合には、交付額の分配方法を示した書類を添付すること。 
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鳥獣被害防止緊急捕獲新事業における有害捕獲に係る捕獲活動経費の 
分配方法について 

 
 
 令和○年○月○日に実施する有害捕獲活動において交付される額の分配方法は、次

のとおりとする。 
 
 （分配方法） 
 
 
 
 
 
 

捕獲従事者氏名 住   所 署名欄 

   

 
注：「署名欄」は、確認者自らが署名又は押印を行うものとするが、「捕獲従事者氏名」を自

筆により記載した場合は、省略を可能とする。 
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別表 
 
１ 事業実施計画の作成 

区  分 事業実施計画に記載すべき事項 
推進事業 １ 事業実施主体等に係る項目 

   事業実施主体名、構成市町村名、目的  
２ 被害防止計画の作成状況等 

  被害防止計画の作成状況、他計画との連携、近隣市
町村等との連携  

３ 事業実施体制 
   協議会の概要  
４ 事業に係る項目 
   緊急捕獲活動の取組内容（対象鳥獣、実施時期、事
業内容（捕獲計画の設定根拠含む。））、負担区分、獣
種別単価及び予算が不足する場合の単価調整等の方
法、鳥獣被害防止総合支援事業（推進事業・整備事業）・
鳥獣被害防止都道府県活動支援事業・都道府県広域捕
獲活動支援事業・環境省の指定管理鳥獣捕獲等事業・
市町村単独事業等との連携 

 

２ 事業実施状況の報告 
区  分 事業実施状況報告に記載すべき事項 

推進事業 １ 事業実施主体に係る項目 
   事業実施主体名、構成市町村名  
２ 推進体制に係る項目 
   推進体制の整備状況、近隣市町村等との連携  
３ 事業内容に係る項目 
   緊急捕獲活動の取組内容（対象鳥獣、実施時期、事
業内容）及び事業費、予算が不足した場合の単価調整
等の方法、鳥獣被害防止総合支援事業（推進事業・整
備事業）・鳥獣被害防止都道府県活動支援事業・都道
府県広域捕獲活動支援事業・環境省の指定管理鳥獣捕
獲等事業・市町村単独事業等との連携 

 
４ 被害防止計画に係る項目 
   被害軽減目標及び捕獲計画の達成状況に関する事
項 
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事
業

実
施

主
体

名

事
業

実
施

年
度

令
和

○
○

年
度

2
　

農
林

水
産

業
等

に
係

る
鳥

獣
被

害
の

現
状

と
課

題

3
　

事
業

実
施

主
体

が
行

っ
た

事
業

促
進

の
取

組

４
　

事
業

の
実

施
状

況
を

踏
ま

え
た

今
後

の
方

向

５
捕

獲
実

績
の

内
容

（
鳥

獣
被

害
防

止
緊

急
捕

獲
活

動
支

援
事

業
、

シ
カ

特
別

対
策

等
事

業
（
シ

カ
緊

急
捕

獲
対

策
）
）
に

係
る

部
分

）

（
事

業
概

要
）

推
進

事
業

概
要

（
有

害
捕

獲
）

　
　

　
　

別
添

別
記

様
式

第
１

号
（
別

記
４

の
第

５
の

３
、

別
記

５
の

第
５

の
２

の
（
１

）
関

係
）

　 １
　

事
業

費
等

（
事

業
実

施
状

況
）

　
事

業
費

  
  
 　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
円

（
う

ち
補

助
金

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
円

）

鳥
獣

被
害

防
止

緊
急

捕
獲

活
動

支
援

事
業

、
シ

カ
特

別
対

策
等

事
業

（
シ

カ
緊

急
捕

獲
対

策
）
　

（
広

域
都

道
府

県
域

）
の

実
施

状
況

報
告

（
令

和
○

○
年

度
報

告
）

　
　

　
（
事

業
計

画
地

区
等

に
お

け
る

現
状

と
課

題
に

つ
い

て
、

数
値

等
も

用
い

て
具

体
的

に
記

述
す

る
こ

と
。

）

　
　

　
（
事

業
の

実
施

状
況

を
踏

ま
え

、
効

率
的

、
効

果
的

な
被

害
防

除
の

た
め

の
誘

導
方

策
を

記
載

す
る

。
）

　
　

　
（
捕

獲
計

画
達

成
に

向
け

た
広

域
協

議
会

と
し

て
の

体
制

や
方

針
、

効
率

的
な

捕
獲

実
施

の
た

め
の

単
価

の
設

定
及

び
調

整
等

の
広

域
協

議
会

と
し

て
の

対
応

状
況

等
の

事
業

実
施

状
況

を
具

体
的

に
記

載
す

る
こ

と
。

）

[記
載

例
]

○
有

害
捕

獲
に

関
す

る
事

項
　

・
捕

獲
体

制
の

整
備

[目
的

：
被

害
を

与
え

る
鳥

獣
に

応
じ

た
捕

獲
体

制
を

構
築

]
　

　
実

施
イ

メ
ー

ジ
：
農

作
物

被
害

の
多

く
を

占
め

る
○

○
の

捕
獲

を
重

点
的

に
行

う
た

め
、

捕
獲

従
事

者
の

確
保

（
技

術
向

上
）
の

た
め

の
○

○
の

捕
獲

に
特

化
し

た
研

修
等

を
実

施
。

　
・
捕

獲
機

材
の

整
備

[目
的

：
捕

獲
方

法
に

応
じ

て
不

足
す

る
捕

獲
機

材
を

整
備

]
　

　
実

施
イ

メ
ー

ジ
：
構

築
さ

れ
た

捕
獲

体
制

に
お

け
る

○
○

の
捕

獲
方

法
を

把
握

し
、

効
率

的
に

捕
獲

を
行

う
た

め
に

不
足

す
る

捕
獲

機
材

を
明

確
化

し
た

上
で

、
捕

獲
機

材
の

整
備

を
実

施
。

　
・
生

息
状

況
調

査
の

実
施

[目
的

：
被

害
を

与
え

る
鳥

獣
の

生
息

状
況

の
把

握
]

　
　

実
施

イ
メ

ー
ジ

：
○

○
の

捕
獲

を
重

点
的

に
行

う
た

め
、

生
息

状
況

や
行

動
範

囲
等

を
把

握
し

、
地

図
化

を
行

っ
た

上
で

、
捕

獲
従

事
者

へ
情

報
共

有
を

実
施

。
○

被
害

防
除

に
関

す
る

事
項

　
・
侵

入
防

止
柵

の
整

備
[目

的
：
被

害
が

発
生

し
て

い
る

農
地

へ
侵

入
防

止
柵

を
整

備
]

　
　

実
施

イ
メ

ー
ジ

：
○

○
の

農
作

物
被

害
が

発
生

し
て

い
る

農
地

に
対

し
て

、
侵

入
防

止
柵

の
整

備
（
現

行
整

備
率

5
0
％

＞
目

標
整

備
率

1
0
0
%
）
を

早
期

に
進

め
る

。
ま

た
、

併
せ

て
正

し
い

設
置

方
法

に
お

け
る

　
　

　
研

修
会

を
実

施
。

　
・
追

い
払

い
活

動
の

実
施

[目
的

：
効

果
的

・
継

続
的

な
追

い
払

い
に

よ
る

被
害

防
除

]
　

　
実

施
イ

メ
ー

ジ
：
○

○
の

農
作

物
被

害
が

発
生

し
て

い
る

地
域

で
、

追
い

払
い

活
動

を
実

施
す

る
体

制
（
チ

ー
ム

）
を

構
築

し
、

○
日

に
１

回
程

度
の

定
期

的
な

追
い

払
い

活
動

を
実

施
。

　
・
被

害
状

況
調

査
の

実
施

[目
的

：
地

域
に

お
け

る
被

害
状

況
及

び
加

害
鳥

獣
の

把
握

]
　

　
実

施
イ

メ
ー

ジ
：
地

域
の

代
表

者
等

へ
の

ア
ン

ケ
ー

ト
や

農
業

関
係

デ
ー

タ
に

よ
り

、
地

域
の

被
害

状
況

を
把

握
す

る
と

と
も

に
、

被
害

農
地

に
セ

ン
サ

ー
カ

メ
ラ

を
設

置
し

、
加

害
獣

種
を

特
定

。
○

生
息

環
境

管
理

に
関

す
る

事
項

　
・
緩

衝
帯

の
整

備
[目

的
：
鳥

獣
を

寄
せ

付
け

な
い

対
策

と
し

て
緩

衝
帯

を
整

備
]

　
　

実
施

イ
メ

ー
ジ

：
○

○
の

農
作

物
被

害
が

発
生

し
て

い
る

地
域

で
、

鳥
獣

の
潜

み
場

所
を

無
く
す

た
め

、
山

林
と

農
地

を
分

断
す

る
緩

衝
帯

（
○

h
a）

を
整

備
す

る
と

と
も

に
、

地
域

内
の

耕
作

放
棄

地
（
○

h
a）

の
　

　
　

刈
り

払
い

を
実

施
。

　
・
放

任
果

樹
の

除
去

[目
的

：
地

域
の

え
さ

源
対

策
と

し
て

放
任

果
樹

等
を

除
去

]
　

　
実

施
イ

メ
ー

ジ
：
地

域
内

の
見

廻
り

を
定

期
的

に
実

施
し

、
確

認
さ

れ
た

放
任

果
樹

の
撤

去
や

伐
採

、
農

作
物

残
渣

や
ヒ

コ
バ

エ
を

処
分

し
、

え
さ

場
と

し
て

の
価

値
を

下
げ

る
対

策
を

実
施

。
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（
別

添
）

　

　 推
進

事
業

概
要

（
有

害
捕

獲
）

合
　

計
（
①

＋
②

＋
③

）

(頭
)

（
円

/
頭

）
(円

)
　

(円
)

(円
)

(円
)

（
円

）
（
円

）
（
円

）
（
円

）
（
円

）
（
円

）

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

注
１

：
事

業
の

種
類

等
に

つ
い

て
は

、
被

害
緊

急
対

応
型

は
１

、
広

域
連

携
型

は
２

を
記

入
す

る
。

ま
た

、
都

道
府

県
が

事
業

実
施

主
体

の
場

合
は

３
を

記
入

す
る

。

２
：

備
考

の
欄

の
合

計
欄

に
は

、
仕

入
れ

に
係

る
消

費
税

等
相

当
額

に
つ

い
て

、
こ

れ
を

減
額

し
た

場
合

に
は

「
除

税
額

○
○

円
　

う
ち

国
費

○
○

円
」
を

、
同

税
額

が
な

い
場

合
に

は
「
該

当
な

し
」
と

、

同
税

額
が

明
ら

か
で

な
い

場
合

に
は

「
含

税
額

」
と

そ
れ

ぞ
れ

記
入

す
る

。

３
：

対
象

鳥
獣

の
欄

は
、

獣
種

（
幼

獣
と

成
獣

の
別

、
雄

と
雌

の
別

な
ど

含
む

）
ご

と
に

記
載

す
る

こ
と

。
1
行

で
１

獣
種

と
す

る
こ

と
。

４
：

「
食

肉
利

用
等

仕
向

け
向

け
の

有
無

」
の

欄
は

、
食

肉
処

理
等

の
た

め
に

施
設

に
お

い
て

搬
入

確
認

を
行

う
場

合
は

○
を

、
原

子
力

災
害

対
策

特
別

措
置

法
に

基
づ

く
野

生
鳥

獣
肉

の
摂

取
制

限
又

は
出

荷
制

限
が

指
示

さ
れ

て
い

る
地

域
に

お
け

る
シ

カ
、

イ
ノ

シ
シ

（
幼

獣
を

除
く
）
及

び
福

島
県

に
お

け
る

シ
カ

（
幼

獣
を

除
く
）
に

お
い

て
は

△
を

、
そ

れ
以

外
は

×
を

記
載

す
る

こ
と

。
５

：
単

価
調

整
等

の
方

法
の

欄
は

、
効

率
的

に
捕

獲
を

実
施

す
る

た
め

の
単

価
の

設
定

及
び

調
整

等
の

方
法

に
つ

い
て

、
協

議
会

又
は

市
町

村
（
協

議
会

の
構

成
員

に
限

る
。

）
ご

と
に

必
ず

記
載

す
る

こ
と

。

６
：

鳥
獣

被
害

防
止

緊
急

捕
獲

活
動

支
援

事
業

、
シ

カ
特

別
対

策
等

事
業

（
シ

カ
緊

急
捕

獲
対

策
）
（
広

域
都

道
府

県
域

）
の

実
施

状
況

報
告

（
令

和
○

○
年

度
報

告
）

捕
獲

計
画

の
設

定
根

拠
の

欄
に

つ
い

て
は

、
イ

ノ
シ

シ
、

ニ
ホ

ン
ジ

カ
、

エ
ゾ

シ
カ

、
サ

ル
の

成
獣

の
場

合
の

み
記

載
す

る
こ

と
と

し
、

鳥
獣

の
生

息
状

況
、

農
作

物
の

被
害

状
況

、
実

施
隊

の
設

置
状

況
、

交
付

金
等

を
活

用
し

た
鳥

獣
被

害
対

策
実

施
隊

の
体

制
強

化
や

捕
獲

技
術

の
高

度
化

に
向

け
た

取
組

状
況

、
近

年
の

捕
獲

状
況

、
捕

獲
の

効
率

化
の

取
組

状
況

、
柵

の
設

置
状

況
や

捕
獲

に
資

す
る

柵
と

し
て

の
活

用
状

況
（
整

備
事

業
で
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（別記５） 
シカ特別対策等事業 
 
第１ 事業の取組等 

 １ 事業の取組 

 （１）シカ緊急捕獲対策 

    シカによる農林水産業に係る被害を軽減するため、被害防止計画に基

づく有害捕獲を実施するものとする。 
 （２）シカ特別対策 

シカの被害により、特に個体数を減少させる必要がある地域において、

捕獲活動等の対策を実施するものとする。 
 ２ 事業の目標 
   被害防止計画及びシカの捕獲計画に掲げるシカの捕獲等に関する目標

とする。 
 ３ 事業実施主体 

要綱別表の区分・事業種類の欄の２の（５）に係る事業実施主体の農村

振興局長が別に定める協議会等とは、地方公共団体、農業協同組合、森林

組合、漁業協同組合、試験研究機関、狩猟者団体等関係機関、集落の代表

者等で構成される組織又は団体であって、代表者の定めがあり、かつ、事

業実施及び会計手続を適正に行い得る体制を有しているものであって、４

で準用する別記１の第１の４に規定する組織及び運営についての規約の

定めがある協議会（以下「協議会」という。）、都道府県及び市町村（協議

会の構成員に限る。）とする。 
 ４ 協議会の要件 
   協議会の要件は、別記１の第１の４を準用する。 
 ５ 事業実施主体の範囲 
   事業実施主体の範囲は、別記１の第１の６を準用する。 
 

第２ 事業の内容等 

１ 事業の内容 

 （１）シカ緊急捕獲対策 

要綱別表の区分・事業種類の欄の２の（５）の①に係る経費・事業種

類の欄の「シカの有害捕獲」については、次に掲げる事項を実施できる

ものとする。なお、関係法令を遵守し、安全を確保した上で実施するも

のとする。 
また、本要領本文第２の１の鳥獣被害防止総合支援事業の有害捕獲、

本要領第２の２の鳥獣被害防止都道府県活動支援事業の広域捕獲活動

（有害捕獲）、本要領本文第２の３の都道府県広域捕獲活動支援事業の
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広域捕獲活動（個体数調整）、本文第２の４の鳥獣被害防止緊急捕獲活

動支援事業の有害捕獲及び本文第２の５のシカ特別対策等事業のシカ

特別対策により実施する捕獲と重複して支援を受けることはできない

ものとする。 
ア 有害捕獲 
イ アにより捕獲した個体の処理 

 （２）シカ特別対策 

ア 要綱別表の区分・事業種類の欄の２の（５）の②に係る経費・事業

内容の欄の①の「実施体制の整備」については、検討会の開催等によ

り、次に掲げる事項について協議するものとし、都道府県及び市町村

が相互に連携を図り、実施するものとする。 

なお、（ウ）の評価に当たっては、学識経験者等第三者の意見を聴

取するものとする。 

（ア）シカ特別対策に係る関係機関との連携体制を含めた実施体制の

構築 

（イ）事業実施状況の把握 

（ウ）捕獲計画（捕獲目標等）に対する事業成果（捕獲効率含む。）

の評価 

（エ）その他必要な事項 

イ 要綱別表の区分・事業種類の欄の２の（５）の②に係る経費・事業

内容の欄の②の「生息状況調査等」については、次に掲げる全ての事

項を実施するものとする。 

協議会（市町村を含む。以下このイにおいて同じ。）が事業実施主

体として取組を実施する場合にあっては、協議会における捕獲計画を

作成の上、都道府県知事に協議し、承認を得るものとする。都道府県

知事は、協議会が作成した捕獲計画を含め、都道府県における捕獲計

画を作成するものとする。 

なお、捕獲計画の作成に当たっては、農作物野生鳥獣被害対策アド

バイザーその他シカの行動特性や被害防止対策に関する専門的な知

見を有する者の助言を受けるものとする。 

（ア）シカの生息状況調査及び被害状況調査 

 （イ）（ア）の結果を踏まえた被害要因、生息状況等の分析 

 （ウ）（ア）、（イ）に基づき捕獲区域、捕獲時期、捕獲目標（雌ジ

カの捕獲割合を含む。）等を定めた捕獲計画の作成 

ウ 要綱別表の区分・事業種類の欄の２の（５）の②に係る経費・事業

内容の欄の③の「シカの集中捕獲」については、次に掲げる事項を実

施できるものとする。なお、関係法令を遵守し、安全を確保した上で

実施するものとする。 
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  なお、シカの集中捕獲の実施・推進に当たっては、農作物野生鳥獣

被害対策アドバイザーその他シカの行動特性や被害防止対策に関す

る専門的な知見を有する者の助言を受けるものとする。 
また、本要領本文第２の１の鳥獣被害防止総合支援事業の有害捕獲、

本要領第２の２の鳥獣被害防止都道府県活動支援事業の広域捕獲活

動（有害捕獲）、本要領本文第２の３の都道府県広域捕獲活動支援事

業の広域捕獲活動（個体数調整）、本文第２の４の鳥獣被害防止緊急

捕獲活動支援事業の有害捕獲及び本文第２の５のシカ特別対策等事

業のシカ緊急捕獲対策の有害捕獲と重複して支援を受けることはで

きないものとする。 
    （ア）イの（ウ）で作成した捕獲計画に基づく捕獲 

（イ）（ア）において必要な捕獲機材の整備（捕獲計画に応じたわな等

の移設を含む。） 
エ 要綱別表の区分・事業種類の欄の２の（５）の②に係る経費・事業

内容の欄の④の「捕獲個体の処理」については、次に掲げる事項を実

施できるものとする。 
 （ア）ウの（ア）により捕獲した個体の処理 
 （イ）ウの（ア）により捕獲した個体の処理施設における搬入経費 
オ 要綱別表の区分・事業種類の欄の２の（５）の②に係る経費・事業

内容の欄の⑤の「人材育成活動」については、シカの集中捕獲を進め

る上で、捕獲従事者を確保するために必要な研修を実施できるものと

する。 
カ 要綱別表の区分・事業種類の欄の２の（５）の②に係る経費・事業

内容の欄の⑥の「大規模捕獲実証」については、次に掲げる事項を実

施できるものとする。 
    （ア）大規模捕獲機材の導入 
    （イ）（ア）の機材による大規模捕獲実証 
    （ウ）（イ）による実証成果の普及 

２ 交付対象経費 
（１）シカ緊急捕獲対策 

ア 交付対象となる経費は、１の（１）のア及びイに直接要する次に掲

げるものとし、事業の対象として明確に区分できるもので、かつ証拠

書類によって金額等が確認できるものに限る。 
（ア）有害捕獲に係る捕獲活動経費（有害捕獲許可に基づき捕獲され

たものに限る。） 
（イ）捕獲個体の埋設・運搬経費（捕獲従事者自らが行う場合を除く。） 
（ウ）捕獲個体の民間施設等での焼却等処分経費 
（エ）支払事務に伴う捕獲現場での確認等のための経費 
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イ なお、アの（ア）の確認等に当たっては、次に掲げるところによる

ものとする。 
（ア）捕獲確認は、都道府県又は市町村の職員（確認者（処理加工施

設での捕獲確認に限り、都道府県知事又は市町村長が認めた処理

加工施設の職員を含む。））が捕獲現場に直接赴き、捕獲個体を実

際に確認する方法（現地確認）又は確認者が処理加工施設におい

て、捕獲従事者の搬入した捕獲個体を実際に確認する方法（搬入

確認）を基本とし、確認者は別紙に示す様式を参考に確認書を作

成するものとする。なお、現地確認による場合、確認者は、スプ

レー等により捕獲個体の「尾」を着色するか又は「尾」（鳥類にあ

っては「両脚」）を回収するかのいずれかを行う。 
（イ）現地確認又は搬入確認によらない場合、確認者は次に掲げる物

により、捕獲個体が本対策の交付対象であること確実に確認（書

類確認）し、別紙に示す様式を参考に確認書を作成するものとす

る。 
        ａ 捕獲個体全体と捕獲従事者が写っており、捕獲日が確認でき

る写真（捕獲個体が、スプレー等でその識別が可能となるよう

マーキングされるとともに、原則としてその向きが「右向き」

の状態（撮影者から見て捕獲個体の足が下向きになり、その際、

頭部が右側にくる状態をいう。）で、捕獲日が確認できるよう、

その捕獲従事者と撮影された写真をいう。） 
      ｂ 捕獲個体又はその部位（獣類にあっては原則として「尾」と

し、鳥類にあっては原則として「両脚」とする。） 
（ウ）複数の者で捕獲する場合には、あらかじめ交付される経費の分

配方法を定めるとともに、別紙に添付するものとする。 
（２）シカ特別対策 

ア 要綱別表の区分・事業種類の欄の２の（５）の②に係る経費・事業

内容の欄の取組を行う事業の交付対象となる経費は、別表１に掲げる

経費とし、事業の対象として明確に区分できるもので、かつ証拠書類

によって金額等が確認できるものに限る。 
イ 別表１の事業内容の欄のシカの集中捕獲に係るイの「捕獲活動経費」

の確認に当たっては、（１）のイを準用する。 
３ 事業の委託 

（１）シカ緊急捕獲対策 

事業実施主体が都道府県の場合に限り、要綱別表の区分・事業種類の

欄の２の（５）の①に係る経費・事業内容の欄の事業内容の一部の業務

を他の者に委託することが合理的かつ効果的であると認められる業務

については、都道府県知事が地方農政局長と協議を行い、地方農政局長
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が認めた場合に他の者に委託することができるものとする。 

（２）シカ特別対策 

要綱別表の区分・事業種類の欄の２の（５）の②に係る経費・事業内

容の欄に定める取組の一部を他の者（鳥獣の行動特性や被害防止対策に

関する専門的知識を有する者に限る。）に委託することが合理的かつ効

果的であると認められる業務については、事業費の50％以内において、

その業務を委託することができるものとする。 

    ただし、事業実施主体が事業の具体的な計画を策定の上、進行管理

を適切に行うことができると地方農政局長が認める場合は、事業費の

50％を超えて委託することができるほか、事業実施主体の業務を請負

又は役務要請で実施することができるものとする。 

４ 留意事項 
（１）シカ緊急捕獲対策 
   留意事項は、別記４の第２の４を準用する。 
（２）シカ特別対策 

都道府県知事は、実施した取組の成果及び事業の実施における課題を

整理し、市町村に対して周知に努めるとともに、捕獲体制の改善を図る

ものとする。 
 

第３ 交付額等 

１ 要綱別表の区分・事業種類の欄の２の（５）の①に係る交付率の欄の農

村振興局長が別に定める上限単価（有害捕獲に係る捕獲活動経費）は、次

に掲げるとおりとする。 

獣  種 捕獲個体の処理 上限単価 
（円／頭） 

シカ（成獣） 食肉処理等のため

の施設において搬

入確認した場合 

９,０００ 

焼却処分等のため

の施設において搬

入確認した場合  

    ８,０００ 

上記以外の場合 
  ７,０００ 

シカ（幼獣）      １,０００ 

注１：各上限単価は、地域における農林水産業の被害状況等を勘案の上、

上限単価の範囲内で単価を設定することができるものとする。この場

合、予算と捕獲計画に見合った単価を設定することとし、捕獲が計画
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を上回る場合は、単価調整等の措置を講ずるものとする。 

２：原子力災害対策特別措置法に基づく野生鳥獣肉の摂取制限又は出荷

制限（以下「出荷制限等」という。）が指示されている地域におけるシ

カ（幼獣は除く。）及び福島県におけるシカ（幼獣は除く。）の上限単

価は、一律 8,000 円／頭とする。 

３：出荷制限等が指示されている地域のうち、県が定める出荷・検査方

針に基づき管理され、計画出荷が認められた処理加工施設に搬入可能

な地域において当該処理加工施設で搬入確認したシカ（幼獣は除く。）

の上限単価は 9,000 円／頭とする。 

２ 要綱別表の区分・事業種類の欄の２の（５）の②に係る交付率の欄の農

村振興局長が別に定める定額の限度額は、事業実施主体が都道府県におい

ては 30,000 千円以内、協議会（市町村含む）においては 3,000 千円以内

とする。 
なお、北海道が事業実施主体となり、道内を区分して取り組む場合は、

４地域までとし、１地域当たりの限度額を 30,000 千円以内とする。 
３ 要綱別表の区分・事業種類の欄の２の（５）の②に係る交付率の欄の農

村振興局長が別に定める「シカの集中捕獲」における上限単価は次に掲げ

るとおりとする。ただし、事業実施主体は捕獲計画で策定した捕獲区域、

捕獲時期、捕獲目標等を勘案し、予算と計画に見合った単価を設定するこ

ととし、捕獲が計画を上回る場合は、単価調整等の措置を講ずるものとす

る。 
  （１）捕獲活動経費（別表１ シカの集中捕獲 イ関係） 

獣  種 捕獲個体の処理 上限単価（円／頭） 

シカ（成獣） 共通 １８，０００ 

シカ（幼獣） 共通 ２，０００ 

４ 地域特認 

地域の実情、地形条件、気象条件等やむを得ない事由により３の上限単

価を超える場合、都道府県知事が地方農政局長と協議を行い、地方農政局

長が認めた場合には、助成できるものとする。 

 ５ 要綱別表の区分・事業種類の欄の２の（５）の②の取組に対する賃金と

して日当払いとする場合には、活動時間や業務の負担等を勘案した単価を

設定するものとする。 

 

第４ 事業の実施等の手続 

１ 事業の実施手続 

（１）シカ緊急捕獲対策 

ア 事業実施主体を構成する市町村（市町村が事業実施主体である場合

を含む。）又は事業実施主体が所在する市町村は、鳥獣による農林水
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産業等に係る被害の現状及び課題、被害軽減目標並びに被害対策の具

体的な取組方針について定めた特措法第４条の規定に基づく被害防

止計画を作成するものとする。 

イ 事業実施主体は事業実施計画を作成するものとし、被害防止計画を

添付した上で、都道府県知事に提出するものとする。ただし、広域都

道府県域事業実施主体が作成する広域都道府県域計画については、地

方農政局長に提出するものとし、４の鳥獣被害防止総合対策交付金交

付決定前着手届を提出して事業に着手する場合は、地方農政局長と協

議を行うものとする。 

なお、事業実施計画に添付する被害防止計画については、申請者の

ウェブサイトにおいて閲覧が可能な場合は、当該ウェブサイトの URL

を記載することにより当該資料の添付を省略することができる。 

ウ 都道府県知事は、イにより提出された事業実施計画及び都道府県が

事業実施主体となる事業実施計画を踏まえ、都道府県計画を作成する

ものとする。 

エ 都道府県知事は、ウで作成する都道府県計画に、都道府県自らが本

事業の事業実施主体となり、一部を他の者に委託する事業実施計画が

含まれる場合は、その内容について、地方農政局長と協議を行うもの

とする。 

オ 地方農政局長は、イの協議を受けた場合には、協議結果について、

関係地方農政局及び関係都道府県に情報提供を行うものとする。 

カ 都道府県知事は、鳥獣被害防止の目標達成に資するため必要がある

と認める場合には、都道府県計画の取組内容を変更できるものとす

る。この場合において、重要な変更に該当するときは、イ、ウ、エ及

びオの規定を準用して手続を行うものとする。 

また、広域都道府県域計画については、重要な変更に該当するとき

は、イ及びオの規定を準用して手続を行うものとする。 

（２）シカ特別対策 

ア 事業実施主体は、事業実施計画を作成し、都道府県知事に提出する

ものとする。 

イ 都道府県知事は、アにより提出された事業実施計画及び都道府県が

事業実施主体となる事業実施計画を踏まえ、都道府県計画を作成する

ものとする。 

ウ 都道府県知事は、イで作成する都道府県計画に、次に掲げる事業実

施計画が含まれる場合は、その内容について、地方農政局長と協議を

行うものとする。 

    ａ 第３の４の地域特認に該当する都道府県計画 

    ｂ ４の鳥獣被害防止総合対策交付金交付決定前着手届を提出して
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事業に着手する都道府県計画 

   エ 都道府県知事は、シカの個体数減少に資するため、必要があると認

める場合には、都道府県計画の取組内容を変更できるものとする。こ

の場合において、重要な変更に該当するときは、ア、イ及びウの規定

を準用して手続を行うものとする。 

２ 事業実施計画の作成等 

 （１）シカ緊急捕獲対策 

ア １の（１）のイに定める事業実施計画は、別記４の別表の１に規定

する事項を含めて作成するものとする。 

イ １の（１）のウに定める都道府県計画は、別記１の別記様式第６号

の別紙６により、１の（１）のイの広域都道府県域計画にあっては、

別記１の別記様式第９号により作成するものとする。 

ウ １の（１）のエ及びカに定める都道府県知事が行う協議については、

別記１の別記様式第１号により行うものとし、１の（１）のイ及びカ

に定める広域都道府県域計画の事業実施主体が行う協議については別

記１の別記様式第９号により行うものとする。 

 （２）シカ特別対策 

   ア １の（２）のイに定める都道府県計画は、別記１の別記様式第６号

の別紙７により作成するものとする。 

   イ １の（２）のウ及びエに定める都道府県知事が行う協議については、

別記１の別記様式第１号により行うものとする。 

 ３ 事業実施計画の重要な変更 

１の（１）のカ及び１の（２）のエに定める都道府県計画の重要な変更

とは、事業実施主体ごとの事業の新設、中止若しくは廃止又は事業実施主

体の変更とする。 

 ４ 事業の着手 

事業の着手は、原則として、交付金交付決定に基づき行うものとする。 

ただし、地域の実情に応じて事業の効果的な実施を図る上で、緊急かつ

やむを得ない事情がある場合には、速やかにその旨を別記１の別記様式第

５号により、その理由を具体的に明記した鳥獣被害防止総合対策交付金交

付決定前着手届を作成し、地方農政局長に提出するものとする。 

 

第５ 事業実施状況の報告 

１ シカ緊急捕獲対策 

  別記４の第５を準用する。 

２ シカ特別対策 

（１）事業実施主体は、都道府県知事に本事業の実施状況を報告するものと

する。 
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（２）都道府県知事は、（１）により報告された実施状況及び都道府県が事

業実施主体となる事業の実施状況について、事業実施年度の翌年度の９

月末日までに、別記１の別記様式第２号により地方農政局長に報告する

ものとする。 

 

第６ 事業の評価 

 １ シカ緊急捕獲対策 

   別記１の第６の事業の評価と併せて行うものとする。 

 ２ シカ特別対策 

   事業実施主体は、本事業で実施した事業内容について、事業実施年度の

翌年度に事業の目的と実施状況から評価を行うものとする。 

   事業実施主体が協議会（市町村を含む。）の場合にあっては、評価結果

を都道府県知事に報告するものとする。都道府県知事は、報告を受けた協

議会（市町村を含む。）の評価結果を含め都道府県が事業実施主体となる

事業の評価を行い、９月末日までに地方農政局長に報告するものとする。 

 

第７ 事業の状況報告 

事業の状況報告は、別記１の第７を準用する。 

 

第８ 推進指導 

   推進指導は、別記１の第８を準用する。 

 

第９ 事業の支援対象期間 

   本事業の支援対象期間は、交付決定の日から令和６年３月 31 日までと

する。 

なお、シカ緊急捕獲対策における捕獲活動経費は、交付決定の日から令

和６年３月 31 日までに事業実施主体が捕獲確認をした場合に支援対象と

することができる。 

 

第 10 国の助成措置 

国の助成措置は、別記１の第 10 の規定を準用する。  
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別表１ シカ特別対策等事業（シカ特別対策）の交付対象経費 
事業内容 交付対象経費 

実施体制の整備 ア 会場借料、会議用機械器具の借料 
イ 事務用品 
ウ 専門的知識を提供する者への旅費・謝金 
エ 書類等の印刷費及び製本費 
オ 郵便料、電信電話料及び運搬費 

生息状況調査等 ア 日々雇用される雑役並びに事務及び技術補助員に対する賃

金（地方公共団体に勤務する者については、報酬・給料・職員

手当等） 
イ 専門的知識を提供する者への旅費・謝金 
ウ 事務用品、印紙代 
エ 書類等の印刷費及び製本費 
オ 郵便料、電信電話料及び運搬費 
カ 薬品類、調査機材及びその借料 
キ 調査に従事する者に対する保険代 
ク 車両の借料及びその燃料代 

シカの集中捕獲 
 

ア 捕獲活動への役務要請に対する賃金（地方公共団体に勤務す

る者については、報酬・給料・職員手当等） 

イ 捕獲活動経費 
ウ 捕獲に従事する者に対する保険代 

エ 支払事務に伴う捕獲現場での確認等のための経費 
オ 捕獲に必要な機材（銃弾含む（銃本体は除く。）。） 

カ 重機、車両の借料及びその燃料代 
キ 止め刺し資材 

ク わなに係る給餌（餌代含む。） 

捕獲個体の処理 ア 捕獲個体処理への役務要請に対する賃金（地方公共団体に勤

務する者については、報酬・給料・職員手当等） 

イ 日々雇用される雑役並びに事務及び技術補助員に対する賃

金（地方公共団体に勤務する者については、報酬・給料・職員

手当等） 

ウ 捕獲個体の民間施設等での焼却等処分経費 

エ 埋設資材、簡易減容化機材 

オ 重機、車両の借料及びその燃料代 

人材育成活動 ア 会場借料、研修用機械器具の借料 
イ 事務用品、印紙代 
ウ 専門的知識を提供する者への旅費・謝金 
エ 書類等の印刷費及び製本費 
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オ 郵便料、電信電話料及び運搬費 
カ 研修教材費 
キ 研修・講習受講費用及び旅費 

大規模捕獲実証 ア 実証資材費 

イ 日々雇用される雑役並びに事務及び技術補助員に対する賃

金（地方公共団体に勤務する者については、報酬・給料・職員

手当等） 
ウ 専門的知識を提供する者への旅費・謝金 

エ 会場借料、研修用機械器具の借料 

オ 研修・講習受講費用及び旅費 

カ 研修教材費 

キ 事務用品、印紙代 
ク 書類等の印刷費及び製本費 
ケ 郵便料、電信電話料及び運搬費 

 注 各事業内容における交付対象経費については、同一の取組に対して、重複して支援を受け

ることはできないものとする。 
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（別紙） 
 

＊確認書類受付日 
 

令和  年    月   日 
 

＊＊支払確認月日 
 

令和  年  月  日 
 

所 属 
 

氏 名 
 
確認欄 

 
 

 
 

 
 

 
シカ特別対策等事業における捕獲確認書 

 
捕 獲 
従事者 
氏 名 

獣種名 
 

成獣・幼

獣別 頭数 捕獲 
月日 

捕獲場所 
（住所等） 

捕獲 
方法 

確認 
方法 

処理加 
工施設 
の種類 

確認者 
所属 
・氏名 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

＊確認書類受付日は、確認書の提出を受け付けた日とする。 

＊＊支払確認月日は、市町村が確認書を捕獲活動経費支払のために確認した日とする。 

 

注１：「確認欄」は、確認者自らが署名又は押印を行うものとするが、「氏名」を自筆により記載

した場合は、省略を可能とする。 

２：「捕獲場所」は、住所又は鳥獣保護区等位置図のメッシュ番号を記載する。なお、住所等

が記載できない場合には、捕獲場所を示す地図を添付すること。 

３：「捕獲方法」は、銃又はわな（箱わな、くくりわな、その他のいずれか）を記載すること。 

４：「確認方法」は、実際に行った捕獲確認方法（「現地確認」、「搬入確認」又は「書類確

認」）を記載する。また、「現地確認」による場合は、証拠物の部位の名称とともに、当該

部位を「着色」したか又は「回収」したかのいずれかを記載する。 

５：「処理加工施設の種類」は、捕獲個体を搬入した処理加工施設の種類（食肉等に利用する

上で必要な施設は「食肉」、焼却するための施設（減容化のための施設を含む。）は「焼却」）

を記載する。 

６：書類確認による場合は、捕獲従事者、捕獲個体、捕獲日が確認できる写真を添付する。 

７：複数の者で捕獲した場合には、交付額の分配方法を示した書類を添付すること。 
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シカ特別対策等事業に係る捕獲活動経費の分配方法について 

 
 
 令和○年○月○日に実施する捕獲活動において交付される額の分配方法は、次のと

おりとする。 
 
 （分配方法） 
 
 
 
 
 
 

捕獲従事者氏名 住   所 署名欄 

   

 
注：「署名欄」は、確認者自らが署名又は押印を行うものとするが、「捕獲従事者氏名」を自

筆により記載した場合は、省略を可能とする。 
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（別記６） 
  鳥獣被害対策基盤支援事業 
 

第１ 事業実施主体 

１ 要綱別表の区分・事業種類の欄の２の（６）に係る事業実施主体の欄の

農村振興局長が別に定める協議会とは、地方公共団体、民間企業、一般社

団法人、一般財団法人、公益社団法人、公益財団法人、協同組合、企業組

合、特定非営利活動法人、国立大学法人、公立大学法人、学校法人、独立

行政法人及び国立研究開発法人等で構成される組織又は団体であって、代

表者の定めがあり、かつ、組織及び運営についての規約の定めがある協議

会とし、事業実施及び会計手続を適正に行いうる体制を有しているものと

する。 

なお、協議会は、別記１の第１の４の要件の全てを満たすものとする。 

 ２ 事業実施主体は、農村振興局長が別に定める公募要領により応募した者

の中から選定された者とする。 

 

第２ 事業の内容等 

 １ 事業の内容 

（１）鳥獣被害対策担い手育成・マッチング事業 

 鳥獣による農林水産業等に係る被害防止対策を的確かつ効果的に実

施するため、 

①森林等の被害状況や鳥獣の生息状況等を判断し、森林での被害対策

を推進する上で中心的役割を果たす地域リーダー（森林）及び広域

的な被害状況等の把握、被害対策案の検討・作成、実施体制の組織

化及び指導、対策の評価等を総合的に行う鳥獣被害対策コーディネ

ーターを計画的に育成するため、鳥獣の被害防止対策に係る基礎的

な知識及び技術を有する者を対象として研修を行う。 

    ②地域の鳥獣対策に係る新たな担い手の発掘・育成を図るためのセミ

ナーを開催し、その中で人材確保が課題となっている市町村等との

マッチングを行う。 

③効率的かつ効果的な被害防止技術・手法等に関する情報共有等を図

るための全国検討会を開催する。 

      ア 地域リーダー（森林）及び鳥獣被害対策コーディネーター育成研

修事業 

       （ア）研修カリキュラムの作成 

           地域リーダー（森林）及び鳥獣被害対策コーディネーターを育

成するため、必要な研修カリキュラム（教材を含む。以下同じ。）

を作成する。 終的に、研修結果を踏まえて教材を改訂し、報告
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書として取りまとめる。 

       （イ）研修会の開催 

          （ア）の研修カリキュラムに基づき、鳥獣による農林水産業等に

係る被害防止対策を担う地域リーダー（森林）及び鳥獣被害対策

コーディネーターを効率的に育成するため、地域リーダー(森林）

については全国でフィールド研修会を開催する。また、鳥獣被害

対策コーディネーターについては、座学とフィールド研修を主体

とし、全国で研修会を開催する。 

       （ウ）事業実施体制の検討 

          （ア）及び（イ）を円滑かつ効率的に実施するために、鳥獣の生

態、行動特性等に関する専門的知識を有する者、鳥獣による農作

物や森林・林業の被害防止に関する知識及び経験を有する者等で

構成される委員会を設置し、次に掲げる事項について検討する。 

          a 事業の目標及び目標を達成させるための具体的な方法 

          b 研修カリキュラムの作成 

          c  研修会の開催計画の作成及び研修会の実施 

          d 研修対象者への周知方法 

       e 事業実施状況の把握及び事業成果の評価 

       f その他必要な事項 

      イ 鳥獣被害対策担い手マッチング事業 

（ア）セミナー等の開催 

地域の鳥獣被害対策に係る新たな担い手の確保に繋がるよう、

野生鳥獣の生態や鳥獣被害対策の知識や現場での取組等を内容と

するセミナーについて、地域性等を考慮し全国複数箇所で開催し、

鳥獣被害対策に取り組む意欲のある者の発掘・育成を図るととも

に、セミナーにおいては、地域の鳥獣被害対策を進める中で人材不

足が課題となっている市町村等が参加し、募集情報等を提供しな

がら、来場者とのマッチングを行う。また、ＩＣＴ等を活用した被

害対策技術の習得に係る研修会を開催し、効果的な被害対策と技

術の普及推進を図る。 

（イ）事業実施体制の検討 

（ア）を円滑かつ効率的に実施するために、鳥獣被害対策の専門

知識を有する者や、地域における人材募集及び鳥獣対策に関する

専門家等で構成される委員会を開催し、次に掲げる事項について

検討する。 

a 事業の目標及び目標を達成させるための具体的な方法 

b セミナー及び研修会の内容（マッチングを含む。） 

c セミナー及び研修会の開催計画の作成及びセミナーの実施 
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d セミナー及び研修会対象者への周知方法 

e 事業実施状況の把握及び事業成果の評価 

f その他必要な事項 

ウ 鳥獣被害対策技術全国検討会開催事業 

（ア）鳥獣被害対策技術全国検討会等の開催 

効率的かつ効果的な被害防止技術・手法等に関する情報共有及

び意見交換のための全国検討会等を全国１箇所以上で開催する。 

（イ）鳥獣被害対策に係るマニュアルの作成 

鳥獣被害対策に係るＩＣＴ等の新技術や研究等について、既存

のマニュアルから内容を拡充したものを作成する。 

（ウ）事業実施体制の検討 

（ア）及び（イ）を円滑かつ効率的に実施するため、鳥獣被害

防止に関する専門知識を有する者等で構成される委員会を開催

し、次に掲げる事項について検討する。 

a 事業の目標及び目標を達成させるための具体的な方法 

b 全国検討会等及びマニュアルの内容 

c 全国検討会等の開催計画及びマニュアルの作成計画 

d 全国検討会等の告知方法及びマニュアルの配布方法 

e 事業実施状況の把握及び事業成果の評価 

f その他必要な事項 

（２）利活用技術者育成研修事業 

ア 処理施設の処理技術向上研修 

（ア）研修カリキュラムの作成 

捕獲した鳥獣の利活用に係る技術を普及するため、捕獲技術及

び野生鳥獣肉（ジビエ）等（以下「ジビエ等」という。）の有効

活用に係る知識並びに技術を有する技術者（以下「技術者」とい

う。)を計画的に育成するための研修カリキュラムを作成する。 

（イ）研修会の開催 

（ア）の研修カリキュラムに基づき、捕獲した鳥獣の有効活用

に寄与する技術者を効率的に育成するため、全国２か所以上で研

修会を開催する。 

イ 捕獲者のための衛生管理等の知識向上研修 

高度な衛生管理に関する知識を有した捕獲者を育成するために、

捕獲した鳥獣の有効活用や衛生管理等に関する専門的知識及び経

験を有する者等で構成される委員会を設置し、次に掲げる事項につ

いて検討し、実施する。 

（ア）事業の目標及び目標を達成させるための具体的な方法 

（イ）研修カリキュラムの作成及び見直し 
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（ウ）研修会の開催計画の作成及び研修会の実施 

（エ）研修対象者への周知方法 

（オ）研修での指導を行う専門的技術者の育成方法の調査、検討及び

育成の実施 

（カ）事業実施状況の把握及び事業成果の評価 

（キ）その他必要な事項 

（３）鳥獣利活用推進支援事業 

捕獲鳥獣を地域資源として有効活用し、農村地域の振興を図るため、

捕獲から需要までの関係者で構成される全国的な検討体制を構築し、ジ

ビエ等の全国的な需要拡大及び利活用推進に資する、需要拡大、需要に

対応した安定供給、流通体系の確立に向けた以下の取組を総合的に実施

する。 

  ア 全国的な検討体制の構築 

要綱別表の採択要件の欄の１に定める者から構成される鳥獣利活

用推進コンソーシアム（以下「コンソーシアム」という。）を構築し、

運営方針を協議するとともに、イ～エに係る実施方針を検討し、実践

する。 

  イ 需要拡大及び利活用推進に必要な取組 

捕獲鳥獣の回収と食肉処理加工施設への搬入の効率化、現場の実態

に対応した衛生管理ガイドライン周知徹底、安定供給のための取扱ル

ールの検討、消費者の認知度やニーズの把握など、捕獲、処理加工、

供給、消費の各段階において、利活用推進のために必要となる取組を

調査・検証・実施し、その成果を地方公共団体等の関係者に情報提供

する。 

  ウ 需要拡大及び利活用推進に向けた普及啓発 

需要者及び消費者等のジビエ等に対する関心を高め、ジビエ等の全

国的な需要拡大と利活用推進を図るため、イベントや各種広報活動に

より普及啓発を行う。 

  エ その他事業の目的を達成するのに必要な取組 

上記のほか、事業の目的を達成するために必要な取組については、

コンソーシアムで検討の上、実施することができるものとする。 

（４）ジビエ流通衛生管理高度化事業 

加工、流通、販売段階での衛生管理の高度化の取組を促進するため、

野生鳥獣肉の衛生管理及び流通等に関する専門的知識を有する者等で構

成された検討委員会を設置し、以下の取組を実施する。 

ア 指導者の育成 

加工、流通、販売事業者に対して衛生管理を指導する指導者を育成

するため、次に掲げる事項について検討し、実施する。 
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（ア）事業の目標及び目標を達成させるための具体的な方法 

（イ）カリキュラム、教材を作成するための調査、検討及び教材の作成 

（ウ）指導者育成の研修会の実施 

（エ）事業実施状況の把握及び事業成果の評価 

（オ）その他取組に必要な事項 

イ 個別指導のための指導者の派遣 

加工、流通、販売事業者に対し、衛生管理に関する個別の指導を行う

専門の指導者を派遣するため、次に掲げる事項について検討し、実施

する。 

（ア）事業の目標及び目標を達成させるための具体的な方法 

（イ）指導教材を作成するための調査、検討及び指導教材の作成 

（ウ）個別指導方法や指導者派遣方法の検討及び派遣  

（エ）事業実施状況の把握及び事業成果の評価 

（オ）その他取組に必要な事項 

（５）愛玩動物用飼料原料等利用促進事業 

捕獲鳥獣を原料とする愛玩動物用飼料（以下「ジビエペットフード」

という。）及び動物園等でのと体給餌用エサの安定供給及び利用拡大を

図るため、適切な処理方法の普及、安定供給のための流通体制の構築、

新規需要創出、普及啓発等に向けた以下の取組を実施する。 

ア 愛玩動物用飼料原料利用促進事業 

（ア）検討体制の構築 

捕獲従事者、処理加工施設従事者、ペットフード製造事業者、流通

事業者、野生鳥獣肉の衛生管理やペットフード製造の品質・衛生管理

に関する知見を有する者等を構成員とするコンソーシアムを構築し、

当該コンソーシアムの運営方針を協議するとともに、（イ）から（エ）

までに係る実施方針を検討し、実践する。 

（イ）流通体制の構築 

令和４年度に実施した愛玩動物用飼料原料利用促進事業における

取組成果を基に、東日本と西日本のそれぞれ１箇所以上において、地

域の処理加工施設間の連携等によるペットフード製造事業者への安

定供給のための流通体制を検討・実証（品質等情報の伝達を含む。）

し、構築する。 

（ウ）新規需要の創出 

全国を対象に、ジビエペットフードの原料（シカ及びイノシシを対

象とする。）の新規需要に関する処理加工施設とペットフード製造事

業者等とのマッチングのための商談会等のイベントを１回以上開催

する。 

（エ）ジビエペットフード利用の普及啓発 
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令和４年度に実施した愛玩動物用飼料原料利用促進事業で作成し

たマニュアルの配布等により、ジビエペットフード利用について、処

理加工施設やペットフード製造事業者、地方公共団体、飼育者等に広

く普及啓発する。 

（オ）その他事業の目的を達成するために必要な取組 

（イ）から（エ）までの取組のほか、事業の目的を達成するために

必要な取組については、（ア）のコンソーシアムにおいて検討の上、

実施することができるものとする。 

   イ と体給餌利用促進事業 

（ア）検討体制の構築 

捕獲従事者、処理加工施設従事者、動物園事業者、流通事業者、野

生鳥獣肉の衛生管理や動物園動物の生理・生態に関する知見を有する

者等を構成員とするコンソーシアムを構築し、当該コンソーシアムの

運営方針を協議するとともに、（イ）から（キ）までに係る実施方針

を検討し、実践する。 

（イ）と体給餌用エサに関する調査 

動物園事業者がと体給餌用エサの原料（シカ及びイノシシを対象と

する。）として求める、野生鳥獣の利用部位、大きさ、カット方法、

量、品質・衛生管理の水準等を調査する。調査は全国の動物園事業者

を対象に、経営規模の大小に関わらず幅広く実施するものとする。 

（ウ）マニュアル作成 

（イ）の結果を基に、処理加工施設等における動物園事業者が求め

る品質・衛生管理の水準を満たす原料（シカ及びイノシシを対象とす

る。）の加熱殺菌法等について検討・実証し、全国の処理加工施設等

でも取組可能な品質・衛生管理を向上するためのポイントを取りまと

めたマニュアルを作成する。 

（エ）給餌方法の明確化 

動物園等で広く飼育されている３種以上の肉食動物を対象に、年齢

や妊娠など生育ステージに応じた、給餌量及び給餌頻度、と体給餌用

エサへの馴化の方法等、獣種ごとの適切な給餌方法を検討・実証する。 

（オ）流通体制の構築 

（イ）の結果を基に、東日本と西日本のそれぞれ１箇所以上におい

て、地域の処理加工施設間の連携等による動物園事業者への安定供給

のための流通体制を検討・実証（品質等情報の伝達を含む。）し、構

築する。 

（カ）新規需要の創出 

全国を対象に、と体給餌用エサの原料（シカ及びイノシシを対象と

する。）の新規需要に関する処理加工施設と動物園事業者等とのマッ
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チングのための商談会等のイベントを１回以上開催する。 

（キ）と体給餌用エサとしての利用の普及啓発 

（ウ）で作成したマニュアルの配布や動物園等でのと体給餌イベン

トの開催等により、と体給餌用エサとしての利用について、処理加工

施設や動物園事業者、地方公共団体、飼育者等に広く普及啓発する。 

（ク）その他事業の目的を達成するために必要な取組 

（イ）から（キ）までの取組のほか、事業の目的を達成するために

必要な取組については、（ア）のコンソーシアムにおいて検討の上、

実施することができるものとする。 

（６）ＩＣＴを活用した調査に基づく捕獲の実践事業 

    ＩＣＴを活用した調査に基づく捕獲を推進するため、以下の取組を実

施する。 

   ア 検討体制の構築 

ＩＣＴを活用した広域的な調査に基づくシカ又はイノシシの捕獲

を効果的に実施するため、ＩＣＴを活用した生息状況調査の知識を有

する者、地域合意形成や計画策定のコンサルティングを行うことがで

きる者、鳥獣被害防止に関する専門知識を有する者等で構成される委

員会を開催し、次に掲げる（ア）、（イ）及び（エ）から（キ）まで

の事項について検討、（ウ）の事項について選定する。 

（ア）事業の目標及び目標を達成させるための具体的な方法 

（イ）イの生息状況調査の研修の内容 

（ウ）イの生息状況調査及びエの捕獲活動の実施地区 

（エ）イの調査結果に基づくウの計画策定の内容 

（オ）エの実践的な捕獲活動の内容 

（カ）事業実施状況の把握及び事業成果の評価 

（キ）その他必要な事項 

なお、実施地区は全国から複数の実施地区を選定する。この際、原 

則として行政界を跨いだ地区とし、実施地区の１箇所以上を北海道の

地区とする。また、実施地区が所在する都道府県と調整し、適切に捕

獲の許可を得られるよう合意形成を行う。 

イ ＩＣＴを活用した広域的な生息状況調査 

アで選定した実施地区において、被害防止を目的とした個体数調整

のための生息状況調査を実施する。 

ウ 計画策定 

イの調査で収集したデータに基づき、捕獲活動の計画を地区ごとに

策定する。 

エ 捕獲活動 

ウで策定した計画に基づき、実践的な捕獲活動をモデル的に実施す
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る。なお、ＩＣＴを活用した調査に基づく捕獲の実践事業における捕

獲活動に係る経費については、本要領本文第２の１の鳥獣被害防止総

合支援事業の有害捕獲、本要領本文第２の２の鳥獣被害防止都道府県

活動支援事業の広域捕獲（有害捕獲）、本要領本文第２の３の都道府

県広域捕獲活動支援事業の広域捕獲（個体数調整）、本要領本文第２

の４の鳥獣被害防止緊急捕獲活動支援事業の有害捕獲及び本要領本

文第２の５のシカ特別対策等事業において行う捕獲と重複して支援

を受けることはできないものとする。 

２ 実施基準 

  （１）事業実施主体が、自己資金若しくは他の助成により事業を実施してい

る又は既に終了しているものは、本対策の交付の対象外とする。 

 （２）推進事業で実施する現地調査を行う場合は、その目的に応じて必要

小限の人員、期間及び回数で行うものとする。 

  また、調査対象が海外に及ぶ現地調査については、交付対象外とする。 

  （３）事業の実施に要する経費に係る国の交付対象経費は別表のとおりとす

る。 

 ３ 事業の委託 

   事業実施主体は、事業の一部を他の者（鳥獣の行動特性、被害防止対策

に関する知見等を有するものに限る。）に委託することが合理的かつ効果

的な業務について、事業費の 50％以内において、その業務を委託すること

ができるものとする。事業実施主体は、事業の一部を他の者に請負施行す

ることが合理的かつ効果的な業務について、業務を請負施行することがで

きるものとする。 

  ４ 留意事項 

   事業実施主体は、鳥獣被害対策基盤支援事業を的確かつ効果的に実施す

るため、必要に応じて、農作物野生鳥獣被害対策アドバイザーの協力を得

るものとする。 

 

第３ 交付額 

 要綱別表の区分・事業種類の欄の２の（６）に係る交付率の欄の農村振興

局長が別に定める定額の限度額は、以下のとおりとする。 

 鳥獣被害対策基盤支援事業は、259,600 千円以内とする。 

 

第４ 事業の実施等の手続 

１ 事業の実施手続 

（１）事業実施主体は、事業実施計画を作成し、農村振興局長の求めに応じ、

交付申請書の提出より前に、事業実施計画を提出しなければならない。 

（２）事業実施主体は、事業実施計画の重要な変更に該当する場合は、事業
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実施計画を変更し、農村振興局長に協議するものとする。 

２ 事業実施計画の作成 

１の（１）に定める事業実施計画の作成及び提出は、別記様式第１号に

よるものとする。 

３ 事業実施計画の重要な変更 

１の（２）に定める事業実施計画の重要な変更とは、事業の中止又は廃

止とし、事業実施計画の変更協議は、別記様式第１号によるものとする。 

４ 事業の着手 

事業の着手は、原則として、交付金の交付決定に基づき行うものとする。 

ただし、事業の効果的な実施を図る上で、緊急かつやむを得ない事情が

ある場合には、事業の着手を行う前に、別記様式第２号によりその理由を

具体的に明記した交付決定前着手届を作成し、農村振興局長に提出するも

のとする。なお、事業実施主体は、交付金の交付決定を受けるまでのあら

ゆる損失等は自らの責任となることを了知の上で行うものとする。 

 

第５ 事業実施状況の報告 

事業実施主体は、本事業の実施状況を、毎年度、農村振興局長に報告する

ものとする。 

なお、事業の実施状況の報告は、事業実施年度の翌年度の６月末までに、

別記様式第３号により、農村振興局長に対して事業実施状況報告書を提出し

て行うものとする。 

 

第６ 事業の評価 

本事業で実施した事業内容については、事業実施主体が事業実施年度の翌

年度において自ら評価を行い、その結果を農村振興局長に報告するものとす

る。 

農村振興局長は、事業実施主体からの報告を受けた場合には、内容を評価

し、必要に応じて、事業実施主体を指導するものとする。 

 

第７ 事業の状況報告 

１ 農林水産大臣は、必要に応じ、事業実施主体に対し、この事業について

必要な報告を求め、又は指導を行うことができるものとする。 

２ 農林水産大臣は、自然災害等の特別な事情がある場合を除き、補助金等

に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30 年法律第 179 号）に基

づき補助金の返還を求めうる事情が確認された場合には、改善に向けた指

導を行う。 

３ 農林水産大臣は、２の指導の結果においても改善されない又は改善の見

込みがない場合には、事業実施主体に対して交付した交付金の全部又は一
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部を返還することを求めるものとする。 

 

第８ 推進指導 

国は、地域の実態に即し、鳥獣被害対策基盤支援事業の効果的な推進が図

られるよう、関係部局、都道府県、試験研究機関等の協力を得つつ、事業実

施主体に対して必要な助言及び指導を行うものとする。 

 

第９ 事業の実施期間 

本事業の実施期間は、令和３年度から令和５年度までの３年間とするが、

第２の１の（６）の事業に限り令和５年度の１年間とする。 

 

第 10 国の助成措置 

国は、毎年度、予算の範囲内において、本事業の実施に必要な経費につい

て、本要領に定めるところにより交付金を交付するものとする。 
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別表 鳥獣被害対策基盤支援事業の実施に要する経費に係る国の交付対象経費 

   区 分 内    容 留 意 点 
設 備 備 品 費 
 
 
 

 事業を実施するために必要な

設備又は物品の購入、開発、改

良、修繕、据付等に必要な経費 
 

・取得単価が 50 万円以上の設備については、

２社以上の見積書（当該設備を販売する社

が１社しか存在しない場合を除く。）及びカ

タログを提出すること。 
消 耗 品 費 
 

 事業を実施するための原材

料、消耗品、消耗器材、薬品類、

各種事務用品等の調達に必要な

経費 

 

旅    費 
 
 
 
 

 事業を実施するための事業実

施主体又はその委託を受けた者

が行う資料収集、各種調査、打合

せ、成果発表等の実施のための

旅行に必要な経費 

 
 
 
 
 

謝    金 
 
 
 
 
 
 

 事業を実施するための資料整

理、調査補助、専門的知識の提

供、資料収集等について協力を

得た者に対する謝礼に必要な経

費 
 
 

・謝金は、業務の内容に応じ、常識の範囲を

超えない妥当な単価を設定すること。 
・その謝金の単価の設定根拠となる資料を提

出すること。 
・事業実施主体又はその委託を受けた者が雇

用した者に対しては、謝金を支払うことは

できない。 

賃    金  雇用者等に対して支払う実働

に応じた対価（日給又は時間給） 
   

・賃金については、本事業の実施により新た

に発生する業務について、支払の対象とす

る。事業実施に関係のない既存の業務に対

する支払はできない。 
・賃金は、業務の内容に応じ、常識の範囲を

超えない妥当なものを設定することとし、

賃金支給に係る規則及び設定根拠となる資

料を提出すること。 
・賃金については、補助事業等の実施に要す

る人件費の算定等について（平成 22 年９月

27 日付け 22 経第 960 号農林水産省大臣官

房経理課長通知）の定めるところにより取

り扱うものとする。    
役 務 費 事業を実施するため、それだ

けでは本事業の成果となり得な

い器具機械等の各種保守、翻訳、

鑑定、設計、分析、試験、加工等
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を専ら行うために必要な経費 
    

委 託 費 
 
 

 本事業の交付目的たる事業の

一部分（例えば事業の成果の一

部を構成する調査の実施、取り

まとめ等）を他の者に委託する

ために必要な経費 
 
 

・委託を行うに当たっては、第三者に委託す

ることが合理的かつ効果的な業務に限り実

施できるものとする。 
・委託費は、交付金の額の 50％を超えること

はできない。 
・事業の根幹をなす業務を委託することはで

きない。 
そ の 他 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 事業を実施するための設備の

賃借料、労働者派遣事業者から

の補助者の派遣を受けるための

経費、臨時に補助者を雇用する

ための経費（賃金を除く。）、文

献購入費、通信運搬費（切手、運

送費等）、複写費、印刷製本費、

広告費、会議費（会場借料等）、

自動車等借上料、事業成果を学

会誌等に発表するための投稿

料、各種手数料、収入印紙代等の

雑費など、他の費目に該当しな

い経費 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注：事業実施上不用又は過度と認められる経費は交付対象外とする。 
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別記様式第１号（別記６の第４の１関係） 

 

 

                                                               番   号  

                                                               年 月 日  

 

 

 農林水産省農村振興局長   殿 

 

 

                      所在地 

 

                       団体名 

 

                       代表者  役職 氏名    

 

 

   令和○○年度鳥獣被害対策基盤支援事業の実施計画の提出（変更協議）に 

ついて 

 

 令和○○年度において、鳥獣被害対策基盤支援事業（鳥獣被害対策担い手育成・マ

ッチング事業（地域リーダー（森林）及び鳥獣被害対策コーディネーター育成研修事

業、鳥獣被害対策担い手マッチング事業、鳥獣被害対策技術全国検討会開催事業）、

利活用技術者育成研修事業、鳥獣利活用推進支援事業、ジビエ流通衛生管理高度化事

業、愛玩動物用飼料原料等利用促進事業及びＩＣＴを活用した調査に基づく捕獲の実

践事業）を実施したい（事業実施計画を変更したい）ので、鳥獣被害防止総合対策交

付金実施要領（平成 20 年３月 31 日付け 19 生産第 9424 号農林水産省生産局長通知）

別記６の第４の１の（１）（別記６の第４の１の（２））の規定に基づき、関係書類

を提出（関係書類を添えて協議）する。 

 

 

 

 （注） 関係書類として、別添の鳥獣被害対策基盤支援事業（事業実施計画書）を

添付すること。 
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（別添） 
○ 鳥獣被害対策基盤支援事業（事業実施計画） 

１ 総括表 

事業名 事業内容 事業費 
負担区分 

備考 
国庫交付金 事業実施主体 

 （例１） 

①研修カリキュラム 

及び教材等の作成 

②研修会の開催 

③実施体制の整備 

④全国検討会の開 催 

⑤報告書等の作成 ・

配布 

（例２） 

①全国的な検討体制 

の構築 

②検討会の開催 

③利活用推進に必要 

な取組 

 ア 捕獲段階 

 イ 処理加工段階 

 ウ 供給段階 

 エ 消費段階 

④利活用推進に向け 

た普及啓発 

⑤その他（   ） 

円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計     

  注：事業名の欄には、鳥獣被害対策担い手育成・マッチング事業（地域リーダー（森林）及び

鳥獣被害対策コーディネーター育成研修事業、鳥獣被害対策担い手マッチング事業、鳥

獣被害対策技術全国検討会開催事業）、利活用技術者育成研修事業、鳥獣利活用推進支援

事業、ジビエ流通衛生管理高度化事業、愛玩動物用飼料原料等利用促進事業及びＩＣＴ

を活用した調査に基づく捕獲の実践事業のいずれかの事業名を記載する。 

 

２ 事業の目的 
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３－１ 事業の内容（鳥獣利活用推進支援事業、愛玩動物用飼料原料等利用促進事業、ＩＣＴを

活用した調査に基づく捕獲の実践事業以外の事業） 

 （１）実施体制の整備 

    ア 検討委員会の概要 

委員会の名称 委員の氏名 所属・専門分野 役割分担内容 備 考 

     

  （注）委員会の設置要領、関係機関との連携体制図を添付すること。 

 

    イ 検討委員会の開催計画（又は実績） 

開催年月日 会議名 参加人数 内容 備 考 

     

 

    ウ 事業の成果目標及び目標達成のための具体的方法 

 

 

 （２）研修カリキュラム・セミナー・講義及び現場実務講習の開催 

       （地域リーダー（森林）及び鳥獣被害対策コーディネーター育成研修事業、鳥獣被害対策

担い手マッチング事業の場合に記載する。） 

    ア 研修カリキュラム・セミナー、教育プログラム（カリキュラム）（案）の概要 

 

  注：研修カリキュラム（案）、セミナー内容（案）を添付すること。 

   

    イ 研修会・セミナー・講義及び現場実務講習の開催計画（又は実績） 

開催年月日 開催場所 加人数 研修内容 備 考 

     

注：備考欄に周知方法を記載する。 

 

 ウ 報告書の作成・配布   

報告書等の作成・配布の考え方について記載する。 

作成時期 規格・装丁 部数 配布方法 

    

   注：地域リーダー（森林）及び鳥獣被害対策コーディネーター育成研修事業の場合に記載す

る。 

 

（３）全国検討会（全国鳥獣被害対策サミット）の開催等 

    （鳥獣対策技術全国検討会開催事業の場合に記載する。） 
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ア 全国検討会（全国鳥獣被害対策サミットの開催） 

開催時期・開催場所 テーマ（案） 参加規模等 

   

注：検討会開催及び技術等の展示及び周知方法について具体的に記載する。 

 

イ マニュアルの概要 

 

注：マニュアル（案）について具体的に記載すること。 

 

 （４）研修カリキュラムの概要  

 

   注１：研修カリキュラム（案）を添付すること。 

    ２：利活用技術者育成研修事業及びジビエ流通衛生管理高度化事業の場合に記載する。 

 

（５）研修会の開催計画（又は実績） 

開催年月日 開催場所 参加人数 研修内容 備 考 

     

   注：利活用技術者育成研修事業及びジビエ流通衛生管理高度化事業の場合に記載する。また、

備考欄に周知方法を記載する。 

 

３－２ 事業の内容（鳥獣利活用推進支援事業） 

 （１）コンソーシアムの構成及び役割分担 

コンソーシアム構築時期  

構成団体等 構成団体等が果たす役割 備考 

   

  注：事業内容に照らし、コンソーシアムの構成員と役割分担を具体的に記載する。 

 

 （２）コンソーシアムによる検討会開催計画 

開催予定時期 検討内容 備考 

   

 

 （３）事業実施計画 

      ① 利活用推進に必要な取組 

取組内容 事業実施計画（具体的な調査・検証手段） 担当する構成団体等 

   

  注：要領別記６第２の１の（３）に定める事業内容を踏まえ、取組内容ごとに実施計画を具

146



体的に記載する。 
 

   ② 利活用推進に向けた普及啓発 

普及啓発内容 普及啓発の対象及び具体的な方法 担当する構成団体等 

   

  注：要領別記６第２の１の（３）に定める事業内容を踏まえ、普及啓発内容ごとに実施計画

を具体的に記載する。 

 

 （４）事業実施スケジュール 

取組 

内容 
4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 

             

             

 注：取組内容は（３）事業実施計画の①利活用推進に必要な取組、②利活用推進に向けた普及

啓発と整合をとる。 

 

 （５）その他必要な取組 

取組の必要性 取組の実施内容 担当する構成団体等 

   

注：要領別記６第２の１の（３）ア・イのほか、事業目的を達成するために必要な取組があれ

ば、取組ごとに記載する。 

 

  （６）利活用技術者育成研修事業との連携内容 

連携内容 備考 

  

 

３－３ 事業の内容（愛玩動物用飼料原料等利用促進事業） 

（１）検討体制の構築 

ア コンソーシアムの構成及び役割分担 

コンソーシアム等 

構築時期 

 

構成団体等 構成団体等が果たす役割 備考 

   

注１：事業内容に照らし、コンソーシアムの構成員と役割分担を具体的に記載する。 

注２：構成団体等の欄には、コンソーシアムの構成員の氏名、所属、専門分野等を記載する。  
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       イ コンソーシアムによる検討会開催計画 

開催予定時期 検討内容 備考 

   

 

ウ 事業の成果目標及び目標達成のための具体的方法 

 

 

（２）事業実施計画 

ア と体給餌用エサに関する調査 

取組内容 事業実施計画 担当する構成団体等 

   

注１：と体給餌利用促進事業の場合に記載する。 

注２：要領別記６第２の１の（５）のイに定める事業内容を踏まえ、取組内容ごとに実施計

画を具体的に記載する。 

 

イ マニュアル作成 

取組内容 事業実施計画 担当する構成団体等 

   

注１：と体給餌利用促進事業の場合に記載する。 

注２：要領別記６第２の１の（５）のイに定める事業内容を踏まえ、取組内容ごとに実施計

画を具体的に記載する。 

 

ウ 給餌方法の明確化 

取組内容 事業実施計画 担当する構成団体等 

   

注１：と体給餌利用促進事業の場合に記載する。 

注２：要領別記６第２の１の（５）のイに定める事業内容を踏まえ、取組内容ごとに実施計

画を具体的に記載する。 

 

エ 流通体制の構築 

取組内容 事業実施計画 担当する構成団体等 

   

注：要領別記６第２の１の（５）に定める事業内容を踏まえ、取組内容ごとに実施計画を具

体的に記載する。 

 

オ 新規需要の創出 
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取組内容 事業実施計画 担当する構成団体等 

   

注：要領別記６第２の１の（５）に定める事業内容を踏まえ、取組内容ごとに実施計画を具

体的に記載する。 

 

カ ジビエペットフード利用の普及啓発 

取組内容 事業実施計画 担当する構成団体等 

   

注１：愛玩動物用飼料原料利用促進事業の場合に記載する。 

注２：要領別記６第２の１の（５）のアに定める事業内容を踏まえ、取組内容ごとに実施計

画を具体的に記載する。 

 

キ と体給餌用エサとしての利用の普及啓発 

取組内容 事業実施計画 担当する構成団体等 

   

注１：と体給餌利用促進事業の場合に記載する。 

注２：要領別記６第２の１の（５）のイに定める事業内容を踏まえ、取組内容ごとに実施計

画を具体的に記載する。 

 

（３）事業実施スケジュール 

取組 

内容 
4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 

             

             

注：取組内容は、（２）事業実施計画と整合をとる。 

 

（４）その他事業の目的を達成するために必要な取組 

取組の必要性 取組の実施内容 担当する構成団体等 

   

注１：愛玩動物用飼料原料利用促進事業の場合、要領別記６第２の１の（５）のアの（イ）～

（エ）のほか、事業の目的を達成するために必要な取組があれば、取組ごとに記載する。 

注２：と体給餌利用促進事業の場合、別記要領６第２の１の（５）のイの（イ）～（カ）のほ

か、事業の目的を達成するために必要な取組があれば、取組ごとに記載する。 

 

３－４ 事業の内容（ＩＣＴを活用した調査に基づく捕獲の実践事業） 

（１）実施体制の整備 
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   ア 検討委員会の概要 

委員会の名称 委員の氏名 所属・専門分野 役割分担内容 備 考 

     

  （注）委員会の設置要領、関係機関との連携体制図を添付すること。 

 

   イ 検討委員会の開催計画（又は実績） 

開催年月日 会議名 参加人数 内容 備 考 

     

 

   ウ 事業の成果目標及び目標達成のための具体的方法 

 

 

  （注）北海道で行う事業と本州以南で行う事業とをそれぞれ別に記載すること。 

 

（２）事業実施計画 

ア ＩＣＴを活用した生息状況調査の概要 

取組内容 事業実施計画 担当する構成団体等 

   

（注）要領別記６第２の１の（６）に定める事業内容を踏まえ、各実施予定都道府県におけ

る取組内容ごとに実施計画を具体的に記載する。 

 

イ ＩＣＴを活用した生息環境調査の結果に基づく実践的な捕獲活動の研修の概要 

取組内容 事業実施計画 担当する構成団体等 

   

（注）要領別記６第２の１の（６）に定める事業内容を踏まえ、各実施予定都道府県におけ

る取組内容ごとに実施計画を具体的に記載する。 

 

（３）事業実施スケジュール 

取組

内容 
4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 

             

             

注：取組内容は、（２）事業実施計画と整合をとる。 

 

４ 添付書類 

（１）規約、定款、寄付行為等及び収支予算（又は収支決算） 
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（２）関係団体へ委託する場合は、その委託契約書（案）（又は写し） 

（３）実績報告の際は、支払経費ごとの内訳を記載した帳簿等の写し 
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別記様式第２号（別記６の第４の４関係） 

 

番   号 

年 月 日 

 

 農林水産省農村振興局長   殿 

 

 

                      所在地 

                      団体名 

                      代表者  役職 氏名   

 

 

 

令和○○年度鳥獣被害防止総合対策交付金(鳥獣被害対策基盤支援事業)の

交付決定前着手届 

 

 

 令和○○年度に交付対象計画として決定された事業実施計画に基づく下記事項に

ついて、別記条件を了承の上、交付金交付決定前に着手することとしたので、お届け

する。 

 

記 

 

 １ 事業内容及び事業量 

 ２ 事業費及び国費 

 ３ 着手予定年月日 

 ４ 事業完了予定年月日 

 ５ 交付決定前着手を必要とする理由 

 

 別記条件 

 

 １ 交付金交付決定を受けるまでの期間内に、天災地変等の事由によって実施した

施策に損失を生じた場合には、これらの損失は、事業実施主体が負担すること。 

 ２ 交付金交付決定を受けた交付金額が交付申請額又は交付申請予定額に達しな

い場合においても、異議がないこと。 

 ３ 当該施策については、着手から交付金交付決定を受ける期間内においては、計

画変更は行わないこと。 
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別記様式第３号（別記６の第５関係） 

 

鳥獣被害対策基盤支援事業（○○○事業） 

事業実施状況報告書 

（令和○○年度） 

 

番   号 

年 月 日 

 

 

 農林水産省農村振興局長  殿 

 

 

                       所在地 

 

                       団体名 

 

                       代表者  役職 氏名 

 

 

 

 鳥獣被害防止総合対策交付金実施要領（平成 20 年３月 31 日付け 19 生産第 9424 号

農林水産省生産局長通知）別記６の第５の規定により○○事業について別添のとおり

報告する。 

 

 

 

  （注） １ ○○事業については、鳥獣被害対策担い手育成・マッチング事業（地

域リーダー（森林）及び鳥獣被害対策コーディネーター育成研修事業、

鳥獣被害対策担い手マッチング事業、鳥獣被害対策技術全国検討会開

催事業）、利活用技術者育成研修事業、鳥獣利活用推進支援事業、ジビ

エ流通衛生管理高度化事業、愛玩動物用飼料原料等利用促進事業及び

ＩＣＴを活用した調査に基づく捕獲の実践事業のいずれかの事業名を

記載するものとする。 

２ 別添様式については、別記様式第１号に準ずるものとする。 
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（別記７） 
  全国ジビエプロモーション事業 
 

第１ 事業実施主体 

１ 要綱別表の区分・事業種類欄の２の（７）に係る事業実施主体の欄の農

村振興局長が別に定める協議会とは、民間企業、一般社団法人、一般財団

法人、公益社団法人、公益財団法人、協同組合、企業組合、特定非営利活

動法人、国立大学法人、公立大学法人、学校法人、独立行政法人及び国立

研究開発法人等で構成される組織又は団体であって、代表者の定めがあ

り、かつ、組織及び運営についての規約の定めがある協議会とし、事業実

施及び会計手続を適正に行いうる体制を有しているものとする。 

 ２ 事業実施主体は、農村振興局長が別に定める公募要領により応募した者

の中から選定された者とする。 

 

第２ 事業の内容等 

 １ 事業の内容（要綱別表の区分・事業種類の欄の２の（７）関係） 

 （１）ジビエフェア開催事業 

全国的なジビエ等の消費拡大を図るため、ジビエフェアに協賛する飲

食店等（以下「協賛飲食店等」という。）を募り、ジビエフェアを次に

より開催する。 

ア ジビエフェアの開催、周知等 

（ア）ジビエフェアは年１回以上（延べ３か月程度）開催する。 

（イ）ジビエフェアのポスター等ＰＲ資材を作成し協賛飲食店等に配布

するとともに、ジビエフェアの概要等についてＳＮＳやマスメディ

ア等を通じた情報発信を行う。また、関係団体等と連携し効果的な

情報発信を行う。 

（ウ）各地で開催されるジビエ関連イベント等の情報を収集し、それら

のイベント主催者等に対しジビエフェアとの連携を働きかける。 

イ 協賛飲食店等の募集、開拓等 

（ア）協賛飲食店等を募集・把握し、その店舗情報を発信する。 

（イ）協賛飲食店等の募集・把握のため、ジビエの調理方法の注意点、

カタ肉やスネ肉等の低需要部位の有効利用等による料理レシピ、食

肉処理加工施設の情報等を提供する説明会を開催する。また、試作

料理のためのジビエを調達・提供する。 

ウ ジビエフェアの運営等 

（ア）ジビエフェア開催期間中における協賛飲食店等や食肉処理加工施

設等との連絡調整等適切な運営に努める。 

（イ）ジビエフェアにおけるジビエ料理の販売状況等に関するアンケー
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ト調査や取組結果の分析を行う。 

オ 報告書等 

  アからエまでの取組成果を取りまとめた報告書を作成する。 

（２）ジビエ需要拡大・普及推進事業 

ア ジビエ関連情報の発信等 

ジビエやジビエペットフード、皮革等に関する各地のイベント・店

舗情報等の収集やプロモーション動画の作成を行い、消費者に対し、

ＳＮＳやイベント等を通じて情報を発信する。また、学生によるプロ

モーションなどの体験コンテンツの開発等、多様なライフスタイルに

応じたジビエ等の関わり方の提案を行う。 

イ 報告書等 

アの取組成果を取りまとめた報告書を作成する。 

 ２ 実施基準 

  （１）事業実施主体が、自己資金又は他の助成により事業を実施している又

は既に終了しているものについては、本対策の交付の対象外とする。 

 （２）本事業で実施する現地調査を行う場合は、その目的に応じて必要 小

限の人員、期間及び回数で行うものとする。 

  また、調査対象が海外に及ぶ現地調査については、交付対象外とする。 

（３）事業の実施に要する経費に係る国の交付対象経費は、別表のとおりと

する。 

 ３ 事業の委託 

   事業実施主体は、事業の一部を他の者に委託することが合理的かつ効果

的な業務について、事業費の 50％以内において、その業務を委託すること

ができるものとする。事業実施主体は、事業の一部を他の者に請負施行す

ることが合理的かつ効果的な業務について、業務を請負施行することがで

きるものとする。 

 

第３ 交付額 

要綱別表の区分・事業種類の欄の２の（７）に係る交付率の欄の農村振興

局長が別に定める定額の限度額は、90,000 千円以内とする。 

 

第４ 事業の実施等の手続 

１ 事業実施手続 

（１）事業実施主体は、事業実施計画を作成し、農村振興局長の求めに応じ、

交付申請書の提出より前に、事業実施計画を提出しなければならない。 

（２）事業実施主体は、事業実施計画の重要な変更に該当する場合は、事業

実施計画を変更し、農村振興局長に協議するものとする。 

２ 事業実施計画の作成 
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１の（１）に定める事業実施計画の作成及び提出は、別記様式第１号に

よるものとする。 

３ 事業実施計画の重要な変更 

１の（２）に定める事業実施計画の重要な変更とは、事業の中止又は廃

止とし、事業実施計画の変更協議は、別記様式第１号によるものとする。 

４ 事業の着手 

事業の着手は、原則として、交付金の交付決定に基づき行うものとする。 

ただし、事業の効果的な実施を図る上で、緊急かつやむを得ない事情が

ある場合には、事業の着手を行う前に、別記様式第２号によりその理由を

具体的に明記した交付決定前着手届を作成し、農村振興局長に提出するも

のとする。 

なお、事業実施主体は、交付金の交付決定を受けるまでのあらゆる損失

等は自らの責任となることを了知の上で行うものとする。 

 

第５ 事業実施状況の報告 

事業実施主体は、本事業の実施状況を農村振興局長に報告するものとする。 

なお、実施状況の報告は、事業実施年度の翌年度の６月末までに、別記様

式第３号により、農村振興局長に対して事業実施状況報告書を提出するもの

とする。 

 

第６ 事業の評価 

本事業で実施した事業内容については、事業実施主体が事業実施年度の翌

年度において自ら評価を行い、その結果を農村振興局長に報告するものとす

る。 

農村振興局長は、事業実施主体からの報告を受けた場合には、内容を評価

し、必要に応じて、事業実施主体を指導するものとする。 

 

第７ 事業の状況報告 

１ 農林水産大臣は、必要に応じ、事業実施主体に対し、この事業について

必要な報告を求め、又は指導を行うことができるものとする。 

２ 農林水産大臣は、自然災害等の特別な事情がある場合を除き、補助金等

に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30 年法律第 179 号）に基

づき補助金の返還を求めうる事情が確認された場合には、改善に向けた指

導を行う。 

３ 農林水産大臣は、２の指導の結果においても改善されない又は改善の見

込みがない場合には、事業実施主体に対して交付した交付金の全部又は一

部を返還することを求めるものとする。 
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第８ 推進指導 

国は、ジビエ等の利用拡大の効果的な推進が図られるように、関係団体等

の協力を得つつ、事業実施主体に対して必要な情報提供、助言及び指導を行

うものとする。 

 

第９ 事業の実施期間 

本事業の実施期間は、令和５年度の１年間とする。 

 

第 10 国の助成措置 

国は、予算の範囲内において、本事業の実施に必要な経費について、本要

領に定めるところにより交付金を交付するものとする。 
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別表 
 全国ジビエプロモーション事業の実施に要する経費に係る国の交付対象経費 

区 分 内    容 留 意 点 

設 備 備 品 費 
 
 
 

 事業を実施するために必要

な設備又は物品の購入、開発、

改良、修繕、据付等に必要な経

費 

・取得単価が 50 万円以上の設備については、

２社以上の見積書（当該設備を販売する社が

１社しか存在しない場合を除く。）及びカタ

ログを提出すること。 
消 耗 品 費 
 
 
 

 事業を実施するための原材

料、消耗品、消耗器材、薬品類、

各種事務用品等の調達に必要

な経費 

 
 
 
 

旅    費 
 
 
 
 
 

 事業を実施するための事業

実施主体又はその委託を受け

た者が行う資料収集、各種調

査、打合せ、成果発表等の実施

のための旅行に必要な経費 

 
 
 
 
 
 

謝    金 
 

 事業を実施するための資料

整理、調査補助、専門的知識の

提供、資料収集等について協力

を得た者に対する謝礼に必要

な経費 
 

・謝金は、業務の内容に応じ、常識の範囲を超

えない妥当な単価を設定すること。 
・その謝金の単価の設定根拠となる資料を提

出すること。 
・事業実施主体又はその委託を受けた者が雇

用した者に対しては、謝金を支払うことはで

きない。 
賃    金  雇用者等に対して支払う実

働に応じた対価（日給又は時間

給） 

・賃金については、本事業の実施により新たに

発生する業務について、支払の対象とする。

事業実施に関係のない既存の業務に対する

支払はできない。 
・賃金は、業務の内容に応じ、常識の範囲を超

えない妥当なものを設定することとし、賃金

支給に係る規則及び設定根拠となる資料を

提出すること。 
・賃金については、補助事業等の実施に要する

人件費の算定等について（平成 22 年９月 27

日付け 22 経第 960 号農林水産省大臣官房経

理課長通知）の定めるところにより取り扱う

ものとする。    
役 務 費  事業を実施するため、それだ

けでは本事業の成果となり得

ない器具機械等の各種保守、翻
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訳、鑑定、設計、分析、試験、

加工等を専ら行うために必要

な経費    
委 託 費 
 
          
 
 
 
 

 本事業の交付目的たる事業

の一部分（例えば事業の成果の

一部を構成する調査の実施、取

りまとめ等）を他の者に委託す

るために必要な経費 
 

・委託を行うに当たっては、第三者に委託する

ことが合理的かつ効果的な業務に限り実施

できるものとする。 
・委託費は、交付金の額の 50%を超えることは

できない。 
・事業の根幹をなす業務を委託することはで

きない。 
そ の 他 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 事業を実施するための設備

の賃借料、労働者派遣事業者か

らの補助者の派遣を受けるた

めの経費、臨時に補助者を雇用

するための経費（賃金を除

く。）、文献購入費、通信運搬費

（切手、運送費等）、複写費、印

刷製本費、広告費、会議費（会

場借料等）、自動車等借上料、事

業成果を学会誌等に発表する

ための投稿料、各種手数料、収

入印紙代等の雑費など、他の費

目に該当しない経費 

 

注：事業実施上不用又は過度と認められる経費は交付対象外とする。 
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別記様式第１号（別記７の第４の１関係） 

 

                                                                番   号  

                                                                年 月 日  

 

 

 農林水産省農村振興局長   殿 

 

 

                       所在地 

                       団体名 

                       代表者  役職 氏名    

 

 

   令和○○年度全国ジビエプロモーション事業の実施計画の提出（変更協議） 

   について 

 

 令和○○年度において、全国ジビエプロモーション事業を実施したい（事業実施計

画を変更したい）ので、鳥獣被害防止総合対策交付金実施要領（平成 20 年３月 31 日

付け 19 生産第 9424 号農林水産省生産局長通知）別記７の第４の１の（１）（別記７

の第４の１の（２））の規定に基づき、関係書類を提出（関係書類を添えて協議）す

る。 

 

 

 

 （注） 関係書類として、別添の全国ジビエプロモーション事業（事業実施計画書）

を添付すること。 
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（別添） 
 ○ 全国ジビエプロモーション事業のうちジビエフェア開催事業（事業実施計画書） 
  １ 総括表 

事業内容 事業費 
負担区分 

備考 
国庫交付金 事業実施主体 

 
１．ジビエフェアの開催、周知

等 
 
２．協賛飲食店等の募集、開拓

等 
 
３．ジビエフェアの運営等 
 
４．報告書等 
 
５．その他（  ） 

円 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

円 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

円 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

計 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 ２ 事業の目的 

 
 

 
 ３ 事業の内容 
  （１）事業の成果目標及び目標達成のための具体的方法 

 
 

 
  （２）ジビエフェアの開催、周知等の概要 

 
 

 
  （３）ジビエフェアに協賛する飲食店等の募集・開拓等の概要 

 
 

 
  （４）ジビエフェアの運営等の概要 
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時期 参加店舗数 開催概要 備 考 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
（５）報告書の作成 

報告書等の作成の考え方について記載する。 

作成時期 規格・装丁 部数 備考 

    

 
  （６）事業実施スケジュール 

取組

内容 
4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 

１・・・             

２・・・             

３・・・             

             

 注：取組内容は事業内容と整合をとる。 
 
  （７）その他必要な取組 

取組の必要性 取組の実施内容 担当する構成団体等 

   

注：（２）から（４）のほか、事業目的を達成するために必要な取組があれば記載する。 
 
４ 添付書類 
（１）規約、定款、寄付行為等及び収支予算（又は収支決算） 
（２）関係団体へ委託する場合は、その委託契約書（案）（又は写し） 
（３）実績報告の際は、支払経費ごとの内訳を記載した帳簿等の写し 
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（別添） 
 ○ 全国ジビエプロモーション事業のうちジビエ需要拡大・普及推進事業（事業実施計画書） 
 
１ 総括表 

事業内容 事業費 
負担区分 

備考 
国庫交付金 事業実施主体 

１．ジビエ関連情報の発信等 
 
２．体験コンテンツの開発等 
 
３．報告書等 
 
４．その他（   ） 

円 
 
 
 
 
 
 

円 
 
 
 
 
 
 

円 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

計     

 
２ 事業の目的 

 
 

 
３ 事業の内容 
（１）事業の成果目標及び目標達成のための具体的方法 

 
 

 
 （２）ジビエ関連情報の発信等の概要 

 
 

 
 （３）体験コンテンツの開発等の概要 

 
 

 
 （４）報告書の作成 

報告書等の作成・配布の考え方について記載する。 
   作成時期         規格・装丁    部数 備考 
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  （５）事業実施スケジュール 
取組

内容 
4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 

１・・・             

２・・・             

３・・・             

             

 
 注：取組内容は事業内容と整合をとる。 
 
  （６）その他必要な取組 

取組の必要性 取組の実施内容 担当する構成団体等 

   

注：（２）及び（３）のほか、事業目的を達成するために必要な取組があれば、記載する。 
 
４ 添付書類 
（１）規約、定款、寄付行為等及び収支予算（又は収支決算） 
（２）関係団体へ委託する場合は、その委託契約書（案）（又は写し） 
（３）実績報告の際は、支払経費ごとの内訳を記載した帳簿等の写し 
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別記様式第２号（別記７の第４の４関係） 

 

番   号 

年 月 日 

 

 農林水産省農村振興局長   殿 

 

 

                      所在地 

                      団体名 

                      代表者  役職 氏名 

 

 

令和○○年度鳥獣被害防止総合対策交付金(全国ジビエプロモーション 

事業)の交付決定前着手届 

 

 

 令和○○年度に交付対象計画として決定された事業実施計画に基づく下記事項に

ついて、別記条件を了承の上、交付金交付決定前に着手することとしたので、お届け

する。 

 

記 

 

 １ 事業内容及び事業量 

 ２ 事業費及び国費 

 ３ 着手予定年月日 

 ４ 事業完了予定年月日 

 ５ 交付決定前着手を必要とする理由 

 

 別記条件 

 

 １ 交付金交付決定を受けるまでの期間内に、天災地変等の事由によって実施した

施策に損失を生じた場合には、これらの損失は、事業実施主体が負担すること。 

 ２ 交付金交付決定を受けた交付金額が交付申請額又は交付申請予定額に達しな

い場合においても、異議がないこと。 

 ３ 当該施策については、着手から交付金交付決定を受ける期間内においては、計

画変更は行わないこと。 
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別記様式第３号（別記７の第５関係） 

 

全国ジビエプロモーション事業 

事業実施状況報告書 

（令和○○年度） 

 

番   号 

年 月 日 

 

 

 農林水産省農村振興局長  殿 

 

 

                       所在地 

                       団体名 

                       代表者  役職 氏名 

 

 

 

 鳥獣被害防止総合対策交付金実施要領（平成 20 年３月 31 日付け 19 生産第 9424 号

農林水産省生産局長通知）別記７の第５の規定により別添のとおり報告する。 

 

 

 

  （注） 別添様式については、別記様式第１号に準ずるものとする。 
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（別記８） 
  鳥獣被害防止対策促進支援事業 
 

第１ 事業の取組等 

 １ 中山間地域等鳥獣被害防止施設整備事業 

（１）事業の取組 

要綱別表の区分・事業種類の欄の１の（２）の①に定める事業種類は、

次に掲げるとおりとする。 

ア 被害緊急対応型 

鳥獣による農林水産業等に係る被害を軽減するため、市町村域にお

いて、鳥獣被害防止施設の設置による被害防除を計画的に実施するも

のとする。 

イ 広域連携型 

複数の市町村域を含む地域において、アと同様の鳥獣被害防止施設

の設置による被害防除を計画的に実施するものとする。 

 （２）事業の目標 

被害防止計画に掲げる鳥獣による農林水産業等に係る被害の軽減に

関する目標とする。 

 （３）事業実施主体 

要綱別表の区分・事業種類の欄の１の（２）の①に係る事業実施主体

の欄の農林水産省農村振興局長が別に定める協議会等とは、①地方公共

団体、農業協同組合、森林組合、漁業協同組合、試験研究機関、狩猟者

団体等関係機関、集落の代表者等で構成される組織又は団体であって、

代表者の定めがあり、かつ、事業実施及び会計手続を適正に行い得る体

制を有しているものであって、（４）で準用する別記１の第１の４に規

定する組織及び運営についての規約の定めがある協議会（以下「協議会」

という。）又は②その構成員（試験研究機関を除く。）であって、代表

者の定めがあり、かつ、事業実施及び会計手続について協議会と同程度

の体制を有しているものとする。 

 （４）協議会の要件 

協議会の要件は、別記１の第１の４を準用する。 

 （５）事業実施主体の範囲 

（３）に規定する協議会等が事業を実施する地理的範囲は、鳥獣によ

る被害の状況、鳥獣の行動範囲、地形等を考慮し、効果的かつ一体的な

被害防止対策の実施が期待される地域であって、一又は複数の市町村を

含む地域（複数の都道府県の市町村にまたがる場合も含む。）とする。 

 （６）対象地域 

要綱別表の区分・事業種類の欄の１の（２）の①に係る採択要件の欄
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の６の「農村振興局長が別に定める対象地域であること」の判断につい

ては、次のアからシまでに掲げる地域とする。 

   ア 特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の促

進に関する法律（平成５年法律第 72 号）第２条第４項の規定に基づ

き公示された特定農山村地域 

   イ 山村振興法（昭和 40 年法律第 64 号）第７条第１項の規定に基づき

指定された振興山村 

   ウ 過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法（令和３年法律第

19 号）第２条第１項（同法第 43 条の規定により読み替えて適用する

場合を含む。）に規定する過疎地域（同法第３条第１項若しくは第２

項（これらの規定を同法第 43 条の規定により読み替えて適用する場

合を含む。）、第 41 条第１項若しくは第２項（同条第３項の規定によ

り準用する場合を含む。）、第 42 条又は第 44 条第４項の規定により

過疎地域とみなされる区域を含み、令和３年度から令和８年度までの

間に限り、同法附則第５条に規定する特定市町村（同法附則第６条第

１項、第７条第１項及び第８条第１項の規定により特定市町村の区域

とみなされる区域を含む。）を、令和３年度から令和９年度までの間

に限り、同法附則第５条に規定する特別特定市町村（同法附則第６条

第２項、第７条第２項及び第８条第２項の規定により特別特定市町村

の区域とみなされる区域を含む。）を含む。） 

   エ 半島振興法（昭和 60 年法律第 63 号）第２条第１項の規定に基づき

指定された半島振興対策実施地域 

   オ 離島振興法（昭和 28 年法律第 72 号）第２条第１項の規定に基づき

指定された離島振興対策実施地域 

   カ 棚田地域振興法（令和元年法律第 42 号）第７条第１項の規定に基

づき指定された指定棚田地域 

   キ 沖縄振興特別措置法（平成 14 年法律第 14 号）第３条第１号に規定

する沖縄 

   ク 奄美群島振興開発特別措置法（昭和 29 年法律第 189 号）第１条に

規定する奄美群島 

   ケ 小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和 44 年法律第 79 号）第４条第

１項に規定する小笠原諸島 

   コ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和 37 年法律第 73 号）第２条第２項の

規定に基づき指定された特別豪雪地帯 

   サ 旧急傾斜地帯農業振興臨時措置法（昭和 27 年法律第 135 号）第３

条第１項の規定に基づき指定された急傾斜地帯又は受益地域内の平

均傾斜度が 15 度以上の地域（水田地帯を除く。） 

   シ 「農林統計に用いる地域区分の制定について」（平成 13 年 11 月 30
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日付け 13 統計第 965 号農林水産省大臣官房統計情報部長通知）にお

ける中間農業地域又は山間農業地域の基準に該当する地域 

 （７）費用対効果分析 

要綱別表の区分・事業種類の欄の１の（２）の①に係る採択要件の欄

の５の「全ての効用によって全ての費用を償うことが見込まれること」

の判断に当たっては、整備する施設等の導入効果について、鳥獣被害防

止総合対策交付金における費用対効果分析の実施について（平成 20 年

３月 31 日付け 19 生産第 9426 号農林水産省生産局長通知）により費用

対効果分析を実施し、投資効果等を十分に検討するものとする。 

 （８）生産コスト分析 

要綱別表の区分・事業種類の欄の１の（２）の①に係る採択要件の欄

の７の「受益地内の生産コストの低減が 10％以上見込まれること」の判

断に当たっては、受益地内の生産コスト分析を実施し、低減される生産

コストを十分に検討するものとする。 

 （９）地域主体の鳥獣害防止対策 

地域主体の鳥獣害防止対策は、別記１の第１の８を準用する。 

 （10）周辺景観との調和 

周辺景観との調和は、別記１の第１の９を準用する。 

 ２ ジビエ広域搬入モデル実証支援事業 

 （１）事業の取組 

捕獲鳥獣の処理加工施設への搬入を促進するため、車両での進入が困

難、急傾斜地である等、捕獲現場の地理的条件に合わせた実用可能な新

たな搬入方法の確立に資する次のアからエまでの取組を実施するもの

とする。 

ア 小型の移動式解体処理車の製作・実証 

捕獲地に近い場所で解体処理を行うため、既存の移動式解体処理車

（車内で捕獲鳥獣の剥皮、内臓摘出、解体等を行うことができる車両）

の機能等の問題点を抽出した上で、改良型の車両を製作し、既存の処

理加工施設との連携のもと、車両の機能や処理した食肉の品質評価等

の実証・展示等を行う。 

イ 軽トラックの改造・実証 

急傾斜地等の捕獲現場から処理加工施設への搬入を行うため、軽ト

ラック（軽自動車区分に該当する小型トラック）又は保冷車に巻き上

げ機（ウィンチ）等を実装し、既存の処理加工施設との連携のもと、

車両の機能や処理加工施設に搬入した食肉の品質評価等の実証・展示

等を行う。 

ウ コンテナ式処理施設等の活用・実証 

輸送用のコンテナ等を活用し、捕獲鳥獣の剥皮、内臓摘出、解体等
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が行える機器等を実装する。 

また、実装後のコンテナ式処理施設等を活用し、広域搬入体制の構

築や処理した食肉の品質評価等について、実証・展示等を行うととも

に、既存の処理加工施設との連携についての検討を行う。 

エ 生体搬入方法の実証 

囲いわなや箱わなで捕獲した鳥獣を生きたまま処理加工施設へ搬

入するための安全性その他の問題点を抽出した上で、運搬に適したお

りを製作し、生体搬入の取組や処理した食肉の品質評価、既存の処理

加工施設との連携等について、実証・展示等を行う。 

 （２）事業実施主体 

要綱別表の区分・事業種類の欄の２の（８）の①に係る事業実施主体

の欄の農村振興局長が別に定めるコンソーシアムとは、次の全ての要件

を満たすものとし、農村振興局長が別に定める公募要領により応募した

者の中から選定された者とする。 

ア コンソーシアムは、次の構成員により組織されることとする。 

（ア）ジビエの広域搬入の促進に資する知見やノウハウ、技術等を有

する民間事業者 

（イ）処理加工施設 

（ウ）（イ）の処理加工施設が所在する市町村 

実証に必要な捕獲個体については、処理加工施設の所在する市町

村と連携し、確保できる体制を整備することとする。 

また、実証及び展示又は実証のみを行う地区が所在する市町村は

参画を必須とする。なお、展示のみが行われる地区が所在する市町

村は参画を必須としないが、事業の実施についてあらかじめ調整を

行うとともに、助言等を受けられる体制を構築することとし、研究

機関や大学、農業協同組合、猟友会等、実証に必要となる者が構成

員となることは妨げない。 

イ コンソーシアムは、実施する事業等に係る事務手続を適正かつ効率

的に行うため、次に掲げる事項に係る規約等を定め、かつ、コンソー

シアムの全ての構成員がこれに同意していることとする。 

（ア）目的 

（イ）代表者、代表者の権限の範囲、構成員及び事務局 

（ウ）意思決定の方法 

（エ）解散した場合の地位の承継者 

（オ）知的財産権が発生した場合の取扱方法 

（カ）事務処理及び会計処理の方法及び責任者 

（キ）財産の管理方法 

（ク）公印の管理及び使用の方法及び責任者 
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（ケ）会計監査及び事務監査の方法 

（コ）（ア）から（ケ）までに掲げる事項のほか、運営に関して必要

な事項 

ウ イの規約その他の規程に定めるところにより、１つの手続において

複数の者が関与する等、事務手続に係る不正を未然に防止する仕組み

となっており、かつ、その執行体制が整備されていること。 

エ コンソーシアムの運営を行うための事務局を置くこと。 

オ 本事業を行う意思、具体的な計画及び本事業を的確に実施できる能

力を有すること。 

 ３ ジビエレストラン拡大事業 

 （１）事業の取組 

捕獲鳥獣を地域資源として有効活用するとともに、全国的なジビエ利

用を推進するため、新たにジビエメニューを取り扱うレストランその他

の飲食店（以下「ジビエレストラン」という。）の拡大に向けた取組を

実施するものとする。 

 （２）事業実施主体 

ア 要綱別表の区分・事業種類の欄の２の（８）の②に係る事業実施主

体の欄の農村振興局長が別に定める協議会とは、民間企業、一般社団

法人、一般財団法人、公益社団法人、公益財団法人、協同組合、企業

組合、特定非営利活動法人、国立大学法人、公立大学法人、学校法人、

独立行政法人及び国立研究開発法人等で構成される組織又は団体で

あって、代表者の定めがあり、かつ組織及び運営についての規約の定

めがある協議会とし、事業実施及び会計手続を適正に行いうる体制を

有しているものとする。 

イ 事業実施主体は、農村振興局長が別に定める公募要領により応募し

た者の中から選定された者とする。 

４ 広域柵等鳥獣被害防止施設整備事業 

（１）事業の取組 

要綱別表の区分・事業種類の欄の１の（２）の②に定める事業種類は、

次に掲げるとおりとする。 

ア 被害緊急対応型 

鳥獣による農林水産業等に係る被害を軽減するため、市町村域にお

いて、鳥獣被害防止施設の設置による被害防除を計画的に実施するも

のとする。 

イ 広域連携型 

複数の市町村域を含む地域において、アと同様の鳥獣被害防止施設

の設置による被害防除を計画的に実施するものとする。 
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 （２）事業の目標 

被害防止計画に掲げる鳥獣による農林水産業等に係る被害の軽減に

関する目標とする。 

 （３）事業実施主体 

要綱別表の区分・事業種類の欄の１の（２）の②に係る事業実施主体

の欄の農林水産省農村振興局長が別に定める協議会等とは、①地方公共

団体、農業協同組合、森林組合、漁業協同組合、試験研究機関、狩猟者

団体等関係機関、集落の代表者等で構成される組織又は団体であって、

代表者の定めがあり、かつ、事業実施及び会計手続を適正に行い得る体

制を有しているものであって、（４）で準用する別記１の第１の４に規

定する組織及び運営についての規約の定めがある協議会（以下「協議会」

という。）又は②その構成員（試験研究機関を除く。）であって、代表

者の定めがあり、かつ、事業実施及び会計手続について協議会と同程度

の体制を有しているものとする。 

 （４）協議会の要件 

協議会の要件は、別記１の第１の４を準用する。 

 （５）事業実施主体の範囲 

（３）に規定する協議会等が事業を実施する地理的範囲は、鳥獣によ

る被害の状況、鳥獣の行動範囲、地形等を考慮し、効果的かつ一体的な

被害防止対策の実施が期待される地域であって、一又は複数の市町村を

含む地域（複数の都道府県の市町村にまたがる場合も含む。）とする。 

 （６）費用対効果分析 

要綱別表の区分・事業種類の欄の１の（２）の②に係る採択要件の欄

の５の「全ての効用によって全ての費用を償うことが見込まれること」

の判断に当たっては、整備する施設等の導入効果について、鳥獣被害防

止総合対策交付金における費用対効果分析の実施について（平成 20 年

３月 31 日付け 19 生産第 9426 号農林水産省生産局長通知）により費用

対効果分析を実施し、投資効果等を十分に検討するものとする。 

なお、野生鳥獣の生息域の拡大により、被害が生じていない地域にお

いても近い将来被害が発生する蓋然性が高い場合は、周辺地域の状況を

踏まえ費用対効果分析を実施し、より広域的な整備を行うことにより、

投資効果を向上させることができないか検討するものとする。 

 （７）地域主体の鳥獣害防止対策 

地域主体の鳥獣害防止対策は、別記１の第１の８を準用する。 

 （８）周辺景観との調和 

周辺景観との調和は、別記１の第１の９を準用する。 

 ５ 鳥獣被害対策・ジビエ情報発信事業 

 （１）事業の取組 
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鳥獣被害対策及びジビエ利活用に関し情報の発信を行うものとする。 
 （２）事業実施主体 

ア 要綱別表の区分・事業種類欄の２の（８）の③に係る事業実施主体

の欄の農村振興局長が別に定める協議会とは、民間企業、一般社団法

人、一般財団法人、公益社団法人、公益財団法人、協同組合、企業組

合、特定非営利活動法人、国立大学法人、公立大学法人、学校法人、

独立行政法人及び国立研究開発法人等で構成される組織又は団体であ

って、代表者の定めがあり、かつ、組織及び運営についての規約の定

めがある協議会とし、事業実施及び会計手続を適正に行いうる体制を

有しているものとする。 

イ 事業実施主体は、農村振興局長が別に定める公募要領により応募し

た者の中から選定された者とする。 

 

第２ 事業の内容等 

 １ 中山間地域等鳥獣被害防止施設整備事業 

 （１）事業の内容 

要綱別表の区分・事業種類の欄の１の（２）の①に係る経費・事業内

容の欄の１の（１）鳥獣被害防止施設の①の「新規整備」、②の「再編

整備」及び③の「既設柵の地際補強」については、地域における農林水

産業等に係る鳥獣被害を軽減するために必要な被害防止施設（受電施設

を除く。）及び被害を及ぼす鳥獣を捕獲するために必要な誘導捕獲柵わ

な等の捕獲施設（被害防止施設と一体的に整備するものに限る。）を整

備するものとし、市町村域を超えた広域的な整備計画との整合について

配慮するものとする。 

なお、被害防止施設の整備に当たっては、以下アからウまでのとおり

とするものとする。 

ア 侵入防止柵の整備においては、隣接地の地形（傾斜及び高低差）、

樹木の繁茂状況を考慮し、被害防除効果を低下させる要因である対象

鳥獣の特性による侵入（飛び越えによる侵入、樹木を介した侵入）を

防止することが可能な離隔を確保した設置位置とする。 

イ ＩＣＴを活用した箱わな等の捕獲機材又はその他の被害を及ぼす

鳥獣の効率的な捕獲に資する捕獲機材を一体的に整備することとす

る。 

ウ 電気柵を整備する場合は、電気事業法（昭和 39 年法律第 170 号）

等関係法令を遵守し、正しく設置することとする。 

具体的には、危険である旨の表示、電気柵用電源装置の使用、漏電

遮断器の設置（30 ボルト以上の電源から電気を供給する場合）、開閉

器（スイッチ）の設置等を行い、安全を確保することとする。（参照
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URL： https://www.maff.go.jp/j/seisan/tyozyu/higai/tyuuikanki/ 

denkisaku.html） 

侵入防止柵設置後の鳥獣被害の状況の把握並びに侵入防止柵の設

置及び維持管理については、鳥獣被害防止総合対策交付金における侵

入防止柵の設置等に係る指導の徹底について（平成 30 年１月 12 日付

け 29 農振第 1705 号農林水産省農村振興局長通知）を踏まえ、適切に

行うものとする。 

 （２）留意事項 

留意事項は、別記１の第２の４を準用する。 

 ２ ジビエ広域搬入モデル実証支援事業 

 （１）事業の内容 

   ア 小型の移動式解体処理車の製作・実証 

     事業実施主体は、次の（ア）から（オ）までの全ての取組を実施す

るものとする。 

   （ア）検討会の開催 

既存の移動式解体処理車の機能等の問題点を抽出し、車両の改良

の方向性について意見交換を行うための検討会を開催する。 

   （イ）改良型移動式解体処理車の製作 

既存の移動式解体処理車の機能等の問題点を解消し、実用可能な

改良型の移動式解体処理車を製作する。 

   （ウ）改良型移動式解体処理車の機能等の実証 

改良型の移動式解体処理車を活用し、既存の処理加工施設との連

携のもと、機能が十分発揮しうるか、また、処理した食肉の品質評

価等の実証を行う。 

なお、実証に当たっては、全国のより多くの地域で実用可能とす

るため、地理的、気象的条件等も考慮し、地域ブロック（東北地方、

関東地方等）の異なる複数地区（２か所以上）で複数回（夏季、冬

季等）実施するものとする。 

また、可能な限り実証地区の近隣の捕獲者、処理加工施設、都道

府県及び市町村関係者、コンソーシアム関係者等も参集し、展示効

果も発揮できるように実証を行うものとする。 

   （エ）情報発信 

（ウ）の実証後は、コンソーシアムに属する組織のホームページ、

ＳＮＳ等において、広く情報発信を行う。 

なお、情報発信に際しては、知的財産権保護の観点から、必要に

応じて一部の情報を国との協議の上で非公表にできるものとする。 

   （オ）改良型移動式解体処理車運用マニュアルの作成 

改良型の移動式解体処理車の取扱方法及び捕獲現場や処理加工
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施設での運用方法、処理した食肉の品質評価等について取りまとめ

たマニュアルを作成する。 

   イ 軽トラックの改造・実証 

 事業実施主体は、次の（ア）から（オ）までの全ての取組を実施

するものとする。 

   （ア）検討会の開催 

軽トラック又は保冷車を活用した捕獲鳥獣の運搬、処理加工施設

への搬入を進めるため、巻き上げ機（ウィンチ）等の設置等の方法

について意見交換を行うための検討会を開催する。 

   （イ）軽トラックの改造 

捕獲鳥獣の運搬のため、軽トラック又は保冷車にウィンチ等を実

装する等の実用可能な改造を行う。 

   （ウ）軽トラックの機能等の実証 

（イ）により改造した軽トラック又は保冷車について、既存の処

理加工施設との連携のもと、機能が十分発揮しうるか、また、施設

に搬入された食肉の品質評価等の実証を行う。 

なお、実証に当たっては、全国のより多くの地域で実用可能とす

るため、地理的、気象的条件等も考慮し、地域ブロック（東北地方、

関東地方等）の異なる複数地区（２か所以上）で複数回（夏季、冬

季等）実施するものとする。 

また、可能な限り実証地区の近隣の捕獲者、処理加工施設、都道

府県及び市町村関係者、コンソーシアム関係者等も参集し、展示効

果も発揮できるように実証を行うものとする。 

   （エ）情報発信 

（ウ）の実証後は、コンソーシアムに属する組織のホームページ、

ＳＮＳ等において、広く情報発信を行う。 

なお、情報発信に際しては、知的財産権保護の観点から、必要に

応じて一部の情報を国との協議の上で非公表にできるものとする。 

   （オ）軽トラック改造マニュアルの作成 

軽トラック又は保冷車へのウィンチ等の実装方法、改造に当たっ

ての留意事項や捕獲鳥獣の運搬にあたり必要な処理方法、現場で活

用するに当たっての注意点、処理した食肉の品質評価等をとりまと

めたマニュアルを作成する。 

   ウ コンテナ式処理施設等の活用・実証 

     事業実施主体は、次の（ア）から（オ）までの全ての取組を実施す

るものとする。 

   （ア）検討会の開催 

輸送用コンテナ等を簡易な処理加工施設として活用するための
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課題の抽出等について意見交換を行うための検討会を開催する。 

   （イ）コンテナ等の改造 

輸送用コンテナ等を簡易な処理加工施設として活用するため、コ

ンテナ内部に、捕獲鳥獣の剥皮、内臓摘出、解体等が行える機器等

の実装を行う。 

   （ウ）コンテナ等の機能等の実証 

（イ）で実装したコンテナ等を活用し、簡易な処理加工施設とし

ての機能が実用可能かどうか、処理した食肉の品質評価等の実証を

行うとともに、既存の処理加工施設との連携についての検討を行

う。 

なお、実証に当たっては、全国のより多くの地域で実用可能とす

るため、地形的条件等を考慮し、地域ブロック（東北地方、関東地

方等）の異なる複数地区（２か所以上）で複数回（夏季、冬季等）

実施するものとする。 

また、可能な限り実証地区の近隣の捕獲者、処理加工施設、都道

府県及び市町村関係者、コンソーシアム関係者等も参集し、展示効

果も発揮できるように実証を行うものとする。 

   （エ）情報発信 

（ウ）の実証後は、コンソーシアムに属する組織のホームページ、

ＳＮＳ等において、広く情報発信を行う。 

なお、情報発信に際しては、知的財産権保護の観点から、必要に

応じて一部の情報を国との協議の上で非公表にできるものとする。 

   （オ）コンテナ等活用型処理加工施設設置マニュアルの作成 

コンテナ等を活用した簡易な処理加工施設への機器等実装方法、

処理加工等作業に関する留意事項、法令等への対応方法、既存の処

理加工施設との連携、処理した食肉の品質評価等をとりまとめたマ

ニュアルを作成する。 

   エ 生体搬入方法の実証 

事業実施主体は、次の（ア）及び（ウ）から（オ）までの全ての取

組を実施するものとする。 

なお、（イ）については、既存の生体搬入用おりでは実証が困難な

場合等に実施するものとする。 

   （ア）検討会の開催 

囲いわなや箱わなで捕獲した鳥獣を生きたまま処理加工施設へ

搬入（以下「生体搬入」という。）するための課題の抽出等につい

ての意見交換を行うための検討会を開催する。 

   （イ）生体搬入用おりの製作 

捕獲鳥獣を処理加工施設へ生体搬入するための実用可能な専用
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おりを製作する。 

   （ウ）生体搬入の実証 

既存の生体搬入用のおりや、（イ）で製作したおりを活用し、処

理加工施設への搬入や処理した食肉の品質等の実証を行う。 

なお、実証に当たっては、全国のより多くの地域で実用可能とす

るため、地域ブロック（東北地方、関東地方等）の異なる複数地区

（２箇所以上）で複数回（夏季、冬季等）実施するものとする。 

また、可能な限り実証地区の近隣の捕獲者、処理加工施設や都道

府県及び市町村関係者、コンソーシアム関係者等も参集し、展示効

果も発揮できるように実証を行うものとする。 

   （エ）情報発信 

（ウ）の実証後は、コンソーシアムに属する組織のホームページ、

ＳＮＳ等において、広く情報発信を行う。 

なお、情報発信に際しては、知的財産権保護の観点から、必要に

応じて一部の情報を国との協議の上で非公表にできるものとする。 

   （オ）生体搬入マニュアルの作成 

捕獲現場から処理加工施設への捕獲個体の生体搬入を行うに当

たってのおりの使用方法、輸送の安全性の確保、食肉の品質面への

影響、処理した食肉の品質評価等の留意事項についてとりまとめた

マニュアルの作成を行うものとする。 

 （２）実施基準 

ア 事業実施主体が、自己資金又は他の助成により事業を実施している

又は既に終了しているものについては、本対策の交付の対象外とす

る。 

イ 本事業で実施する現地調査を行う場合は、その目的に応じて必要

小限の人員、期間及び回数で行うものとする。 

また、調査対象が海外に及ぶ現地調査については、交付対象外とす

る。 

ウ 事業の実施に要する経費に係る国の交付対象経費は、別表１のとお

りとする。 

 （３）事業の委託 

事業実施主体は、事業の一部を他の者に委託することが合理的かつ効

果的な業務について、事業費の 50％以内において、その業務を委託する

ことができるものとする。 

 （４）留意事項 

ア 自社製品の調達又は関係会社からの調達がある場合の利益等排除 

本事業において、交付対象経費の中に事業実施主体の自社製品の調

達又は関係会社からの調達分がある場合、交付対象事業の実績額の中
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に事業実施主体の利益等相当分が含まれることは、調達先の選定方法

いかんにかかわらず、交付金の交付の目的上ふさわしくないため、次

のとおり利益等相当分の排除を行うものとする。 

（ア）利益等排除の対象となる調達先 

事業実施主体が、次の a から c までのいずれかから調達を受ける

場合（他の会社を経由した場合及びいわゆる下請会社の場合を含

む。）は、利益等排除の対象となる。 

a 事業実施主体自身 

b 100％同一の資本に属するグループ企業 

c 事業実施主体の関係会社 

（イ）利益等排除の方向 

a 事業実施主体の自社調達の場合 

当該調達品の製造原価をもって交付対象額とする。 

b 100％同一の資本に属するグループ企業からの調達の場合 

取引価格が当該調達品の製造原価以内であると証明できる場

合、取引価格をもって交付対象額とする。これによりがたい場合

は、調達先の直近年度の決算報告（マイナスの場合は、０とす

る。）をもって取引価格から利益相当額の排除を行う。 

c 事業実施主体の関係会社からの調達の場合 

取引価格が製造原価と当該調達品に対する経費等の販売費及

び一般管理費との合計以内であると証明できる場合、取引価格

をもって交付対象額とする。 

これによりがたい場合は、調達先の直近年度の決算報告（単独

の損益計算書）における売上高に対する営業利益の割合（マイナ

スの場合は、０とする。）をもって取引価格からは利益相当額の

排除を行う。 

（注）「製造原価」及び「販売費及び一般管理費」については、

それが当該調達品に対する経費であることを証明するもの

とする。また、その根拠となる資料を提出するものとする。 

イ 特許権等の帰属 

本事業を実施することにより特許権、特許を受ける権利、実用新案

権、実用新案登録を受ける権利、商標権、意匠権、意匠登録を受ける

権利、著作権（以下「特許権等」という。）が発生した場合には、そ

の特許権等は、事業実施主体に帰属するが、特許権等の帰属に関し、

事業実施主体は次の条件を守らなければならない。 

また、事業の一部を事業実施主体から受託する団体にあっても同様

に次の条件を守るものとする。 

（ア）本事業において得た成果に関して、特許権等の出願又は取得を
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行った場合には、その都度遅滞なく農村振興局長に報告するこ

と。 

（イ）国が公共の利益のために特に必要があるとしてその理由を明ら

かにして当該特許権等を利用する権利を求める場合には、無償で

当該権利を国に許諾すること。 

（ウ）当該特許権等を相当期間活用していないと認められ、かつ、当

該特許権等を相当期間活用していないことについて正当な理由

が認められない場合において、国が特許権等の活用を促進するた

めに特に必要があるとしてその理由を明らかにして当該特許権

等を第三者が利用する権利を求めるときは、当該権利を第三者に

許諾すること。 

（エ）本事業期間中及び本事業終了後５年間において、事業実施主体

及び本事業の一部を受託する団体は、本事業の成果である特許権

等について、国以外の本事業の第三者に譲渡し、又は利用を許諾

するときは、事前に農村振興局長と協議して承諾を得ること。 

事業実施主体と当該事業の一部を受託する団体との間におけ

る事業成果の取扱いについては、事業開始前に、両者で協議・調

整を行うこと。 

 ３ ジビエレストラン拡大事業 

 （１）事業の内容 

全国的なジビエの消費拡大を図るため、ジビエレストランのシェフ等

の調理人への調理指導やメニューの開発支援等を行う。 

事業実施主体は、次のア及びイの取組を実施するものとする。 

ア 調理人へのジビエの調理実習・メニュー開発・情報発信 

（ア）ジビエ調理に長けた指導者によるテストキッチン等における調理

の指導・実習・勉強会を全国各地（３地域以上）で実施する。 

（イ）ジビエレストランにおけるジビエメニューの提供・販売に向けた

メニューの開発等を支援する。また、試作のためのジビエ等を調達・

提供する。 

（ウ）上記（ア）及び（イ）により実施した試作調理やジビエメニュー

等に関するアンケート調査や取組結果の分析を行う。 

（エ）ジビエメニューの定着に向けたＰＲ資材を作成し、新たにジビエ

メニューを取り扱うジビエレストラン等に配布するとともに、情報

発信を行う。 

（オ）（ア）から（オ）までの取組成果を取りまとめた報告書を作成す

る。 

イ ジビエバイヤーズ商談会の実施 

（ア）食肉処理加工施設、地方公共団体、卸売業、流通業、食品メーカ
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ー、個人飲食店等による商談会（以下「ジビエバイヤーズ商談会」

という。）を実施し、食肉処理加工施設等とジビエレストランとのマ

ッチングを実施する。 

（イ）ジビエバイヤーズ商談会に関する取組結果の分析を行う。 

（ウ）（ア）及び（イ）の取組成果を取りまとめた報告書を作成する。 

 （２）実施基準 

    ア 事業実施主体が、自己資金若しくは他の助成により事業を実施して

いる又は既に終了しているものについては、本対策の交付の対象外と

する。 

   イ 本事業で実施する現地調査を行う場合は、その目的に応じて必要

小限の人員、期間及び回数で行うものとする。 

また、調査対象が海外に及ぶ現地調査については、交付対象外とす

る。 

ウ 事業の実施に要する経費に係る国の交付対象経費は、別表２のとお

りとする。 

 （３）事業の委託 

事業実施主体は、事業の一部を他の者に委託することが合理的かつ効

果的な業務について、事業費の 50％以内において、その業務を委託する

ことができるものとする。事業実施主体は、事業の一部を他の者に請負

施行することが合理的かつ効果的な業務について、業務を請負施行する

ことができるものとする。 

 （４）留意事項 

事業実施主体及びジビエレストランは、ジビエレストラン拡大事業を

的確かつ効果的に実施するため「野生鳥獣肉の衛生管理に関する指針

（ガイドライン）」を遵守するとともに、必要に応じて、国産ジビエ認

証施設などの協力を得るものとする。 

 ４ 広域柵等鳥獣被害防止施設整備事業 

 （１）事業の内容 

要綱別表の区分・事業種類の欄の１の（２）の②に係る経費・事業内

容の欄の１の（１）鳥獣被害防止施設の①の「新規整備」、②の「再編

整備」及び③の「既設柵の地際補強」については、地域における農林水

産業等に係る鳥獣被害を軽減するために必要な被害防止施設（受電施設

を除く。）及び被害を及ぼす鳥獣を捕獲するために必要な誘導捕獲柵わ

な等の捕獲施設（被害防止施設と一体的に整備するものに限る。）を整

備するものとし、市町村域を超えた広域的な整備計画との整合について

配慮するものとする。 

なお、被害防止施設の整備に当たっては、以下アからウまでのとおり

とするものとする。 
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ア 侵入防止柵の整備においては、隣接地の地形（傾斜及び高低差）、

樹木の繁茂状況を考慮し、被害防除効果を低下させる要因である対象

鳥獣の特性による侵入（飛び越えによる侵入、樹木を介した侵入）を

防止することが可能な離隔を確保した設置位置とする。 

イ ＩＣＴを活用した箱わな等の捕獲機材又はその他の被害を及ぼす

鳥獣の効率的な捕獲に資する捕獲機材を一体的に整備することとす

る。 

ウ 電気柵を整備する場合は、電気事業法（昭和 39 年法律第 170 号）

等関係法令を遵守し、正しく設置することとする。 

具体的には、危険である旨の表示、電気柵用電源装置の使用、漏電

遮断器の設置（30 ボルト以上の電源から電気を供給する場合）、開閉

器（スイッチ）の設置等を行い、安全を確保することとする。（参照

URL：https://www.maff.go.jp/j/seisan/tyozyu/higai/tyuuikanki/ 

denkisaku.html） 

侵入防止柵設置後の鳥獣被害の状況の把握並びに侵入防止柵の設

置及び維持管理については、鳥獣被害防止総合対策交付金における侵

入防止柵の設置等に係る指導の徹底について（平成 30 年１月 12 日付

け 29 農振第 1705 号農林水産省農村振興局長通知）を踏まえ、適切に

行うものとする。 

 （２）要綱別表の区分・事業種類の欄の１の（２）の②に係る採択要件の欄

の８の農村振興局長が別に定める事項は、次のとおりとする。 

   ア 侵入防止柵を新規整備する場合は、野生鳥獣の生息域拡大を見据

え、個々のほ場を囲うのではなく、集落を広域的に囲うなど、効率的・

効果的な整備を実施するものとする。 

   イ 既設柵を再編整備する場合に当たっても、周辺環境の変化を踏ま

え、集落を広域的に囲うかたちで再編するなど、効率的・効果的な整

備を実施するものとする。 

ウ 野生鳥獣を引き付ける農作物残渣を放置しないことやほ場環境を

維持すること等、鳥獣被害の発生要因を減らす生息環境管理を行うも

のとする。 

 ５ 鳥獣被害対策・ジビエ情報発信事業 

 （１）事業の内容 

鳥獣被害対策及びジビエ利活用に対する一般国民への理解醸成を図

るため、現状や課題、ジビエ利活用に関する歴史や文化等を含む展示物

及び動画等の制作を行う。なお、制作後取組成果を取りまとめた報告書

を作成する。 

 （２）実施基準 

ア 事業実施主体が、自己資金又は他の助成により事業を実施している
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又は既に終了しているものについては、本対策の交付の対象外とす

る。 

イ 本事業で実施する現地調査を行う場合は、その目的に応じて必要

小限の人員、期間及び回数で行うものとする。 

また、調査対象が海外に及ぶ現地調査については、交付対象外とす

る。 

ウ 事業の実施に要する経費に係る国の交付対象経費は、別表３のとお

りとする。 

 （３）事業の委託 

   事業実施主体は、事業の一部を他の者に委託することが合理的かつ効

果的な業務について、事業費の 50％以内において、その業務を委託する

ことができるものとする。事業実施主体は、事業の一部を他の者に請負

施行することが合理的かつ効果的な業務について、業務を請負施行する

ことができるものとする。 

 （４）留意事項 

    事業実施主体は、大阪・関西万博その他大規模展示イベント等の情報

収集に努め展示に係る調和を図る。 

 

第３ 交付額等 

 １ 中山間地域等鳥獣被害防止施設整備事業 

 （１）要綱別表の区分・事業種類の欄の１の（２）の①に係る交付率の欄の

農村振興局長が別に定める鳥獣被害防止施設の上限単価（消費税を除

く。）は、次に掲げるとおりとする。 

   ア 新規整備 

獣 種 等 侵入防止柵の 

種   類 

上限単価 （円／ｍ）

(直営施工で資材費の

みの定額交付の場合） 

上限単価（円／ｍ） 

（左記以外の場合） 

獣種共通       電気柵（１段当

たり） 

             １４８ 

 

３９１ 

 

電気柵シート

（地際補強） 

２５４ 

 

６７３ 

 

ネット柵 １，０９０         ２，６００ 

イノシシ       金網柵 

（ロール状） 

         １，９７０ 

 

５，３８０ 

 

ワイヤーメッシ

ュ柵（パネル状） 

１，２９０ 

 

３，０００ 

 

シカ（イノシシ 

用を兼ねる。） 

金網柵 

（ロール状） 

         ２，７９０ 

 

７，６２０ 
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ワイヤーメッシ

ュ柵（パネル状） 

１，９５０ ４，５３０ 

   イ 再編整備 

獣 種 等 侵入防止柵の 

種   類 

上限単価 （円／ｍ）

(直営施工で資材費の

みの定額交付の場合） 

上限単価（円／ｍ） 

（左記以外の場合） 

 

獣種共通 

 

 

電気柵（１段当

たり） 

２５ 

 

２２５ 

 

ネット柵 １９２ １，６１２ 

イノシシ 金網柵 

（ロール状） 

２９６ 

 

２，７２６ 

 

ワイヤーメッシ

ュ柵（パネル状） 

１９２ １，６１２ 

    
シカ（イノシシ 

用を兼ねる。） 

金網柵 

（ロール状） 

４３０ ３，７１０ 

   
ワイヤーメッシ

ュ柵（パネル状） 

２８６ ２，４２６ 

   ウ 既設柵の地際補強 

既設柵の種類 上限単価 （円／ｍ） 

(直営施工で資材費の

みの定額交付の場合） 

上限単価（円／ｍ） 

（左記以外の場合） 

ネット柵、金網柵、ワ

イヤーメッシュ柵 

８２６ ２，０６５ 

  注１：鳥獣被害防止施設の整備においては、侵入防止柵の種類毎に以下と

同等以上の機能を有するものとし、ネット柵、ワイヤーメッシュ柵、

金網柵については、くぐり抜けを防止するため、地際の補強等を実施

するものとする。 

・電気柵については、支柱間隔を４ｍ以下とし、凹凸部や傾斜部は地面

との隙間ができない支柱間隔とする。 

・電気柵シート（地際補強）は、通電性を有するものとし、幅１ｍ以内

とする。 

・電気柵シート（地際補強）は、電気柵の新規整備と一体的に整備する

場合に限り、上限単価の範囲内で加算できるものとする。 

・ネット柵については、鳥獣による噛み切り等を防止するステンレス

が編み込まれたネット又はそれに対応した強度を有するネットとす

る。 

・ワイヤーメッシュ柵については、金網の径をφ５㎜以上とし、防錆仕

様（亜鉛メッキ等）とする。 
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・金網柵については、金網の径をφ２㎜以上とし、防錆仕様（亜鉛メッ

キ等）とする。 

注２：サル等の多獣種に対応するため金網柵及び電気柵等を組み合わせた

複合柵の場合は、それぞれの上限単価を足し合わせた合計額を上限単

価とする。 

注３：第２の１（１）において、被害防止施設と一体的に整備を行う誘導

捕獲柵わな等の捕獲施設については、被害防止施設の上限単価の範囲

内とする。 

注４：再編整備については、再編整備を実施する総延長に対する上限単価

とする。 

注５：既設柵の地際補強については、くぐり抜け防止の機能を有する構造

とし、既設柵が本交付金、鳥獣被害防止緊急捕獲等対策事業推進交付

金交付要綱（平成 25 年２月 26 日付け 24 生産第 2868 号農林水産事務

次官通知）及び中山間地域所得向上支援対策実施要綱（平成 28 年 10

月 11 日付け 28 農振第 1336 号農林水産事務次官通知）に基づく事業

により令和２年度以前に整備され、かつ残耐用年数が５年以上あるも

のに限る。 

（２）地域特認 

地域の実情、地形条件、気象条件等やむを得ない事由により上記の

（１）の上限単価を超える事業については、地方農政局長（北海道にあ

っては農村振興局長、沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局長をい

う。以下同じ。）が整備等の内容に応じた必要 小限の範囲で上限単価

を超えて助成すべきと認める場合又は都道府県知事が第４の１（１）で

準用する別記１の第４の１の（４）に基づき地方農政局長と協議を行い、

地方農政局長が認めた場合に助成できるものとする。 

 ２ ジビエ広域搬入モデル実証支援事業 

要綱別表の区分・事業種類の欄の２の（８）の①に係る交付率の欄の農

村振興局長が別に定める定額の限度額は、200,000 千円以内とする。 

なお、要綱別表の経費・事業内容の欄の①から④までに掲げる取組ごと

の限度額は公募要領に定めるとおりとし、同一の事業実施主体が、複数の

取組を実施することは妨げない。 

 ３ ジビエレストラン拡大事業 

要綱別表の区分・事業種類の欄の２の（８）の②に係る交付率の欄の農

村 振興局長が別に定める定額の限度額は、70,000 千円以内とする。 

なお、要綱別表の経費・事業内容の欄の①及び②に掲げる取組ごとの限

度額は公募要領に定めるとおりとし、同一の事業実施主体が、複数の取組

を実施することは妨げない。 

 ４ 広域柵等鳥獣被害防止施設整備事業 
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（１）要綱別表の区分・事業種類の欄の１の（２）の②に係る交付率の欄の

農村振興局長が別に定める鳥獣被害防止施設の上限単価（消費税を除

く。）は、次に掲げるとおりとする。 

   ア 新規整備 

獣 種 等 侵入防止柵の 

種   類 

上限単価 （円／ｍ）

(直営施工で資材費の

みの定額交付の場合） 

上限単価（円／ｍ） 

（左記以外の場合） 

獣種共通       電気柵（１段当

たり） 

             １４８ 

 

３９１ 

 

電気柵シート

（地際補強） 

２５４ 

 

６７３ 

 

ネット柵 １，０９０         ２，６００ 

イノシシ       金網柵 

（ロール状） 

         １，９７０ 

 

５，３８０ 

 

ワイヤーメッシ

ュ柵（パネル状） 

１，２９０ 

 

３，０００ 

 

シカ（イノシシ 

用を兼ねる。） 

金網柵 

（ロール状） 

         ２，７９０ 

 

７，６２０ 

 

ワイヤーメッシ

ュ柵（パネル状） 

１，９５０ ４，５３０ 

   イ 再編整備 

獣 種 等 侵入防止柵の 

種   類 

上限単価 （円／ｍ）

(直営施工で資材費の

みの定額交付の場合） 

上限単価（円／ｍ） 

（左記以外の場合） 

 

獣種共通 

 

 

電気柵（１段当

たり） 

７４ 

 

３１７ 

 

ネット柵 ５４５ ２，０５５ 

イノシシ 金網柵 

（ロール状） 

９８５ 

 

４，３９５ 

 

ワイヤーメッシ

ュ柵（パネル状） 

６３５ ２，３６５ 

    
シカ（イノシシ 

用を兼ねる。） 

金網柵 

（ロール状） 

１，３９５ ６，２２５ 

   
ワイヤーメッシ

ュ柵（パネル状） 

９７５ ３，５５５ 

   ウ 既設柵の地際補強 

既設柵の種類 上限単価 （円／ｍ） 上限単価（円／ｍ） 
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(直営施工で資材費の

みの定額交付の場合） 

（左記以外の場合） 

ネット柵、金網柵、ワ

イヤーメッシュ柵 

８２６ ２，０６５ 

   エ グレーチング 

上限単価（万円／ｍ2） 

（直営施工で資材費の

みの定額交付の場合） 

上限単価（定率、％） 

（左記以外の場合） 

１７．７ ５０ 

注１：鳥獣被害防止施設の整備においては、侵入防止柵の種類毎に以下と

同等以上の機能を有するものとし、ネット柵、ワイヤーメッシュ柵、

金網柵については、くぐり抜けを防止するため、地際の補強等を実施

するものとする。 

・電気柵については、支柱間隔を４ｍ以下とし、凹凸部や傾斜部は地面

との隙間ができない支柱間隔とする。 

・電気柵シート（地際補強）は、通電性を有するものとし、幅１ｍ以内

とする。 

・電気柵シート（地際補強）は、電気柵の新規整備と一体的に整備する

場合に限り、上限単価の範囲内で加算できるものとする。 

・ネット柵については、鳥獣による噛み切り等を防止するステンレス

が編み込まれたネット又はそれに対応した強度を有するネットとす

る。 

・ワイヤーメッシュ柵については、金網の径をφ５㎜以上とし、防錆 

仕様（亜鉛メッキ等）とする。 

・金網柵については、金網の径をφ２㎜以上とし、防錆仕様（亜鉛メッ

キ等）とする。 

注２：サル等の多獣種に対応するため金網柵及び電気柵等を組み合わせた

複合柵の場合は、それぞれの上限単価を足し合わせた合計額を上限単

価とする。 

注３：第２の１（１）において、被害防止施設と一体的に整備を行う誘導

捕獲柵わな等の捕獲施設については、被害防止施設の上限単価の範囲

内とする。 

注４：再編整備については、再編整備を実施する総延長に対する上限単価

とする。 

注５：既設柵の地際補強については、くぐり抜け防止の機能を有する構造

とし、既設柵が本交付金、鳥獣被害防止緊急捕獲等対策事業推進交付

金交付要綱（平成 25 年２月 26 日付け 24 生産第 2868 号農林水産事務

次官通知）及び中山間地域所得向上支援対策実施要綱（平成 28 年 10
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月 11 日付け 28 農振第 1336 号農林水産事務次官通知）に基づく事業

により令和２年度以前に整備され、かつ残耐用年数が５年以上あるも

のに限る。 

（２）地域特認 

ア 地域の実情、地形条件、気象条件等やむを得ない事由により上記の

（１）の上限単価を超える事業については、地方農政局長が整備等の

内容に応じた必要 小限の範囲で上限単価を超えて助成すべきと認め

る場合又は都道府県知事が第４の４の（１）で準用する別記１の第４

の１の（４）に基づき地方農政局長と協議を行い、地方農政局長が認

めた場合に助成できるものとする。 

イ 要綱別表の区分・事業種類の欄の１の（２）の②に係る採択要件の

欄の３の「受益戸数が３戸以上であること」に該当しない場合におい

ても、経営規模や地理的条件等の地域の実情を踏まえ、他の農地への

鳥獣の侵入を抑制することができるとして、地方農政局長が助成すべ

きと認める場合に助成できるものとする。 

 ５ 鳥獣被害対策・ジビエ情報発信事業 

   要綱別表の区分・事業種類の欄の２の（８）の③に係る交付率の欄の農

村振興局長が別に定める定額の限度額は、40,000 千円以内とする。 

 

第４ 事業の実施等の手続 

 １ 中山間地域等鳥獣被害防止施設整備事業 

（１）事業の実施手続 

事業の実施手続は、別記１の第４の１を準用するものとする。 

（２）事業実施計画の作成等 

ア （１）で準用する別記１の第４の１の（２）に定める事業実施計画に

あっては、別記１の別表１の１の整備事業（新規整備）及び整備事業

（既設柵の地際補強）に規定する事項を含めて作成するものとする。

なお、再編整備を実施する場合は、事業実施計画に代えて、別表１の

１の整備事業（再編整備）に規定する事項を含めた再編整備計画を作

成するものとする。 

イ （１）で準用する別記１の第４の１の（３）に定める都道府県計画に

あっては、別記１の別記様式第６号により、（１）で準用する別記１

の第４の１の（２）に定める広域都道府県域計画にあっては、別記１

の別記様式第９号の別添により作成するものとする。 

ウ （１）で準用する別記１の第４の１の（４）及び（６）に定める都道

府県知事が行う協議については別記１の別記様式第１号により行う

ものとし、同（２）及び（６）に定める広域都道府県域計画の事業実

施主体が行う協議については別記１の別記様式第９号により行うも
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のとする。 

エ  ア及びイの作成に当たっての留意事項は別記１の別表４に定める

ところによるものとする。 

（３）事業実施計画の重要な変更 

事業実施計画の重要な変更は、別記１の第４の３の規定を準用する。 

 （４）事業の着手 

事業の着手は、別記１の第４の４の規定を準用する。 

（５）管理運営 

管理運営は、別記１の第４の５の規定を準用する。 

（６）事業名等の表示 

事業名等の表示は、別記１の第４の６の規定を準用する。 

 ２ ジビエ広域搬入モデル実証支援事業 

 （１）事業の実施手続 

ア 事業実施主体は、事業実施計画を作成し、農村振興局長に提出し、

その承認を受けるものとする。 

イ 事業実施主体は、事業実施計画の重要な変更に該当する場合は、事

業実施計画を変更し、農村振興局長に協議するものとする。 

 （２）事業実施計画の作成 

（１）のアに定める事業実施計画の作成及び提出は、別記様式第１号

によるものとする。 

 （３）事業実施計画の重要な変更 

（１）のイに定める事業実施計画の重要な変更とは、要綱別表の区分・

事業種類の欄の２の（８）の①に係る経費・事業内容の欄に掲げる①か

ら④の経費の相互間におけるそれぞれの経費の増減及び事業実施主体

ごとの事業の新設、中止又は廃止、事業実施主体の変更、第２の２（１）

アの（イ）、第２の２（１）イの（イ）、第２の２（１）ウの（イ）、

第２の２（１）エの（イ）に係る事業実施計画の変更とし、事業実施計

画の変更協議は、別記様式第１号によるものとする。 

 （４）事業の着手 

事業の着手は、原則として、交付金の交付決定に基づき行うものとす

る。 

ただし、事業の効果的な実施を図る上で、緊急かつやむを得ない事情

がある場合には、事業の着手を行う前に、別記様式第２号によりその理

由を具体的に明記した交付決定前着手届を作成し、農村振興局長に提出

するものとする。なお、事業実施主体は、交付金の交付決定を受けるま

でのあらゆる損失等は自らの責任となることを了知の上で行うものと

する。 

 ３ ジビエレストラン拡大事業 
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 （１）事業の実施手続 

ア 事業実施主体は、事業実施計画を作成し、農村振興局長に提出し、

その承認を受けるものとする。 

イ 事業実施主体は、事業実施計画の重要な変更に該当する場合は、事

業実施計画を変更し、農村振興局長に協議するものとする。 

 （２）事業実施計画の作成 

（１）のアに定める事業実施計画の作成及び提出は、別記様式第３号

によるものとする。 

 （３）事業実施計画の重要な変更 

（１）のイに定める事業実施計画の重要な変更とは、要綱別表の区分・

事業種類の欄の２の（８）の②に係る経費・事業内容の欄に掲げる①と

②の経費の相互間におけるそれぞれの経費の増減及び事業実施主体ご

との事業の新設、中止又は廃止、事業実施主体の変更とし、事業実施計

画の変更協議は、別記様式第３号によるものとする。 

 （４）事業の着手 

事業の着手は、原則として、交付金の交付決定に基づき行うものとす

る。 

ただし、事業の効果的な実施を図る上で、緊急かつやむを得ない事情

がある場合には、事業の着手を行う前に、別記様式第４号によりその理

由を具体的に明記した交付決定前着手届を作成し、農村振興局長に提出

するものとする。なお、事業実施主体は、交付金の交付決定を受けるま

でのあらゆる損失等は自らの責任となることを了知の上で行うものと

する。 

 ４ 広域柵等鳥獣被害防止施設整備事業 

（１）事業の実施手続 

事業の実施手続は、別記１の第４の１を準用するものとする。 

（２）事業実施計画の作成等 

ア （１）で準用する別記１の第４の１の（２）に定める事業実施計  

画にあっては、別記１の別表１の１の整備事業（新規整備）及び整備

事業（既設柵の地際補強）に規定する事項を含めて作成するものとす

る。なお、再編整備を実施する場合は、事業実施計画に代えて、別表

１の１の整備事業（再編整備）に規定する事項を含めた再編整備計画

を作成するものとする。 

イ （１）で準用する別記１の第４の１の（３）に定める都道府県計画

にあっては、別記１の別記様式第６号により、（１）で準用する別記

１の第４の１の（２）に定める広域都道府県域計画にあっては、別記

１の別記様式第９号の別添により作成するものとする。 

ウ （１）で準用する別記１の第４の１の（４）及び（６）に定める都
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道府県知事が行う協議については別記１の別記様式第１号により行

うものとし、同（２）及び（６）に定める広域都道府県域計画の事業

実施主体が行う協議については別記１の別記様式第９号により行う

ものとする。 

エ ア及びイの作成に当たっての留意事項は別記１の別表４に定める

ところによるものとする。 

（３）事業実施計画の重要な変更 

事業実施計画の重要な変更は、別記１の第４の３の規定を準用する。 

 （４）事業の着手 

事業の着手は、別記１の第４の４の規定を準用する。 

（５）管理運営 

管理運営は、別記１の第４の５の規定を準用する。 

（６）事業名等の表示 

事業名等の表示は、別記１の第４の６の規定を準用する。 

 ５ 鳥獣被害対策・ジビエ情報発信事業 

 （１）事業の実施手続 

ア 事業実施主体は、事業実施計画を作成し、農村振興局長の求めに応

じ、交付申請書の提出より前に、事業実施計画を提出しなければなら

ない。 

イ 事業実施主体は、事業実施計画の重要な変更に該当する場合は、事

業実施計画を変更し、農村振興局長に協議するものとする。 

 （２）事業実施計画の作成 

    （１）のアに定める事業実施計画の作成及び提出は、別記様式第７号

によるものとする。 

 （３）事業実施計画の重要な変更 

    （１）のイに定める事業実施計画の重要な変更とは、事業の中止又は

廃止とし、事業実施計画の変更協議は、別記様式第７号によるものとす

る。 

 （４）事業の着手 

    事業の着手は、原則として、交付金の交付決定に基づき行うものとす

る。ただし、事業の効果的な実施を図る上で、緊急かつやむを得ない事

情がある場合には、事業の着手を行う前に、別記様式第８号によりその

理由を具体的に明記した交付決定前着手届を作成し、農村振興局長に提

出するものとする。 

    なお、事業実施主体は、交付金の交付決定を受けるまでのあらゆる損

失等は自らの責任となることを了知の上で行うものとする。 

 

第５ 事業実施状況の報告 
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 １ 中山間地域等鳥獣被害防止施設整備事業 

 （１）事業実施主体は、本事業の実施状況を報告するものとし、広域都道府

県域事業実施主体にあっては地方農政局長に行い、それ以外の事業実施

計画に基づき事業を実施した事業実施主体は都道府県知事に行うもの

とする。 

なお、広域都道府県域事業実施主体にあっては、別記１の別記様式第

９号の別添１に準じて作成し、それ以外の事業実施主体にあっては、別

記１の別表１の２に規定する事項を含めて作成するものとする。 

（２）地方農政局長及び都道府県知事は、（１）の実施状況の報告を受けた

場合には、鳥獣被害防止総合対策交付金における侵入防止柵の設置等に

係る指導の徹底について（平成 30 年１月 12 日付け 29 農振第 1705 号農

林水産省農村振興局長通知）を踏まえ、その内容について検討し、被害

防止計画に定められた目標の達成が見込まれないと判断したときは、当

該事業実施主体に対して必要な指導を行うものとする。 

（３）都道府県知事は、（１）の実施状況の報告について、地方農政局長に

報告するものとする。 

なお、広域都道府県域事業実施主体が行う事業の実施状況報告及びそ

れ以外の事業実施計画に基づき事業を実施した事業実施主体が行う事

業の実施状況の報告は、事業実施年度の翌年度の９月末日までに、別記

１の別記様式第２号により行うものとする。 

 ２ ジビエ広域搬入モデル実証支援事業 

事業実施主体は、事業実施年度の翌年度の６月末日までに、別記様式第

５号により、農村振興局長に対して事業実施状況報告書を提出するものと

する。 

 ３ ジビエレストラン拡大事業 

事業実施主体は、事業実施年度の翌年度の６月末日までに、別記様式第

６号により、農村振興局長に対して事業実施状況報告書を提出するものと

する。 

 ４ 広域柵等鳥獣被害防止施設整備事業 

 （１）事業実施主体は、本事業の実施状況を報告するものとし、広域都道府

県域事業実施主体にあっては地方農政局長に行い、それ以外の事業実施

計画に基づき事業を実施した事業実施主体は都道府県知事に行うもの

とする。 

なお、広域都道府県域事業実施主体にあっては、別記１の別記様式第

９号の別添１に準じて作成し、それ以外の事業実施主体にあっては、別

記１の別表１の２に規定する事項を含めて作成するものとする。 

（２）地方農政局長及び都道府県知事は、（１）の実施状況の報告を受けた

場合には、鳥獣被害防止総合対策交付金における侵入防止柵の設置等に
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係る指導の徹底について（平成 30 年１月 12 日付け 29 農振第 1705 号農

林水産省農村振興局長通知）を踏まえ、その内容について検討し、被害

防止計画に定められた目標の達成が見込まれないと判断したときは、当

該事業実施主体に対して必要な指導を行うものとする。 

（３）都道府県知事は、（１）の実施状況の報告について、地方農政局長に

報告するものとする。 

なお、広域都道府県域事業実施主体が行う事業の実施状況報告及びそ

れ以外の事業実施計画に基づき事業を実施した事業実施主体が行う事

業の実施状況の報告は、事業実施年度の翌年度の９月末日までに、別記

１の別記様式第２号により行うものとする。 

 ５ 鳥獣被害対策・ジビエ情報発信事業 

事業実施主体は、本事業の実施状況を農村振興局長に報告するものとす

る。 

なお、実施状況の報告は、事業実施年度の翌年度の６月末までに、別記

様式第９号により、農村振興局長に対して事業実施状況報告書を提出する

ものとする。 

 

第６ 事業の評価 

 １ 中山間地域等鳥獣被害防止施設整備事業 

（１）事業評価 

    事業評価は、別記１の第６の１を準用する。 

（２）改善計画 

   改善計画は、別記１の第６の２を準用する。 

 ２ ジビエ広域搬入モデル実証支援事業 

事業実施主体は、事業実施計画に定めた事業内容の達成状況について自

ら評価を行い、その結果を事業実施年度の翌年度の６月末日までに農村振

興局長に報告するものとする。 

農村振興局長は、事業実施主体からの報告を受けた場合には、必要に応

じて事業実施主体を指導するものとする。 

 ３ ジビエレストラン拡大事業 

事業実施主体は、事業実施計画に定めた事業内容の達成状況について自

ら評価を行い、その結果を事業実施年度の翌年度の６月末日までに農村振

興局長に報告するものとする。 

農村振興局長は、事業実施主体からの報告を受けた場合には、必要に応

じて事業実施主体を指導するものとする。 

 ４ 広域柵等鳥獣被害防止施設整備事業 

（１）事業評価 

    事業評価は、別記１の第６の１を準用する。 
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（２）改善計画 

   改善計画は、別記１の第６の２を準用する。 

 ５ 鳥獣被害対策・ジビエ情報発信事業 

本事業で実施した事業内容については、事業実施主体が事業実施年度の

翌年度において自ら評価を行い、その結果を農村振興局長に報告するもの

とする。 

農村振興局長は、事業実施主体からの報告を受けた場合には、内容を評

価し、必要に応じて、事業実施主体を指導するものとする。 

 

第７ 事業の状況報告 

事業の状況報告は、別記１の第７を準用する。 

 

第８ 推進指導等 

１ 推進指導 

国及び都道府県は、地域の実態に即し、かつ、地域の自主性と創意工夫

を生かした本事業の効果的な推進が図られるよう、市町村等との密接な連

携を図るとともに、農林水産部局、鳥獣保護部局及び試験研究機関等が一

体となり、事業実施主体に対して必要な情報提供、助言及び指導を行うも

のとする。 

２ 事業の適正な執行の確保 

（１）国は、本事業の効果的かつ適正な執行を確保するため、実施手続及び

事業実施状況について、農村振興局長が別に定めるところにより、本事

業の関係部局以外の者の意見を聴取し、その意見を本事業の運用に反映

させるものとする。 

（２）都道府県は、（１）に準じて第三者の意見を聴く体制を整えるものと

する。 

ただし、他の方法により本対策の適正な執行が確保される場合は、こ

の限りでない。 

 

第９ 事業の実施期間 

本事業の実施期間は、交付決定の日から令和６年３月 31 日までとする。 

 

第 10 国の助成措置 

国の助成措置は、別記１の第 10 の規定を準用する。   
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別表１ 
 ジビエ広域搬入モデル実証支援事業の実施に要する経費に係る国の交付対象経費 

区 分 内    容 留 意 点 

設 備 備 品 費  事業を実施するために必要な設備

又は物品の購入、開発、改良、修繕、

据付等に必要な経費 
ただし、リース・レンタルを行うこ

とが困難な場合に限る。 

・取得単価が 50 万円以上の設備、備品に

ついては、２社以上の見積書（当該設備

を販売する社が１社しか存在しない場

合を除く。）及びカタログ等を提出する

こと。 
・耐用年数が経過するまでは、事業実施主

体による善良なる管理者の注意義務を

もって当該備品を管理する体制が整っ

ていること。 
・当該備品を別の者に使用させる場合は、

使用及び管理についての契約を交わす

こと。 
事 業 費 （会場借料） 

・事業を実施するために直接必要な

会議等を開催する場合の会場費と

して支払われる経費 

 
 
 
 

（通信・運搬費） 
・事業を実施するために直接必要な

郵便、運送、電話等の通信に係る経

費 

・切手は物品受払簿で管理すること。 
・電話等の通信費については、基本料を除

く。 

（借上費） 
・事業を実施するために直接必要な

実験機器、事務機器、通信機器、保

冷設備、輸送機器等借り上げ経費 

 
 
 
 

（印刷製本費） 
・事業を実施するために直接必要な

資料等の印刷費の経費 

 
 
 

（資料購入費） 
・事業を実施するために直接必要な

図書、参考文献の経費 

 

・新聞、定期刊行物等、広く一般に定期購

読されているものを除く。 
（原材料費） 
・事業を実施するために直接必要な

試作品の開発や試験等に必要な原

材料の経費 

 
 
 
 

（消耗品費）  
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 事業を実施するために直接必要な

以下の経費 
・短期間（補助事業実施期間内）又は

一度の使用によって消費されその

効用を失う低廉な物品の経費 
・USB メモリ等の低廉な記憶媒体・

実証試験、検証等に用いる低廉な

器具等 

 

   
旅   費 
 

（委員等旅費） 
・事業を実施するために直接必要な

会議の出席、技術指導等を行うた

めの旅費として、依頼した専門家

に支払う経費 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

（調査等旅費） 
・事業を実施するために直接必要な

事業実施主体等が行う資料収集、

各種調査・検証、会議、打合せ、技

術指導、研修会、成果発表等の実施

に必要な経費 
謝   金  事業を実施するための資料整理、

調査補助、専門的知識の提供、資料収

集等について協力を得た者に対する

謝礼に必要な経費 
 
 
 
 
 
 
 

・謝金は、業務の内容に応じ、常識の範囲

を超えない妥当な単価を設定するこ

と。 
・その謝金の単価の設定根拠となる資料

を提出すること。 
・事業実施主体又はその委託を受けた者

が雇用した者に対しては、謝金を支払

うことはできない。 
・実証に必要な野生鳥獣の捕獲について

は、必要な許可を受けた上で捕獲する

ものとし、実働に応じた対価として謝

金を支払うものとする。 
・なお、有害捕獲として捕獲した個体を利

用する場合は、捕獲活動経費と重複で

支払うことのないようにすること。 
   
賃   金 
 

・事業を実施するため直接必要な業

務を目的として、事業実施主体が

雇用した者に対して支払う実働に

応じた対価（日給又は時間給）及び

・賃金については、本事業の実施により新

たに発生する業務について、支払の対

象とする。事業実施に関係のない既存

の業務に対する支払はできない。 
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通勤に要する交通費並びに雇用に

伴う社会保険料等の事業主負担経

費 
 
 
 

・賃金は、業務の内容に応じ、常識の範囲

を超えない妥当なものを設定すること

とし、賃金支給に係る規則及び設定根

拠となる資料を提出すること。 
・賃金については、補助事業等の実施に要

する人件費の算定等について（平成 22

年９月 27 日付け 22 経第 960 号農林水

産省大臣官房経理課長通知）の定める

ところにより取り扱うものとする。 
・雇用通知書等により本事業にて雇用し

たことを明らかにすること。 
・実働に応じた対価以外の有給休暇や各

種手当は認めない。 
   

役 務 費 
 

事業を実施するため、それだけで

は本事業の成果となり得ない器具機

械等の各種保守、翻訳、鑑定、設計、

分析、試験、加工等を専ら行うために

必要な経費、振込手数料等 

 

注：事業実施上不用又は過度と認められる経費は交付対象外とする。 
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別表２ 
 ジビエレストラン拡大事業の実施に要する経費に係る国の交付対象経費 

   区 分 内    容 留 意 点 

設 備 備 品 費 
 
 
 

 事業を実施するために必要な

設備又は物品の購入、開発、改

良、修繕、据付等に必要な経費 

・取得単価が 50 万円以上の設備について

は、２社以上の見積書（当該設備を販売

する社が１社しか存在しない場合を除

く。）及びカタログを提出すること。 

消 耗 品 費 
 
 
 

 事業を実施するための原材

料、消耗品、消耗器材、薬品類、

各種事務用品等の調達に必要な

経費 

 
 
 
 

旅    費 
 
 
 
 

 事業を実施するための事業実

施主体又はその委託を受けた者

が行う資料収集、各種調査、打合

せ、成果発表等の実施のための

旅行に必要な経費 

 
 
 
 

謝    金 
 
 
 
 
 
 
 

 事業を実施するための資料整

理、調査補助、専門的知識の提

供、資料収集等について協力を

得た者に対する謝礼に必要な経

費 
 
 
 

・謝金は、業務の内容に応じ、常識の範囲

を超えない妥当な単価を設定するこ

と。 
・その謝金の単価の設定根拠となる資料

を提出すること。 
・事業実施主体又はその委託を受けた者

が雇用した者に対しては、謝金を支払

うことはできない。 

賃    金 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 雇用者等に対して支払う実働

に応じた対価（日給又は時間給） 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・賃金については、本事業の実施により新

たに発生する業務について、支払の対

象とする。事業実施に関係のない既存

の業務に対する支払はできない。 
・賃金は、業務の内容に応じ、常識の範囲

を超えない妥当なものを設定すること

とし、賃金支給に係る規則及び設定根

拠となる資料を提出すること。 
・賃金については、補助事業等の実施に要

する人件費の算定等について（平成 22

年９月 27 日付け 22 経第 960 号農林水

産省大臣官房経理課長通知）の定める

ところにより取り扱うものとする。 
役 務 費  事業を実施するため、それだ  
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けでは本事業の成果となり得な

い器具機械等の各種保守、翻訳、

鑑定、設計、分析、試験、加工等

を専ら行うために必要な経費 

 
 
 
 

委 託 費 
 
 
 

 本事業の交付目的たる事業の

一部分（例えば事業の成果の一

部を構成する調査の実施、取り

まとめ等）を他の者に委託する

ために必要な経費 
 

・委託を行うに当たっては、第三者に委託

することが合理的かつ効果的な業務に

限り実施できるものとする。 
・委託費は、交付金の額の 50%を超える

ことはできない。 
・事業の根幹をなす業務を委託すること

はできない。 
そ の 他 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 事業を実施するための設備の

賃借料、労働者派遣事業者から

の補助者の派遣を受けるための

経費、臨時に補助者を雇用する

ための経費（賃金を除く。）、文献

購入費、通信運搬費（切手、運送

費等）、複写費、印刷製本費、広

告費、会議費（会場借料等）、自

動車等借上料、事業成果を学会

誌等に発表するための投稿料、

各種手数料、収入印紙代等の雑

費など、他の費目に該当しない

経費 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

     注：事業実施上不用又は過度と認められる経費は交付対象外とする。 
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別表３ 
 鳥獣被害対策・ジビエ情報発信事業の実施に要する経費に係る国の交付対象経費 

区 分 内    容 留 意 点 

設 備 備 品 費 
 
 
 

 事業を実施するために必要

な設備又は物品の購入、開発、

改良、修繕、据付等に必要な経

費 

・取得単価が 50 万円以上の設備については、

２社以上の見積書（当該設備を販売する社が

１社しか存在しない場合を除く。）及びカタ

ログを提出すること。 
消 耗 品 費 
 
 
 

 事業を実施するための原材

料、消耗品、消耗器材、薬品類、

各種事務用品等の調達に必要

な経費 

 
 
 
 

旅    費 
 
 
 
 
 

 事業を実施するための事業

実施主体又はその委託を受け

た者が行う資料収集、各種調

査、打合せ、成果発表等の実施

のための旅行に必要な経費 

 
 
 
 
 
 

謝    金 
 

 事業を実施するための資料

整理、調査補助、専門的知識の

提供、資料収集等について協力

を得た者に対する謝礼に必要

な経費 
 

・謝金は、業務の内容に応じ、常識の範囲を超

えない妥当な単価を設定すること。 
・その謝金の単価の設定根拠となる資料を提

出すること。 
・事業実施主体又はその委託を受けた者が雇

用した者に対しては、謝金を支払うことはで

きない。 
賃    金  雇用者等に対して支払う実

働に応じた対価（日給又は時間

給） 

・賃金については、本事業の実施により新たに

発生する業務について、支払の対象とする。

事業実施に関係のない既存の業務に対する

支払はできない。 
・賃金は、業務の内容に応じ、常識の範囲を超

えない妥当なものを設定することとし、賃金

支給に係る規則及び設定根拠となる資料を

提出すること。 
・賃金については、補助事業等の実施に要する

人件費の算定等について（平成 22 年９月 27

日付け 22 経第 960 号農林水産省大臣官房経

理課長通知）の定めるところにより取り扱う

ものとする。    
役 務 費  事業を実施するため、それだ

けでは本事業の成果となり得

ない器具機械等の各種保守、翻
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訳、鑑定、設計、分析、試験、

加工等を専ら行うために必要

な経費    
委 託 費 
 
          
 
 
 
 

 本事業の交付目的たる事業

の一部分（例えば事業の成果の

一部を構成する調査の実施、取

りまとめ等）を他の者に委託す

るために必要な経費 
 

・委託を行うに当たっては、第三者に委託する

ことが合理的かつ効果的な業務に限り実施

できるものとする。 
・委託費は、交付金の額の 50%を超えることは

できない。 
・事業の根幹をなす業務を委託することはで

きない。 
そ の 他 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 事業を実施するための設備

の賃借料、労働者派遣事業者か

らの補助者の派遣を受けるた

めの経費、臨時に補助者を雇用

するための経費（賃金を除

く。）、文献購入費、通信運搬費

（切手、運送費等）、複写費、印

刷製本費、広告費、会議費（会

場借料等）、自動車等借上料、事

業成果を学会誌等に発表する

ための投稿料、各種手数料、収

入印紙代等の雑費など、他の費

目に該当しない経費 

 

注：事業実施上不用又は過度と認められる経費は交付対象外とする。 
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別記様式第１号（別記８の第４の２の（２）、第４の２の（３）関係） 

 

番   号 

年 月 日 

 

 

 農林水産省農村振興局長   殿 

 

 

                       所在地 

                       団体名 

                       代表者  役職 氏名    

 

 

令和○○年度鳥獣被害防止対策促進支援事業（ジビエ広域搬入モデル実証

事業）の実施計画の提出（変更協議）について 

 

 

 令和○○年度において、鳥獣被害防止対策促進支援事業（ジビエ広域搬入モデル実

証事業）を実施したい（事業実施計画を変更したい）ので、鳥獣被害防止総合対策交

付金実施要領（平成 20 年３月 31 日付け 19 生産第 9424 号農林水産省生産局長通知）

別記８の第４の２の（２）（別記８の第４の２の（３））の規定に基づき、関係書類

を提出（関係書類を添えて協議）する。 

 

 

 

 （注） 関係書類として、別添の事業実施計画書を添付すること。 
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（別添） 
 ○ ジビエ広域搬入モデル実証支援事業（事業実施計画） 
  １ 総括表 

事業名 事業内容 事業費 
負担区分 

備考 
国庫交付金 事業実施主体 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

円 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

円 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

円 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

計     

  注：①事業名の欄には、小型の移動式解体処理車の製作・実証、軽トラックの改造・実証、コ

ンテナ式処理施設等の活用・実証、生体搬入方法の実証のいずれかの取組を記載する。 

    ②事業内容の欄には、要領別記８の第２の２（１）のア～エまでの取組の（ア）～（オ）

について記載する。２つ以上の取組を実施する場合は、それぞれの取組の（ア）～（オ）

について記載する。 

    ③備考欄には、事業費欄に記載した額の積算根拠について詳細に記載する。なお、別紙

とすることも可とする。 

    ④事業の委託を行う場合は、要領別記８の第２の２（３）に定める記載事項を備考欄に

記載する。 
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    ⑤仕入れに係る消費税相当額について、これを減額した場合には「除税額○円、うち国

費○円」を、同税額がない場合には「該当なし」と、同税額が明らかでない場合には

「含税額」とそれぞれ記入する。 

 

  ２ 事業の目的 
 
 
 
 
 
 

 

  ３－１ 事業の内容（小型の移動式解体処理車の製作・実証） 

  （１）検討会の開催 

    ア 検討会の概要 

検討会の名称 委員の氏名 所属・専門分野 役割分担内容 備 考 

     

 

    イ 検討会の開催計画（又は実績） 

開催年月日 会議名 参加人数 内容 備 考 

     

 

  （２）改良型移動式解体処理車の製作 

既存の移動式解体処理車の問題点 対 応 備 考 

   

 

（３）改良型移動式解体処理車の機能の実証計画（又は実績） 

開催年月日 開催場所 参加人数 内容 備 考 

     

 

  （４）－１ 情報発信（展示）計画（又は実績） 
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開催年月日 開催場所 参加人数 内容 備 考 

     

 

   （４）－２ 情報発信（その他）計画（又は実績） 

情報発信の手段 発信する内容 備 考 

   

  注：情報発信の手段欄には、活用する媒体（ＨＰ、ＳＮＳ、業界紙等）を記載する。 

 

  （５）改良型移動式解体処理車運用マニュアルの作成 

記載項目 記載内容 備 考 

   

 

  （６）スケジュール 
取組 
内容 

4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 

             

             

             

             

注：（１）～（５）の取組ごとに記載する。 

 

  ３－２ 事業の内容（軽トラックの改造・実証） 

  （１）検討会の開催 

    ア 検討会の概要 

検討会の名称 委員の氏名 所属・専門分野 役割分担内容 備 考 

     

 

    イ 検討会の開催計画（又は実績） 

開催年月日 会議名 参加人数 内容 備 考 
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  （２）軽トラックの改造 

改造の内容 対 応 備 考 

   

 

（３）軽トラックの機能の実証計画（又は実績） 

開催年月日 開催場所 参加人数 内容 備 考 

     

 

  （４）－１ 情報発信（展示）計画（又は実績） 

開催年月日 開催場所 参加人数 内容 備 考 

     

 

  （４）－２ 情報発信（その他）計画（又は実績） 

情報発信の手段 発信する内容 備 考 

   

  注：情報発信の手段欄には、活用する媒体（ＨＰ、ＳＮＳ、業界紙等）を記載する。 

 

  （５）軽トラック改造マニュアルの作成 

記載項目 記載内容 備 考 

   

 

  （６）スケジュール 
取組 
内容 

4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 

             

             

             

             

注：（１）～（５）の取組ごとに記載する。 
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  ３－３ 事業の内容（コンテナ式処理施設等の活用・実証） 

  （１）検討会の開催 

    ア 検討会の概要 

検討会の名称 委員の氏名 所属・専門分野 役割分担内容 備 考 

     

 

    イ 検討会の開催計画（又は実績） 

開催年月日 会議名 参加人数 内容 備 考 

     

 

  （２）コンテナの改造 

改造の内容 対 応 備 考 

   

 

（３）コンテナの機能の実証計画（又は実績） 

開催年月日 開催場所 参加人数 内容 備 考 

     

 

  （４）－１ 情報発信（展示）計画（又は実績） 

開催年月日 開催場所 参加人数 内容 備 考 

     

 

  （４）－２ 情報発信（その他）計画（又は実績） 

情報発信の手段 発信する内容 備 考 

   

  注：情報発信の手段欄には、活用する媒体（ＨＰ、ＳＮＳ、業界紙等）を記載する。 

 

  （５）コンテナ活用型処理加工施設設置マニュアルの作成 
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記載項目 記載内容 備 考 

   

 

  （６）スケジュール 
取組 
内容 

4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 

             

             

             

             

注：（１）～（５）の取組ごとに記載する。 

 

  ３－４ 事業の内容（生体搬入方法の実証） 

  （１）検討会の開催 

    ア 検討会の概要 

検討会の名称 委員の氏名 所属・専門分野 役割分担内容 備 考 

     

 

    イ 検討会の開催計画（又は実績） 

開催年月日 会議名 参加人数 内容 備 考 

     

 

  （２）生体搬入用おりの製作 

生体搬入向けの（改造）内容 対 応 備 考 

   

 

（３）生体搬入の実証計画（又は実績） 

開催年月日 開催場所 参加人数 内容 備 考 
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  （４）－１ 情報発信（展示）計画（又は実績） 

開催年月日 開催場所 参加人数 内容 備 考 

     

 

  （４）－２ 情報発信（その他）計画（又は実績） 

情報発信の手段 発信する内容 備 考 

   

  注：情報発信の手段欄には、活用する媒体（ＨＰ、ＳＮＳ、業界紙等）を記載する。 

 

  （５）生体搬入マニュアルの作成 

記載項目 記載内容 備 考 

   

 

  （６）スケジュール 
取組 
内容 

4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 

             

             

             

             

注：（１）～（５）の取組ごとに記載する。 

 

４ 添付書類 

（１）事業実施主体（コンソーシアム）が作成した各種規約 

（２）実績報告の際は、支払経費ごとの内訳を記載した帳簿等の写し 
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別記様式第２号（別記８の第４の２の（４）関係） 

 

番   号 

年 月 日 

 

 農林水産省農村振興局長   殿 

 

 

                      所在地 

                      団体名 

                      代表者  役職 氏名    

 

 

 

令和○○年度鳥獣被害防止対策促進支援事業（ジビエ広域搬入モデル実証

事業）の交付決定前着手届 

 

 

 令和○○年度に交付対象計画として決定された事業実施計画に基づく下記事項に

ついて、別記条件を了承の上、交付金交付決定前に着手することとしたので、お届け

する。 

 

記 

 

 １ 事業内容及び事業量 

 ２ 事業費及び国費 

 ３ 着手予定年月日 

 ４ 事業完了予定年月日 

 ５ 交付決定前着手を必要とする理由 

 

 別記条件 

 

 １ 交付金交付決定を受けるまでの期間内に、天災地変等の事由によって実施した

施策に損失を生じた場合には、これらの損失は、事業実施主体が負担すること。 

 ２ 交付金交付決定を受けた交付金額が交付申請額又は交付申請予定額に達しな

い場合においても、異議がないこと。 

 ３ 当該施策については、着手から交付金交付決定を受ける期間内においては、計

画変更は行わないこと。  
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別記様式第３号（別記８の第４の３の（２）、第４の３の（３）関係） 

 

番   号 

年 月 日 

 

 

 農林水産省農村振興局長   殿 

 

 

                       所在地 

                       団体名 

                       代表者  役職 氏名    

 

 

令和○○年度鳥獣被害防止対策促進支援事業（ジビエレストラン拡大事 

業）の実施計画の提出（変更協議）について 

 

 

 令和○○年度において、鳥獣被害防止対策促進支援事業（ジビエレストラン拡大事

業）を実施したい（事業実施計画を変更したい）ので、鳥獣被害防止総合対策交付金

実施要領（平成 20 年３月 31 日付け 19 生産第 9424 号農林水産省生産局長通知）別記

８の第４の３の（２）（別記８の第４の３の（３））の規定に基づき、関係書類を提

出（関係書類を添えて協議）する。 

 

 

 

 （注） 関係書類として、別添の事業実施計画書を添付すること。 
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（別添） 
 ○ ジビエレストラン拡大事業（事業実施計画書） 
 １ 総括表 

事業内容 事業費 
負担区分 

備考 
国庫交付金 事業実施主体 

 
１．ジビエ料理の指導等 
 
２．メニュー開発支援等 
 
３．レストラン定着への周知

等 
 
４．ジビエバイヤーズ商談会

等 
 
５．報告書等 
 
６．その他（  ） 

円 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

円 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

円 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

計     

 
 ２ 事業の目的 

 
 

 
 ３ 事業の内容 
  （１）事業の成果目標及び目標達成のための具体的方法 

 
 

 
  （２）ジビエ料理の指導等の概要 

 
 

 
  （３）メニュー開発支援等の概要 
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  （４）レストラン定着への周知等の概要 
 
 

 
  （５）ジビエバイヤーズ商談会の概要 

 
 

 
（６）報告書の作成 

報告書等の作成の考え方について記載する。 

作成時期 規格・装丁 部数 備考 

    

 
  （７）事業実施スケジュール 

取組

内容 
4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 

１・・・             

２・・・             

３・・・             

             

  注：取組内容は事業内容と整合をとる。 
 
 （８）その他必要な取組 

    取組の必要性      取組の実施内容 担当する構成団体等 

   

注：（２）から（５）までのほか、事業目的を達成するために必要な取組があれば記載する。 
 
４ 添付書類 
（１）規約、定款、寄付行為等及び収支予算（又は収支決算） 
（２）関係団体へ委託する場合は、その委託契約書（案）（又は写し） 
（３）実績報告の際は、支払経費ごとの内訳を記載した帳簿等の写し 
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別記様式第４号（別記８の第４の３の（４）関係） 

 

番   号 

年 月 日 

 

 農林水産省農村振興局長   殿 

 

 

                      所在地 

                      団体名 

                      代表者  役職 氏名    

 

 

令和○○年度鳥獣被害防止対策促進支援事業（ジビエレストラン拡大事 

業）の交付決定前着手届 

 

 

 令和○○年度に交付対象計画として決定された事業実施計画に基づく下記事項に

ついて、別記条件を了承の上、交付金交付決定前に着手することとしたので、お届け

する。 

 

記 

 

 １ 事業内容及び事業量 

 ２ 事業費及び国費 

 ３ 着手予定年月日 

 ４ 事業完了予定年月日 

 ５ 交付決定前着手を必要とする理由 

 

 別記条件 

 

 １ 交付金交付決定を受けるまでの期間内に、天災地変等の事由によって実施した

施策に損失を生じた場合には、これらの損失は、事業実施主体が負担すること。 

 ２ 交付金交付決定を受けた交付金額が交付申請額又は交付申請予定額に達しな

い場合においても、異議がないこと。 

 ３ 当該施策については、着手から交付金交付決定を受ける期間内においては、計

画変更は行わないこと。 
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別記様式第５号（別記８の第５の２関係） 

 

鳥獣被害防止対策促進支援事業（ジビエ広域搬入モデル実証支援事業） 

事業実施状況報告書 

（令和○○年度） 

 

番   号 

年 月 日 

 

 

 農林水産省農村振興局長  殿 

 

 

                       所在地 

                       団体名 

                       代表者  役職 氏名    

 

 

 

 鳥獣被害防止総合対策交付金実施要領（平成 20 年３月 31 日付け 19 生産第 9424 号

農林水産省生産局長通知）別記８の第５の２の規定により別添のとおり報告する。 

 

 

 

  （注） 別添様式については、別記様式第１号に準ずるものとする。 
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別記様式第６号（別記８の第５の３関係） 

 

鳥獣被害防止対策促進支援事業（ジビエレストラン拡大事業） 

事業実施状況報告書 

（令和○○年度） 

 

番   号 

年 月 日 

 

 

 農林水産省農村振興局長  殿 

 

 

                       所在地 

                       団体名 

                       代表者  役職 氏名    

 

 

 

 鳥獣被害防止総合対策交付金実施要領（平成 20 年３月 31 日付け 19 生産第 9424 号

農林水産省生産局長通知）別記８の第５の３の規定により別添のとおり報告する。 

 

 

 

  （注） 別添様式については、別記様式第３号に準ずるものとする。 

  

215



別記様式第７号（別記８の第４の５の（２）、第４の５の（３）関係） 

 

番   号 

年 月 日 

 

 

 農林水産省農村振興局長   殿 

 

 

                       所在地 

                       団体名 

                       代表者  役職 氏名    

 

 

令和○○年度鳥獣被害防止対策促進支援事業（鳥獣被害対策・ジビエ情報

発信事業）の実施計画の提出（変更協議）について 

 

 

 令和○○年度において、鳥獣被害防止対策促進支援事業（鳥獣被害対策・ジビエ情

報発信事業）を実施したい（事業実施計画を変更したい）ので、鳥獣被害防止総合対

策交付金実施要領（平成 20 年３月 31 日付け 19 生産第 9424 号農林水産省生産局長通

知）別記８の第４の５の（２）（別記８の第４の５の（３））の規定に基づき、関係

書類を提出（関係書類を添えて協議）する。 

 

 

 

 （注） 関係書類として、別添の事業実施計画書を添付すること。 
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（別添） 
 ○ 鳥獣被害対策・ジビエ情報発信事業（事業実施計画書） 
 １ 総括表 

事業内容 事業費 
負担区分 

備考 
国庫交付金 事業実施主体 

 
１．展示物及び動画の制作等 
 
 
２．報告書等 
 
３．その他（  ） 

円 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

円 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

円 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

計     

 
 ２ 事業の目的 

 
 

 
 ３ 事業の内容 
  （１）事業の成果目標及び目標達成のための具体的方法 

 
 

 
  （２）展示物及び動画の制作等の概要 

 
 

 
  

（３）報告書の作成 
報告書等の作成の考え方について記載する。 
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作成時期 規格・装丁 部数 備考 

    

 
  （４）事業実施スケジュール 

取組内容 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 

１・・・             

２・・・             

３・・・             

             

  注：取組内容は事業内容と整合をとる。 
 
 （５）その他必要な取組 

    取組の必要性      取組の実施内容 担当する構成団体等 

   

注：（２）のほか、事業目的を達成するために必要な取組があれば記載する。 
 
４ 添付書類 
（１）規約、定款、寄付行為等及び収支予算（又は収支決算） 
（２）関係団体へ委託する場合は、その委託契約書（案）（又は写し） 
（３）実績報告の際は、支払経費ごとの内訳を記載した帳簿等の写し 
 

  

218



別記様式第８号（別記８の第４の５の（４）関係） 

 

番   号 

年 月 日 

 

 農林水産省農村振興局長   殿 

 

 

                      所在地 

                      団体名 

                      代表者  役職 氏名    

 

 

令和○○年度鳥獣被害防止対策促進支援事業（鳥獣被害対策・ジビエ情報

発信事業）の交付決定前着手届 

 

 

 令和○○年度に交付対象計画として決定された事業実施計画に基づく下記事項に

ついて、別記条件を了承の上、交付金交付決定前に着手することとしたので、お届け

する。 

 

記 

 

 １ 事業内容及び事業量 

 ２ 事業費及び国費 

 ３ 着手予定年月日 

 ４ 事業完了予定年月日 

 ５ 交付決定前着手を必要とする理由 

 

 別記条件 

 

 １ 交付金交付決定を受けるまでの期間内に、天災地変等の事由によって実施した

施策に損失を生じた場合には、これらの損失は、事業実施主体が負担すること。 

 ２ 交付金交付決定を受けた交付金額が交付申請額又は交付申請予定額に達しな

い場合においても、異議がないこと。 

 ３ 当該施策については、着手から交付金交付決定を受ける期間内においては、

計画変更は行わないこと。 

  

219



別記様式第９号（別記８の第５の５関係） 

 

鳥獣被害防止対策促進支援事業（鳥獣被害対策・ジビエ情報発信事業） 

事業実施状況報告書 

（令和○○年度） 

 

番   号 

年 月 日 

 

 

 農林水産省農村振興局長  殿 

 

 

                       所在地 

                       団体名 

                       代表者  役職 氏名    

 

 

 

 鳥獣被害防止総合対策交付金実施要領（平成 20 年３月 31 日付け 19 生産第 9424 号

農林水産省生産局長通知）別記８の第５の３の規定により別添のとおり報告する。 

 

 

 

  （注） 別添様式については、別記様式第７号に準ずるものとする。 
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 附 則 

 １ この要領は、平成 22 年４月１日から施行する。 

 ２ 改正前の要領に基づき実施した事業に関する事業実施状況の報告等及び事業の評価につい

ては、なお、従前の例によるものとする。 

 

 附 則 

 １ この改正は、平成 23 年４月１日から施行する。 

２ 改正前の要領に基づき実施した事業に関する事業実施状況の報告等及び事業の評価につい

ては、なお、従前の例によるものとする。 

 

 附 則 

   この通知は、平成 24 年４月６日から施行する。 

 

 附 則 

  この通知は、平成 25 年５月 16 日から施行する。 

 

 附 則 

 １ この通知は、平成 26 年２月６日から施行する。 

 ２ 改正前の本要領に基づき交付金の交付決定を受けている事業実施計画については、なお、

従前の例によるものとする。 

 

 附 則 

  この通知は、平成 26 年４月１日から施行する。 

 

 附 則 

  この通知は、平成 27 年４月９日から施行する。 

 

 附 則 

（施行期日） 

 １ この通知は、平成 27 年 10 月１日から施行する。 

（経過措置） 

 ２ この通知による改正前の各通知（以下「旧通知」という。）の規定により農林水産省生

産局長（以下「生産局長」という。）がした処分、手続その他の行為（以下「処分等」とい

う。）は、この通知による改正後の各通知（以下「新通知」という。）の相当規定により

農林水産省生産局長、農村振興局長又は政策統括官（以下「生産局長等」という。）がした

処分等とみなし、旧通知の規定により生産局長に対してされた申請その他の行為（以下「申

請等」という。）は、新通知の相当規定により生産局長等に対してされた申請等とみなす。 

 

  附 則 

１ この通知は、平成 28 年４月１日から施行する。 
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２ 改正前の本要領に基づき交付金の交付決定を受けている事業実施計画については、なお従

前の例によるものとする。 

附 則 

１ この通知は、平成 29 年４月１日から施行する。 

２ 改正前の本要領に基づき交付金の交付決定を受けている事業実施計画については、なお従

前の例によるものとする。 

 

  附 則 

１ この通知は、平成 29 年 10 月１日から施行する。 

２ 平成 29 年度までに実施した事業に関して平成 30 年３月 31 日までに行われる別記３第２

の２の（２）の確認等については、別記３第２の２の（２）の規定に関わらず、なお従前の例

によることができる。 

 

  附 則 

 この通知は、平成 30 年４月１日から施行する。 

 

附 則 

１ この通知は、平成 31 年４月１日から施行する。 

２  改正前の要領に基づき交付金の交付決定を受けている事業実施計画については、なお、従

前の例によるものとする。 

 

附 則 

  この通知は、令和２年１月 30 日から施行する。 

 

附 則 

１ この通知は、令和２年４月１日から施行する。 

２  改正前の要領に基づき交付金の交付決定を受けている事業実施計画については、なお、従

前の例によるものとする。 

 

附 則 

  この通知は、令和３年１月 28 日から施行する。 

 

附 則 

１ この通知は、令和３年４月１日から施行する。 

２  この通知による改正前の本要領に基づき交付金の交付決定を受けている事業実施計画につ

いては、なお、従前の例による。 

 

附 則 

  この通知は、令和３年 12 月 20 日から施行する。 
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附 則 

１ この通知は、令和４年４月１日から施行する。 

２ この通知による改正前の本要領に基づき交付金の交付決定を受けている事業実施計画につ

いては、なお、従前の例による。

附 則

１ この通知は、令和４年 12 月２日から施行する。 

附 則 

１ この通知は、令和５年４月１日から施行する。 

２  この通知による改正前の本要領に基づき交付金の交付決定を受けている事業実施計画につ

いては、なお、従前の例による。 
３ この通知による改正前の本要領に基づき広域コンソーシアムが行った事業については、事

業の評価を除き、なお従前の例による。 

 附 則

１ この通知は、令和５年 11 月 29 日から施行する。
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有害鳥獣捕獲実績

単位：頭

H３０ R１ R２ R３ R４
R５

※12月末現在

364 335 392 617 380 93

（　119　） （　100　） （　78　） （　139　） （　95　） （　93　）

68 19 85 28 24 1

（　5　） （　6　） （　6　） （　3　） （　1　） （　1　）

1 1

（　1　） （　1　）

24 9

（　24　） （　9　）

0 0 0

ヌートリア ー ー ー ー

0

年度

捕獲実績

（うち駆除実績）

イノシシ

シカ

サル



有害鳥獣　月別捕獲状況一覧

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

R1 イノシシ 46 56 50 48 35 235

シカ 5 3 3 2 13

イノシシ 5 2 2 7 21 13 4 10 17 16 11 10 118

シカ - - - - - - 1 2 - - 2 2 7

R2 イノシシ 73 96 60 55 30 314

シカ 25 16 11 15 12 79

イノシシ - 2 1 3 20 9 10 - 2 10 10 1 68

シカ - - - - - - 1 1 1 - - - 3

R3 イノシシ 168 97 108 61 44 478

シカ 6 5 8 3 3 25

イノシシ 8 7 8 12 19 19 24 2 12 6 10 12 139

シカ - - - - - 2 - - 1 - - - 3

R4 イノシシ 45 41 70 64 65 285

シカ 3 6 3 8 3 23

イノシシ 16 7 - 3 9 10 18 2 1 6 15 8 95

シカ - - - - - - 1 - - - - - 1

R5 イノシシ -

シカ -

イノシシ 4 1 - - 30 29 22 4 3 93

シカ - - - - - - 1 - - 1

種別 獣種 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

狩猟 イノシシ - - - - - - - 332 290 288 228 174 1,312

シカ - - - - - - - 39 30 25 28 18 140

捕獲 イノシシ 33 19 11 25 99 80 78 18 35 38 46 31 513

シカ - - - - - 2 4 3 2 - 2 2 15

狩猟

捕獲

捕獲

狩猟

捕獲

狩猟

捕獲

狩猟

捕獲

狩猟



令和４年度　有害鳥獣通報履歴一覧○イノシシ

本山 赤崎 須恵 小野田 高泊 高千帆 有帆 厚狭 出合 厚陽 津布田 埴生 計

4月 1 1 0 0 3 0 0 0 0 0 0 0 5

5月 1 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3

6月 2 3 0 2 5 0 0 1 0 0 0 0 13

7月 16 1 1 7 7 0 0 0 0 0 0 0 32

8月 7 4 0 6 5 0 0 1 0 0 0 0 23

9月 0 0 0 4 0 0 0 2 0 0 0 0 6

10月 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 0 0 2

11月 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 2

12月 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1

1月 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1

2月 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

3月 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 27 11 1 20 22 0 2 4 0 1 0 0 88

○サル

本山 赤崎 須恵 小野田 高泊 高千帆 有帆 厚狭 出合 厚陽 津布田 埴生 計

4月 0 0 0 0 0 0 0 3 4 0 0 0 7

5月 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 2 3

6月 0 0 0 0 0 3 2 0 0 0 0 0 5

7月 0 0 0 0 5 6 6 2 8 3 0 1 31

8月 0 0 0 0 3 8 1 7 0 1 0 1 21

9月 0 0 0 0 7 7 0 6 0 2 0 0 22

10月 0 0 0 0 3 11 0 0 1 0 0 0 15

11月 0 0 0 0 0 5 0 0 0 0 0 0 5

12月 0 0 0 0 0 1 2 0 0 0 0 0 3

1月 0 0 0 0 0 1 3 0 1 0 0 0 5

2月 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

3月 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 0 0 0 0 18 43 14 18 14 6 0 4 117
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令和５年度　通報履歴（R6.1.15現在）

○イノシシ

本山 赤崎 須恵 小野田 高泊 高千帆 有帆 厚狭 出合 厚陽 津布田 埴生 計

4月 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 0 2

5月 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1

6月 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1

7月 0 0 0 0 3 0 1 0 0 0 0 0 4

8月 0 0 0 1 4 1 0 1 0 0 3 1 11

9月 0 0 0 5 2 3 0 1 0 0 5 6 22

10月 0 0 0 1 3 2 1 1 0 0 13 1 22

11月 0 0 0 0 1 1 1 0 0 0 1 1 5

12月 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1月 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1

計 0 0 0 7 15 7 3 3 1 1 23 9 69

○サル

本山 赤崎 須恵 小野田 高泊 高千帆 有帆 厚狭 出合 厚陽 津布田 埴生 計

4月 0 0 0 0 3 0 0 2 0 0 0 1 6

5月 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

6月 0 0 0 0 5 0 0 0 0 2 0 0 7

7月 0 0 0 0 0 0 0 1 0 2 0 0 3

8月 1 1 0 5 2 0 0 1 0 0 0 0 10

9月 1 1 0 0 1 0 0 1 0 0 0 0 4

10月 0 0 0 2 0 1 0 7 1 0 0 0 11

11月 0 0 0 0 0 0 1 0 5 0 0 0 6

12月 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1月 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1

計 2 2 0 7 12 1 1 12 6 4 0 1 48
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（単位：件、人）

死亡者
人数

死亡者
人数

死亡者
人数

死亡者
人数

死亡者
人数

死亡者
人数

死亡者
人数

死亡者
人数

青森 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

岩手 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0

宮城 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

秋田 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

山形 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 1 3 0 0 0 0

福島 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 4 6 0 0 0 0 0 0 0

茨城 0 0 0 2 3 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 2 2 0 2 2 0 1 3 0

栃木 0 0 0 1 1 0 2 2 0 9 9 0 3 3 0 3 3 0 2 2 0 0 0 0

群馬 2 5 0 1 1 0 1 1 0 1 1 0 0 0 0 1 1 0 1 1 0 0 0 0

埼玉 0 0 0 0 0 0 1 2 0 1 3 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

千葉 2 3 0 2 2 0 4 5 0 2 2 0 2 2 0 3 4 0 6 8 0 2 2 0

東京 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 2 2 0

神奈川 1 1 0 0 0 0 3 3 0 4 4 0 0 0 0 1 1 0 1 2 0 0 0 0

新潟 0 0 0 2 3 0 0 0 0 0 0 0 7 9 0 1 1 0 1 1 0 0 0 0

富山 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 3 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

石川 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

福井 1 1 0 0 0 0 2 2 0 0 0 0 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

山梨 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 6 0 0 0 0 0 0 0

長野 1 3 0 2 2 0 0 0 0 0 0 0 2 3 0 0 0 0 1 1 0 1 1 0

岐阜 0 0 0 3 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

静岡 0 0 0 1 1 0 1 1 1 2 2 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0

愛知 0 0 0 2 5 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

三重 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

滋賀 2 5 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 1 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

京都 1 2 0 4 8 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 1 1 0 0 0 0

大阪 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1 0 0 0 0 0 0

兵庫 14 14 0 15 16 0 5 5 0 8 11 0 0 0 0 6 6 0 1 1 0 2 2 0

奈良 0 0 0 1 2 0 2 2 0 0 0 0 1 2 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0

和歌山 2 2 0 1 2 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

鳥取 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0

島根 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

岡山 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

広島 3 3 0 3 3 0 8 8 0 5 6 0 6 8 0 6 9 0 16 18 1 7 7 0

山口 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 2 2 0 3 3 0

徳島 0 0 0 3 3 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 9 0 0 0 0

香川 6 9 0 2 6 0 3 3 0 13 16 0 6 7 0 2 2 0 9 14 0 3 3 0

愛媛 2 4 0 2 3 0 2 2 0 1 1 0 1 1 0 1 1 0 6 6 0 1 4 0

高知 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 4 4 0 0 0 0 0 0 0

福岡 6 6 0 1 1 0 6 6 0 3 3 0 6 6 0 1 1 0 5 5 0 1 1 0

佐賀 0 0 0 2 4 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 2 2 0 6 6 0 1 1 0

長崎 2 2 0 1 3 0 3 3 0 1 1 0 5 5 0 0 0 0 0 0 0 1 5 0

熊本 0 0 0 0 0 0 4 4 1 0 0 0 3 3 0 0 0 0 1 1 0 1 1 0

大分 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 6 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0

宮崎 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

鹿児島 0 0 0 1 1 0 0 0 0 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0

沖縄 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 49 64 0 55 76 0 50 52 2 59 75 0 51 59 0 44 55 1 68 85 1 28 37 0

※１．数値は、都府県から聞き取った速報値です。

　２．狩猟や捕獲作業等に伴う人身被害は除きます。

　３．北海道については、イノシシの目撃・捕獲実績がないため表示していません。

　４．暫定値のため、変更することがあります。

被害
人数

件数

Ｒ０３年度

都道
府県

Ｈ２８年度 Ｈ２９年度

件数 件数

Ｒ０２年度

件数
被害
人数

Ｈ３０年度

被害
人数

令和5年12月26日

Ｒ０５年度
(R05年11月末暫定値）

被害
人数

イノシシによる人身被害について　[速報値]

件数件数
被害
人数

被害
人数

Ｒ０１年度

件数
被害
人数

Ｒ０４年度

件数
被害
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優

遇

措

置

〈狩猟者16,500(散弾銃等)円→0円〉

２ 鳥獣被害対策実施隊への優遇措置

○ 鳥獣被害対策実施隊を設置した場合は、銃刀法の技能講習の免除、狩猟税の軽減措置、市町村が負担する活動経
費に対する特別交付税措置などの優遇措置を受けることができる。

実施隊員のうち、主として捕獲に従事することが見込まれる者（対象鳥獣捕獲員）は、狩猟税が非課税。

② 狩猟税の軽減

実施隊員のうち、民間の隊員については非常勤の公務員となり、被害対策上の災害に対する補償を受けるこ
とができる。

③ 公務災害の適用

市町村が負担する実施隊の活動に係る経費については、その８割が特別交付税措置される。

④ 活動経費に対する特別交付税措置

実施隊員であれば、継続して10年以上猟銃の所持許可がなくても、銃刀法に規定する「事業に対する被害
を防止するためライフル銃による獣類の捕獲を必要とする者」として、ライフル銃の所持許可の対象になり
得ます。

⑤ ライフル銃の所持許可の特例

４

一定の要件を満たす実施隊員については、銃刀法に基づく猟銃所持許可の更新等の申請に際して、技能講習
が免除される。

① 技能講習の免除


